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調査概要 

 

１．調査の背景 

世界全体の温室効果ガスを削減していくには、自国での対策を進めるだけでなく、世界全体

で効果的な削減を実現するという観点が重要である。今後、開発途上国においては、人口増加

や経済成長を背景にエネルギー需要が増加し、温室効果ガスの排出量の増加を含む、様々なエ

ネルギーに関する開発課題が深刻化すると予想される。 

これらエネルギーに関する開発課題を解決する鍵は「革新的技術の開発と普及」にあると考

えられ、経済成長と温室効果ガスの排出削減を両立するためには、革新的技術の活用が必要不

可欠であり、有用な技術の開発途上国への普及を促進し、持続可能な社会の実現に貢献してい

くことが、SDGs（持続可能な開発目標）の視点からも求められている。 

我が国は、COP21 において採択されたパリ協定に基づき、2030 年度 26%削減（2013 年度

比）に向けた対策の実施が求められる。ポスト京都議定書の枠組みが今後創設されていく中で、

エネルギー・環境分野において豊富な知見・経験を有している我が国としては、低炭素エネル

ギー（Low Carbon Energy : LCE）技術を積極的に活用して、途上国が抱えるエネルギー・環

境分野の開発課題の解決に大いに貢献していくことが求められている。JICA は、これまでも

様々な開発スキームにより、これらの分野の課題解決に貢献してきており、近年では科学技術

協力（SATREPS）や民間との連携を通じた支援も拡充してきている。このことは、結果とし

て本邦企業が有する優れた技術の海外展開にも繋がっている。 

開発途上国への低炭素技術の導入に当たっては、市場のニーズ（コスト、スペック、品質等）

に合わせるとともに、相手国が自助努力での運営・維持管理（O&M）が可能となるような方策

が必要である。また、ある技術単体での導入のみならず、複数の技術を組み合わせることでよ

り大きな効果を発揮することが可能な技術の普及を図るほうが有用である場合があることや、

開発段階から開発途上国における最適な組み合わせを念頭に置いたシステムとしての構築を

検討していくことも重要である。 

JICA は、エネルギー分野の協力方針として低廉（Low-Cost）、低炭素（Low-Carbon）、低

リスク（Low-Risk）の 3 つの“L”をバランスよく満たすこと及びエネルギー・アクセスを改

善して包摂的な成長と貧困削減に貢献することを目的とした支援を実施しているが、我が国の

先進的な LCE 技術を活用により、こうした取り組みが一層効果的に推進されることが期待さ

れている。 

 

２．調査の目的 

上記を本調査の背景として、以下を目的として調査を実施する。 

 

 我が国が比較優位性を有しているエネルギー効率、省エネルギー、再生可能エネルギ

ー、系統安定化、水素・燃料電池等の先進的 LCE 技術の研究開発及び導入普及動向を

整理・分析し、市場・競合他社分析を行い、先進的 LCE 技術を途上国向けに導入普及

していくためのロードマップ策定を行う。 
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３．調査の手順（本報告書の記載箇所） 

 

（１） 世界におけるエネルギー予測（特に電力分野）を調査し、先進的 LCE 技術の市場規模

等を調査する。 

（Ⅰ．先進的低炭素エネルギーの見通し（世界）） 

 

（２） 先進的 LCE 技術に関する、国内での導入の背景・必要性、国内外の研究開発状況の確

認をする。 

（Ⅱ．先進的低炭素エネルギー技術の開発・導入動向） 

 

（３） 太陽光、地熱、風力、高効率火力、蓄電池について市場規模・競合他社分析を実施し、

日本の技術の優位性を検討する。 

（Ⅲ．先進的低炭素エネルギー技術の市場規模・競合他社分析） 

 

（４） 先進的 LCE 技術の導入に関連する政策及び資金支援策等について調査し、開発途上国

における利用可能性や課題等について検討する。 

（Ⅳ．先進的低炭素エネルギー技術に関連する政策・制度） 

 

（５） 上記をもとに、今後の途上国への先進的 LCE 技術の導入に関するロードマップを策定

する。 

（Ⅴ．先進的低炭素エネルギー技術の導入可能性の検討（ロードマップ）） 

 

４．調査の実施体制 

 本調査は、有限責任あずさ監査法人および一般財団法人日本エネルギー経済研究所が共同事

業体を組成し、業務を実施した。また、政策・制度面の一部について、三菱 UFJ モルガン・ス

タンレー証券株式会社に業務を再委託している。 

 

５．調査の対象範囲 

開発途上国への本邦技術の導入可能性検討に当たっては、本邦企業による海外展開の可能性

を広くとらえることとした。そのため、現状においては日本の優位性や競争力があまり見いだ

せない技術であっても、途上国の低炭素に資するもので、海外市場の拡大が見込まれる等の場

合には、先進的 LCE 技術として検討対象に含めている。 

 また、先進的 LCE 技術の導入可能性は国・地域ごとに条件が異なり、一律には決定できな

いため、本ロードマップでは国・地域の個別事項については反映していない。（中国について

は、将来に亘ってもインドと並ぶ温室効果ガスの一大排出国であるが、ODA による支援が極
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めて限定されていること、民間による商業ベースでの導入が主であることからから、本調査で

は対象外とした。） 

 日本の技術の優位性、途上国進出の課題、政策支援については、LCE 技術毎に企業や海外機

関等へのインタビューの他、文献調査等により、とりまとめを行った。 

 なお、本調査においては、原子力は対象範囲に含めないこととした。 
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I. 先進的低炭素エネルギーの見通し（世界） 

1. 世界のエネルギー需給の展望 1

2040 年までの世界における 1 次エネルギー消費は、特に中国やアジア等の新興国における

人口増加と経済成長の影響により、大きく増加することが見込まれている。

日本エネルギー経済研究所（IEEJ）が作成した「アジア／世界エネルギーアウトルック 2015」
によると、2040 年における 1 次エネルギーの消費量は石油換算 18,963 百万トン（Mtoe）2と、

2013 年の 13,555Mtoe よりも 5,408Mtoe 増加し、今後 27 年間で 1.4 倍の増加を見込んでい

る。その内訳をみると、以下のとおり、石油、天然ガス、石炭の消費が大半を占めている。

図 1：：第一次エネルギー消費（世界） 

出典：アジア／世界エネルギーアウトルック 2015（IEEJ） 

また、最終電力消費についても同様に、世界全体において増加が見込まれており、特に中国、

インド、ASEAN における 2020 年から 2040 年までの電力消費の増加が大きくなっている。中

国においては日本の現消費量（950TWh3）の 4.0 倍、インドにおいては同 2.5 倍にも相当する

電力需要の増加が見込まれている。

発電構成で見ると、石炭や天然ガスを中心とする火力発電が全体の 7 割弱を占めると予想さ

れている。シェアとしては、特に欧米において石炭火力が減少することから、石炭火力のシェ

アが低下する一方、天然ガス火力のシェアは 2013 年の 22%から 2040 年位 28%に増加すると

1 アジア／世界エネルギーアウトルック２０１５ 日本エネルギー経済研究所 2015 年 10 月 
2 エネルギー需給にまつわる社会・経済・政策・技術導入等の趨勢的な変化の継続を想定するレファレンス

ケースにおける予測。
3 テラワットアワー、tera (T) 1012 
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見込まれる。天然ガス火力は、技術開発により天然ガス複合発電（CCGT）が普及し、再生可

能エネルギーの変動性への調整電源としてガスタービンも用いられる等により、天然ガスへの

シフトが進展するとされている。

一方、再生可能エネルギー発電の構成比は、2040 年にて水力（5.0PWh4）と他の再生可能エ

ネルギー（3.0PWh）の合計で全体の 23％と現在 22％からそれほど変わらない。同予測におい

ては、風力発電及び太陽光発電等による発電量は政策支援や技術開発により、2013 年の

789TWh から 2040 年には 2,778TWh と急速に拡大すると見込んでおり、そのために必要とな

る設備容量としては、風力が 998GW5、太陽光 749GW が必要でそれぞれ現在の容量の 3.1 倍

と 5.5 倍とのことである。水力に関しては、大規模開発の鈍化により、シェアとしては低下す

ると見込んでいる。

図 2：最終電力消費の増加（選定地域）（左）、電源構成（世界）（右） 

出典：アジア／世界エネルギーアウトルック 2015（IEEJ） 

 参考までに、レファレンスケースにおける国別の発電消費量を示すと以下のとおりであり、

2040 年には中国が他国を大きく上回り、インドにおいても米国や EU と同レベルの消費量と

なっていく。

4 ペタワットアワー、peta (P) 1015 
5 ギガワット、giga (G)109 
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図 3：国別の発電消費量（レファレンスケース） 

出典：アジア／世界エネルギーアウトルック 2015（IEEJ） 

同様に、IEA が公表した World Energy Outlook 2016 の発電電力量見通し（WEO 新政策シ

ナリオ）においても、2040 年の電力供給量は、2014 年の 23,809TWh から 2040 年には

39,047TWh と 2014 年比で 64％（15,238TWh）の増加が見込まれている。構成別には、石炭

火力が発電量は増加するがシェアは減少し、一方、天然ガス火力の発電量は 1.7 倍となる。 
また、IEA の見通しでは、新政策シナリオの場合、再生可能エネルギーの発電量が約 37％

（水力を除くと約 21％）と現状の約 23％（水力を除くと約 6％）よりシェアが拡大するとし

ている。一方、450 シナリオの場合には、2040 年までに再生可能エネルギーによる発電が 58％
になり、風力発電と太陽光発電は、今日の 4％から全体の約 1／3 の 10,500 TWh まで増加し、

風力発電は現状の 5.5 倍の 2,300ＧＷ超、太陽光発電は現状の 9 倍の 2,100ＧＷになると予測

している。
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図 4：2040 年の電力供給量（シナリオ別） 

出典：World Energy Outlook 2016 (IEA) 

その他の予測としては、U.S. Energy Information Administration が公表している

International Energy Outlook 2016 によるものがある。同予測によると、2040 年における再

生可能エネルギーの発電量は約 10PWh となり、シェアも約 3 割弱と増加が見込まれている。

特に、風力発電の増加量が大きい。6

出典：International Energy Outlook 2016（U.S. Energy Information Administration） 

6 太陽光発電が大幅に増加することで再生可能エネルギーの発電容量（GW）が 2040 年には半数近くを占め

るとの予測もある(BNEF)。 

5 6 
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2. 世界の CO2 排出量の展望 7

IEEJ の「アジア／世界エネルギーアウトルック 2015」においては、一次エネルギーの消費

量について、レファレンスケースの他に、現実社会での適用機会・受容性を踏まえた最大限の

CO2 排出削減対策を見込む「技術進展ケース」の予測もなされている。それによると、技術進

展ケースにおける 2040 年のエネルギー消費量は、レファレンスケースに比して、世界全体で

2,567Mtoe の削減となり、増加分が半減されている。また、アジア圏において 1,157Mtoe（削

減量の 45％）が削減されると予測されている。 
また、2013 年～2040 年のエネルギー消費量の変化を見ると、技術進展ケースでは石炭消費

の変化が最も大きく、1,472Mtoe の減少となっている。これは、電力需要の減少、発電効率の

向上、他エネルギーへの代替影響等によるものとされている。その他、石油や天然ガスなどの

化石燃料においても、同様に大幅な消費量の減少が見込まれている。

出典：アジア／世界エネルギーアウトルック 2015（IEEJ） 

（参考）IEEJ「アジア／世界エネルギーアウトルック 2015」 技術進展ケースでの技術導入想定例 

7 アジア／世界エネルギーアウトルック２０１５ 日本エネルギー経済研究所 2015 年 10 月 

7 8 
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上記を前提として、同レポートでは世界のエネルギー起源 CO2 排出の予測を以下のとおり

としている。2050 年におけるレファレンスケースでの CO2 排出量は 45.9Gt であるが、技術

進展ケースでは二酸化炭素回収・貯留（CCS）を加味すると 23.3Gt まで減少することになる。

これは、現在の 32.9Gt の 7 割の排出量であり、省エネルギー及び CCS の貢献が大きい。 
また、2030 年の世界全体の温室効果ガス（GHG）排出量では、主要 8 カ国の自主的な削減

案を元にした推計量（INDC）はレファレンスケースに近いものとなっており、中国やインド

などの途上国における効果的な取組の強化が必要とされている。

出典：アジア／世界エネルギーアウトルック 2015（IEEJ） 

なお、CCS については世界全体で研究開発が進んでおり、大幅な CO2 削減には火力発電の

導入のために必要不可欠な技術であると位置づけられている。IEEJ の予測による CCS による

CO2 削減量は以下のとおりであり、2040 年で 3.6Gt、2050 年で 7.2Gt に及び、特に発電部門

における削減が大きく寄与すると予想されている。

出典：アジア／世界エネルギーアウトルック 2015（IEEJ） 

11 

9 10 
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IEA の Energy Technology Perspectives 2016 における CO2 排出削減量の予測は以下のと

おりであり、2050 年において 4℃シナリオ（4DS）から 2℃シナリオ（2DS）への削減対策と

して、再生可能エネルギー、省エネルギー、そして CCS などを大幅に導入する必要があると

読み取れる。

図 12：CO2 排出削減量の予測 

出典：Energy Technology Perspectives 2016（IEA） 

また、同レポートにおいては 2℃シナリオ（2DS）への目標に対する現状の技術水準とし

ては以下のとおりと考えられており、電気自動車、太陽光パネル、陸上風力発電以外は遅れて

いると指摘している。

出典：Energy Technology Perspectives 2016（IEA） 

Figure 13 



先進的低炭素エネルギー技術の開発途上国展開に関する基礎調査業務 2017 年 2 月

I-8 

3. 世界におけるエネルギー投資の展望 8

IEA による予測によると、新政策シナリオにおいて、2014 年から 2035 年までの世界におけ

るエネルギー供給への投資は、全体で 40 兆ドルと見積もられ、内訳としては、発電事業、石

油事業、天然ガス事業の順となっている。

出典：WORLD ENERGY INVESTMENT OUTLOOK（IEA 2014） 

また、同レポートによる 2014 年から 2035 年までの世界のエネルギー効率への投資は、全

体で 8 兆ドルと見積もられ、内訳としては、交通分野と建築分野がほとんどを占め、産業分野

の占める割合は小さくなっている。

出典：WORLD ENERGY INVESTMENT OUTLOOK（IEA 2014） 

8 WORLD ENERGY INVESTMENT OUTLOOK IEA 2014 

15 

14 
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一方、同レポートの 450 シナリオにおける低炭素技術とエネルギー効率への年間投資額は、

2013 年の 3900 億ドルから、2020 年には 7900 億ドル、そして 2035 年には 2.3 兆ドルまで増

加するとしている。また、2035 年までの累計投資額は 28.5 兆ドルとされ、エネルギー効率が

48%、再生可能エネルギー・原子力発電・バイオ燃料で 40%を占めている。 

出典：WORLD ENERGY INVESTMENT OUTLOOK（IEA 2014） 

同レポートの新政策シナリオにおける 2014 年から 2035 年の世界の電力発電容量のフロー

及び投資額を見ると、以下のとおりである。新規に追加される発電源としては、石炭火力

（1,070GW）及び天然ガス火力（1,270GW）よりも再生可能エネルギーが 2,930GW と上回っ

ており、投資額も再生可能エネルギーが 5.8 兆ドルと石炭火力（1.5 兆ドル）及び天然ガス火

力（1.0 兆ドル）を大きく超過している。 

16 
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出典：WORLD ENERGY INVESTMENT OUTLOOK（IEA 2014） 

4. 非 OECD 諸国における電力供給量の展望 9

IEEJ の予測によると、レファレンスケースにおける OECD と非 OECD の電源構成は以下

のとおりであり、 2040 年までに OECD では石炭火力が発電量全体の 2 割くらいまで減少す

る一方、天然ガスと再生可能エネルギーがそれぞれ約 3 割まで増加する。非 OECD では、中

国やインドなどの急速に伸びる電力需要に対して石炭火力が主要な電源となるため、シェアと

しては減少するものの発電量全体に占める割合は 4 割強と高いものとなり、天然ガス火力の増

加は OECD と同程度、また再生可能エネルギーは横ばいと予測されている。 

9 アジア／世界エネルギーアウトルック２０１５ 日本エネルギー経済研究所 2015 年 10 月 

17 
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出典：アジア／世界エネルギーアウトルック 2015（IEEJ） 

また、IEEJ 予測のレファレンスケースにおいて、風力発電と太陽光発電の導入量を地区別

にみると、以下のとおりである。風力発電では、2040 年において北米が対 2013 年比で約 3 倍

（219GW）、EU が 2 倍に満たない（205GW）一方、中国が約 4 倍（367GW）及び他のアジ

ア諸国が 4 倍（101GW）となる。中国は、世界全体の 4 割弱を占める主要な風力発電地帯と

なる。

太陽光発電についても、2040 年までに北米及び EU においても増加するが中国及び他のア

ジア諸国の伸びが大きく、中国及び他のアジア諸国で世界全体の 45%を占める。太陽光発電に

おける発電コストは市場拡大や技術開発により徐々に低下していることや、各国における野心

的な導入目標が設定されることもあり、今後とも拡大が期待される。

出典：アジア／世界エネルギーアウトルック 2015（IEEJ） 

一方、前述した IEEJ 予測の技術進展ケースでは、発電構成も変化することになる。下図の

実線における技術進展ケースの場合の発電量では、化石燃料による発電量を抑制する一方、再

18 

19 
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生可能エネルギーの発電量を増加させることが分かる。この傾向は、アジア地域においても同

様で石炭火力による発電量を大幅に抑えることができるが、電源構成に占める割合は、世界全

体と比して高い。

出典：アジア／世界エネルギーアウトルック 2015（IEEJ） 

また、同レポートの技術進展ケースにおける 2040 年の風力発電と太陽光発電の設備容量は、

レファレンスケースに比してそれぞれ約 1.6 倍と約 1.8 倍となる。陸上風力については、さら

なるコスト削減と送配電インフラの整備等により、新興・途上国及び米国での導入が見込まれ

る。また、太陽光発電については、システムコストの低減により、中国、インド、中東、北ア

フリカ、中南米等のサンベルト地域のある新興・途上国において普及が拡大する。先進国では、

太陽電池の価格低減と併せて小型蓄電池のコスト低減により、住宅用の分断型太陽光発電が普

及すると予測されている。

出典：アジア／世界エネルギーアウトルック 2015（IEEJ） 

20 
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5. 非 OECD 諸国におけるエネルギー投資の展望 10

前述した IEA 予測による新政策シナリオにおいて、2014－2035 年における発電能力への追

加投資（5,660GW）と廃棄（1,850GW）を地域別にみたのが、以下のグラフである。追加投資

の 3 分の 2 が非 OECD 国であり、電力需要への対応で増加している。特に中国は、2014－
2035 年に 1,400GW を導入し、そのうち風力と太陽光が 37%、石炭火力が 28%を占めると予

想されている。また、インドの追加投資の推定は 680GW であり、石炭火力がそのうち 40%を

占めている。既存設備のリプレイスが多い OECD 諸国に比して、非 OECD では新規増設がほ

とんどとなることが特徴的である。

ちなみに、EU においてはリプレイス、再生可能エネルギーの大規模開発、システムの信頼

性を確実なものにするための化石燃料により、740GW が追加投資される。また、米国では、

リプレイス（ガス火力発電が 1／3）、風力、太陽光等の投資となる。 

出典：WORLD ENERGY INVESTMENT OUTLOOK（IEA 2014） 

（参考）IEAにおける発電プラントの耐用年数の前提 

発電プラントの耐用年数は技術及び経済的条件により、以下のように見積もっている。 

○技術的耐用年数は発電プラントの設計耐用年数となる。

水力…70年、石炭火力…50年、原子力…40－60年、ガス火力…40年、風力及び太陽光…20－25年、 

○経済的耐用年数は、技術的耐用年数よりも通常短くなる。また、規制がない状態で運営している場

合には、よりリスクが高まることから投資回収期間は短くなる。 

 なお、同予測の前提とした地域別の電力需要の年平均成長率、追加発電能力、送配電線の新

設・更新は以下のとおりである。非 OECD において、経済成長に伴う旺盛な電力需要により

年平均成長率は全体で 3.2％となり、特にインドが 5.0%、東南アジアが 4.1％と高く、中国、

10 WORLD ENERGY INVESTMENT OUTLOOK IEA 2014 年 

22 
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中東、中南米、アフリカも 3.0％前後の伸びが予測されている。 
 この需要を満たすための発電所の増設（非 OECD 合計 3,749GW）には、送電網の整備が不

可欠であり、これにより新規顧客への送配電や質の高い電力供給が可能となる。2014－2035
年で全送電線の追加投資 3.2 百ｋｍの約 8 割に当たる 2.6 百ｋｍが非 OECD 諸国であり、ま

た全配電線の追加投資（24.2 百ｋｍ）の約 8 割強となる 20.3 百ｋｍが非 OECD での投資と予

測されている。送配電線の更新投資については、非 OECD 及び OECD のいずれにおいても同

程度の投資が見込まれている。送配電線の耐用年数は 40 年と見積られ、2035 年までに欧米諸

国などで多くの送配電線が耐用年数に到達すると考えられる。 
 

 
出典：WORLD ENERGY INVESTMENT OUTLOOK（IEA 2014） 

 
 上記の前提を元に推計された新政策シナリオによる 2014－2035年の電力部門への投資総額

は 16.4 兆ドルであり、年間必要投資額は 7,400 億ドルとなっている。その内訳としては、送

配電網が 42%、再生可能エネルギー（水力を除く）が 27%、化石火力が 16%となっている。

また、地域別にみると、2014－2035 年の累積投資額は中国で 3.6 兆ドル、EU が 2.2 兆ドル、

米国が 2.1 兆ドル、インドが 1.6 兆ドル、そして東南アジアが 1.0 兆ドルとなっている。 
  

１ 



先進的低炭素エネルギー技術の開発途上国展開に関する基礎調査業務 2017 年 2 月 
 

I-15 
 

 

 
出典：WORLD ENERGY INVESTMENT OUTLOOK（IEA 2014） 

 
 なお、OECD 及び中国、他の非 OECD における発電設備への年間平均投資額（2014－2035
年）は次のとおりであり、中国と他の非 OECD とは投資推移が異なっている。中国では発電

設備容量が電力需要を満たすことから、年間平均投資額が減少していく。一方、他の非 OECD
では火力、水力、風力・太陽光ともに年間投資額は純増していく。 
 

 
出典：WORLD ENERGY INVESTMENT OUTLOOK（IEA 2014） 

  
 なお、発電設備への累計投資額（2014－2035 年）では、火力・水力・原子力への投資が 54%
を占めており、残りの大半は風力と太陽光となっている。 
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II. 先進的低炭素エネルギー技術の技術開発・導入動向

本章では、様々な先進的低炭素エネルギー技術に関して、日本及び海外における開発・導入

動向について説明する。それらの概要を取りまとめたものは、以下のとおりである。

LCE技術の類型化 詳細項目 日本での開発・導入の必要性 日本における技術動向 国内企業 他国の主な研究開発動向

太陽光 シリコン系、化合
物系、有機系

・エネルギー安全保障
・経済効果
・他産業への波及効果
・2030年導入目標：64GW

・ヘテロ接合型：パナソニック、カネカ
・薄膜シリコン型：産総研
・CIS系：ソーラーフロンティア、NEDO
・III-V族（3接合）型：シャープ
・ペロブスカイト型：NEDO、NIMS
・有機薄膜：三菱化学、住友化学
・2030年コスト削減目標：7円/kWh

三菱電機、シャープ、パ
ナソニック、京セラ、
ソーラーフロンティア、
カネカ、ほか

アメリカ
・全般：NREL
・結晶シリコン型：NREL、MIT
・ペロブスカイト型：プリンストン、UC
バークレー

ヨーロッパ
・全般：EP7、Horizon 2020
・集光型：Fraunhofer（ドイツ）、Soitec
（フランス）
・ペロブスカイト型：EPFL（スイス）

地熱 フラッシュ方式、バ
イナリ―方式、ＥＧ
Ｓ、超臨界地熱資
源（マグマ）

・エネルギー安全保障
・地熱資源の存在
・日本企業の競争力
・2030年導入目標：1.4-
1.6GW

・フラッシュ方式：動きなし
・バイナリー方式：NEDO
・資源探査、管理、掘削：JOGMEC
・EGS、超臨界：産総研

三菱重工、東芝、富士
電機、ほか

アメリカ
・EGSなど：DOE (EERE)、FORGEプロ
グラム

ヨーロッパ
・EGSなど：FP7、Horizon 2020、
EGEC

陸上風力 ・エネルギー安全保障
・市場規模（世界）
・発電コスト（再エネの中では
安価）
・2030年目標：9.18GW

・二次巻線型誘導発電機が主流に
・風力発電高度実用化研究開発：
NEDO

三菱重工、日立製作
所、東芝、日本製鋼所
ほか

・大型化、効率化：DOE、NRELなど
（アメリカ）、FP7、Horizon 2020など
（ヨーロッパ）

・系統制御：CECRE（スペイン）

洋上風力 着床式、浮体式 ・エネルギー安全保障
・土地制約の解消
・風況
・2030年目標：0.82GW

・実用化はほぼ全て着床式
・崎山漁港沖（長崎）で浮体式実用
化：五島フローティングウィンドパワー
・洋上風力発電等技術研究開発：
NEDO

三菱重工、日本製鋼
所、東芝、日立製作所、
ほか

アメリカ
・実用化には遅れ（訴訟）
・風海況観測：DOE、PNNL、NOAA

ヨーロッパ
・着床式および関連技術：ORE
Catapult（英）、LORC（デンマーク）、
Fraunhofer（独）など
・全般：FP7、Horizon 2020

高効率火力 ＵＳＣ、Ａ－ＵＳＣ、Ｉ
ＧＦＣ、ＩＧＣＣ、ＡＨ
ＡＴ、GTCC、GTFC

【石炭火力】
・安定供給性（埋蔵量が多く、
埋蔵場所も一極集中していな
い）
・経済性（化石燃料で最安）
・GHGが多い
・2030年26%
【LNG火力】
・GHGが少ない
・他産業への波及効果（高度
利用、利用形態の多様化）
・2030年27%

【石炭火力】
・USCは実用化が進み、国内石炭火
力の約半分（設備容量ベース）
・A-USCは、技術確立は2016年度頃
を目途
・空気吹きIGCCは、商用転用化
（2012年）
・大崎ｸｰﾙｼﾞｪﾝでは、酸素吹きIGCC
にCCS分離・回収設備及び燃料電池
を組み込んだOGFCについても検討
【天然ガス火力】
・GTCCの1600℃級は商用運転を開
始し、1700℃級の技術確立は2020年
度頃を目途
・AHATは2020年度頃に51%の発電
効率実現を目標

三菱日立パワーシステ
ムズ、東芝、IHI、富士
電機、川崎重工

【石炭火力】
欧州
・AD700プロジェクト（A-USC実現へ
向けた各種要素試験）
・CCS、IGCCの推進に向けた資金支
援プログラムを導入
・USC、A-USCでは企業参加による
共同開発を推進
・CCSは2020年以降の商業実用化を
目標
米国
・500～600MW級のIGCC建設が進行

【天然ガス火力】
欧州
・CAME-GTで高効率ガスタービンの
開発が推進
・第7次技術開発枠組計画（FP7）の
中で研究開発を実施
米国
・高効率エンジン・タービンプロジェク
ト（HEET）の中で技術開発
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LCE技術の類型化 詳細項目 日本での開発・導入の
必要性

日本における技術動向 国内企業 他国の主な研究開発動向

CCS・CCU 温暖化対策 ・化石燃料から排出さ
れるCO2を回収・利用
するため
・気候変動対策

・CCSの分離技術のコストは
2030年代に現在の1/4の
1000円台/tCO2にする目標
（経済産業省）

・エンジニアリング会社として日
揮、千代田化工、東洋エンジニアリ
ング他、
・電力事業では三菱重工業、日立
（現、三菱日立パワーシステム
ズ）、IHI、東芝他
・製鉄関係では新日鉄住金エンジ
ニアリング
・貯留分野では大成建設や鹿島建
設

世界では10個のCCS・EORプロジェク
トが稼働中で、年間の分離圧入の
CO2数量は2,500万トン

蓄電池（系統用） 鉛蓄電池、NAS電池、
ニッケル水素電池、リ
チウムイオン電池、（バ
ナジウム）レドックスフ
ロー電池、ナトリウムイ
オン電池

・ピーク需要対策
・電気代節約
・系統安定化
・再エネ受入可能量増
・電気自動車
・2020年目標：世界シェ
ア50%

・研究支援：NEDO
・鉛：GSユアサほか
・NAS：日本ガイシ、東京電力
・ニッケル水素：産総研ほか
・リチウムイオン：産総研、トヨ
タ、東工大（2016年）ほか
・レドックスフロー：住友電工
・試験場：NITE（大阪）

GSユアサ、日本ガイシ、パナソニッ
ク、川崎重工業、日立マクセル、
NEC、東芝、住友電工

※ソニーは撤退

アメリカ
・リチウムイオン、リチウム空気：
NREL、MIT
・有機フロー電池：ハーバード

ヨーロッパ
・全般：FP7、Horizon 2020
・リチウムイオンなど：ALISTORE
ERI、SAFT（フランス）、Franuhofer（ド
イツ）など

中国
・リチウムイオンなど：SIAT、DICP

韓国
・リチウムイオン：サムスン、LG化学

水 素 ・燃 料電 池・ アン
モニア

ＰＥＦＣ，ＳOＦＣ，PAFC ・エネルギー安全保障
・省エネ
・環境性

PEFC：トヨタ自動車（燃料電
池自動車）
SOFC：エネファーム

定置用燃料電池
PEFC：パナソニック、東芝
SOFC:京セラ、アイシン精機、三浦
工業、三菱日立パワーシステムズ
PAFC：富士電機

燃料電池自動車：トヨタ、ホンダ

水素：JX、東京ガス、大阪ガス、
JPOWER、旭化成、東レ、川崎重
工、千代田化工建設、岩谷産業、
日揮

アンモニア：日揮、千代田化工建
設、日本触媒、三井化学、トクヤ
マ、IHI、大陽日酸、宇部興産

アメリカ：DOE

欧州：NOWのNIPの中で家庭用燃料
電池の実証実験、DENA（ドイツ）、
ene.field

次世代照明（LED） ・省エネ
・温暖化対策

・2020年までにフローで
100％、2030年までにストック
で100％普及計画

パナソニック、東芝ライテック、NEC
ライティング、遠藤照明、岩崎電
気、

・米DOEはLEDに対して2015年に
200lm/W、80 Raという目標が設定、
有機ELに対して150 lm/W、15万時間
という目標が設定
・欧州の研究助成資金であるFP7の
下LEDの高効率化や製造コストの低
減プロジェクト
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LCE技術の類型化 詳細項目 日本での開発・導入の
必要性

日本における技術動向 国内企業 他国の主な研究開発動向

需給システム
-スマートコミュニティ ・再生可能エネルギー

増と次世代自動車等へ
の対応と電力の安定供
給の必要性
・分散型エネルギーシ
ステムにおけるエネル
ギー需給を総合的に管
理

2010年4月から2015年3月ま
でに「次世代エネルギー・社
会システム実証事業」が行わ
れ、全国19 地域からの応募
から、横浜市、豊田市、けい
はんな学研都市（京都府）と
北九州市が選定された。

・2010年4月官民連携組織「スマー
トコミュニティアライアンス」を設立、
電力、重電・機器メーカ、IT、不動
産ディベロッパー、大学、研究機
関、自治体など約300社から構成
・東芝は国内外で既に30以上もの
スマートコミュニティプロジェクトに
参画

・米国は老朽化した送配電網の改善
策としつつ、「スマートシティイニシア
ティブ」（2015）で要素技術のIoTや自
動運転などが重視
・EUは系統安定性と再生可能導入を
目的として、2011年に「スマートシ
ティ・スマートコミュニティ産業界イニシ
アティブ」で輸送とエネルギー分野の
実証事業、2012年「スマートシティ・コ
ミュニティ欧州イノベーション・パート
ナーシップ」で都市エネルギー、交
通、情報通信分野のスマート技術開
発を支援

-スマートグリッド ・再生可能エネルギー
増と次世代自動車等へ
の対応と電力の安定供
給の必要性

エネルギー・環境会議（2011
年7月29日）における「今後5
年以内に総需要の8割をス
マートメーター化する」との目
標に向け、2012年2月時点で
約130万個のスマートメーター
が設置。2016年末1222万台
計画。

・日立は日本風力開発株式会社、
トヨタ自動車株式会社とパナソニッ
ク電工の3社と連携し2010年9月
から2年間六ヶ所村スマートグリッ
ド実証事業を実施した。
・東京電力、伊藤忠商事、東京工
業大学などと共同で2010年度から
次世代送電システム「日本版ス
マートグリッド」 構築に向けた実証
実験を実施。
・東芝は、横浜において2014年ま
での期間で次世代エネルギー・社
会システム実証や宮古島における
離島マイクログリッド実証実験

・米国はDOE主導でスマートグリッド
投資補助金プログラム（Smart Grid
Investment Grants、SGIG）とスマート
グリッド実証事業（Smart Grid
Demonstration Project、SGDP）を実
施、送電線網の近代化、サイバーセ
キュリティの強化、系統相互運用の
パフォーマンスを向上。
・EUは、2010年のEU成長戦略「欧州
2020」において次世代エネルギー
ネットワーク「スマートグリッド」の導入
とEU域内と周辺地域の相互接続等
のインフラの近代化を実現するため
欧州委員会は2011年スマートグリッド
の普及に向けた計画を発表し、10%
程度普及となったスマートメーター設
置率を2020年までに80%に、2022年
までに100%に到達させる目標

-デマンド・レスポンス 出力調整、ＦＡＣＴＳ、Ｐ
ＣＳ制御、需給運用、
広域運用、発電予測

・福島事故後集中型エ
ネルギーシステムの脆
弱性の克服と再生可能
エネルギーの導入拡大
に伴い電力品質の確保
・省エネと節電の必要
性
・電気需要の平準化

・電気料金型
・インセンティブ型（ネガワット
取引）

・デマンドレスポンス推進協議会
（DRC）の参加アグリゲーター：ア
ズビル、エナノック、エナジープー
ルジャパン、ダイキン、京セラ、双
日、東芝、日立、丸紅、三菱電機

・米カリフォルニア州PG&E（Pacific
Gas & Electridc）は2007年からの累
計で30万軒参加
・米オクラホマ州　OG&E（Oklahoma
Gas & Electric）2012年末で4万2000
世帯が参加、
・米PHI（Pepco Holdings Inc）一般家
庭中心に約35万件の需要家が参加
・欧州は産業と業務需要家向けを中
心に実施、米国と比べ進展が遅れ、
規模も小さい。2015年には英国、ス
イス、ベルギー、アイルランド、フィン
ランドとフランスの合計6カ国と報告さ
れている

-BEMS,HEMS ・徹底した省エネル
ギー社会の実現
・ZEH（Zero Energy
House）の新築100%普
及目標
・新築建築物の省エネ
基準の義務化

・BEMSで建物全体で約10%の
省エネ（電子情報技術産業協
会の試算）

・パナソニックが「時間帯別電気料
金情報に基づいて複数の電気機
器の予約運転を行う制御システム
等」や「配電システム」、「非接触電
力伝送回路」等開発
・東芝は「非接触型の充電等」や
「予備力計算装置等」等開発
・中国電力「電力系統における電
力調整方法・装置」、「非接触給電
システム、給電装置等」等開発
・BEMSは国内ではアズビル、ジョ
ンソン・コントロールズが2大事業
者

-系統連系（超電導送
電、ＨＶＡＣ、ＨＶＤＣ、
低ロス送電線）

・送配電の損失の削減
・大容量送電の必要
・交直流変換によるロス
の削減

・低ロス送電線技術として、
Low Electrical Power Loss
Aluminum Conductors
Aluminum-Clad Steel
Reinforced (LL-ACSR/AS)や
Thermal Resistant Aluminum
Alloy Conductors Steel
Reinforced LL-TACSR/ASの
日本の技術で同径電線よりア
ルミ部分の断面積を増やすこ
とで電気抵抗を低減してい
る。

・電線大手：住友電気工業、古河
電気工業、フジクラ
・高温超電導線材（ビスマス系（Bi）
系線材）は住友電気工業、住友電
気工業（製造工程独占）
・高温超電導の冷凍システム前川
製作所、太陽日酸、

・米国ではConEdison社が170m級の
超電導ケーブルを建設する計画が進
んでいる
・ドイツではAmpaCityプロジェクトで
1kmの三相同軸型超電導交流ケーブ
ルを開発する計画
・高温超電導線材（ビスマス系（Bi）系
線材）Bruker（ドイツ）
・高温超電導の冷凍システムAir
Liquide（フランス）

-分散型電源管理シ
ステム（DERMS）、
バーチャルパワープラ
ント（VPP）

・再エネの増加に伴いう
系統信頼性と安定化へ
の対応
・再エネの導入を拡大

2016年より補助金事業として
VPPの実証事業が開始され
た。同事業にて、平成28年か
ら平成32年までの5年間の事
業を通じて、50MW以上の仮
想発電所の制御技術の確立
等を目指し、更なる再生可能
エネルギー導入拡大を推進し
ている。

関西VPPプロジェクトでは関西電
力、富士電機、ＧＳユアサ、住友電
工、日本ユニシス、ＮＴＴスマイルエ
ナジー、エネゲート、エリーパワー
等10数社参加。

米国は電力市場の構造変化に対応
するため、容量市場の構築に従って
DRを含めたDERMS技術を駆使した
VPP企業が成長
・カリフォルニアのDERの所有や運用
を行う事業者「DERプロバイダー」が
市場に参加できる制度の導入を進め
ている。
・ドイツNEXT KRAFTWERKE社が
「マーケット・プレミアム」制度を活用し
て1000カ所を超える発電設備を束ね
るVPPと成長。
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1. 太陽光発電 

1.1. 開発・導入の必要性 

(1) エネルギー安全保障 

 福島事故後、6%程度まで低下した日本のエネルギー自給率の改善は、日本のエネルギー安全

保障の根幹である。2015 年に発表された「長期エネルギー需給見通し」では、エネルギー自給

率を 2030 年に 25%程度まで引き上げることを目標の一つとしている。その達成にあたって、

国産エネルギー資源を活用できる太陽光発電は不可欠なものとなる。再生可能エネルギーのな

かでも木質バイオマス発電などは多くの燃料を輸入に依存することになる懸念が拭えないが、

燃料を使用せず発電を続けられる太陽光発電は確実にエネルギー自給率向上に寄与する。上記

の性質は日本以外の国々にとっても同じく重要なものとなる。 

 

 

図 1 日本のエネルギー自給率の推移 
出典：IEA, World Energy Statistics and Balances 2015 より作成 

 

(2) 経済効果 

 日本では 2015 年の再生可能エネルギー分野での年間投資額が約 362 億ドル（研究開発を除

く）となっており、うち約 88%が小規模太陽光発電プロジェクトに対する投資となっている 1。

全世界の総投資額は、再生可能エネルギー分野全体で約 2,860 億 2ドル、太陽光発電分野で約

1,610 億ドル 3となっている。 

また、日本では太陽光発電関連産業によって、約 37 万 7 千人（再生可能エネルギー全体で

約 38 万 8 千人）分の雇用が、全世界では約 277 万 2 千人（再生可能エネルギー全体で約 805

万 2 千人）分の雇用が創出されている 4。 

(3) 他産業への波及効果 

                                                   
1 REN21, “Renewables 2016: Global Status Report,” 2016, p.102. 
2 Ibid., p.99. 
3 Ibid., p.103. 
4 Ibid., p.41. 
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 太陽光発電事業は多数の他産業と連関しており、その市場の活性化はそれら他産業にも波及

効果をもたらす。製造段階および流通段階での他産業との関わりを示したものが図 2 および図 

3 である。 

 
図 2 太陽光発電システムに係る産業（製造段階） 

出典：資源総合システム「太陽光発電産業について」第 15 回新エネルギー部会, 2006. 
 

 
図 3 住宅用太陽光発電システム（10kW 以下）流通構造 

出典：資源総合システム「太陽光発電産業について」第 15 回新エネルギー部会, 2006. 
 

 

(4) 現在の導入量および導入目標 

 図 4 の通り、日本では近年になって急激に太陽光発電の導入量が急増している。これは主に、

2012 年から実施されている固定価格買取制度（Feed-in Tarff, FIT）の支援による効果である。
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2014 年の時点で累積設備容量は 23.3GW5に達しており、ドイツ、中国に次いで世界第 3 位とな

っている。「長期エネルギー需給見通し」ではエネルギー自給率や温室効果ガス排出量削減の

観点から再生可能エネルギー発電を今後の重要なエネルギー源と位置付けており、2030 年度の

総発電量の 22-24%にあたる 237-252TWh 程度を再生可能エネルギーによって、うち 7.0%にあ

たる 75TWh（64GW 相当）程度を太陽光発電でまかなうとしている。 

 

 

図 4 太陽光発電の設備容量および発電量推移 
出典：（設備容量）IRENA データベース 
   （発電量）IEA, World Energy Statistics and Balances 2015 より作成 

 

表 1 2030 年度における太陽光発電の導入見込量 

 
出典：経済産業省「長期エネルギー需給見通し 関連資料」2015 より作成 

1.2. 国内の技術開発動向 

 太陽光発電システムの中核をなす太陽電池には、大きく分けるとシリコン系、化合物系、有

機系といった種類があり、それぞれの特徴は  

                                                   
5 IRENA データベースより 
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表 2 のようになっている。ここでは日本における各種の技術開発動向について述べると同時

に、表 2 に太陽電池の種類別の変換効率の推移を示す。 

 

表 2 太陽電池セルの種類と特徴 

 
出典：NEDO『NEDO 再生可能エネルギー技術白書 第 2 版』2014, p.II-7 および 

NREL, Research Cell Efficiency Records, Apr. 2016 より作成 
 

(1) シリコン系 

結晶シリコン系太陽電池には、シリコン半導体基板を原料とする単結晶・多結晶シリコン太

陽電池のほか、アモルファス（非晶質）薄膜シリコン太陽電池が含まれる。近年ではパナソニ

ックが、結晶シリコン基板とアモルファスシリコン膜を組み合わせたヘテロ接合型太陽電池に

よって、セル変換効率 25.6%、モジュール変換効率 23.8%を達成し、アメリカの SunPower を抜

いて世界記録を更新した 6。また、カネカも両面電極型ヘテロ接合結晶シリコン太陽電池でセ

ル変換効率 25.1%を達成し、この型の太陽電池で変換効率世界第一位を記録した 7。変換効率

の低さが課題とされている薄膜シリコン型についても、産業総合研究所によって 13.6%8が記録

されている。 

 

                                                   
6 2016 年 3 月 2 日付パナソニックプレスリリース（http://news.panasonic.com/jp/press/ 
data/2016/03/jn160302-1/jn160302-1.html） 
7 2015 年 10 月 23 日付カネカプレスリリース（http://www.kaneka.co.jp/service/news/15 
1026） 
8 NREL, Research Cell Efficiency Records, Apr. 2016. 

最大変換
効率（セル）

主要メーカー

・ 160-200μm程度の薄い単結晶シリコン基板を
用いる

・ 特徴：性能、信頼性
・ 課題：低コスト化
・ 小さな結晶が集まった多結晶の基盤を使用
・ 特徴：単結晶より安価
・ 課題：単結晶より効率が低い
・ アモルファス（非晶質）シリコンや微結晶シリコン

薄膜を基板上に形成
・ 特徴：大面積で量産可能
・ 課題：効率が低い
・ 銅、インジウム、セレンなどを原料とする薄膜型
・ 特徴：省資源、量産可能、高性能の可能性
・ 課題：インジウムの資源量
・ カドミウム、テルルを原料とする薄膜型
・ 特徴：省資源、量産可能、低コスト
・ 課題：カドミウムの毒性
・ III族元素とV族元素からなる化合物セルに多接

合化・集光技術を適用
・ 特徴：超高性能
・ 課題：低コスト化
・ 酸化チタンに吸着した色素が光を吸収し、発電す

る新しいタイプ
・ 特徴：低コスト化の可能性
・ 課題：耐久性
・ 有機半導体を用いて、塗布のみで作成可能
・ 特徴：低コスト化の可能性
・ 課題：高効率化、耐久性

特徴

CIS系

CdTe系

III-V族系

化
合
物
系

種類

多結晶

結
晶
系

薄膜系

シ
リ
コ
ン
系

有
機
系

約25%

約21%

約14%

約22%

約22%

約38%

約22%

約12%

色素増感・
ペロブスカイト

単結晶

京セラ、シャープ、三菱電機、
Yingli（中）、Trina（中）、JA Solar（中）

カネカ、シャープ、富士電機、
GS Solar（中）、NexPower（台）

ソーラーフロンティア、Hanergy（中）、
MiaSole（米）

有機薄膜

First Solar（米）

シャープ、Amonix（米）、Soitec（仏）

アイシン精機、シャープ、フジクラ、
G24innovations（英）、Dysol（豪）

三菱化学、住友化学、JXエネルギー、
Heliatek（独）

シャープ、三菱電機、パナソニック、
Yingli（中）、JA Solar（中）、Trina（中）、
Hanwha-Qcells（韓独）
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(2) 化合物系 

 従来、シリコン系に比べて変換効率が低いとされてきた化合物系太陽電池は、近年の研究開

発によってその欠点を急速に克服しつつある。原料とする化合物の組み合わせには複数の種類

があるが、2015 年に日本のソーラーフロンティアは新エネルギー・産業技術総合開発機構（New 

Energy and Industrial Technology Development Organization, NEDO）との共同研究を通じ、銅、イ

ンジウム、セレンなどを用いる CIS 系薄膜太陽電池の世界最高のセル変換効率 22.3%9を実現

した。また、各種第 13 族元素と第 15 族元素からなる III-V 族型太陽電池のうち、3 接合型のも

のではシャープが世界最高となる 37.9%（集光時 44.4%）10の変換効率を達成している。ただ

し、こちらはコストが非常に高いため、現状では宇宙用としてのみ実用化されている 11。また、

毒性が強いカドミウムを用いる CdTe 系は日本では普及していない。 

 

(3) 有機系 

 有機系太陽電池は新たに研究が進められている種類である。そのなかでも、色素が光を吸収

することで発電する色素増感太陽電池の色素部分に、ペロブスカイトと呼ばれる結晶構造を持

つ薄膜を使用することで、変換効率が飛躍的に向上しつつある。研究用の面積 0.1cm2 程度のセ

ルでは 20%を超える変換効率が報告されているほか、NEDO と物質・材料研究機構（National 

Institute for Materials Science, NIMS）の共同研究によって、1cm 角のセルが世界初となる 18.2%12

の変換効率を記録した。ペロブスカイト導入前の変換効率が最大で約 12%13であったことと比

較すると、課題の一つとされていた変換効率については大幅に改善されたといえる。有機薄膜

太陽電池も近年の技術開発の展開が非常に速く、三菱化学や住友化学が 10%以上 14の変換効率

を実現しているほか、その特性を活かして窓に設置する形態での実証実験が行われている 15。 

                                                   
9 2015 年 12 月 8 日付ソーラーフロンティアプレスリリース（http://www.solar-frontier. 
com/jpn/news/2015/C051170.html） 
10 2013 年 6 月 14 日付シャーププレスリリース（http://www.sharp.co.jp/corporate/news/ 
130614-a.html） 
11 NEDO『NEDO 再生可能エネルギー技術白書 第 2 版』2014, p.II-11-12. 
12 2016 年 3 月 28 日付 NEDO プレスリリース（http://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_ 
100544.html） 
13 NREL, Research Cell Efficiency Records, Apr. 2016.（http://www.nrel.gov/ncpv/） 
14 Ibid. 
15 2015 年 8 月 7 日付三菱化学プレスリリース（http://www.m-kagaku.co.jp/newsreleases/ 
00274.html） 
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図 5 太陽電池（種類別）セル変換効率の推移 

 
出典：NREL, Research Cell Efficiency Records, Apr. 2016.
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 太陽光発電のコストダウンも、FIT の賦課金による電力消費者の負担を軽減する観点から重

要視されている。2016 年時点での太陽光発電の平均システム価格は約 24 万円/kW、発電コス

トは約 21.1 円/kWh16となっており、ともに 1995 年時点の数値 17と比較すると 20%以下にまで

低下している。しかし、表 3 の通り、それでも日本の太陽光発電は他国と比べてコストが高止

まりしているため、技術開発によってさらにコストダウンを進める必要がある。NEDO はこれ

まで複数回にわたって太陽光発電の技術開発計画を策定してきたが、2014 年に発表された「太

陽光発電開発戦略（NEDO PV Challenges）」では太陽光発電のコストについて、図 6 のように

2020 年には業務用電力価格並の 14 円/kWh、2030 年には期間電源の発電コスト並の 7 円/kWh

とする目標 18を設定している。 

 

表 3 太陽光発電コストの国際比較 

 
出典：経済産業省, 新エネルギー小委員会（第 16 回）公開資料より作成 

 

 
図 6 非住宅用システムの発電コスト目標と低減シナリオ 

出典：NEDO「太陽光発電開発戦略（NEDO PV Challenges）」2014, p.3. 

                                                   
16 経済産業省, 新エネルギー小委員会（第 16 回）公開資料より推計 
17 経済産業省, ソーラー住宅普及促進懇談会（第 1 回）公開資料 
18 ただし、この目標値は 2004 年の「2030 年に向けた太陽光発電ロードマップ（PV2030）」や 2009 年の「太

陽光発電ロードマップ（PV2030+）」で既に設定されたものである。 

資本費
（ドル/kW）

運転維持費
（ドル/kW/年）

設備利用率
発電コスト

（ドル/MWh）

ドイツ 1,000 32 11% 103

フランス 1,050 32 14% 93

スペイン 1,390 36 16% 148

アメリカ 1,427 21 19% 87

オーストラリア 1,445 18 20% 85

インド 898 17 19% 90

中国 1,181 12 16% 102

日本 2,205 68 14% 192
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1.3. 主な国内企業 

(1) 三菱電機 

 三菱電機の製品は高出力モジュール（主に単結晶シリコン型を採用）と高効率パワーコンデ

ィショナーの組み合わせで、高い発電量を実現している。特にパワーコンディショナーの変換

効率は 98%を実現しており、住宅用のものでは 8 年連続で国内第一位を維持している。また、

2015 年には世界で初めて DC アーク 19が発生した回路を瞬時に特定・遮断し、発電量低下を最

小限に抑制するシステムを開発している 20。 

 

(2) シャープ 

 シャープは 1959 年から太陽電池の開発に着手した歴史あるメーカーであり、住宅用太陽光

発電からメガソーラーまで、幅広い実績を有している。累計出荷量は 2015 年 12 月末現在で

11.6GW に達しており、国内外の様々な場所で採用・評価されている。特に 2010 年には電気・

電子・情報分野における世界最大の学会である IEEE（Institute of Electrical and Electronics 

Engineers, Inc.）より、1959 年から 1983 年にかけての灯台用・宇宙用から住宅用に至る、太陽

電池の商業化と産業化への取り組みが評価され、「IEEE マイルストーン」に認定された。海外

進出実績は極めて豊富で、アメリカ、イギリス、ドイツ、イタリア、中国、タイ、モンゴルな

どに設備を設置している。特に中国やモンゴルでは砂漠地帯の過酷な環境下でも稼働すること

を実証した 21。 

 

(3) パナソニック 

 前述の通り、パナソニックは結晶シリコン基板とアモルファスシリコン膜を組み合わせたヘ

テロ接合型太陽電池によって世界最高の変換効率を実現している。この技術は第 6 回太陽光発

電世界会議（WCPEC-6）において、2014 年の最も特筆すべき技術として表彰されている。ま

た、これ以外にも IEEE コーポレートイノベーション賞など、多くの国際的な評価を得ている。

前述の記録は研究段階の技術によるものであるが、主力製品についても高い変換効率を誇り、

単位設備面積あたり、および単位設備容量あたりの発電量で国内メーカー中トップクラスを謳

っている。国外ではドイツ、イタリア、フランス、韓国などに納入実績がある 22。 

また、2016 年の末には、米テスラモーターズとの太陽光パネル事業の提携を発表した。テス

ラの米工場にパナソニックが約 300 億円を投じて太陽光パネルの生産ラインを導入し、2017 年

夏から生産を始める計画である。更には、テスラとパナソニックが共同運営するネバダ州の大

規模リチウム電池工場「ギガファクトリー」が 2017 年 1 月に生産を開始した。電気自動車の

みならず、民生部門や産業部門の定置用途にも供給する。 

 

(4) 京セラ 

 京セラは、独自の技術による高品質な製品を追及しており、特に長期連続稼働に優れた実績

                                                   
19 直流電流が流れている回路が切り離された際に強い発光を伴って発生する高温の放電（数千℃） 
20 三菱電機ウェブサイトおよびプレスリリース 
21 シャープ ウェブサイトおよびプレスリリース 
22 パナソニック ウェブサイトおよびプレスリリース 
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を持つ。国内では住宅での長期使用実績が第一位であるほか、2011 年にはドイツの第三者認証

機関であるテュフ・ラインランドによる長期連続試験 23において、世界で初めて、京セラの多

結晶シリコン型太陽電池モジュールが認証を獲得している。また、ドイツのフラウンホーファ

ー研究機構（Fraunhofer-Gesellschaft）の試験においても、京セラ製品は発電効率が低下しない

ことが実証されている。海外進出の実績としては、スペインの大規模太陽光発電設備への納入

があるほか、1984 年以来開発途上国向けの ODA プロジェクトとして太陽電池の供給を担って

おり、タジキスタン、チュニジア、フィジー、マーシャル諸島共和国など多くの国・地域に累

計約 40 件、3,000kW 以上の発電システムを供給している 24。 

 

(5) ソーラーフロンティア 

 ソーラーフロンティアは昭和シェル石油株式会社の 100%子会社である。結晶シリコン系と

比べて高温時の出力ロスが少なく、影による影響も少ない CIS 太陽電池を製造・販売している

ことが特徴で、これにより同社製品は、理想条件下では測定できない「実発電量」において、

全国で高い実績を残している。海外展開も積極的であり、多くの国・地域に納入実績があるが、

特にアメリカやヨーロッパの導入実績が多い 25。 

 

(6) カネカ 

 現在、カネカは薄膜シリコン太陽電池を主力としている。これは、従来からカネカが得意と

してきた非結晶系シリコン太陽電池と新開発の薄膜多結晶シリコンを組み合わせ、より広い波

長の光を効率良く電気に変換することを可能としたもので、同社の化学メーカーとしての競争

力を十分に発揮したものである。また、シースルータイプ太陽電池のセル部分製造も担当して

いる 26。前述の通り、変換効率についての実績もあり、優れた技術力を有するが、海外進出（納

入実績）は報告されていない。 

 

カネカは 1990 年からこの研究開発に取り組み 2001 年に量産化。カネカオリジナルの太陽電池

はこうして世に出ることになりました。 

1.4. 他国の主な研究開発動向 

 

 (1) アメリカ 

 アメリカでは多数の研究機関や企業が再生可能エネルギーに関する研究を実施しているが、

それらのなかでも特に国立再生可能エネルギー研究所（National Renewable Energy Laboratory, 

NREL）が中心的な位置を占める。 

結晶シリコン系の基礎研究については研究人口は多くはないものの、NREL やマサチューセ

                                                   
23 一般的な国際基準である国際電気標準会議（IEC）よりもさらに厳しい条件下で、約 1 年にわたり連続した

試験を行う総合的な太陽電池性能品質テスト。 
24 京セラ ウェブサイトおよびプレスリリース 
25 ソーラーフロンティア ウェブサイトおよびプレスリリース 
26 カネカ ウェブサイト 
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ッツ工科大学（Massachusetts Institute of Technology, MIT）などにおいて高い水準の研究が実施

されている。ペロブスカイト系に関しては多くの大学で研究されており、プリンストン大学、

カリフォルニア大学バークレー校などがそれらの先頭に立っている。応用研究では SunPower

が裏面接合型の高効率結晶シリコン太陽電池で最高効率を達成しているほか、化合物系太陽電

池には多数のベンチャー企業が参入している 27。 

 

(2) ヨーロッパ 

 欧州連合（European Union, EU）では加盟国間共同で様々な分野の研究活動を行うための支援

枠組みプログラム（Framework Programme, FP）が設けられている。FP は複数のフェイズに分

かれており、2007 年から 2013 年まで 28実施された FP7 では太陽光発電を含むエネルギー分野

の研究プロジェクト 374 件に対し、累計で約 19 億ユーロの支援が行われた 29。現在では 2014

年から 2020 年までを実施期間として Horizon 2020 と呼ばれる新たな枠組みが立ち上げられて

おり、エネルギー分野への支援に累計約 60 億ユーロの 30予算が充てられている。2003 年から

2006 年の FP6 では結晶シリコンおよび薄膜シリコン太陽電池への予算が全体の約 5 割を占め

ていたが、その後結晶シリコン太陽電池に対しては各企業や各国による研究開発投資が増加し

たことなどから、FP7 では FP6 と比較して予算配分は減少傾向にあることが報告されている 31。 

技術別の変換効率については図 5 に示された通り、ドイツのフラウンホーファー研究機構と

フランスの Soitec が集光型太陽電池で世界最高の変換効率を達成したほか、スイスの連邦工科

大学ローザンヌ校（École polytechnique fédérale de Lausanne, EPFL）がペロブスカイト太陽電池

の変換効率で高い実績を残している。 

 

(3) 中国 

 中国は太陽電池の産業化では世界トップを走っているものの、これまでの実績を見る限り、

基礎研究・応用研究では日米欧よりも遅れているといわざるを得ない。図 5 にも中国企業の名

前は多くは見られない。しかし、近年は国家計画の下で、公的研究機関や大学が基礎研究に注

力しており、研究水準は上昇傾向にある。有機系太陽電池においては、多くのベンチャー企業

が創立されつつある 32。

                                                   
27 内閣府, ナノテクノロジー・材料ワーキンググループ（第 7 回）公開資料 
28 FP7 の枠組み自体は既に終了しているものの、その枠組みで補助を受けて実施中のプロジェクトは依然と

して多数存在する。 
29 European Commission, “Ex-Post Evaluation of the Seventh Framework Programme,” 2016, p.11. 
30 European Commission, “Horizon 2020 in Brief,” 2014, p.13. 
31 NEDO (2014), op. cit., p.II-57. 
32 内閣府, ナノテクノロジー・材料ワーキンググループ（第 7 回）公開資料 
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2. 地熱発電 

2.1. 開発・導入の必要性 

(1) エネルギー安全保障 

 福島事故後、6%程度まで低下した日本のエネルギー自給率の改善は、日本のエネルギー安全

保障の根幹である。2015 年に発表された「長期エネルギー需給見通し」では、エネルギー自給

率を 2030 年に 25%程度まで引き上げることを目標の一つとしている。その達成にあたって、

国産エネルギー資源を活用できる再生可能エネルギーは大きな役割を果たし得る。特に地熱発

電はエネルギー自給率への貢献のみならず、気候や日照などに発電量が左右されない安定電源

であることから、近年急速に導入が進んでいる太陽光の欠点を補う電源としても重要視されて

いる。 

 

 (2) 地熱資源の存在 

 地熱発電の利用可能性は地熱資源の有無によって左右されるが、火山帯に位置する日本には

豊富な地熱資源が賦存しており、開発に適した国であるといえる。その資源量は約 23.5GW に

相当するとされており、これは世界第三位にあたる。しかし、表 4 の通り日本における地熱発

電開発は資源量において下回る国々と比較しても遅れており、その恵まれた資源量を活かしき

れていないのが現状である。 

 

表 4 国別地熱資源量 

 
出典：NEDO『NEDO 再生可能エネルギー技術白書 第 2 版』2014, p.VII-12, 

Bertani, Ruggero, “Geothermal Power Generation in the World 2010-2014 Update Report,” 
Proceedings World Geothermal Congress 2015, 2015, 

IRENA データベースより作成 
 

(3) 日本企業の競争力 

 上記の通り、地熱発電は適地が限られているため、事業展開の余地も同時に限られたものと

なる。したがって、世界中で導入が進んでいる太陽光や風力発電分野と比較すると、総投資額

や雇用創出の規模は小さいといわざるを得ない。しかし、図 7 から分かるように、この分野で

は日本企業が世界的に見ても非常に高い競争力を持っており、多くの商機を獲得できる可能性

資源量
導入量

（2014年）

アメリカ 30,000 3,525

インドネシア 27,790 1,404

日本 23,470 540

ケニア 10,000 600

フィリピン 6,000 1,915

メキシコ 6,000 813

アイスランド 5,800 665

ニュージーランド 3,650 970

イタリア 3,270 768

(MW)
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が高い。 

 

 
図 7 世界の主な地熱タービン製造業者 

出典：Bertani (2015), op. cit., p.16. 
 

(4) 現在の導入量および導入目標 

 図 8 の通り、日本では 1970 年代後半から地熱発電の導入量が増加してきた。これは 1973 年

の石油危機を契機に政府主導での開発が本格化したためで、サンシャイン計画やニューサンシ

ャイン計画を通じて、研究開発や新規発電設備の導入が進められてきた。1974 年度には年間 8

億円程度でしかなかった地熱関連予算は図 9 の通り 1980 年代には 150-180 億円にまで増額さ

れている。しかし、1990 年代後半からは減額を続けており、同時に累計設備容量も横這いとな

った。2012 年から実施されている固定価格買取制度（Feed-in Tariff, FIT）も、太陽光発電など

には導入量の急増をもたらしたのに対し、地熱発電について現時点では大きな影響を与えては

いない。しかし、2012 年には地下資源開発に知見を有する石油天然ガス・金属鉱物資源機構

（Japan Oil, Gas and Metals National Corporation, JOGMEC）が政府予算による地熱開発支援を主

導する新たな地熱開発体制が構築され、同時に予算も急増したため、今後その成果が発揮され

ることが期待される。また、累積設備容量では目立った導入量増加が確認できないが、近年で

は比較的低温な地熱資源を活用できるバイナリー方式を用いた小規模な発電設備が多数導入

されている。 

 2015 年の「長期エネルギー需給見通し」ではエネルギー自給率や温室効果ガス排出量削減の

観点から再生可能エネルギー発電を今後の重要なエネルギー源と位置付けており、2030 年度の

総発電量の 22-24%にあたる 237-252TWh 程度を再生可能エネルギーによって、うち 1.0-1.1%に

あたる 10-11TWh（1.4-1.6GW 相当）程度を太陽光発電でまかなうとしている。 
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図 8 地熱発電の設備容量および発電量推移 
出典：火力原子力発電技術協会『地熱発電の現状と動向 2015 年』2016, p.17, 23 より作成 

 

 

図 9 政府地熱関連予算の推移 
出典：Ibid., p.39 より作成 

2.2. 国内の技術開発動向 

 実用化されている地熱発電の技術には大きく分けると「フラッシュ方式」と「バイナリー方

式」の 2 種類が存在する。 

フラッシュ方式は地熱貯留層から高温（約 200-350℃）の蒸気と熱水を取り出し、気水分離

器で両者を分離した後、その蒸気でタービンを回して発電する方式である。分離した後の熱水

を減圧気に通してさらに蒸気（低圧）を取り出し、こちらもタービンの回転に用いる「ダブル

フラッシュ方式」も存在する。また、地熱によって乾燥蒸気のみが噴出している場合は気水分

離機を通さず、岩片などを除去したうえでタービンの回転に用いることができ、これは「ドラ

イスチーム方式」と呼ばれる。 
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図 10 フラッシュ方式概略図 

出典：NEDO (2014), op. cit., p.VII-4. 
 

 バイナリー方式は中高温（80-150℃）の熱水や蒸気を熱源として沸点が低い媒体（ペンタン、

代替フロン、アンモニアなど）を加熱し、これを蒸発させた気体でタービンを回して発電する

方式である。これによって、フラッシュ方式では利用できなかった温度帯の地熱資源を利用す

ることが可能になった。特に日本では、低温地熱エネルギーの中でも温泉熱エネルギーが全国

各地に分布し、温泉熱を発電に利用することで地域分散型の電源として活用できることから、

バイナリー発電の導入拡大が期待されている。 

 

 
図 11 バイナリー方式概略図 

出典：NEDO (2014), op. cit., p.VII-5. 
 

 現在の日本における地熱発電に関する技術開発については、新エネルギー・産業技術総合開

発機構（New Energy and Industrial Technology Development Organization, NEDO）が主にバイナリ

ー方式を対象として、以下の目標を掲げて複数年度にわたるプロジェクトを実施している 33： 

                                                   
33 NEDO「地熱発電技術研究開発」平成 28 年度実施方針. 



先進的低炭素エネルギー技術の開発途上国展開に関する基礎調査業務 2017 年 2 月 
 

II-18 
     

 

  ①環境配慮型高機能地熱発電システムの機器開発： 

地熱発電システムの高効率化に資する技術（熱効率を 20%以上に向上させる技術等）を

確立する。 

②低温域の地熱資源有効活用のための小型バイナリー発電システムの開発 

未利用の温泉熱を利用した低温域のバイナリー発電について、熱効率 7％以上に資する

システムを確立するとともに、スケール対策、腐食対策、二次媒体の高性能化に係る技

術を確立する。 

③発電所の環境保全対策等技術開発 

ガス漏洩防止技術や拡散シミュレーション技術、高度利用化に向けた技術（発電能力や

利用率の回復・維持・向上のための技術、付加価値増大を実現する技術）等を確立する。 

 

 また、上記の発電システムに係る技術とは別に、JOGMEC が空中物理探査によって開発重点

地域の絞り込みを行っているほか、以下のような技術開発を進めている 34： 

 

①地熱貯留層探査技術 

石油の探鉱分野でも用いられている弾性波探査や、金属資源開発を主目的に開発した

“SQUITEM”による電磁探査の精度向上を目指す。また、これらによって取得したデータ

の総合的な解析を通じた効率的・経済的な地熱資源探査手法を開発する。 

  ②地熱貯留層評価・管理技術 

   地熱エネルギー生産の長期安定化を目指し、人工涵養の実証試験を通じて地下における

蒸気や熱水の流動状況を把握し、これらの採取量の最適化・安定化を実現する技術を開

発する。 

③地熱貯留層掘削技術 

 従来掘削に使用されてきたローラーコーンビットに代わる、多結晶人工ダイヤモンド薄

層（Polycrystalline Diamond Compact, PDC）ビットの開発により、地熱調査費用の大部分

を占める坑井掘削コストの低減を図る。 

 

                                                   
34 西川信康「我が国における地熱発電の現状と JOGMEC の役割」意見交換会資料, 2015. 
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図 12 PDC ビット 

出典：西川信康「我が国における地熱発電の現状と JOGMEC の役割」意見交換会資料, 2015. 
 

なお、NEDO における過年度からの研究開発の推移を一覧にしたのが以下の表である。 

 

出典：新エネルギー・産業技術総合開発機構(NEDO)「TSC Foresight」vol.12 

 

 さらに、2015 年度からは産業技術総合研究所（産総研）が経済産業省からの受託により、涵

養地熱系（Enhanced Geothermal System, EGS）35発電や、超臨界地熱資源 36による発電に関する

                                                   
35 これまで行われてきた、天然の熱水を利用する発電とは異なり、高温の岩盤に人工的に亀裂を作り、これ

に注水することで熱水を得る「高温岩体発電」を発展させたもの。実用化すれば地熱発電の適地は格段に拡

大するが、環境影響など不明な部分が多いため実用化には至っていない。 
36 従来利用されてきた地熱資源に比べ、より深い地中（マグマ付近）から抽出する地熱資源。 
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研究開発を行っている 37。 

 

 
図 13 超臨界地熱システム概略図 

出典：産総研ウェブサイト 38 
 

高温岩体発電（Hot Dry Rock Geothermal Power Generation, HDR)は、高温の岩盤に人工的に亀

裂を作り、これに注水することで熱水を得る方式である。EGS は人工的な水圧刺激を利用して

地熱資源を活用するための一連の技術を指し、高温岩体発電も EGS に含まれる。EGS は既存

の地熱貯留層の拡大や新規地熱貯留層の創出を目的とする。現在、EGS 技術はまだ成熟してお

らず、実証プロジェクトが行われている段階である。 

 

 

                                                   
37 火力原子力発電技術協会『地熱発電の現状と動向 2015 年』2016, p.78. 
38 http://www.aist.go.jp/fukushima/ja/unit/GET.html 
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図 14 高温岩体発電の概念図 

出典：NEDO 再生可能エネルギー技術白書 
 

（参考）Type 別の EGS 

 

出典：新エネルギー・産業技術総合開発機構(NEDO)「TSC Foresight」vol.12  
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2.3. 主な国内企業 

三菱重工、東芝、富士電機、ほか 

2.4. 他国の主な研究開発動向 

 (1) アメリカ 

 地熱発電導入量で世界第一位のアメリカでは研究開発も盛んに行われており、表 5 の通り、

エネルギー省（Department of Energy, DOE）のエネルギー効率・再生可能エネルギー局（Office 

of Energy Efficiency & Renewable Energy, EERE）による地熱関連予算も増額傾向にある。特に、

最新の技術である EGS に対する予算が例年最大となっていることや、EGS の研究開発を行う

地熱エネルギー研究前線観測所（Frontier Observatory for Research in Geothermal Energy, FORGE）

プログラムを地熱分野での旗艦事業と位置付けていることから、その積極性が見て取れる。

2017年度の FORGEプログラムの目標には研究開発プロジェクトの募集促進やサイト特性調査

の継続のほか、実際の掘削の開始が含まれている 39。 

 

表 5 EERE 地熱関連予算 

 
出典：DOE 公開資料（各年）より作成 

 

(2) ヨーロッパ 

世界初の地熱発電所であるラルデレロ（1913 年運転開始、設備容量 250kW40）を有するイタ

リアが現在でもヨーロッパ最大の導入量（2014 年時点で 768MW41）を保持しているが、ドイ

ツ、フランス、イギリスなどでも新規導入に向けて技術開発に注力しており、図 15 の通りフ

ランスのスルツ=ス=フォレやドイツのランダウなどに EGS による発電設備が立地している。

各国の専門家からなる欧州地熱エネルギー評議会（European Geothermal Energy Council, EGEC）

によると、2016 年 4 月の時点で 10 の EGS プラントが建設中であり、さらに 10 のサイトで調

査が行われている 42。 

EU では加盟国間共同で様々な分野の研究活動を行うための支援枠組みプログラム

（Framework Programme, FP）が設けられている。FP は複数のフェイズに分かれており、現在

では 2014 年から 2020 年までを実施期間として Horizon 2020 と呼ばれる新たな枠組みが実施中

である。Horizon 2020 ではエネルギー分野への支援には累計約 60 億ユーロ 43の予算が充てら

                                                   
39 DOE, “Geothermal Technologies Office FY 2017 Budget at-a-Glance,” 2016. 
40 火力原子力発電技術協会 (2016), op.cit., p.113. 
41 IRENA データベース 
42 EGEC, “Market Report 2015,” 2016, p.14. 
43 European Commission, “Horizon 2020 in Brief,” 2014, p.13. 

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度
2017年度
（要求）

EGS 20,103 27,084 32,100 45,000 45,000

熱水利用 8,092 10,285 12,500 13,800 40,500

低温資源・石油ガス副産物 2,942 4,708 6,000 8,000 10,000

システム分析 3,888 3,698 3,900 3,700 4,000

NREL設備補助 0 0 500 500 0

計 35,025 45,775 55,000 71,000 99,500

（千ドル）
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れているが、多数の研究プロジェクトのうちの一つである「持続可能なエネルギービジネスの

ための深部 EGS 導入（DEEPEGS）」プロジェクトにはアイスランド、フランス、ドイツ、イタ

リア、ノルウェーから合計で 10 の組織が参加し、総予算約四千四百万ユーロのうち約二千万

ユーロの支援を受けている。同プロジェクトは 2015 年 12 月 1 日から 2019 年 11 月 30 日まで

実施される予定となっている 44。 

 

 
図 15 ヨーロッパの EGS 開発サイト 

出典：EGEC, “Geothermal Electricity Market in Europe,” 2011. 
 

 

 

  

                                                   
44 Community Research and Development Information Service (CORDIS)
（http://cordis.europa.eu/project/rcn/199917_en.html） 
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 なお、EGS 技術開発に関する各国の取組状況を概括したものが、以下の表となる。 

 

 
出典：新エネルギー・産業技術総合開発機構(NEDO)「TSC Foresight」vol.12
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3. 陸上風力発電 

3.1. 開発・導入の必要性 

(1) エネルギー安全保障 

 福島事故後、6%程度まで低下した日本のエネルギー自給率の改善は、日本のエネルギー

安全保障の根幹である。2015 年に発表された「長期エネルギー需給見通し」では、エネル

ギー自給率を 2030 年に 25%程度まで引き上げることを目標の一つとしている。その達成に

あたって、国産エネルギー資源を活用できる風力発電は不可欠なものとなる。風力発電は自

然条件によって発電量が変動する電源であるが、太陽光発電とは異なり夜間も発電可能で

ある。 

 

(2) 市場規模（世界） 

 水力発電を除いた 2014 年時点での累積設備容量で見ると、日本では太陽光発電の導入が

最も進んでいるが、世界的には図 16 の通り、陸上風力発電が最も導入が進んでいる。また、

年間の新規導入量でも図 17 の通り、2013 年を除いて陸上風力発電が最も多くなっており、

開発が盛んに進められていることが分かる。2015 年の年間投資額は図 18 のようになって

おり、風力発電は太陽光発電よりは少なくなっているものの、世界で 1,090 億ドルの投資を

集めている。 

 以上より、風力発電、とりわけ陸上風力発電は世界の再生可能エネルギー市場において非

常に大きな比重を占めているといえる。したがって、日本においてもこの分野での研究開発

や実際の導入を進めていくことで、この巨大市場でのシェア獲得に向けた競争力を強化す

ることにつながる。 

 

 
図 16 世界の再生可能エネルギー発電累積設備容量 

出典：IRENA データベースより作成 
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図 17 世界の再生可能エネルギー発電  年間新規導入量 

出典：IRENA データベースより作成 
 

 

 

図 18 世界の再生可能エネルギー年間投資額 
出典：REN21, “Renewables 2016: Global Status Report,” 2016, p.103. 

 

 

(3) 発電コスト 

 一般的にコストが高いとされている再生可能エネルギー発電のなかで、陸上風力発電の

発電コストは表 6 の通り比較的安価となっている。ただし、数値上は安価であっても、風

力発電は太陽光発電などと比較すると、事業計画の検討開始から実際の発電事業開始まで

にかかるリードタイムが長く、事業者にとっての負担となっていることには注意しなけれ

ばならない。また、世界的なコストダウンの傾向に対して、日本の再生可能エネルギー発電

にかかるコストは一般的に高止まりしているといわざるを得ず、風力発電もその例外では

ないため、さらなるコストダウンの努力が必要である。 
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表 6 2014 年モデルプラント試算結果 

 

注：（ ）内の数値は政策経費を除いた発電コスト 
 ：地熱については、その予算関連政策経費は今後の開発拡大のための予算が大部分であり、

他の電源との比較が難しいが、ここでは現在計画中のものを加えた合計 1,430MW で算
出した発電量で関連予算を機械的に除した値を記載している。 

出典：経済産業省, 発電コスト検証ワーキンググループ公開資料, 2015. 
 

 

図 19 陸上風力発電の地域別均等化発電原価（LCOE） 
出典：IRENA データベースより作成 

 

(4) 現在の導入量および導入目標 

 図 20 の通り、日本の陸上風力発電導入量は着実な増加を続けており、2014 年の時点で累

積設備容量は約 2.8GW に達している。「長期エネルギー需給見通し」では 2030 年度の総発

電量の 22-24%にあたる 237-252TWh 程度を再生可能エネルギーによって、うち 1.7%にあた

る 18.2TWh（10GW 相当）程度を風力光発電でまかなうとしている。その風力発電の内訳

は、陸上風力が約 16.1TWh（9.18GW 相当）、洋上風力が約 2.2TWh（0.82GW 相当）となっ

ている。しかし、日本風力発電協会（Japan Wind Power Association, JWPA）は表 8 の通り、

この見通しをはるかに上回る導入目標を立てている。 
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図 20 陸上風力発電の設備容量および発電量推移 
注：発電量は洋上風力発電を含む 

出典：（設備容量）IRENA データベース 
   （発電量）IEA, World Energy Statistics and Balances 2015 より作成 
 
 

表 7 2030 年度における風力発電の導入見込量 

 
出典：経済産業省「長期エネルギー需給見通し 関連資料」2015 より作成 

 
表 8 風力発電導入ロードマップ（JWPA） 

 
出典：JWPA「風力発電導入ポテンシャルと中長期導入目標 V4.3」2014 より作成 

3.2. 国内の技術開発動向 

 風車の形式には大きく分けて、水平軸（図 21）と垂直軸（図 22）の二種類が存在し、そ

れぞれについて研究開発が行われてきたが、現在の大型風車の主流は 3 枚翼の水平軸プロ

ペラ式風車である。風車一基あたりの出力を増大させるためには風車サイズを大きくする

必要があるため、これまでの技術開発では大型化が重要課題とされてきた。欧米などと比較

して日本での技術開発はやや遅れていたが、2015 年には日立製作所がローター直径 126m

（定格出力 5MW）の風力発電システムを完成させている 45。なお、最初期に製造された風

                                                   
45 2015 年 3 月 24 日付日立製作所プレスリリース（http://www.hitachi.co.jp/New/cnews/ 
month/2015/03/0324.html） 

ただし、この風力発電システム（「HTW5.0-126」）は今後の洋上風力分野での展開を企図して開発され

たものである。 
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車の直径は 15m（定格出力 0.5MW）46程度であった。 

風車の回転エネルギーを電力に変換するための機構が収納されたナセル部分については、

変速システムや発電機の種類によって、図 23 のように分類される。変速システムには増速

機を用いて回転数を上げてから発電機に伝達する増速機方式と、風車の回転をそのまま発

電機に伝達するダイレクトドライブ方式（ギアレス）の二種類がある。歯車とベアリングの

複雑な相互作用で動く増速機は定期的なメンテナンスを必要とするが、陸上風力の場合は

タービンへのアクセスが容易でこの点が問題になりにくいため、増速機方式が一般的であ

る。一方、発電機には誘導発電機と同期発電機の二種類が存在するが、増速機方式の設備に

は誘導発電機が採用されている。そして、誘導発電機は回転子の形状や系統連系方式の違い

によって、かご型誘導発電機、巻線型誘導発電機、二次巻線型誘導発電機などに分類される。

以前はかご型誘導発電機および巻線型誘導発電機が発電機の主流であったが、大型化が進

むにつれ、出力変動抑制などへの対応から二次巻線型誘導発電機が主流になりつつある。 

 
図 21 3 枚翼水平軸風車 

出典：三菱重工業ウェブサイト 
 

 

 
 

図 22 多翼式垂直軸風車 
出典：三菱重工業ウェブサイト 

 

                                                   
46 EWEA, Wind Energy Factsheets, 2010. 
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図 23 代表的な発電方式 

出典：NEDO『NEDO 再生可能エネルギー技術白書 第 2 版』2014, p.III-50. 
 

近年では風況の良い場所での開発が進み、適地が少なくなってきていることから、技術開発

の取り組みは洋上風力発電に注力するようになってきているが、より低い風速でも発電できる

陸上設備の開発も行われているほか、風況予測の高精度化や系統連系・制御システム開発など

の周辺技術にも重点が置かれるようになってきている。 

 現在日本で進行している主要な技術開発プロジェクトとしては、2013 年度より NEDO が主

導して実施している「風力発電高度実用化研究開発」があげられる。本プロジェクトは大きく

分けて三つの目標を設定しており、①10MW 超級風車の実現可能性調査（2014 年度まで）、②

スマートメンテナンス技術確立および設備利用率 23%以上の達成（2017 年度まで）、③風車部

品高度実用化開発のプロトタイプ機におけるフィールド試験を完了し、風車の総合効率を 20%

以上向上するほか、小型風車の要素部品の使用を決定し、コストを 30%以上削減する（2016 年

度まで）、となっている。 
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3.3. 主な国内企業 

(1) 三菱重工業 

 三菱重工は 1980 年から風車の製造を開始している。1MW 級大型風車の開発と量産、風車の

国際設計認証の取得、永久磁石式同期風車の商用化は、日本企業としてはいずれも三菱重工が

達成したものである。近年の風力発電分野での活動は、MHI ヴェスタスとしての洋上風力発電

設備の設計・製造が中心となっているが、陸上風力でも世界中で納入実績がある。2010 年 9 月

末の時点で納入数は 3,789 基、累積設備容量は 3,484MW とされており、特にアメリカが主要な

進出先となっている 47。 

 

(2) 日立製作所 

 前述の通り、日立製作所は定格出力 5MW の風力発電設備を完成させているが、それ以外の

製品ラインナップは 2MW クラスを中心としている。また、2015 年には三菱重工から 2.5MW

の発電システムのライセンスを取得し、国内陸上風力発電所向けの製造・販売・保守を実施で

きるようになった。日立製品に共通する特徴としては、ローターをナセルの風下側に配置する

独自のダウンウィンド型を採用していることがあげられる。これにより、①山岳地の吹上風を

効率良く捉えることができる、②風向風速計がローター前方にあるため、より正確な状態監視

ができ、効率的な制御が可能となる、③本体に掛かる負荷を軽減でき、耐久性の向上も期待で

きる、④暴風待機時に停電した場合でも自然に風を受け流せる、といった利点がある。また、

ダウンウィンド型は洋上での設置にも適していると考えられている。日立の風力発電システム

は国内では 200 基以上の受注実績があり、トップクラスである 48が、海外展開の実績は確認で

きない。 

 

(3) 東芝 

 東芝は 2011 年に韓国の UNISON 社と業務提携し、風力発電事業に参入した。自社の販売網

を活用した UNISON 社製風力発電機の販売と、この風力発電機を用いた発電所建設を手がけ

ているほか、これまで火力や水力発電で培った技術を活用して電機品を中心とした機器開発を

進めている。製品ラインナップには 750kW 機と 2MW 機があるが、共通して発電機に密閉型の

永久磁石励磁同期発電機を採用している。これにより、外部励磁用スリップリングをなくし、

メンテナンスフリー・故障率低減が図られているほか、励磁電源が不要となるため、発電効率

が向上している。ブレードには長翼を採用し、比較的低い風速でも発電を可能としている 49。

国内では多数の受注・納入実績があるが、海外展開の実績は確認できない。 

 

(4) 日本製鋼所 

 兵器メーカーとして 1907 年に設立された歴史の長い企業であるが、風力発電システム事業

への参入は 2000 年 50と比較的新しい。発電機に永久磁石を使用しているほか、ギアレスであ

                                                   
47 三菱重工業ウェブサイト 
48 日立製作所ウェブサイト 
49 東芝ウェブサイト 
50 The Japan Steel Works, Annual Report 2015. 
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る点に特長を持ち、高い発電効率と信頼性を実現している。増速機や主軸が不要であることか

ら保守が容易となり、保守コストの大幅な低減を可能とした。また、AC-DC-AC フルコンバー

タを採用しており、電力系統への影響を小さくしているため、離島など電力系統が弱い地域へ

の導入にも適している 51。海外に多数の製造拠点はあるものの、風力発電分野での海外展開の

実績は確認できない。 

3.4. 他国の主な研究開発動向 

(1) アメリカ 

 アメリカではエネルギー省（Department of Energy, DOE）が中心となり、多数の企業や研究機

関とともに研究開発を進めている。2015 年度には風力発電のみで 1 億 700 万ドルの予算が執

行されている。その活動の中心はやはり洋上風力であるが、陸上風力についても国立再生可能

エネルギー研究所（National Renewable Energy Laboratory, NREL）の試験用施設（コロラド州）

や、クレムゾン大学（サウスカロライナ州）、テキサス工科大学（テキサス州）などで風車の大

型化を中心とした技術開発を行っている 52。 

DOE は 2015 年に“Wind Vision”と題した報告書を公表しており、このなかで 2050 年に全米の

電力消費量の 35%を風力発電でまかなうという目標の達成に向けた施策についてまとめてい

る。それらのうち技術開発に関するものとしては、①陸上風力の均等化発電原価（Levelized Cost 

of Electricity, LCOE）を 2020 年までに 24%、2030 年までに 33%、2050 年までに 37%削減する、

②遠隔地域、低風速地域、洋上、環境面の配慮を要する地域での導入障壁を引き下げ、開発可

能地域を拡大する 53、といったものがあげられる。ただし、これらは技術開発のみによってで

はなく、風力資源探査、サプライチェーン整備、人材育成、アウトリーチ活動、制度設計など

と合わせた複合的手法によって達成するとしている。 

 

(2) ヨーロッパ 

 ヨーロッパにはデンマークの Vestas、ドイツの Enercon、スペインの Gamesa といった、風力

発電設備製造の大手企業があり、世界市場の中で高い競争力を持っている。欧州連合（European 

Union, EU）では加盟国間共同で様々な分野の研究活動を行うための支援枠組みプログラム

（Framework Programme, FP）が設けられている。FP は複数のフェイズに分かれており、風車

設計に係る基礎研究は FP1（1984-1988 年）から開始されている。また、風車の導入適地の選定

に重要となる風況観測や風況予測技術の開発、風況マップの整備などについても、早期から研

究されてきた。 

2007 年から 2013 年まで 54実施された FP7 の後、2014 年から 2020 年までを実施期間として

Horizon 2020 と呼ばれる新たな枠組みが立ち上げられている。Horizon 2020 では風力発電を含

めたエネルギー分野での研究開発支援として、7 年間で累計約 60 億ユーロの 55予算が充てられ

                                                   
51 日本製鋼所ウェブサイト 
52 IEA Wind, “Annual Report for 2014,” 2015, p.188. 
53 DOE, “Wind Vision: A New Era for Wind Power in the United States,” 2015, p.250. 
54 FP7 の枠組み自体は既に終了しているものの、その枠組みで補助を受けて実施中のプロジェクトは依然と

して多数存在する。 
55 European Commission, “Horizon 2020 in Brief,” 2014, p.13. 
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ている。ヨーロッパでも多くの研究プロジェクトが洋上風力発電の開発に重点を置いているが、

風車の素材や表面構造の最適化によって、発電設備の大型化や効率向上を目指すなど、陸上風

力を射程に入れたプロジェクトもある。 

変動電源である風力発電の導入にあたっては系統制御技術の確立も重要になる。この点につ

いてはスペインの再生可能エネルギーコントロールセンター（Centro de Control de Energías 

Rnovables, CECRE）が用いるリアルタイムでの制御・監視システム（Generación Eólica Máxima 

Admisible en el Sistema, GEMAS）が注目されている。本制御システムによって、スペインの全

発電設備の年間発電電力量に占める風力の割合は 2008 年 3 月に 40%56超を記録している。 

 

(3) 中国 

 2014 年に中国政府が発表した科学技術全般の研究開発計画のうち、陸上風力発電に関するも

のとしては、風車設計の最適化、遠隔地における大型発電設備の統合的運用、定格出力 7MW

級の大型風車の設計、などがあげられている 57。主な研究機関としては中国風力エネルギー協

会（Chinese Wind Energy Association, CWEA）があり、IEA Wind の国際研究枠組みに参加してい

る。 

中国は 2014 年の時点で陸上風力発電の設備容量が約 114GW で世界第一位となっており、約

38GW58で第二位のドイツを大きく引き離している。しかし、系統上の問題から稼働できていな

い設備が多いことから年間発電量（2013 年）は約 139TWh となっており、約 170TWh のアメリ

カに次いで世界第二位となっている。

                                                   
56 NEDO『NEDO 再生可能エネルギー技術白書 第 2 版』2014, p.III-51. 
57 IEA Wind (2015), op. cit., p.91. 
58 IRENA データベース 
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4. 洋上風力発電 

4.1. 開発・導入の必要性 

(1) エネルギー安全保障 

 福島事故後、6%程度まで低下した日本のエネルギー自給率の改善は、日本のエネルギー

安全保障の根幹である。2015 年に発表された「長期エネルギー需給見通し」では、エネル

ギー自給率を 2030 年に 25%程度まで引き上げることを目標の一つとしている。その達成に

あたって、国産エネルギー資源を活用できる風力発電は不可欠なものとなる。風力発電は自

然条件によって発電量が変動する電源であるが、太陽光発電とは異なり夜間も発電可能で

ある。 

 

 (2) 土地制約の解消 

 陸上での風力発電開発が進むにつれて、風況や地形といった面での適地は減少していく

ことになる。特に日本は開発の容易な平地が少ないうえ、環境基準によって住民の生活に悪

影響を与えないことが求められる、すなわち居住地から一定以上の距離を空ける必要があ

るため、陸上での開発適地は決して多くはない。洋上での風力発電開発が可能となれば、こ

の問題は大幅に改善される。また、道路の道幅などの制約もなくなるため、発電効率の良い

大型風車の建設サイトへの輸送も比較的容易であると考えられる。ただし、その場合は陸上

からのアクセシビリティや海流の状況といった立地条件、海中環境への影響、そして設備の

維持管理や送電などにかかるコストの増大など、別の問題が発生し得ることには注意しな

ければならない。 

 

(3) 風況 

 洋上は陸上とは異なり遮蔽物が存在しないため、一般的に風速が速く、また風況も安定し

ている。これは日本においても例外ではなく、図 24 および図 25 の通り、開発にかかる技

術的・制度的制約を考慮しない、単純な風力資源賦存量は洋上の方が豊富である。日本はヨ

ーロッパなどに比べると風況が良くないが、北海道の洋上には適地が広がっているといえ

る。 
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図 24 風力資源分布図（陸上）59 

 
図 25 風力資源分布図（洋上） 
 
出典：伊藤忠テクノソリューションズ「風力エネル

ギーの導入可能量に関する調査」経済産業省, 平成

22 年度新エネルギー等導入促進基礎調査事業 , 
2011, p.11-12. 

                                                   
59  
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(4) 現在の導入量および導入目標 

 ごく限られた国でしか実際の導入が進んでいないなか、日本の洋上風力発電の累積設備容量

は 2014 年の時点で約 50MW60となっている。とはいえ、この数字は積極的に導入を進めている

イギリス（4,501MW）、デンマーク（1,271MW）、ドイツ（1,012MW）に比べるとはるかに小さ

い。「長期エネルギー需給見通し」では 2030 年度の総発電量の 22-24%にあたる 237-252TWh 程

度を再生可能エネルギーによって、うち 1.7%にあたる 18.2TWh（10GW 相当）程度を風力光発

電でまかなうとしている。その風力発電の内訳は、陸上風力が約 16.1TWh（9.18GW 相当）、洋

上風力が約 2.2TWh（0.82GW 相当）となっている。しかし、日本風力発電協会（Japan Wind Power 

Association, JWPA）は表 10 の通り、この見通しをはるかに上回る導入目標を立てている。 

 

図 26 洋上風力発電の設備容量推移 
出典：IRENA データベースより作成 

 

表 9 2030 年度における風力発電の導入見込量 

 
出典：経済産業省「長期エネルギー需給見通し 関連資料」2015 より作成 

 

表 10 風力発電導入ロードマップ（JWPA） 

 
出典：JWPA「風力発電導入ポテンシャルと中長期導入目標 V4.3」2014 より作成 

                                                   
60 IRENA データベースより 
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2000 2002 2004 2006 2008 2010 2012 2014

(MW)

設備容量 発電量

陸上風力 0.82GW 16.1TWh

洋上風力 9.18GW 2.2TWh

合計 10.00GW 18.2TWh

年度 合計 陸上 着床 浮体

2010 2.48 2.45 0.03 0.00 4.3

2020 10.90 10.20 0.60 0.10 23.0

2030 36.20 26.60 5.80 3.80 84.0

2040 65.90 38.00 15.00 12.90 162.0

2050 75.00 38.00 19.00 18.00 188.0

発電量
(TWh)

風力発電導入実績と導入目標(GW)
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4.2. 国内の技術開発動向 

洋上風力発電には、海底に直接基礎を設置する着床式と、浮体を基礎としてワイヤーなどで

固定する浮体式に分類される。また、着床式・浮体式ともに、図 28 および図 29 のように海中

の支持構造が複数種類存在する。浮体式は水深の深い海域でも導入可能であり、特に日本の海

底地形に適していると期待されているが、未だ実証試験の段階であり、ごく一部を除いて実用

には至っていない。2016 年 4 月には五島フローティングウィンドパワー（戸田建設の 100%子

会社）が国内初で初めて、浮体式洋上風力発電設備（日立製作所製、2MW 級）の実用化を達成

した。これは 2010-2015 年度にわたって長崎県五島市椛島沖にて実証事業を実施していた設備

が、安全性と環境影響の少なさが確認されたため、翌年度から同市の崎山漁港沖合に場所を移

し、実用設備として運転を継続しているものである。なお、同設備の支持構造（浮体構造）に

は上部に鋼、下部にコンクリートを使用する「ハイブリッドスパー型」と呼ばれる形式を採用

し、コストダウンと安定性向上を両立させている 61。 

 

 
図 27 風力発電の形態と水深の関係 

出典：NEDO『NEDO 再生可能エネルギー技術白書 第 2 版』2014, p.III-72. 
 

                                                   
61 2016 年 4 月 15 日付戸田建設プレスリリース（http://www.toda.co.jp/news/2016/201604 
15.html） 
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図 28 着床式洋上風力発電の一般的な支持構造 

出典：NEDO (2014), p.III-73. 
 

 
図 29 浮体式洋上風力発電の支持構造 

出典：NEDO (2014), p.III-74. 
 

発電システムの構成については、変速システムや発電機の種類によって、図 30 のように分

類される。変速システムには増速機を用いて回転数を上げてから発電機に伝達する増速機方式

と、風車の回転をそのまま発電機に伝達するダイレクトドライブ方式（ギアレス）の二種類が

あるが、歯車とベアリングの複雑な相互作用で動く増速機は定期的なメンテナンスを必要とし、

洋上風力の場合はタービンへのアクセスが困難であるため、ダイレクトドライブ方式が一般的

になりつつある。一方、発電機には誘導発電機と同期発電機の二種類が存在するが、ダイレク

トドライブ方式の設備には同期発電機が採用されている。同期発電機については近年、永久磁

石を用いた型の発電機の技術開発が推進されている。これにより、発電時に回転子に駆動電力

を供給する必要がなくなることに加え、発電機の径こそ大きくなるものの、重量の大幅な低減、

ナセルの小型化が可能とされている。また、高効率化と軽量化を目的とした超電導技術の開発

も行われている。 

日本の洋上風力発電技術開発については、主に新エネルギー・産業技術総合開発機構（New 



先進的低炭素エネルギー技術の開発途上国展開に関する基礎調査業務 2017 年 2 月 
 

II-39 
     

Energy and Industrial Technology Development Organization, NEDO）の主導によって 1990 年代後

半から関連する調査や研究が開始された。これまでには「日本における洋上風力発電の導入可

能性調査」（1998 年）、「離島地域等における洋上風力発電システム技術開発課題および今後の

方向性に関する調査」（2000 年）、「洋上風力発電導入のための技術的課題に関する調査」（2006

年）などが実施されており、現在では「洋上風力発電等技術研究開発」が実施されている。同

事業では、①日本の海象・気象条件に適した洋上風況観測システムおよび洋上風力発電システ

ム技術の確立（2016 年度まで）、②実証研究や要素技術開発を通じ、水深 50-100m の海域を対

象とした、低コストを実現する浮体式洋上風力発電システム技術の確立（2017 年度まで）、を

目標としている。 

 

 
図 30 代表的な発電方式 

出典：NEDO (2014), p.III-50. 

4.3. 主な国内企業 

(1) 三菱重工業 

 三菱重工はデンマークのヴェスタス社との合弁で、2014 年に洋上風力発電設備専業の MHI
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ヴェスタスを設立した。これにより三菱重工は、この分野では他の日本企業に先んじて事業実

績と海外展開を重ねているといえる。MHIヴェスタスでは定格出力 3MW級のシステムのほか、

世界最大規模となる 8.0MW のシステム（「V164-8.0」）を製品ラインナップに加えている。既に

V164-8.0 はイギリスおよびデンマークでのプロジェクトから多数の注文を受けており、2016 年

の時点で受注実績は 126 基、1,036MW に達しており、これらは 2017 年以降から運転を開始す

る予定とされている 62。また、三菱重工単体でも NEDO による千葉県銚子沖での着床式発電設

備実証事業（2.4MW）や、福島洋上風力コンソーシアムによる浮体式ウィンドファーム実証事

業の設備製造を行っている。また、海外向けに 7MW 洋上風車の開発も進めている 63。福島に

おける浮体式洋上ウィンドファームに使用される設備の概要は表 11 の通りとなっている。 

 

表 11 福島復興・浮体式洋上ウィンドファーム設備概要 

 

出典：三菱重工業ウェブサイトより作成 

 

(2) 日立製作所 

 日立製作所は三菱重工と同様、福島洋上風力コンソーシアムの一角として浮体式ウィンドフ

ァーム実証事業に参加しているほか、東芝など 9 法人と共同で NEDO の次世代洋上直流送電

システム開発事業に参加しており、洋上風力発電による電力の陸上までの長距離送電の効率化

を進めている。実績としては、前述の通り長崎県五島市での浮体式発電設備を製造しているほ

か、将来的な洋上設備への導入を企図し、茨城県沿岸部の陸上に定格出力 5MW のダウンウィ

ンド式発電システムを完成させている 64。 

 現在、台湾の鉄鋼大手である中国鋼鉄と組んで台湾で 5MW 級の洋上風力発電の受注を目指

し、台湾電力に提案中である（2016 年時点）。 

 

(3) 東芝 

 東芝は 6 社 1 協会による地域振興型アクア・ウィンド事業化研究会に参加して、地域協調

や地域経済の活性化など地域振興に寄与する洋上風力発電事業の実現に向けた調査・検討・

事業提案を行うことを目指している。また、日立製作所など 9 法人と共同で NEDO の次世代

洋上直流送電システム開発事業に参加しており、洋上風力発電による電力の陸上までの長距

離送電の効率化を進めている 65。  

                                                   
62 MHI ヴェスタス ウェブサイト 
63 三菱重工業ウェブサイト 
64 日立製作所ウェブサイト 
65 東芝ウェブサイト 

設備名称 設備規模 風車形式 浮体形式 工期

浮体式洋上サブステーション
「ふくしま絆」

容量25MVA
電圧66kV

変電所
（日立製作所製）

アドバンストスパー
（ジャパンマリンユナイテッド製）

第1期

ダウンウィンド型風車搭載用セミサブ
「ふくしま未来」

2MW
ダウンウィンド型
（日立製作所製）

4コラム型セミサブ
（三井造船製）

第1期

7MW風車搭載用セミサブ
「ふくしま新風」

7MW
油圧式ドライブ型
（三菱重工業製）

3コラム型セミサブ
（三菱重工業製）

第2期

5MW風車搭載用アドバンストスパー
「ふくしま浜風」

5MW
ダウンウィンド型
（日立製作所製）

アドバンストスパー
（ジャパンマリンユナイテッド製）

第2期
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(4) 日本製鋼所 

 日本製鋼所は NEDO による福岡県北九州市沖での着床式洋上風力発電実証事業に参加して

おり、定格出力 2MW の設備を製造している 66。 

4.4. 他国の主な研究開発動向 

 (1) アメリカ 

 アメリカではエネルギー省（Department of Energy, DOE）が中心となり、多数の企業や研究機

関とともに研究開発を進めている。2015 年度には風力発電のみで 1 億 700 万ドルの予算が執

行されており、洋上風力発電の技術開発や実証事業に重点が置かれている。また、DOE は 2015

年に“Wind Vision”と題した報告書を公表している。これは 2050 年に全米の電力消費量の 35%

を風力発電でまかなうという目標の達成に向けた施策についてまとめたものであるが、そのな

かで洋上風力の均等化発電原価（Levelized Cost of Electricity, LCOE）を 2020 年までに 22%、

2030 年までに 43%、2050 年までに 51%削減する 67としている。ただし、これらは技術開発の

みによってではなく、風力資源探査、サプライチェーン整備、人材育成、制度設計などと合わ

せた複合的手法によって達成するとしている。 

アメリカ初の洋上風力発電所となる予定であった、ケープコッド南方のナンタケット湾での

Cape Wind プロジェクトは地方裁判所での敗訴、および控訴の棄却によって建設が遅れてい

る 68が、ニュージャージー州（Fisherman’s Energy, 20MW）、オレゴン州（Principle Power, 30MW）、

ヴァージニア州（Dominion Virginia Power, 12MW）など複数の実証計画が進行中である。また、

DOE のパシフィック・ノースウェスト国立研究所（Pacific Northwest National Laboratory, PNNL）

が風況および海中状況観測用のブイを開発しているほか、DOE と海洋大気庁（National Oceanic 

and Atmospheric Administration, NOAA）が共同で、航空機を用いたハリケーンの情報収集を行

っている 69。こうした測定技術の開発によって、メーカーの設備設計や投資家の判断を補助す

ることができる。 

 

(2) ヨーロッパ 

 ヨーロッパの、特に北海は大部分が大陸棚上にあるため水深が浅く、着床式洋上風力発電の

建設に適しているほか、年間を通じて風光が安定した偏西風の影響下にあるため、資源量にも

恵まれている。現在の導入量上位四ヵ国のイギリス、デンマーク、ドイツ、ベルギーで世界の

設備容量の 85%以上 70を占めていることから、洋上風力発電の実用化が最も進んだ地域である

といえる。そして、これらの国々ではさらなる普及のため、研究機関や企業での技術開発が進

められている。主な研究機関としてはイギリスの洋上再生可能エネルギーカタパルト（Offshore 

Renewable Energy Catapult, ORE Catapult）、デンマークのリンドー洋上再生可能エネルギーセン

ター（Lindoe Offshore Renewables Center, LORC）、ドイツのフラウンホーファー研究機構

（Fraunhofer-Gesellschaft）などがあげられる。各組織の研究プロジェクトの内容を見る限り、

                                                   
66 NEDO ウェブサイト 
67 DOE, “Wind Vision: A New Era for Wind Power in the United States,” 2015, p.250. 
68 Renewable Energy World, July 15, 2016. 
69 IEA Wind, “Annual Report for 2014,” 2015, p.188. 
70 IRENA データベース 
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風車やナセルの効率化やコストダウンを目標としているのは無論だが、海中支持構造の設計に

ついては浮体式よりは着床式に重点が置かれる傾向にあるといえる。 

ヨーロッパでは各国レベルでの研究開発のみならず、欧州連合（European Union, EU）によって

加盟国間共同で様々な分野の研究活動を行うための支援枠組みプログラム（Framework 

Programme, FP）が設けられている。2007 年から 2013 年まで 71実施された FP7 の終了後は、

2014 年から 2020 年までを実施期間として Horizon 2020 と呼ばれる新たな枠組みが立ち上げら

れている。洋上風力発電に関する研究プロジェクトは、風車の大型化、（着床式設備の）海中支

持構造の設計、コストダウン、タービンのモニタリング、送電損失が少ない高圧直流送電網の

海中配備、技術者の育成、など多岐にわたり、これらのプロジェクトには多くの加盟国の省庁、

研究機関、企業が参加している。

                                                   
71 FP7 の枠組み自体は既に終了しているものの、その枠組みで補助を受けて実施中のプロジェクトは依然と

して多数存在する。 
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図 31 2030 年度の電源構成（日本） 

5. 高効率火力発電 

5.1. 開発・導入の必要性 

2015 年 7 月に策定された長期エネルギー需給見通し（エネルギーミックス）の基本方針は、

3E+S（安全性、安定供給、経済効率性、環境適合）を同時達成しつつ、バランスの取れた電源

構成を実現するものとなっており、CO2 排出量と燃料費を抑制する観点から、2030 年度の火

力発電の構成は、石炭火力 26%、LNG 火力 27%とされ、それぞれ高効率化を進め、環境負荷を

低減しつつ活用する方針が示された。また、火力発電の高効率化は、再生可能エネルギーの最

大限の導入促進、安全性の確認された原子力発電の活用とあわせ、温室効果ガス削減目標（2030

年度に 2013 年度比 26%削減）の積み上げの基礎となった対策・施策として位置づけられる。 

2030 年度のエネルギーミックスの実現と削減目標の達成のためには、技術確立時期の近い、

石炭火力、LNG 火力のさらなる高効率化に係る技術開発を加速し、実用化を促進していくこと

が重要である。その一方で、2030 年度以降を見据えれば、経済成長と気候変動対策の両立のカ

ギとなる革新的な技術を開発することも必要であり、技術確立までに長い時期を要することを

踏まえ、現時点から戦略的に開発を進めていくことが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）長期エネルギー需給見通し（2015 年 7 月） 

 

 

世界に目を向けてみると、石炭火力の今後の需要の見通しについては、インド、中国、東南

アジア諸国を中心として、経済発展とともに需要増大が見込まれるが、欧米では現在よりも減

少する国が多い。一方、LNG を含むガス火力については、気候変動対策や近年のガス価格の下

落傾向により、全世界的に増加する見通しとなっており、特に産ガス国が多い中東、アフリカ

や欧米では大幅な需要拡大が見込まれる。 
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図 32 超々臨界圧発電（USC）の概要 

アジア、アフリカ、中東等の新興国を中心に今後、火力発電の需要は、石炭火力、ガス火力

それぞれの分野で大幅な拡大が見込まれる。そして、COP21 で採択されたパリ協定を受けた対

応を求められる中、石炭火力の高効率化やガス火力の推進など、各国はエネルギー・セキュリ

ティや経済性等の固有事情に応じた取組みを進めることになるが、各国の事情に応じた適切な

選択肢として、我が国の高効率火力発電技術の海外展開を促進することは、国際的な気候変動

対策に対する貢献につながる。 

5.2. 高効率石炭火力発電 

5.2.1. 技術の概要 

 石炭は可採埋蔵量が多く、石油や天然ガスと比較して経済性に優れており、エネルギー安定

供給上重要な電源である。一方で、発電量あたりの CO2 排出量が多い等の課題を抱えている

ため、低炭素化を目指した発電の高効率化等の取り組みが必要である。 

第４次エネルギー基本計画（2014 年 4 月 11 日閣議決定）においても、石炭は重要なベース

ロード電源燃料として再評価されており、高効率石炭火力発電の有効利用等により環境負荷を

低減しつつ活用していくエネルギー源として位置づけられる。 

 高効率石炭火力発電技術としては、研究段階のものも含め、超々臨界圧発電（USC）や石炭

をガス化して発電する石炭ガス化複合発電（IGCC）、IGCC に燃料電池を組み合わせた石炭ガ

ス化燃料電池複合発電（IGFC）といった技術がある。 

 

 

（出所）次世代火力発電に係る技術ロードマップ技術参考資料集を基に作成 
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図 33 先進超々臨界圧発電（A-USC）の概要 

図 34 石炭ガス化複合発電（IGCC）の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）次世代火力発電に係る技術ロードマップ技術参考資料集を基に作成 

 

（出所）次世代火力発電に係る技術ロードマップ技術参考資料集を基に作成 
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図 35 石炭ガス化燃料電池複合発電（IGFC）の概要 

図 36 革新的 IGCC（水蒸気噴流床ガス化技術）の概要 

 

（出所）次世代火力発電に係る技術ロードマップ技術参考資料集を基に作成 

 

（出所）次世代火力発電に係る技術ロードマップ技術参考資料集を基に作成 
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表 12 日本の USC 火力実績 

発電所名 会社名
定格出力

（MW）
主蒸気圧力

（Mpa）
蒸気温度

（℃）
運転開始
（年／月）

碧南３号 中部電力 700 24.1 538 / 593 1993/4

能代２号 東北電力 600 24.1 566 / 593 1994/12

七尾大田１号 北陸電力 500 24.1 566 / 593 1995/3

原町１号 東北電力 1,000 24.5 566 / 593 1997/7

松浦２号 J-POWER 1,000 24.1 593 / 593 1997/7

三隅１号 中国電力 1,000 24.5 600 / 600 1998/6

七尾大田２号 北陸電力 700 24.1 593 / 593 1998/7

原町２号 東北電力 1,000 24.5 600 / 600 1998/7

橘湾 四国電力 700 24.1 566 / 593 2000/6

橘湾１号 J-POWER 1,050 25.0 600 / 610 2000/7

敦賀２号 北陸電力 700 24.1 593 / 593 2000/9

橘湾２号 J-POWER 1,050 25.0 600 / 610 2000/12

苅田新１号 九州電力 360 24.1 566 / 593 2001/7

碧南４号 中部電力 1,000 24.1 566 / 593 2001/11

苫東厚真４号 北海道電力 700 25.0 600 / 600 2002/6

碧南５号 中部電力 1,000 24.1 566 / 593 2002/11

磯子新１号 J-POWER 600 25.0 600 / 610 2002/4

苓北２号 九州電力 700 24.1 593 / 593 2003/6

常陸那珂１号 東京電力 1,000 24.5 600 / 600 2003/12

広野５号 東京電力 600 24.5 600 / 600 2004/7

舞鶴１号 関西電力 900 24.5 595 / 595 2004/8

磯子新２号 J-POWER 600 25.0 600 / 620 2009/7

舞鶴２号 関西電力 900 24.5 595 / 595 2010/8

広野６号 東京電力 600 24.5 600 / 600 2013/12

常陸那珂２号 東京電力 1,000 24.5 600 / 600 2013/12

 これら次世代の高効率石炭火力発電を実現・実用化することにより、一層の石炭火力の低炭

素化が図られるものと期待される。また、将来 CCS が商用化して導入されれば、CO2 排出量

をほぼゼロにすることが可能である。 

5.2.2. 技術開発及び普及の現状 

（１）普及の現状 

 日本の石炭火力発電は、現在、超々臨界圧発電（USC）が最高効率の技術として実用化され

ている。一方で、世界の石炭火力発電所の大半は、米国と中国、そしてインドに集中しており、

その多くは発電効率が 40%未満の従来型の発電方式となっている。USC を用いた発電所は日

本や中国で導入が始まっているが、現段階においても、中国やインドといった新興国や発展途

上国においては、設置する石炭火力発電所の大半が未だに従来型である。次世代の高効率石炭

火力技術である先進超々臨界圧発電（A-USC）や低品位炭（亜瀝青炭、褐炭）も使用可能な石

炭ガス化複合発電（IGCC）、石炭ガス化燃料電池複合発電（IGFC）に関しては、IGCC を除い

て各国ともまだ技術開発段階である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）JCOAL 
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（２）技術開発の現状・動向 

①日本 

日本では、「先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発」において、A-USC の技術開発に

対する支援が 2008 年度から 2016 年度までの期間で継続的に実施されており、材料メーカーや

プラントメーカーが共同で要素技術の開発を行っており、2016 年頃に発電効率 46%（700℃級）、

それ以降には更なる高効率化を目指している。空気吹ガス化技術を用いた空気吹 IGCC につい

ては、2012 年度末をもって福島県いわき市で実証試験が終了し、商用転用されている。一方、

酸素吹 IGCC の実用化に向けては、「石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業」（大崎クールジェ

ンプロジェクト）において酸素吹 IGCC の技術開発・実証に対する支援が 2012 年度から実施

されており、中国電力（株）の大崎発電所構内で実証試験設備を構築し、2015 年度から試運転

を開始したところである。2016 年度から NEDO が事業を継承し、2017 年 3 月には実証試験を

開始する予定で、IGCC については、2020 年頃に 46～50%（1,700℃級）、長期的には A-IGCC

として更なる効率向上を目指している。 

また、大崎クールジェンプロジェクトでは、今後、酸素吹 IGCC 実証試験に加え、CCS 分

離・回収設備及び燃料電池を組み込んだ IGFC についても検討していく予定である。IGFC は、

まだ実用化まで時間がかかるとみられているが、2025 年頃に発電効率 55%（1,300℃級）、長期

的には A-IGFC としてさらなる効率向上を目指している。 

 

大崎クールジェンプロジェクト全体工程 

 
出典：酸素吹石炭ガス化技術の開発（電源開発㈱ 2015.6、次世代火力発電協議会（第１回会合）資料２－３） 

 

 また、NEDO においてはクリーン・コール・テクノロジー（CCT）分野の研究開発は以下の

ように実施している。 
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図 37：NEDO における CCT 分野の研究開発 

 

（出所）NEDO 石炭高効率利用システム案件等形成調査事業 発表資料（平成 28 年 7 月 14 日） 

 

 また、その中で、石炭高効率利用システム案件等形成調査事業（石炭 FS 調査）にて平成 27

年度と平成 28 年度に採択された案件は以下のとおりであり、我が国の高効率発電技術

（USC,IGCC 等）等を海外市場に普及させることを目的としている。 
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（平成 28 年度 石炭 FS 調査第一次公募採択案件） 

 
 

（平成 27 年度 石炭 FS 調査採択案件） 

 

（出所）NEDO 石炭高効率利用システム案件等形成調査事業 発表資料（平成 28 年 7 月 14 日） 
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図 38 石炭火力発電効率の国際比較 

②米国・EU 

  A-USC の開発は、米国や欧州でも進められており、欧州では電力・メーカーを主体と 

 した AD700 プロジェクトにおいて、現在 700℃の蒸気を用いた各種要素試験が行われて 

 いる。 

IGCC については、欧米でも 1990 年代半ばより、300MW 級の本格的な IGCC 実証・ 

商用計画が進められ、米国やオランダ、スペインにおいて運転が行われている。この内、 

米国のタンパとスペインのプラントにおいては、CO2 分離・回収の実験も行われており、 

米国では 500MW 級と 600MW 級のプラントの建設も進んでいる。米国では、「クリーン・ 

コール・パワー・イニシアチブ」（CCPI）や、「クリーン・コール技術実証プログラム」 

といった計画があり、これらの計画の中ではガス化技術や排ガス制御技術、燃料プロセ 

ス技術等の革新を通して、将来的にゼロ・エミッションまたはそれに近い石炭火力の実 

現を目指している。 

  EU は、クリーン・コール政策として、①CCS（CO2 分離回収・貯留）、②IGCC（石 

炭ガス化複合発電）の推進に向けた資金支援プログラムを導入し、③USC（超々臨界圧 

発電）、A-USC（先進超々臨界圧発電）では EU 企業参加による共同開発を推進している。 

CCS については、現在パイロットプロジェクト導入の段階で、2020 年以降の商業実用化 

を目指している。 

 

（３）国際競争力 

 日本の石炭火力発電設備の平均発電効率（発電端）は 40%を超えており（高位発熱量ベース、

HHV）、世界最高の水準にある。今後、世界の電力需要は今後も着実に増大が見込まれており、

CO2 排出削減の観点から、日本の石炭火力発電技術への期待は高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）International Comparison of Fossil Power Efficiency and CO2 Intensity 2015 

 

 しかしながら、超高効率石炭火力発電の主流となる IGCC、IGFC の技術開発は、欧米企業と
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競合しており、日本における更なる研究開発と実用化への取り組みが必要である。なお、仮に、

日本の超々臨界圧発電（USC）の技術を米中等の海外の石炭火力発電に導入した場合、全世界

のエネルギー起源 CO2 を 15 億 t-CO2 削減できるとの試算 72がある。 

 

5.2.3. 技術開発及び普及の課題 

 A-USC については、電力産業用大容量ボイラー・タービンシステム、高温弁技術の開発が主

要な課題となっている。また、700℃以上の高温蒸気にも耐えられる材料の開発も必要である。

これらの候補材料として、ニッケル基材料の適用が考えられており、最終的には 2016 年頃に

発電効率を 46%へ引き上げることが可能になると見込まれている。 

 IGCC については、2012 年度末をもって、福島県いわき市での空気吹 IGCC の実証試験を終

了し、商用転用されている。今後はガスタービンの高効率化、燃焼部分等の技術開発等が課題

である。また、ガス化炉やタービン等の全体システムの信頼性確保が不可欠である。さらに、

高水分含有等の性質からハンドリングが困難であるため産炭地での利用が主であった低品位

炭（亜瀝青炭、褐炭）は、揮発成分が多く分解し易いことから、従来の石炭火力発電で利用さ

れる高品位炭よりもガス化に適している。そのため、この低品位炭の利用のための技術開発や

ガス化技術の開発を通じて、2020 年頃までに発電効率を 46～50%（1700℃級）まで高めること

が可能と見込まれている。 

 

5.2.4. 技術開発及び普及に向けた施策 

 空気吹 IGCC については、実証試験の終了により、技術的には商用機建設が可能な段階に入

っているが、設備が複雑となる分、建設費が 2 割程度高くなってしまうと言われ、経済性が最

大のハードルとなっており、現在、国内では商用機の建設計画が決まっていない。IGCC 等の

実用化に向けて、全体システムの信頼性を確立するための実証事業等の推進が必 

要である。 

東京電力㈱は、2014 年 1 月に認定された新・総合特別事業計画に 50 万 kW 級の世界最新鋭

の高効率石炭火力発電所（IGCC）の建設・運転プロジェクトを挙げ、「福島復興大型石炭ガス

化複合発電設備実証計画」の環境影響評価手続きを進めている。計画は、50 万 kW 級の IGCC

設備を広野地点（単独）及び勿来地点（常磐共同㈱と共同）の 2 地点に建設、運用するもので、

2020 年代初頭の運転開始を予定している。 

なお、IGCC 向きの石炭と微粉炭火力向けの石炭は異なることから、IGCC と微粉炭火力が共

存していくことが日本で使える炭種の幅を広げることにつながる。 

 

  

                                                   
72http://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/mitoshi/005/pdf/005_07.pdf 
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5.2.5. 導入見込みの事例、市場規模 

 IEA の「低炭素石炭火力技術ロードマップ」では、2050 年時点において、世界中の石炭火力

発電所の全てが 670g-CO2/kWh 以下の石炭火力、または CCS と組み合わせた発電所となるよ

う、高効率石炭火力導入を図っていくこととしている。 

 IEA の ETP2010 では、世界全体で 2050 年に 2005 年比で CO2 排出量を半減させるためのエ

ネルギー・環境技術の構成が分析されている（BLUE シナリオ）が、高効率石炭火力発電によ

る CO2 削減効果（CCS を除く）は、以下となっている。 

 ・SC/USC の導入：0.42Gt-CO2（発電分野による削減の 3%） 

 ・IGCC の導入：0.56Gt-CO2（同、4%） 

また、IEA の ETP2012 の見通し（2DS シナリオ）では、高効率石炭火力発電の導入により、

2010 年から 2050 年にかけて必要とされる投資総額は 1.9 兆米ドルと見積もっており、年平均

では 4 兆 7,500 億円（1 ドル＝100 円換算）程度の市場が期待される。 

 

5.2.6. 国内企業、競合相手 

（１）三菱日立パワーシステムズ（MHPS） 

①技術開発動向 

  1990 年代より、燃料として安価な石炭の採用が増加するとともに環境保全型発電プラ 

ントへのニーズも高まり、こうしたニーズに応えて MHPS では汽力発電の効率向上施策 

として、蒸気条件の高温化・高圧化を図ってきた。現在、最新鋭のプラントでは USC（超々 

臨界圧）と呼ぶ 24.1Mpag 593℃以上となる蒸気条件を適用している。1995 年に再熱蒸 

気温度に 593℃を採用した USC 石炭焚きボイラである北陸電力（株）七尾大田火力 1 号 

機（500MW 24.1MPag 566／593℃）を納入し、これまで、MHPS は国内外合わせ 150 

缶超の USC／SC ボイラを製作し、納入している。 
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図 39 汽力発電設備の蒸気条件と運転開始年 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）三菱重工技報 Vol.52 No.02 (2015) 

 

  また、近年石炭焚き発電プラントの燃料として良質な瀝青炭だけでなく、亜瀝青炭や 

褐炭のような安価な低品位炭へのニーズが高まっており、低品位炭にも対応した最新技 

術の USC ボイラを提供する一方、A-USC や IGCC といった最先端の高効率発電技術の 

開発も行っている。IGCC に関しては、空気吹ガス化方式は既に勿来 250MW 機にて実 

証・商用化し、酸素吹ガス化方式では大崎クールジェンプロジェクトに参画している。 

 

②海外への事業展開状況 

  MHPS はこれまで、国内では 26 基、海外では 120 基超の石炭焚 SC/USC 発電設備の 

納入実績を持っている。SC/USC 技術のグローバル展開としては、積極的に低品位炭焚 

き USC/SC ボイラのプロジェクトに取組んでおり、これまで培った豊富な低品位炭焚き 

技術を基に USC/SC ボイラへ展開している。実際に、インドネシアの亜瀝青炭焚き SC 

ボイラのプロジェクトやドイツの褐炭焚き USC ボイラのプロジェクトは低品位炭焚きで 

あり、SC または USC の条件を採用し、MHPS の石炭に対する幅広い実績と知見をボイ 

ラ設計に反映し、非常に信頼性の高いボイラとなっている。 

 

（２）IHI 

①技術開発動向 

  国内最大出力の 105 万ｋＷ級火力発電設備用石炭焚きボイラを始め、国内外で、電力 

安定供給の一翼を担う電力事業用ボイラのサプライヤーとして、プラントの高効率化を 

目指した蒸気条件の向上に努め、世界最高レベルの蒸気条件を達成している。超々臨界 

圧石炭焚きボイラの国内シェアは、約 35%となっている（2014 年度末時点）。 

  石炭火力の発電効率向上は、ここ 20 年で飛躍的に向上したにも関わらず、CO2 排出 
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量が高いことから、さらなる高効率化が求められており、高効率化を実現する方法の一 

つとして，700℃級先進超々臨界圧（A-USC）が注目されており、2008 年から国家プロ 

ジェクトとして「先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発」が開始され，IHI はボイ 

ラメーカとして参画している。A-USC は現用の 600℃級 USC 発電技術をベースに蒸気 

温度を 100℃向上させた技術であるため，新規発電プラントのみならず、既存施設の改造 

もしくはリプレースにも適用可能な技術として期待されている。 

 

②海外への事業展開状況 

  IHI は、2007 年度以降、欧米を中心に、火力発電所向けボイラ機器単体供給の事業を 

行ってきたが、ボイラ機器単体供給だけでは市場が限定されているほか、アフターサー 

ビスなどを手掛けることが難しくなったことから、ライフサイクルビジネスへの展開を 

図り、長期的かつ安定的な利益を確保していく方針に転換した。海外において EPC 事業 

を展開すべく、IHI グループの海外拠点を活用でき、他社との差別化ができる大型超臨界 

圧ボイラの需要がある東南アジア市場を中心に取り組んでいる。2014 年度にはモロッコ 

でアフリカ初となる超々臨界圧大型石炭火力発電ボイラを受注するなど、全世界でプレ 

ゼンスを拡大している。 

5.3. 高効率 LNG 発電 

5.3.1. 技術の概要 

 LNG 火力は、石炭や重油を燃料とする火力発電と比較して、発電量あたりの CO2 排出量は

低く、将来的にも国内外で拡大が見込まれる発電方法であり、大出力化、高効率化、そしてコ

ンバインドサイクルの導入等を通じ、さらなる低炭素化が図られている。加えて、CCS（二酸

化炭素回収・貯留）との組み合わせにより、さらなる低炭素化が可能となる。 

日本の LNG 火力発電は、世界に先駆けて 1500℃級のガスタービン（熱効率 52%）が実用化

されている。コンバインドサイクル発電の効率向上に関しては、燃焼温度の高温度化が主な手

段となっており、1700℃級の超高温のガスタービンの開発・導入が進められている。また、日

本では、高湿分空気利用タービン（AHAT）と呼ばれる技術の開発も進められており、これは

蒸気タービンとのコンバインドサイクルとせず、作業流体量の増加を通じてガスタービンサイ

クル自体の高効率化を追求したものである。この技術は、現在の電力業界のニーズである、再

生可能エネルギー導入拡大時のバックアップ電源としての適性が高い、高効率な中容量ガスタ

ービン（10～20 万 kW）にマッチするものである。また、自家発電機用としても、既存のもの

と比較してかなり高効率であり、自家発分野における CO2 削減への貢献も期待される。 
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図 40 高湿分空気ガスタービン（AHAT）の概要 

図 41 ガスタービン複合発電（GTCC）の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）次世代火力発電に係る技術ロードマップ技術参考資料集を基に作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）次世代火力発電に係る技術ロードマップ技術参考資料集を基に作成 
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図 42 ガスタービン燃料電池複合発電（GTFC）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）次世代火力発電に係る技術ロードマップ技術参考資料集を基に作成 

 

5.3.2. 技術開発及び普及の現状 

（１）普及の現状 

 米国では、2013 年 4 月よりフロリダ州において、発電効率が約 54%（送電端、高位発熱量基

準）となる高効率ガスタービンの営業運転を開始している。日本では、1,600℃級のガスタービ

ンの開発が完了し、2013 年 8 月より関西電力の姫路第二発電所（発電効率 54%、送電端、高位

発熱量基準）にて営業運転を開始している。 

 AHAT に関しては、日本における材料等の開発が完了し、実証機における試験が始まったば

かりであるため、商業化についてはまだ時間がかかるとみられている。 

 

（２）技術開発の現状・動向 

①日本 

  日本では、高効率ガスタービン技術の実用化への支援を行っており、2012 年度からは 

「高効率ガスタービン技術実証事業」において、これまで実用化開発を行ってきた、高 

効率ガスタービン実用化要素技術開発及び高効率ガスタービン実用化技術開発の成果の 

展開に取組んでいる。同事業では、「1700℃級ガスタービン技術実証事業」として、大容 

量機（出力 40 万 kW 程度、コンバインド出力 60 万 KW 程度）の高効率化に必要となる、 

先端要素技術を適用した各要素モジュールの開発を行うとともに、システムの長期信頼 

性等の検証行っている。また、「高湿分空気利用ガスタービン技術実証事業」において、 



先進的低炭素エネルギー技術の開発途上国展開に関する基礎調査業務 2017 年 2 月 
 

II-58 
     

更なる信頼性向上を目的とした技術開発や、実証機によるシステム性能、燃料多様性等 

の検証が開始されている。 

日本は、コンバインド発電に関して、2015 年頃に 1,600℃級で 54%、2020 年度には 

1,700℃級で 57%の発電効率を達成することを目指している。また、日本の独自技術であ 

る高湿分空気利用ガスタービン（AHAT）については、2020 年頃までに 100MW 級で 51% 

の発電効率を実現することを目標としている。 

 

②米国・EU 

  1700℃級ガスタービンの開発は、石炭ガス化複合発電等、他の発電技術にも適用可能 

な重要技術であり、米国においてもエネルギー省（DOE）の「高効率エンジン・タービ 

ンプログラム」（HEET）の中で、国家的な支援の下で技術開発が進められている。欧州 

においても、CAME-GT と呼ばれるイニシアチブの中で高効率ガスタービンの開発が推 

進され、第 7 次技術開発枠組計画（FP7）（2007 年～2013 年）が終了した 

後は、Horizon2020 という 2014 年～2020 年にわたって総額 800 億ユーロ規模の EU 研 

究・イノベーションの枠組み計画の下、個別の技術要素の改良に向けた研究開発が実施され

ている。米国エネルギー省（DOE）の国家プロジェクトでは、ガス 

タービンメーカーや大学に 2003 年から 2015 年にかけて約 1,000 億円を投資しており、 

将来的に低位発熱量ベースで 75%の発電効率の達成を目指している。 

 

（３）国際競争力 

 日本では、入口ガス温度を 1,600℃まで高め世界最高水準の発電効率（送電端、高位発熱量）

54%を実現した「1,600℃級複合発電」が 2013 年に営業運転を開始したように、日本の技術開

発レベルは世界最高水準にある。ガスタービンの高温化はスピードが非常に早く、国家間の開

発競争は熾烈を極めている。発電用ガスタービンは、1980 年代初頭の複合発電システムの導入

以降、年間約 20℃という早いペースで燃焼温度の高温化が進み、熱効率が改善してきた。熾烈

な開発競争の中、高温化に対して技術的に開発が可能な国は、米・独・日の 3 カ国に絞られつ

つある。 

 

5.3.3. 技術開発及び普及の課題 

 天然ガス火力発電の更なる効率向上に向けた 1,700℃級ガスタービンの開発では、タービン

入り口温度の超高温化に向けて、超高耐熱合金をはじめとする高温耐熱性タービン材料及びそ

の加工技術の開発、高性能冷却システム、低熱伝導率遮熱コーティング（TBC）、高負荷・高効

率のタービン・圧縮機の開発が主要な課題となっている。これらの技術が開発されることによ

り、現状最大 52%の発電効率を 57%（2020 年頃）に上げることが目標となっている。 

 日本独自の新たな技術である AHAT は、現在の電力業界のニーズである高効率な中容量ガス

タービンに適合するものであり、高負荷・高効率圧縮機設計技術の確立やタービン翼冷却技術

の確立が必要である。 
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5.3.4. 技術開発及び普及に向けた施策 

1500℃級と比較して、1700℃級複合発電設備を実用化する場合、設備のコストアップが懸念

材料として考えられるため、更なるタービンの低コスト化が重要である。

また、AHAT については電力事業者だけでなく、ガス会社や自家発用として一般事業者が導

入することも考えられ、普及を促進するためには、初期費用等の負担を軽減する措置が必要で

ある。

5.3.5. 導入見込みの事例、市場規模 

IEA の WEO2013 では、世界全体の天然ガス火力の発電量は、2011 年の 4,847TWh から 2035

年には 9,173TWh とほぼ倍増する（現状政策シナリオ）と予想されており、高効率天然ガス火

力に対する需要の可能性は大きいと考えられる。

 大型ガス火力に関しては、日本、米国、EU、アジアの一部を中心に、1400℃級から 1500℃級

へ主力機が移行しており、今後も引き続き、超高性能機へ移行していく可能性は高く、大型ガ

スタービンの台数で年間 200 台程度の需要はあると予想されている。 

IEA の ETP2010（BLUE シナリオ）では、高効率ガス火力発電による CO2 削減効果（CCS を

除く）は、以下となっている。

・燃焼温度の高温度化による効率化：0.28Gt-CO2（発電分野による削減の 2%） 

・石炭からの代替：0.98Gt-CO2（同、7%） 

また、IEA の ETP2012 の見通し（2DS シナリオ）では、高効率ガス火力発電導入による 2030

年から 2050 年にかけて必要とされる投資額は年平均 210 億 US ドル、約 21 兆円（1 ドル＝100

円換算）程度の市場が期待されるとみられている。

5.3.6. 国内企業、競合相手 

（１）三菱日立パワーシステムズ（MHPS） 

①技術開発動向

三菱日立パワーシステムズ（MHPS）は、豊富な運転実績と先端技術研究に基づいた

ガスタービン開発により、地球環境保全およびエネルギーの安定供給に貢献している。

最近では、2004 年から参画した国家プロジェクト「1700℃級超高温ガスタービン要素技 

術開発」の開発成果を活用して、世界初のタービン入口温度 1600℃の高効率機である 

M501J 形ガスタービンを開発し、2011 年 MHPS 高砂工場内実証設備にて実証運転を開 

始、その後世界で販売、運転実績を重ねている。M501J 形ガスタービンの商用機は、2012 

年より試運転を開始した。関西電力（株）姫路第二発電所、韓国４発電所にて順調に運

転実績を重ねて、関西電力（株）姫路第二発電所では 2013 年 8 月から商用運転に入って 
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図 43 MHPS による大型ガスタービン機種開発の変遷 

いる。J 形ガスタービンでは、燃焼器に蒸気冷却方式を採用しているが、タービン入口温 

度を高く維持したまま空冷化できれば、GTCC の更なる効率化と運用性改善が期待でき 

る。以上のことから、MHPS は次世代 GTCC の開発を行っており、タービン入口温度の 

高温化を指向して東北電力（株）との共同研究を行ったクローズド（次世代）空冷シス

テムなど、空冷式 1650℃級ガスタービンの要素開発技術に着手し、複合発電効率 63%を 

目標に、2020 年代の実用化を目指して取組んでいる。 

（出所）三菱重工技報 Vol.52 No.02 (2015) 

②海外への事業展開状況

MHPS の最新鋭ガスタービンである J 形ガスタービンは、2012 年に商用運転を開始し

た世界最大級の高効率ガスタービンで、実績のある G 形ガスタービンに、国家プロジェ 

クトとして実施した「1700℃級ガスタービン技術開発」の成果である高温化技術を適用 

し、タービン入口温度 1600℃を実現している。これまで、全世界で累計 45 基の J 形ガ 

スタービンを受注しており、そのうちアジア向けは、韓国向けの 17 基を含め 33 基、ガ 

スタービンの成長市場である北米向けには 12 基を納入予定である。 

特に韓国市場は重要で、韓国の国内で約 130 基の発電用ガスタービンが商用運転され 

ているが、そのうち 55 基（42%）を MHPS が供給しており、最新鋭の J 形ガスタービ 

ンに代表される大型機市場では 1 位のシェアを誇る。同様にメキシコも重要な市場で、 

同国における発電設備容量の約 40％を MHPS が占めている。 

（２）東芝

①技術開発動向

東芝は米国のゼネラルエレクトリック社（GE）と製造協業契約し、より高効率な GTCC

である H System TM に取り組んでいる。H System TM とは、ガスタービン動翼入口温 
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度を世界最高水準である 1500℃級とした一軸型コンバインドサイクル発電システムで、 

ガスタービン第 1,2 段動静翼の冷却を従来の空気冷却方式ではなく回収式蒸気冷却方式 

を採用することにより二酸化炭素排出量は従来型 LNG 火力に比べ約 25%削減、そして、 

世界最高レベルの熱効率を達成し低発電コスト、優れた環境性能に優れたシステムを実 

現している。 

 

②海外への事業展開状況 

  東芝と GE は、1982 年から GTCC に関して協力関係にあり、2011 年 10 月からは、50Hz 

および 60Hz の地域に向けて、世界最高レベルの高効率なシステムについて、グローバル 

な販売協力体制を構築し、本格的な商業販売を進めている。また、2013 年 10 月には、 

さらなる関係強化に向け、GTCC の共同企画やマーケティングをはじめ、機器の信頼性 

や品質向上、次世代の GTCC の開発に向けた戦略的提携関係を構築することで合意して 

おり、2014 年 4 月、北海道電力（株）から、石狩湾新港発電所の 1 号機 LNG 火力発電 

設備向けに、GE の新型ガスタービン 9HA と東芝製最新鋭蒸気タービン・発電機を組み 

合わせたガスタービンコンバインドサイクル発電システム（GTCC）を受注した（戦略的 

提携契約の締結後初の案件）。東芝と GE は、本受注を契機に、今後も協力関係を維持・ 

強化し、さらに高効率で、NOX や CO2 の排出が少なく環境負荷の低い GTCC をグロー 

バルに提案していくことで、火力発電事業の拡大を目指すとしている。 

 

（３）IHI 

①技術開発動向 

  IHI は、GE との協力の下、ガスタービン発電プラントおよび発電機パッケージを国内 

外に供給している。中でも IHI のハイエンドモデル LM6000 シリーズは、GE 製のジェ 

ット機用エンジンの転用形のガスタービンで、世界最高クラスの発電効率（コンバイン 

ドサイクル 50%超）を誇り、航空エンジン技術により急速起動停止が可能、大型、産業 

型ガスタービンと比べ短期間での納入が可能などの特徴を持つ。 

 

②海外への事業展開状況 

  直近では 2016 年 2 月に、住友商事とともにモザンビーク電力公社向け、ガス焚きコン 

バインドサイクル火力発電所建設工事を受注しており、これまでの日本および東南アジ 

アを中心とした海外に多数のガスタービン、石炭焚きボイラ、LNG 関連施設の納入実績 

や、得られた技術ノウハウを生かして、高効率・高品質で環境性能にも優れたエネルギ 

ーシステムをアフリカ市場にも展開している。 

 

（４）川崎重工 

①技術開発動向 

川崎重工は、発電端出力 1,500kW から 30,000kW クラスまでのコージェネレーション 

システムをラインナップしており、当該ガスタービンは自社で開発・設計・製作してい 

る。国産ガスタービンのコージェネレーション国内第 1 号機の実績とともに、国内外で 
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700 台を越える圧倒的な実績を誇る。 

一方、コンバインドサイクル発電プラントの中核となるガスタービンに関しては、個々

の案件に応じて主要ガスタービンメーカーの優れた製品群の中から最も適切なものを選

択し、それぞれのプラントの要求仕様に柔軟に対応した発電設備を設計、建設しており、

特に、高炉ガス等の副生ガスの使用に際しては、供給されるガス条件の変動に対して高

い追従性を有する燃料供給設備及びガスタービンを中核とした発電設備を提供が可能で

ある。

②海外への事業展開状況

川崎重工は、温暖化対策の一環として、オープンサイクルで運転しているガスタービ

ン発電設備に排熱回収ボイラと蒸気タービンを追設して、コンバインド発電設備に転換

（アドオンまたはリパワリング、ボトミングとも呼ばれる）することにより、発電効率

の改善はもとより、ガスタービンからの排熱を利用する事による CO2 削減を提案してい 

る。特に、多数の日系企業が進出しており、また、成長市場として期待される東南アジ

アでの販売拡大を進めている。なお、東南・西南アジアのほか、欧州、米国、日本を含

むアジア極東地域においても現地販売拠点を活用し、世界４極体制にてガスタービン事

業を積極的に展開している。

（５）富士電機

  富士電機は自社開発のガスタービンを持っておらず、国内ではドイツのシーメンスと

連携して、シーメンスの最新鋭ガスタービンと富士電機の蒸気タービン、発電機を採用

したコンバインド発電設備を国内では売り込んでいる。
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6. CCS, CCU 

6.1. CCS 

(1) 開発・導入の必要性 
CO2 排出量の大幅な削減は地球温暖化防止のために欠かせないことなっている。国際エネル

ギー機関（IEA）が 2014 年 6 月に発表した「エネルギー技術展望（ETP）2014」では、地球の

平均温度の上昇を 2℃以内に抑制するために、2050 年に世界の CO2 排出量を BAU ケースの

55Gt/年から 15Gt に抑制し、すなわち 40Gt/年を削減する必要があると指摘している。こうした

中で、CO2 の回収・貯留（CCS）は革新的な CO2 削減技術として、2050 年までの累積で 14％、

2050 年時点では 17％の CO2 削減量が必要となっている。IEA は、技術的選択肢から CCS を

排除すると、2050 年までに電力部門だけで約 3 兆米ドルまで投資コストが増加すると推定し

ている。電力部門以外では、エネルギー・システムの完全な脱炭素化は CCS なしに実現する

可能性は低いとも指摘している。 

 気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第 5 次評価報告書の第 3 作業部会（WG3）報告書

「気候変動の緩和」（2015 年 3 月）、2℃以内の抑制目標に整合した大気濃度 450ppmCO2 換算

に達するシナリオには、再生可能エネルギー、原子力エネルギー及び CCS 付き化石エネルギ

ー等からのエネルギー供給の割合を、2050 年までに 2010 年の 3 倍から 4 倍近くに増加させて

いる。同報告書におけるほとんどのモデルでは、CCS 無しでは、2100 年までに 450ppmCO2 濃

度に到達できないと指摘している。 

  日本政府は 2010 年 6 月に、エネルギー基本計画を策定し、火力発電の高度化を実現する手

段の 1 つとして、2020 年頃の CCS の商用化を目指した技術開発の加速化を図るとしている。

また、同年 10 月に、地球温暖化対策基本法案においては、革新的な技術開発の促進として、第

19 条では、「二酸化炭素の回収及び貯蔵に関連する革新的な技術・貯留・利用技術（CCS、CCU）

等の開発とその他の地球温暖化の防止及び地球温暖化への適応に資する技術の開発及び普及

の促進のために必要な施策を講ずるものとする」と定めた。 

 さらに、エネルギー基本計画（2014 年 4 月改訂）では、第 3 章では、「エネルギーの需給に

関する長期的、総合的かつ計画的に講ずべき施策」の第 5 節では「化石燃料の効率的・安定的

な利用のための環境の整備」において、高効率石炭・LNG 火力発電の有効活用の促進として、

2020 年頃の二酸化炭素回収貯留（CCS）技術の実用化を目指した研究開発や、CCS の商用化の

目途等も考慮しつつできるだけ早期の CCS Ready・ 導入に向けた検討を行うとしている。2016

年 5 月に策定された「地球温暖化対策計画」でも、二酸化炭素回収・貯留（CCS）について、

2030 年以降を見据えて、「東京電力の火力電源入札に関する関係局長級会議取りまとめ」や「エ

ネルギー基本計画」等を踏まえて取り組むとしている。 
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(2) 国内の技術開発動向 
＜苫小牧実証実験＞ 

日本国内における大規模実証試験は、苫小牧地点において実施されている。 

苫小牧での実証試験の決定については 73、実地調査と国の検討会などが行われた結果、全国 

115 ヶ所の候補地点から絞り込まれ、 2012 年 2 月に苫小牧が選定された経緯がある。 苫小牧

が選定された理由としては、CCS 実証試験を行うのに必要な環境として、二酸化炭素を貯留す

るのに適した地層やその地層に関するデータが存在すること、近隣に二酸化炭素の大規模な排

出源(工場・発電所など)が存在すること等があげられる。 

苫小牧実証試験委託先は「日本 CCS 調査株式会社」であり、経済産業省・平成 24 年度二酸

化炭素削減技術実証試験事業（国庫債務負担行為に係るもの）、経済産業省・平成 28 年度二酸

化炭素削減技術実証試験事業として支援を受けている。 

日本 CCS 調査株式会社の構成会社として以下の通りである。 

 

○電力 （１１社）：北海道電力㈱、東北電力㈱、東京電力㈱、北陸電力㈱、中部電力㈱、関

西電力㈱、中国電力㈱、四国電力㈱、九州電力㈱、沖縄電力㈱、電源開発㈱ 

○石油 （６社）：出光興産㈱、コスモ石油㈱、昭和シェル石油㈱、㈱ジャパンエナジー、新

日本石油㈱、アラビア石油㈱ 

○鉄鋼 （２社）：住友金属㈱、ＪＦＥスチール㈱ 

○エンジニアリング（５社）：新日鐵エンジニアリング㈱、千代田化工建設㈱、東洋エンジニ

アリング㈱、日揮㈱、ＪＦＥエンジニアリング㈱ 

○石油開発（２社）：石油資源開発㈱、国際石油開発帝石㈱ 

○化学 （１社）：三菱瓦斯化学㈱ 

○セメント（１社）：三菱マテリアル㈱ 

○商社 （１社）：三菱商事㈱ 

 

  

                                                   
73 苫小牧市 HP: http://www.city.tomakomai.hokkaido.jp/kigyoritchi/ccs/ccsnogaiyo.html 
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図 44 苫小牧での実証試験のスケジュール 

 

出所）苫小牧市 HP：http://www.city.tomakomai.hokkaido.jp  

 

日本 CCS 調査株式会社の広報によれば、苫小牧での実証試験はスケジュール通りに進めら

れているようで、CO2 注入が 2016 年 4 月 6 から開始し、5 月 24 日までの累積 CO2 注入量は

7,162.9 トンとなっている。 

 

＜国内実証実験のスケジュール＞ 

苫小牧実験に先立ち、RITE は経済産業省の委託事業により、CCS の安全性・信頼性の構築

に必要な基盤技術として、帯水層貯留における CO2 圧入サイトの貯留性能評価、貯留層内の

CO2 挙動解析および貯留層外部への CO2 移行(漏出)解析に係る技術開発を進める一環として、

長岡 CO2 圧入実証試験を 2003 年~2006 年までに行った。 

 これらの実証実験を経て、2020 年に発電所や工場等の 100 万トン規模の CCS プロジェクト

を開始する予定となっている。 



先進的低炭素エネルギー技術の開発途上国展開に関する基礎調査業務 2017 年 2 月 
 

II-66 
     

図 45 日本のおける CCS プロジェクトの開発計画 

 
出所）経済産業省資料：日本における CCS 実用化への取組み状況―－苫小牧ＣＣＳ大規模実

証試験－ 

 

＜国内実証実験の一覧＞ 

Global CCS 研究所によると、日本国内では以下の CCS プロジェクトが進められている。 

 

表 13 国内 CCS プロジェクト一覧 

状態 プロジェクト 参加者等 

操業 COURSE50 プロジェク

ト 74 

NEDO、RITE、大学等６つの機関が参画。 

製鉄所高炉ガスの CO2 排出削減を目指して化学吸収法と物理

吸収法の技術を実証研究 

事業期間：2008～2012 年度と 2013～2017年度の 2期 

操業 三川発電所 CCS プロジ

ェクト 75 

東芝が参画。 

福岡・三川発電所で石炭火力から CO2の排出削減にアミン酸ベ

ースの化学吸収法を実験。燃焼後分離方式を採用。分離能力は

1 日 10トン。 

実験は 2009 年 9月から 2015 年 8 月まで実施され、延べ稼働時

間は 8,680時、そのうち 2,800 時が連続運転。 

操業 

※ 

長岡圧入プロジェク

ト 76 

RITEが参画。 

日本初のモニタリングつきの CO2 圧入パイロットプロジェク

                                                   
74 RITE 報告書：http://www.rite.or.jp/results/today/pdf/RT2014_kagaku_j.pdf 
75 東芝 HP： http://www.toshiba.co.jp/tech/review/2013/11/68_11pdf/a06.pdf 
76 https://www.rite.or.jp/Japanese/project/tityu/nagaoka.html 
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ト。長岡市南西部の帝国石油・南長岡ガス田が実験場。深度約

1,100mの砂岩（層厚約 60m）に圧入実験。3つの観測井でモニ

タリング。 

（2003年 6月 2005年 1月まで 10,400t-CO2が圧入）. 

建 設

中 

大崎クールジェンプロ

ジェクト 77 

 

大崎クールジェンが参画。 

中国電力・広島大崎発電所構内で高効率発電 IGFC と CCS 技術

を組み合わせた実証実験。第 1段階酸素吹石炭ガス化複合発電

実証試験設備（酸素吹 IGCC、166MW）を建設し、2016年度実証

試験運転を開始。第 2 段階酸素吹 IGCC に CO2 分離・回収装置

を追設。第 3 段階燃料電池を組み合わせ、CO2分離・回収型 IGFC

を実証 

（2012 年度より土木工事開始、2018 年度に経済性評価との計

画） 

建 設

中 

佐賀市「清掃工場バイ

オマスエネルギー利活

用促進事業」CCUプロジ

ェクト 78 

東芝が参画 

東芝は佐賀市の清掃工場バイオマスエネルギー利活用促進事

業に CO2 分離改修設備（アミン水溶液による化学吸収法）を提

供。廃棄物発電施設容量は 4,500kW、1 日あたり最大 10t の CO2

回収が可能。回収した CO2はアスタキサンチン生産のための藻

類培養プラントに利用。日本発の廃棄物発電施設からの CCU実

証プロジェクト。 

（2016年 9月 16日稼働） 

操業 苫小牧実証 日本 CCS 調査株式会社（28社で形成）が参画。 

CO2 分離から貯蔵まで実証を行うプロジェクト。CO2 貯留に適

した地層であることとそれの地層データが存在すること、近隣

に CO2の大規模な排出源(工場・発電所など)の存在することな

どで苫小牧が選定。2016年から 3年間の圧入実験（年 10 万ト

ン）後 2年間のモニタリングが計画されている。2020年に発電

所や工場等の 100 万トン規模の CCS プロジェクトを開始する

計画。 

※モニタリング中 

出所)各種資料による整理 

 

  

                                                   
77 大崎クールジェンプロジェクト HP：http://www.osaki-coolgen.jp/project/ 
78 http://www.newenergy-news.com/?p=5555 
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＜CCS コスト＞ 

CCS のコストについては、経済産業省の資料によると、CCS の分離技術のコストは 2030 年

代に現在の 1/4 の 1000 円台/tCO2 にする目標となっている。また、分離技術は CCS 全体コス

トに 60％以上を占めていると言われている。 

 

出所）CO2 回収、利用に関する今後の技術開発の課題と方向性、資源エネルギー庁平成２７年６月次世代火

力発電協議会（第２回会合）資料１ 

 

 

出所）CO2 回収、利用に関する今後の技術開発の課題と方向性、資源エネルギー庁平成２７年６月次世代火

力発電協議会（第２回会合）資料１79 

                                                   
79 http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy_environment/jisedai_karyoku/pdf/002_01_00.pdf 
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＜国内貯留ポテンシャル＞ 

日本の貯留ポテンシャルとして、廃油ガス田では 2～3 億トン貯留可能量があり、貯留地点

としては有効と考えられる。 

表 14 国内 CCS 貯留量 

名称 構造位置 貯留可能量 

（飽和率 50%） 

（百万トン 

磐城沖ガス田 福島沖 277 

阿賀沖油ガス田 新潟沖 239 

頸城油ガス田 新潟陸上 338 

出所）経済産業省資料「ＣＣＳの現状について」80 

 

(3) 主な国内企業 
＜国内外プロジェクトへの参画動向＞ 

Global CCS 研究所の報告 81によれば、日本の企業は、政府や電力会社などと連携して CCS に

関する開発投資を進めており、それらの企業は多くは、Global CCS Institute に加盟し、そのネ

ットワークを通じて海外との連携を深めることを期待していると思われている。 

日本の CCS 関連活動開発投資は 3 つの業界が進んでおり、それらの進出の順番として、ま

ずエンジニアリング会社が先行し、電機業界が続き、次に石油ガス事業が続くとなっている。 

現在、関係企業が各々の分野で開発を継続している。具体的には、 

１） 石油ガス事業で CO2 回収・輸送・貯留に実績のあるエンジニアリング会社として、日

揮、千代田化工、東洋エンジニアリング他がある。これらの企業は CO2 回収技術を産

業分野（化学肥料プラント事業）にも展開している。 

２） 電力事業では、主に CO2 回収技術に焦点をおいた電機メーカーとして、三菱重工業、

日立（現、三菱日立パワーシステムズ）、IHI、東芝他がある。これらの企業は、自社

資金や電力会社との共同研究により石炭焚きおよびガス焚きの排ガスからの CO2 回

収技術を開発した。その過程では、圧力・温度スウィング法、化学吸収法および酸素

燃焼法など多面的に開発を進め、その技術を蓄積している。 

３） 製鉄関係では、新日鉄住金エンジニアリングが高炉ガスからの CO2 回収技術を開発

している。 

４） 貯留分野では、CCS に関心の高い建設会社には大成建設や鹿島建設などがある。この

分野では、CO2 の船舶輸送システムに必要な出荷基地・昇圧設備や、一時貯蔵タンク

などの設計検討を行っている。また、大深度地下での地下水流動や地盤応力変形の数

値解析技術を生かし、CO2 地中貯留に関わる数値シミュレーションを多数実施してい

る。 
                                                   
80 http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/sangi/ccs_kondankai/pdf/001_03_00.pdf 
81 CCS 技術を蓄積して事業化に備える日本企業
http://jp.globalccsinstitute.com/insights/authors/TerufumiKawasaki/2014/06/26/ccs%E6%8A%80%E8%A1%93%E3%82
%92%E8%93%84%E7%A9%8D%E3%81%97%E3%81%A6%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E5%8C%96%E3%81%A
B%E5%82%99%E3%81%88%E3%82%8B%E6%97%A5%E6%9C%AC%E4%BC%81%E6%A5%AD 
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また、関係企業は参画している国内外代表プロジェクトにおける活動上は以下に示す。 

１） 苫小牧プロジェクト（CO2 処理量 10 万トン/年）には、日揮が石油精製施設内の水素

製造プロセスからの CO2 回収を担当している。 

２） 日本近海での海底下地中貯留を想定するシャトルシップ構想には千代田化工が中心

的な役割を担っている。 

３） 東洋エンジニアリングは、2013 年、ブラジルの洋上原油生産プラントにおける CCS

設備（約 100 万トン/年）を完成させた。同社は、高圧条件下での分離膜技術を使って

CO2 を回収し、更に高圧（500 気圧）の圧入技術を有している。 

４） 火力発電所に関わる CO2 回収技術（常圧条件）の開発では、東芝はその関連会社にあ

る石炭火力発電所に CO2 回収試験設備（化学吸収法、10 ﾄﾝ/日）を作り、J POWER(電

源開発)は IGCC 試験設備に CCS の回収試験設備（化学吸収と物理吸収、24 ﾄﾝ/日）を

設けて、試験を行っている。 

５） 海外の大型実証プロジェクトへの取組として、三菱重工業が米国でサザンカンパニー

社の回収試験設備（化学吸収 500 ﾄﾝ/日）を担当し、日立(現 三菱日立パワーシステム

ズ)はカナダでサスクパワー社の回収試験設備（化学吸収 120 ﾄﾝ/日）を、そして IHI

は豪州でカライドでの回収試験設備（酸素燃焼 70 ﾄﾝ/日）を各々進めている。この分

野では、各企業が積極的に自己投資を進め、それぞれ運転実績を蓄積し、その事業化

レベルは Alstom や Shell などと並ぶ高い水準にあると思われる。 

６） 貯留関係では、大成建設は CO2 の地中挙動や周辺環境影響を評価するためのシミュ

レーション技術の開発を米国ローレンスバークレー研究所と協力して進め、豪州

ZeroGen や米国 WESTCARB などの海外プロジェクトで実績を積み、スーパーコンピ

ューターを使った大規模計算技術は世界でもトップクラスにある。 

 

Global CCS 研究所は、総じて日本の企業はこれまでの実績から、「すでにいつでも参入でき

る（ready-to-go）な状況にあると言える」としている。 

 

また、経産省資料によれば、2013 年 5 月において、日本企業が主に参画している海外 CCS

プロジェクトは以下となっている。これによると、三菱重工、 J Power、 IHI、三井物産、大

阪ガス、東京ガス、中部電力、日揮、IHI、日立等企業が参加している。 
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表 15 海外ＣＣＳプロジェクトへの日本企業の参画状況 

 
出所）経済産業省資料：ＣＣＳの現状について（2013 年 5 月現在）82 

 

＜技術別主な国内企業の代表＞ 

表 16 技術別国内企業の動向 

企業 プロジェクト内容・実績等 

吸収・アミン系吸収 

三菱重工 1）松島発電所 2006 年 10t/日  

2）米国 Barry 発電所 2011 年 500t/日 

東芝 三川発電所 2009 年 10 t/日 

吸収・酸素燃焼法 

IHI 

（技術保有代

表者） 

三井物産、電源開発、豪州石炭協会、CS energy 社、Schlumberger 社、Glencore

社のジョイントベンチャープロジェク。2012 年よりクイーンズランド州の 

Callide A 発電所 4 号機（石炭焚き、30MW）において酸素燃焼の実証運転を

開始し、既に累計 4,600 時間の運転を達成している。プロジェクト予算は約 

2.4 億ドルであり、CO2 回収量は 75 トン/日（発電所からの CO2 発生量の約 

11%）が計画されている。 

吸収・化学ループ燃焼法 

一般財団法人

石炭エネルギ

ーセンター、産 

業技術総合研

究所等 

石炭ガス化を触媒により行うために、Ca 系のキャリアを使用したケミカルル

ープ燃焼法が検討された。この事業は NEDO 事業の「ゼロエミッション石炭

火力技術開発プロジェクト 次世代高効率石炭ガス化技術開発（平成 19 年度

～平成 23 年度）」の中で実施された。 

東京ガス 2020 年までに、ケミカルループ燃焼技術を確立し、天然ガスなどの化石燃焼

から CO2 を低コストに回収すると共に、エネルギー（熱、電気）と物質（二

                                                   
82 http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/sangi/ccs_kondankai/pdf/001_03_00.pdf 
 

日本企業： 技術的
貢献

日揮：CO2回収設備
の設計・建設

三菱重工：CO2回収
設備の設計・建設

日立：CCS対応蒸気
タービンの設計・製作

IHI：酸素燃焼ボイ
ラーへの改造

日揮：LNGプラントの
設計・建設

三菱重工：CO2回収設
備入札（2013年6月）へ の応
募資格獲得

圧入開始 2004年 2012年8月 2014年 2014年 2015年 2016年以降

現状 CO2圧入中
（累積圧入量：3.8Mt）

CO2圧入中 設備建設中 ボイラー運転開始
（2012年3月）

設備建設中 回収プロセス評価段階

CO2源／
回収技術

天然ガス随伴／ 活性アミ
ン法

石炭火力（25MWe相
当分岐ガス）／ 燃焼後回
収法

石炭火力（110MWe）
／燃焼後回収法

石炭火力（30MWe）
／酸素燃焼法

天然ガス随伴／ RCC（※）オフガス&天然
ガス焚き熱電併給設備
（280 MWe）／ 燃焼後回収法

圧入量（計画） 1.0Mt／年 500t／日 1.0Mt／年 70t／日 3.4-4.0Mt／年 1.5Mt／年

事業主体 In Salah Gas (BP,
Sonatrach, StatoilのJV)

Southern Company,
三菱重工

SaskPower JV構成：
CS Energy, Xstrata Coal,
Schlumberger,
J Power, IHI, 三井物
産

JV構成：
Chevron, Exxon Mobile,
Shell, 大阪ガス、
東京ガス、中部電力

Statoil

分類（貯留層） 帯水層 帯水層 帯水層or EOR （生産停止ガス田） 帯水層 帯水層

プロジェクト名 インサラ バリー バウンダリーダム カライド ゴルゴン モングスタッド
場所 アルジェリア／ 米国／ アラバマ州 カナダ／ サスカチュワン州

エステバン
豪州／ クイーンズランド州 豪州／ 西オーストラリア州 ノルウェー／ モングスタット

http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/sangi/ccs_kondankai/pdf/001_03_00.pdf
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酸化炭素、窒素、水素）を同時に生み出す「コプロダクションシステム」の実

現を目指している。神奈川工科大学と共同研究を行っている。 

輸送・パイプライン製造 

新日鉄住金株

式会社 

CO2 や硫化水素(H2S)が含まれる環境で使用可能なステンレス鋼シームレス

ラインパイプの開発が行われている。 

JFE スチール

株式会社 

パイプライン用鋼材で多くの国外導入実績を有している。州 Chevron 、米国 

Jack＆St.Malo、モザンビーク SASOL、ノルウェー STATOIL 等 

輸送・パイプライン建設 

日鉄住金パイ

プライン＆エ

ンジニアリン

グ株式会社 

新日鉄住金グループのパイプライン事業のうち、日本国内のパイプライン事業

を担ってい る。 

JFE エンジニ

アリング株式

会社 

国外導入実績を有している 

東洋エンジニ

アリング株式

会社 

国外導入実績を有している 

輸送・船舶輸送 

三菱重工業 2004 年、IEA の Greenhouse Gas R&D Programme のもとで CO2 の船舶輸送

に関する検討を行っている。 

財団法人エン

ジニアリング

振興協会 

NEDO が平成 22 年度に実施した「革新的ゼロエミッション石炭ガス化発電プ

ロジェク ト 発電から CO2 貯留までのトータルシステムの フィジビリティ

ー・スタディー CO2 輸送システムの概念設計」参画 

千代田化工建

設 

新しい船舶輸送方法であるシャトル船・洋上圧入方式に取り組んでいる。 

出所）環境省委託報告書：https://www.env.go.jp/earth/ccs/attach/mat03.pdf 

  

https://www.env.go.jp/earth/ccs/attach/mat03.pdf
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(4) 他国の主な研究開発動向 
＜全体の動向＞

2015 年現在では、世界合計 15 の CCS プロジェクトが稼働している。2016 年に 4 プロジェ

クト、2017 年に 7 プロジェクトが稼働する予定となっている。現在計画中のプロジェクトを含

むと合計 40 の CCS プロジェクトが将来的に稼働することとなり、合計の CO2 貯留量は 4,000

万トン CO2 となる。対して、IEA の 450ppm シナリオでは 2040 年までに 4 億トンの CCS 貯留

量が必要となされている。

 また、地域的は現行主として北米・欧州が主導しているが、今後は中国が顕著に増加する見

通しである。

表 17 世界の CCS プロジェクトの状況 

Early 

planning 

Advanced 

planning 

Constructio

n 

Operation Total 

North America 北米 1 1 5 10 17 

China 中国 4 4 - - 8 

Europe 欧州 3 1 - 2 6 

Gulf Cooperation Council - - 1 1 2 

Rest of World その他 4 - 1 2 7 

Total 12 6 7 15 40 

出所)The global Status of CCS(2015)VOLUME 2 PROJECTS, POLICY AND MARKETS 
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表 18 世界のＣＣＳプロジェクト（稼働中） 

プロジェクト名
貯留 タ

イプ
国

CO２量/

年 万 t 

運転

開始
排出源

輸送距

離 km 

Val Verde Natural Gas Plants EOR 米国 130 1972 
天然ガス

精製
356 

Enid Fertilizer CO2-EOR Project EOR 米国 70 1982 肥料生産 225 

Shute Creek Gas Processing Facility EOR 米国 700 1986 
天然ガス

精製
460 

Century Plant EOR 米国 840 2010 
天然ガス

精製
255 

Lost Cabin Gas Plant EOR 米国 90 2013 
天然ガス

精製
374 

Air Products Steam Methane Reformer 

EOR Project 
EOR 米国 100 2013 水素製造 158 

Coffeyville Gasification Plant EOR 米国 100 2013 肥料生産 110 

KEMPER COUNTY ENERGY 

FACILITY 
EOR 米国 350 2015 

Great Plains Synfuel Plant and 

Weyburn-Midale Project 2) 
EOR カナダ 300 2000 

合成天然

ガス
329 

Boundary Dam Integrated Carbon 

Capture and Sequestration 

Demonstration Project 

EOR カナダ 100 2014 発電所 66 

Petrobras Lula Oil Field CCS Project EOR ブラジル 70 2013 
天然ガス

精製
N/A 

Sleipner CO2 Injection 2) 
海底下

塩水層
ノルウェー 90 1996 

天然ガス

精製
N/A 

Snøhvit CO2 Injection 2) 
海底下

塩水層
ノルウェー 60 – 80 2008 

天然ガス

精製
153 

In Salah CO2 Storage 2) 3) 
陸上 塩

水層

アルジェリ

ア

100 (圧入

中断中）
2004 

天然ガス

精製
14 

Saudi Arabian Oi EOR 
サウジアラ

ビア
80 2015 85 

１）この一覧表は、石炭火力の場合、80 万トン/年以上、ガス火力および産業プラントの場合は 40 万トン/年

以上の CO2 を回収貯留を対象としている。 

２）4 件のプロジェクトでは貯留 CO2 のモニタリングが実施されているとされ、  IEA などはこの 4 件を

CCS プロジェクトとみなすことが多い。 

３）In Slaha プロジェクトは 2011 年 6 月から操業を停止している 
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出所）経産省資料 83と GCCSI84による加工 

 

RITE は、操業中のほとんどのプロジェクトが、天然ガス処理の業種で、かつ貯留形態が EOR

であることを指摘している。天然ガス処理の場合は、CCS の有無にかかわらず CO2 を分離す

るため、増分費用は輸送及び貯留に限定され、EOR の場合は回収した CO2 を販売するなど事

業性があると指摘している 85。Global CCS 研究所も EOR 以外のプロジェクトが事業性に乏し

いと指摘している。 

 

＜欧州の動向 86＞ 

１）CCS 指令の要点と関連動向 

欧州の CCS 指令は CO2 の地中貯留を対象とする。ただ指令の中では、大規模施設（定

格電気出力 300MW 以上）を新設する事業者に対して、適切な貯留サイトの有無、輸送設備の

技術的・経済的な実現可能性、CO2 回収施設の追加設置（レトロフィット）が技術的・経済的

に実現可能かを評価することを求めることが明示された。これにより、CCS の設置を検討する

ことが必要となった。なお指令は、2015 年に見直しを行うことも定めており、要求事項が強化

される可能性もある。 

 

２）EU の CCS に対する公的支援とその動向 

 2007 年 3 月の欧州理事会では、最大 12 件の実証プロジェクトの建設・運用に向けた促

進メカニズムの確立を承認したが、実証プロジェクトに対する最初の具体的な支援策は、2008 

年の経済危機の際に経済復興の一環として設けられた「欧州エネルギー復興プログラム

（EEPR：European Energy Programme for Recovery）」である。もう一つの支援策は、EU-ETS の

排出権 3 億 EUA 分のオークション収入を補助金として CCS などに振り向ける「NER300

（New Entrant Reserve 300）」である。このほか研究開発支援では、EU の研究開発支援の柱で

あるフレームワーク・プログラム（FP）で CCS 関連の研究プロジェクトに補助を提供してい

る。 

表 19 EEPR の支援を受けた CCS 実証プロジェクト 

国 場所 プロジェクトの内容 補助金金額

（€） 

ドイツ Jänschwal

de 

既存の発電所での酸素燃焼法と燃焼後回収の実

証。2 つの代替貯留・輸送を分析する。 

1 億 8,000 

万 

オラン

ダ 

Rotterdam 設置容量 250MW相当のCCSで、技術は燃焼後回

収。回収したCO2は、CCS施設から約 25km 離れ

た海底枯渇ガス田に貯留。CO2 輸送・貯蔵インフ

1 億 8,000 

万 

                                                   
83CCS の動向
http://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/mitoshi/cost_wg/005/pdf/005_08.pdf  
84 THE GLOBAL STATUS OF CCS | 2015 
85 RITE、http://www.rite.or.jp/results/today/pdf/RT2015_kikaku_j.pdf）。Global CCS 研究所 
86石油エネルギー技術センターhttp://www.pecj.or.jp/japanese/minireport/pdf/H25_2013/2013-005.pdf 

http://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/mitoshi/cost_wg/005/pdf/005_08.pdf
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ラ開発を目指す。Rotterdam Climate Initiative の一

環。

ポーラ

ンド

Belchatow 欧州最大の石炭（褐炭）火力発電所（4440MW）

に設置。発電容量 250MW に相当する燃焼排ガス

から回収。3 カ所の塩水帯水層の貯留サイトを開

発。

1 億 8,000 

万

スペイ

ン

Compostill

a 

酸素燃焼法と流動床技術を使用。30MWの試験プ

ラントの後、2015 年 12 月までに 320MW を超

える実証プラントを設置。100km 離れた塩水帯水

層に貯留の見込み。

1 億 8,000 

万

英国 Hatfield 

(Don 

Valley) 

IGCC 発電所（900MW）の新設に伴い CCS 設

置。175km 離れた海底ガス田に貯留の見込み。

Yorkshire 地域の CO2 輸送・貯留インフラ開発の

一環。

1 億 8,000 

万

イタリ

ア

Porte Tolle 石炭火力発電所(660MW)の新設に伴い CCS を設

置。250MW の発電容量に対応。200km 離れた海

底の塩水帯水層に貯留の見込み。

1 億 

出所）石油エネルギー技術センター87 

３）欧州における CCS の技術開発と実証試験動向 

EU では前述のように EEPR で CCS の実証プロジェクトに補助金を提供したが、支援対象

プロジェクトの実施が遅れているうえ対象プロジェクトが中止となったケースもある。また

NER300 では CCS への支援が見送られており、EU 全体では実証試験が当初の予定よりも遅

れ、米国などとの差が広がっている。

４）CCS の導入予測 

欧州委員会が 2011 年に発表した「エネルギーロードマップ 2050」では、エネルギーの需要

や発電容量などの予測と併せて、2050 年までの CCS の導入予測も出している。欧州委員会は

複数のシナリオを設定して予測しているが、下表のように 2020 年以降に商業規模の導入が始

まり、CCS を備えた発電施設が相当量の割合を占めるようになるのは 2040 年以降としてい

る。2050 年の時点では最も高い割合のシナリオの場合で 48.3％となる。また 2050 年では、

ガス火力発電のうち最大のシナリオで 65～66％、石炭火力発電では最大のシナリオで 63％が 

CCS を備えると予測している。 

87 http://www.pecj.or.jp/japanese/minireport/pdf/H25_2013/2013-005.pdf 
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表 20  欧州の火力発電容量に占める CCS の割合の予測（2015～2050 年） 

シナリオ 上段 発電容量(MW)、下段 CCS の割合(%) 

2015 年 2020 年 2030 年 2040 年 2050 年 

1：現行政策のまま 523,122 495,127 486,617 529,582 600,885 

0 0.5 0.6 4.1 6.4 

2：政策による高い省エネ率の達

成

514,498 479,676 425,271 408,232 381,921 

0 0.6 0.6 14.5 39 

3：多様な技術(再生可能 エ ネ 

ル ギ ー 、 CCS、原発） 

517,222 485,201 445,495 464,169 438,539 

0 0.6 0.8 20.4 43.9 

4：再生可能エネルギーが高い割

合

514,758 482,548 444,095 426,999 429,416 

0 0.6 0.6 5.2 12.2 

5：CCS の開発・普及・遅延 516,631 484,851 444,327 423,549 418,700 

0 0.5 0.6 8.9 35.3 

6：原発計画の縮小 516,541 485,612 464,599 516,844 512,830 

0 0.6 1.8 25 48.3 

出所）石油エネルギー技術センター 

注：発電容量は火力発電のみを示した。火力発電の発電容量には石炭、ガス、石油、バイオマスの核燃料と

地熱、及び CHP を含む。 

一次出所：“Energy Roadmap 2050 – Commission Staff Working Paper – Impact Assessment” SEC (2011) 1565 

final, Brussels, 15.12.2011 88 

＜アメリカ大陸の動向＞

アメリカ大陸地域は、プロジェクト開発の重要な実現要因である石油増進回収（EOR）を

伴う炭素回収貯留／炭素回収、利用および貯留（CCS/CCUS）の開発と展開において、世界を

リードしている。

１）プロジェクトの現状

世界の大規模 CCS プロジェクト 54 件の半数がアメリカ大陸で進められている（米国 

19、カナダ 7、ブラジル 1）。運用中または建設中のプロジェクト 22 件のうち、16 件はア

メリカ大陸にある。

●運用中または建設中の世界の大規模 CCS 発電プロジェクト 3 件はすべて北米で実施され

ている。

カナダのサスカチュワン州バウンダリー・ダム統合炭素回収隔離実証プロジェクト（年間

100 万トン）は 2014 年 10 月に運用を開始。 

 米国ミシシッピー州ディカルブ市のケンパー郡エネルギー施設（年間 300 万トン）と米

国テキサス州ヒューストン南部のペトラノヴァ炭素回収プロジェクト（年間 140 万トン）

は、双方とも、2016 年からの運用見込まれている。 

88 http://ec.europa.eu/energy/energy2020/roadmap/doc/roadmap2050_ia_20120430_en.pdf 

http://ec.europa.eu/energy/energy2020/roadmap/doc/roadmap2050_ia_20120430_en.pdf
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●2015 年には、北米で 3 件の工業プロジェクトの運用開始が予定されている。

カナダのアルバータ州のクエスト（炭素回収能力年間 108 万トン）

米国イリノイ州ディケーターのイリノイ州工業 CCS（年間 100 万トン）

カナダのアルバータ州のアグリウム CO2 ストリームを伴うアルバータ炭素基幹線

（ACTL）（年間 30〜60 万トン） 

これらのプロジェクトの範囲は、さまざまな工業分野（エタノール、オイルサンド精製、

肥料生産）にわたっている。クエストとイリノイ州工業 CCS プロジェクトはまた、同地域

初の地下の塩水層に CO2 を貯留する実用可能な大規模 CCS プロジェクトである。 

●ブラジルにはペトロブラス・ルラ油田 CCUS プロジェクト（年間 70 万トン）がある。リ

オデジャネイロ沖 300 キロに位置するこのプロジェクトは、世界で唯一のオフショア CO2-

EOR プロジェクトである。ペトロブラスは 2020 年までに、サントス盆地に新しい浮体式生

産設備を 20 基導入する予定であり、その多くには CO2 貯留目的のための CO2／ガス再圧

入が含まれる。

●メキシコは CCUS プロジェクトの開発基盤を構築するために多大な努力をしはじめた。同

国の CCUS 技術ロードマップでは、パイロット・プロジェクトとデモンストレーション・プ

ロジェクトの実施、そして最終的には商業規模のプロジェクトにつながる主要な 5 つの段階

をメキシコ政府が確認している。世界銀行も、メキシコの CCUS 能力構築の取組みのいくつ

かを支援している。

２）政策と規制環境

CO2-EOR は、アメリカ大陸における CCUS 展開にとって主要な経済的牽引力である。現

在の政策、法律、規制環境の多くが、連邦や州の両方、または地域レベルでの既存の石油・

ガス規制に CCUS を組み入れることに注力している。 

CCS に関する米連邦の活動は、米国環境保護庁（EPA）がオバマ大統領による気候変動行

動計画推進案を主導するのに伴い、規制環境に注力してきた。EPA は新規および既存の天然

ガス・石炭火力発電所の両方から排出される CO2 に対処するための規制案を発表した。 

 米国とカナダ政府の連邦助成金が北米に所在する多数の大規模 CCS プロジェクトの開発

を支援してきた。米国エネルギー省も、CCUS 技術に関する広範な R＆D プログラムを支援

している。

 2015 年 7 月 1 日に施行されるカナダ政府の排出削減政策では、石炭火力発電所が排出

する CO2 の量が制限されることになる。カナダ政府は、温室効果ガスの排出削減目標を設

定し、石油・ガス部門の堅実な CCS 規制基盤をさらに固めるために、連邦・州 CCS ネット

ワークを通じて地域と協力している。

 CCUS は、メキシコの低排出戦略の一部として認定されている。エネルギー省 

（SENER）の主導の下、メキシコは、2014 年初めに CCUS 技術ロードマップを公表し、現

在は CCS 規制枠組みの見直しを行っている最中である。 
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表 21 US DOE による第二世代及び革新的 CO2 回収技術の相対的費用削減目標と時期

http://hub-member.globalccsinstitute.com/sites/default/files/publications/196843/global-status-ccs-2015-summary.pdf 

＜技術動向＞

１）回収技術

回収技術の開発は、新技術の小規模試験と既存技術の実証という段階から、大幅なコスト削

減技術を目指したパイロット規模の試験へとその中心が移行し始めている。

 パイロット試験は、モジュラー回収システムを商業的に導入する契機となる可能性がある。

これにより、工業化による信頼性と品質改善、初期コストの削減、規制の変化に応じた回収設

備の柔軟な変更、といった利点がもたらされる。

革新的な回収技術に関する研究開発も進行している。複数技術の相乗効果により単一技術で

は成し得なかったコスト削減・効率改善をもたらすハイブリッド技術も含まれる。

大規模回収設備の実証において著しい進展が見られるが、特に発電部門における継続的な進

展が期待されている。カナダ、SaskPower 社の Boundary Dam CCS 実証プロジェクトは、CO2

回収設備を備えた世界初の商業規模発電所であり、2014 年に操業を開始した。米国、ミシシッ

ピー州 Kemper 郡 IGCC プロジェクト及びテキサス州 Petra Nova 炭素回収プロジェクトは 

2016 年の操業開始が予定さ れており、他にも世界各地において複数のプロジェクトが進行し

ている。これら注目を集めるプロジェクトから得られた知識によって、将来の CO2 回収設備

の設計・建設・運営コストの削減へ向けた貴重な 情報が得られる。

回収技術の将来に目を向けると、一層のコスト削減を実現するための研究開発に注力すべき

ことは明らかである。コスト削減に焦点を当てた複数の技術が開発途上にある。様々な次世代

技術が小規模試 験を終えており、2025 年の実証試験へ向けたパイロット試験が進行中である。

こうした状況は、よりコスト効率の良い回収技術を発展させるために重要である。現在パイロ

ット試験が実施されている回収技術は、低コスト実証へ向けた候補技術と見られており、最終

http://hub-member.globalccsinstitute.com/sites/default/files/publications/196843/global-status-ccs-2015-summary.pdf
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的には広く普及する可能性がある。

発電の 3 つの分離形態：  

燃焼後回収：排ガス中から CO2 と N2 を分離し、CO2 を圧縮。 

燃焼前回収：水素（H2）と一酸化炭素（CO）の合成ガスに水性ガスシフト反応で CO の大半

を CO2 に変換して分離。 

酸素燃焼：空気中の N2 と O2 を分離して燃焼後の排ガスは CO2 と水が主成分で、容易に分

離。

表 22 分離のためのエネルギー損失 

SCPC NGCC IGCC 酸素燃焼

発電量の減少 (%) 20～25 15～20 20～25 15～20 

出所）世界の CCS の動向: 2015 GCCSI 

注）SCPC: 超臨界微粉炭、NGCC: 天然ガス複合サイクル、IGCC: 石炭ガス化複合サイクル 

第二世代・第三世代技術の開発は、溶剤、固体吸着剤、膜を中心に進められている。

2013 年、米国 DOE は第二世代・第三世代技術の一般的な開発スケジュールについて分析を

行い、第二世代技術に関する研究室規模の開発は間もなく完了する見込みで、小規模なパイロ

ット試験は 2020 年代初めまで継続される予定、大規模パイロット試験は開始されたばかりで

ある。また、第三世代技術は、研究室規模の試験は、2020 年代初頭の数年間に亘り継続され、

特定技術の小規模パイロット試験は、2010 年代の後半に開始される可能性がある。大規模パイ

ロット試験は、2020 年代を通じて実施され、2030 年以降の実証が予定されている。 

２）輸送技術

CO2 パイプラインの輸送技術は確立しており、CO2 輸送インフラの発注・建設が続いてい

る。現行の R&D 作業はコスト削減が中心である。CO2 輸送に関する国際規格の策定が進んで

いる。

３）貯留技術）

温室効果ガス削減目標に沿った CCS の商業的展開を支えるのに十分な貯留資源が世界の主

要地域に存在しているが、資源のレベル評価の実施と特徴付けデータの入手可能性は地域間に

よって違いが大きい。
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表 23 アメリカ大陸地域の主要国貯留資源量 

国名 評価範囲 推定資源量

（Gt） 

資源水準 注記

米国 全体 1,800 ～ 20,000 有効値 US DOE 方式 

カナダ 全体 44 ～ 310 有効値 US DOE 方式 

メキシコ 部分的 100 理論値 深部塩水層のみ評価

出所）同上

表 24 欧州における特定の多国間資源評価の概要 

プロジェクト 報告年度 対象国 推定総資源量（Gt） 

（深部塩水層と枯渇

田の合計）

CO2StoP143 2014 EU 27 か国 不明* 

Geocapacity144 2009 EU 23 か国 120** 

Bastor2145 2014 バルト海諸国（ロシア

とポ ーランドを含む）

16 

NORDICCS146 147 2015*** ノルディック 5 か国 68**** 

出所）同上

注）注: 報告された数値はすべて 2 桁まで有効。 

* 一部の国のデータが制限されているため、総資源量は不明

** 控えめな見積 

*** 最終的な地図は、本概要の作成時点で未発行 

**** スウェーデン、デンマーク、ノルウェー（一部）の深部塩水層の暫定合計見積（41 Gt） 

表 25 アジア開発銀行による理論上の推定貯留資源量 

国名 推定貯留資源量（Gt） 

深部塩水層 油田・ガス田

インドネシア

- 南スマトラ盆地 

7.7 0.9 

フィリピン 23 0.3 

タイ 8.9 1.4 

ベトナム 10 1.3 

出所）同上

注）注: 報告された数値はすべて 2 桁まで有効。 
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表 26 アジア太平洋地域の国別貯留評価の進捗状況 

国名 評価範囲 推定資源量（Gt） 資源水準 注記

オーストラ リア 全体的 33 ～ 230 有効値 修正 US DOE 方式 

中国 部分的 3,000 理論値 Brennan and Burruss 

方式

インド 限定的 47 ～ 140 理論値 Wildenborg方式 

日本 全体的 150 有効値 有効な深部塩水層、

油 田、ガス田を含

む

韓国 部分的 100 理論値

注）全体的：ほとんど、またはすべての潜在的な貯留盆地を対象とし、同時に実施される有効資源の計算

を含めた総合評価（公開済み地図を含む）。

部分的：広域的な有効資源の計算を含まない国家規模の調査/地図、あるいは州/地方/盆地規模の地図・

詳細評価に基づく部分的評価。

限定的：選択した盆地またはサイトの関連調査を含む、より限定的な調査。

出所）同上

＜新しい貯留の可能性―玄武岩による鉱物炭酸化貯留＞

鉱物炭酸化では、CO2 が金属酸化物含有物質と反応し、炭酸塩と二酸化ケイ素などの固体副

産物が生成する。天然のケイ酸塩鉱物やアルカリ性の産業廃棄物が金属酸化物含有物質として

使用できる。生成した鉱物炭酸化は、安定した固体で地質学的な時間尺度での貯留能力がある。

さらに、すべての化石燃料資源の燃焼により生じる CO2 を固定できるほど、ケイ酸マグネシ

ウムとケイ酸カルシウムは、十分に存在する。1t の CO2 を固定化するにはおよそ 1.6-3.7t の岩

石を要する。はまだ開発段階であり、実施の準備はできていない。これまで調査された最良の

事例は、天然のかんらん石の湿式炭酸化であり、これには貯留した CO2 1t 当たり 50-100US$の

費用がかかり、元の発電所に対する 30-50%のエネルギーペナルティに相当する。CO2 回収プ

ラントにおいても10-40%のエネルギーペナルティを占める場合、鉱物炭酸化を行う完全なCCS

システムは、同等の出力を持つ CCS を行わない発電所より 60-180%多くエネルギーを必要と

する。89 

こうした CCS 貯留方法は、2016 年 6 月に米コロンビア大学とアイスランドの CarbFix プロ

ジェクトで大成功したと報じられた。アイスランドのヘリシェイデイ発電所は CO2 を世界初

となる岩石に変換する試でみは、CO2 を玄武岩に吸収させてから硬い岩石に変成するが、予想

以上にその速度が速いことがわかった。

CO2 が溶け込んだ水を玄武岩と接触させると化学反応を起こし、CO2 が白い石上の物資と

して沈殿することを見出した。この時点では反応は遅く 95%の CO2 が沈殿するのに 2 年を要

したが、原理的には CO2 を石化して回収することが可能であることが確認された。 

89 IPCC 報告書 https://hub.globalccsinstitute.com/sites/default/files/publications/114681/carbon-dioxide-capture-and-
storage-report-japanese.pdf） 
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アイスランドでのパイロットプロジェクトの一環として火山岩に注入された大気中の二酸

化炭素が、注入後 2 年以内にほぼ完全に鉱物化し炭酸塩鉱物に変換されることが確認された。

この新しい研究結果は、大気中から回収した二酸化炭素を貯留するための吸収源として、玄武

岩が有効となる可能性があることを示唆している。大気中二酸化炭素を地下深くの岩盤に注入

することで隔離することができることが知られている。温室効果ガスである二酸化炭素を炭酸

塩鉱物に変換するためにはカルシウム、マグネシウム、および鉄に富んだ珪酸塩鉱物が必要で

あるが、これまではこのような珪酸塩鉱物が乏しい岩盤への注入しか主として行われてこなか

った。そのため、二酸化炭素の漏出リスクが生じている。一方で、最大で重量比 25％のカルシ

ウム、マグネシウム、および鉄を含んでいて、地球上で最も一般的な岩の一種である玄武岩に

二酸化炭素を注入することも可能である。

アイスランドで行われた今回のパイロットプロジェクト「CarbFix」では、玄武岩質溶岩を貫

通する深さ 400m から 800m の穴に二酸化炭素を注入した。Juerg Matter と共同研究者らは、二

酸化炭素と共に注入したトレーサーを利用し、ほとんどの二酸化炭素が注入後 2 年以内に鉱物

化したことをつきとめた、と説明している。炭酸塩鉱物は安定した物質であり、今回の手法に

よる二酸化炭素漏出のリスクは比較的低いため、玄武岩の貯留サイトの監視の必要性は大幅に

低減されるだろう、と著者らは語っている。また、この技術の基盤は多孔質の玄武岩と水で、

どちらも大陸縁片部において世界中の多くの箇所に存在しており、大規模化は可能である、と

も著者らは語っている 90。 

90 http://www.trendswatcher.net/03-
2016/science/co2%E3%82%92%E7%9F%B3%E3%81%AB%E5%A4%89%E3%81%88%E3%81%A6%E5%9C
%B0%E7%90%83%E3%81%AB%E6%88%BB%E3%81%99carbfix%E3%83%97%E3%83%AD%E3%82%B8
%E3%82%A7%E3%82%AF%E3%83%88/ 

http://www.trendswatcher.net/03-2016/science/co2%E3%82%92%E7%9F%B3%E3%81%AB%E5%A4%89%E3%81%88%E3%81%A6%E5%9C%B0%E7%90%83%E3%81%AB%E6%88%BB%E3%81%99carbfix%E3%83%97%E3%83%AD%E3%82%B8%E3%82%A7%E3%82%AF%E3%83%88/
http://www.trendswatcher.net/03-2016/science/co2%E3%82%92%E7%9F%B3%E3%81%AB%E5%A4%89%E3%81%88%E3%81%A6%E5%9C%B0%E7%90%83%E3%81%AB%E6%88%BB%E3%81%99carbfix%E3%83%97%E3%83%AD%E3%82%B8%E3%82%A7%E3%82%AF%E3%83%88/
http://www.trendswatcher.net/03-2016/science/co2%E3%82%92%E7%9F%B3%E3%81%AB%E5%A4%89%E3%81%88%E3%81%A6%E5%9C%B0%E7%90%83%E3%81%AB%E6%88%BB%E3%81%99carbfix%E3%83%97%E3%83%AD%E3%82%B8%E3%82%A7%E3%82%AF%E3%83%88/
http://www.trendswatcher.net/03-2016/science/co2%E3%82%92%E7%9F%B3%E3%81%AB%E5%A4%89%E3%81%88%E3%81%A6%E5%9C%B0%E7%90%83%E3%81%AB%E6%88%BB%E3%81%99carbfix%E3%83%97%E3%83%AD%E3%82%B8%E3%82%A7%E3%82%AF%E3%83%88/
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6.2 CCU 

CCU は、回収した CO2 を有価物の製造に利用する技術であり、現在、複数の分野で技術

開発が進められている。CCS と比較した場合、現時点では CO2 の大規模処理が困難であるも

のの、有価物の製造につながる点でコスト性に優れ、今後の技術革新により CO2 の処理能力、

有価物の製造効率が向上すれば将来の利用拡大が期待される。

現状では、CO2 利用には石油増進回収（EOR）、工業利用（溶接、飲料用など）、農業利用（施

設園芸における CO2 施用）などの用途がある。また、CO2 を有機化学品に変換するための研

究開発も行われている。現状で CCU として実用化されている技術は EOR、尿素増産などごく

一部の用途に限られているが、幅広い分野において新たな CO2 利用の研究開発、実用化が進

展している。

１）CCU の産業利用 

CCU の産業利用の潜在規模は最大 100Mt-CO2/年と推定されている。ただし、その大半は固

定期間の短い尿素利用となっている。

二酸化炭素は、例えば尿素などの化学製品の製造、冷凍システム、食品包装のための不活性

剤、飲料、溶接システム、消火器、水処理プロセス、園芸、製紙業の沈降炭酸カルシウム、そ

の他多くの小規模な用途など、多数の利用法がある有益な産業用ガスである。現在、大規模の

利用は石油増進回収法となっている。

商業用の CO2 回収源の多くは、合成肥料、水素プラント、エチルアルコール生産からの排出

されている。これらの CO2 は化学的または物理的な溶剤洗浄システムを用いて回収される。

炭酸ナトリウムの製造に使うような石灰窯や、クラフトパルプ製造工程からも生成する。

米国、イタリア、ノルウェー、日本など世界の一部の地域では、CO2 は天然の CO2 井戸か

ら抽出されている。また CO2 は、不純物として CO2 を含むことの多い未加工の天然ガスの生

産・処理の過程でも回収される。

回収された全 CO2 のうちかなりの割合が、主に尿素やメタノールなど商業的意義のある化

学薬品を作り出すため、製造時点で使用される。他の商業用途のため回収された CO2 は、精

製、液化され、通常 20bar、–18℃で液体の状態で納品・貯留されることが多い。 

表は、現在 CO2 を使用している主要な化学又は工業用途の、世界的な生産率と CO2 使用率

を示す（石油増進回収法は除外）。貯留された炭素が CO2 に分解され大気に放出されるまでの

おおよその寿命を併せて示す。その数値は、様々な化学製品の製造やその他の用途に使用され

る CO2 のうち、表の最終列に示す期間が過ぎても貯留されている割合がゼロになることを意

味する。
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表 27 CO2 の産業用途（M トン規模の製品または用途のみ） 

注 a 天然の排出源には地下井戸と発酵が含まれる。 

b 使用された CO2 のうち、示された期間が過ぎても貯留されている割合がゼロになる。 

出所）IPCC：二酸化炭素回収・貯留に関する IPCC 特別報告書（日本語版） 

２）有機化学薬品と高分子化合物

化学薬品および高分子化合物の製造のため、CO2 を一酸化炭素・メタン・メタノールなど他

の C1 成分の代用品として使用する新しいプロセス経路の候補が多数検討されてきた。炭素が

高度に酸化された状態の不活性ガスである CO2 を使用するには、効率的な触媒システムの開

発と、CO2 還元のための追加エネルギーの使用を必要とする。これまでに検討されてきた化学

薬品として、ポリウレタンとポリカーボネートがある。その場合の検討動機は、CO2 の貯め場

を見つけるためというより主として、極度の毒性を持つホスゲンの使用を避けるためであった。

提案されたプロセスは、ホスゲンをベースとする現在の経路より全体的なエネルギー消費を低

くでき、そのため更なる CO2 排出量の軽減につながる。現在の世界のポリカーボネート消費

量は、約 2.7Mt/年である。すべてのポリカーボネート製造を CO2 ベースのプロセスに転換した

なら、CO2 の直接消費量は約 0.6MtCO2/年となる。現在公表されているデータからは定量化が

困難ではあるが、プロセスでのエネルギー/材料の変化により CO2 がある程度削減される。 

同様に、ポリウレタンの全製造を変換すれば、直接 CO2 消費量は約 2.7MtCO2/年になるだろ

う。ただし、CO2 ベースによる製造の商業的適用については、ほとんど進展は報告されていな

い。前述した CO2 ベースによる製造の商業的適用は、大気中に放出された人為起源 CO2 のう

ち非常に少ない割合にしか直接影響を及ぼさない。炭化水素資源で利用できたエネルギーは

CO2 原料になると無くなってしまい、それをプロセス効率の改善によって補償できない限り追

加エネルギー供給とそれに関連する CO2 排出で補わなければならない。そのため、CO2 の正

味貯留は一層小さくなるか、逆にマイナスになる可能性もある。

３） 二酸化炭素を用いた燃料製造

例えばガソリンやメタノールなど、炭素ベースの液体燃料は、その高エネルギー密度と使い

やすさ（それは一部には十分確立されたインフラストラクチャに基づくものだが）のため、魅

力的な存在である。CO2 は、エネルギーを追加することにより、炭素ベースの燃料を製造する

原料となり得る可能性がある。エネルギーは保存されるので、元になっているエネルギー源が

化石炭素である限り、CO2 排出量の正味削減となることはない。一次的エネルギー源からのエ

ネルギー単位が一定量の CO2 を生み出すなら、CO2 から燃料を製造することは CO2 の再利用

であるが、変換に必要なエネルギーを提供するためほぼ同等量の CO2 を放出している。この
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変換プロセスは必ずエネルギー損失を伴うので、燃料合成の間に生じる CO2 の合計量は、変

換される CO2 を越える傾向があり、変換された CO2 もいったん消費されると排出される。 

CO2 からの炭素ベース液体燃料の製造は、元となるエネルギーインフラストラクチャが化石

エネルギーに基づかない場合のみ、CO2 の排出量を削減する。例えば、水素と CO2 をガソリ

ンまたはメタノールの製造のための原料として用い、輸送部門を水素へ転換させてしまうので

はなく、またガソリンまたはメタノールを使うこともできる。水素は、水力・原子力・太陽光

エネルギー・風力エネルギーを用いて水から作り出す。化石燃料を用いた発電が存続する限り、

この変換に CO2 は利用できる。あるいは、生物学的・化学的手段を用いて大気中から CO2 を

回収し、閉鎖循環を作り上げることも可能だろう。そのような循環は水素経済がそうであるよ

うに、安くてクリーンで豊富な非化石エネルギーが入手できるか否かにかかっている。

４）バイオマスによる CO2 回収 

燃料のバイオマス生産も、CO2 からの燃料生成のカテゴリーに分類される。光合成の助けを

借りて、太陽光エネルギーは水と CO2 をでんぷんなどの強力な有機化合物に変換することが

できる。それらの有機化合物を、今度はメタン、メタノール、水素、バイオディーゼルなどの

産業用燃料に変換できる。また、自然環境や農業環境、または発電所から出るオフガスに含ま

れる高濃度 CO2 と、CO2 を有益な化学薬品に変換する微細藻類を養う産業環境で、バイオマ

スは生産できる。生物学的プロセスは自らの CO2 を収集するので、実は CO2 回収を行ってい

ると言える。バイオマスを有効に使用するなら、バイオマスも炭素をその活発な状態に戻すこ

とによってリサイクルしている。バイオマス生産は、新世代のバイオマスベースの炭素質の燃

料を生成するので、化石燃料の必要性を減少させる。CO2 の回収テクノロジーとしては、バイ

オマス生産は最終的には、光を化学的に蓄えられたエネルギーに変換する効率によって制限を

受ける。現在、農業バイオマス生産における太陽光エネルギー変換効率は通常 1%未満である。

微細藻類の生産は、光子利用効率を、太陽エネルギー1 単位あたりの化学エネルギーの比率に

変換すると、1-2%のわずかに高い率で行われている。従って、微細藻類が発電所の CO2 出力

を回収するため必要とされる太陽光エネルギー収集量は、発電所の電力出力より約 100 倍大き

い。平均 200W/m2 の太陽光照射で、100MW の発電所はほぼ 50km2 程度の太陽光収集面積を必

要とする。

微細藻類の培養には、広大な土地に加え、CO2、温水、栄養(窒素、リン等)が必要であるが、

日本国内としては、これらを火力発電所、下水処理場等から調達することで、CO2 の処理と同

時に、国産燃料の生産など、多様な目的を実現することが可能。

微細藻類の研究開発については、様々な藻類の種類で研究開発が行われており、今後大規模

化による大量生産が期待されている。福島では復興の観点から土着の藻類を利用した燃料生産

に関するラボレベルでの研究開発がなされている。
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図 46 微細藻類研究動向 

出所）CO2 回収、利用に関する今後の技術開発の課題と方向性、資源エネルギー庁平成２７年６月次世代火

力発電協議会（第２回会合）資料１

http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy_environment/jisedai_karyoku/pdf/002_01_00.pdf 

人工光合成は中長期的な観点から重要となる環境技術として注目されている。現在、主に以

下の企業と機関で研究開発が進められている

日本：パナソニック、東芝、 豊田中央研究所、人工光合成化学プロセス技術研究組合

（ARPCem）等 

米国：Joint Center For Artification Photosynthesis (JCAP)等 

その他：EU FP7、スウェーデンコンソーシアム、韓国人工光合成センター等 

日本では、経済産業省が約 150 億円を投入、米国エネルギー省は JCAP に１００億円以上投

入しているほか、オバマ大統領が 2011 年の一般教書演説で言及するなど各国で国家プロジェ

クトして開発が進んでいる。

エネルギー変換効率では、ARPCem が 2.2％（世界最高）、東芝が 1.5％を実現するなど、日

本勢が世界をリード、ただし実用化には 10％程度の効率を実現する必要がある。 

ARPCem が 2021 年に、パナソニックが 2020 年に実証実験を開始する意向を表明している。 
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＜米国の CCU プロジェクト＞ 

表 28 米国 DOE における CCU プロジェクト 

Project Name Performer Funding Source 

Beneficial Use of Carbon Dioxide in Precast Concrete 

Production  
McGill University 

セメントブロッ

ク製造

Chemical Fixation of CO2 to Acrylates Using Low-

Valent Molybdenum Sources 
Brown University 

アクリレートへ

の化学固定

Conversion of CO2 in Commercial Materials using 

Carbon Feedstocks 
RTI International 

化学反応 10

＄/tCO2 以下目標 

High Efficiency Solar-based Catalytic Structure for 

CO2 Reforming  

PhosphorTech 

Corporation 
人口光合成

Integrated Electrochemical Processes for CO2 Capture 

and Conversion to Commodity Chemicals 

Massachusetts 

Institute of 

Technology 

電気化学プロセ

スによる化学製

品へ

Utilization of CO2 in High Performance Building and 

Infrastructure Products  
CCS Materials, Inc. セメント製造 

出所）米 DOE 

http://www.netl.doe.gov/research/coal/carbon-storage/research-and-development/co2-utilization 

米国 DOE の CCU のコスト目標は 10 ドル/t-CO291 

＜CCU 関連企業＞ 

CCU はまだ研究室で研究開発を行われている段階にあり、大学、産業界と政府が連携して取

り組んだいる状況にある。以下、主要な大学と企業の一覧である。

91 出所）Carbon Capture program goal of converting CO2 into a useful product at a net cost of less 

than $10 per metric ton. 

出所）http://www.netl.doe.gov/File%20Library/Research/Coal/carbon%20capture/FE0004329.pdf

http://www.netl.doe.gov/research/coal/carbon-storage/research-and-development/co2-utilization
http://www.netl.doe.gov/File%20Library/Research/Coal/carbon%20capture/FE0004329.pdf
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表 29 CCU 関連大学と企業 

大学 企業 CCU用途 

燃料利用

Sandia National Laboratory, US 

University of California, US 

Pennsylvania State University, US 

Mantra Energy Venture, Canada 

Carbon Recycling International, 

Iceland 

Chuo University (RE) Denso (RE) シュードココミクサ

Kubota (RE) 

Idemitsu Kosan (RE) 

Keio University (RE) JX Nippon Oil & Energy (RE) ユーグレナ

Euglena (RE) 

Hitachi (RE) 

Kobe University (RE) IHI (RE) ポトリオコッカス

Kobe University (RE) DIC (RE) クラミドモナス

Tokyo University of Agriculture 

and Technology (RE) 

J-Power (RE) 珪藻

JGC (RE) 

University of Miyazaki (RE) Cosmo Oil (RE) ラビリンチュラ

化学製品利用

University of Sheffield, UK 

University of Aachen, Germany 

Massachusetts Institute of 

Technology, US 

Bayer, Germany ポリウレタン・ポリカー

ネートBASF, Germany 

RWE, Germany 

Siemens, Germany 

Evonik, Germany 

Tokyo Metropolitan University, 

Prof. Dr. Inoue 

Toshiba 一酸化炭素・エチレング

レコール

Kyoto University, Institute for 

Integrated Cell-Material Sciences, 

Prof. Dr.Tanaka 

Panasonic メタン

Tokyo Institute of Technology Toyota Central R&D Labs., Inc. ギ酸

University of Tokyo 

Tokyo University of Science 

University of Toyama 

Kwansei Gakuin University 

Osaka City University 

Nagoya University 

University of Tokyo Mitsubishi Chemical オレフィン
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Kyoto University Mitsui Chemicals 

TOTO 

INPEX 

Fujifilm 

Tokyo University of Science 

Tokyo Institute of Technology 

University of Toyama 

Sumitomo Chemical 

水素製造

JX (reforming) 

Osaka Gas  (reforming) 

KOBELCO(reforming) 

Asahi Kasei (electrolysis) 

Toshiba (electrolysis) 

Chiyoda (MCH) 

Kawasaki Heavy Industry 

(Liquified H2) 

出所）各種資料による整理
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7. 蓄電池(系統用)

7.1. 開発・導入の必要性 

(1) ピーク需要対策・電気代節約 

基本的に 1 日の間の電力需要は図 47 のように、人々が活動する昼間に多く、逆に夜間には

少なくなる。電力を十分に供給するためには、昼間の最も高い需要（ピーク）に対応できるだ

けの発電設備を建設する必要があるが、その場合夜間には発電能力が余ることになる。これに

対し、蓄電池を効果的に活用することで、夜間の余剰電力を充電し、その電力を昼間に放電す

るといった対策が可能となる。これは換言すると図 48 のように昼間の電力需要ピークを擬似

的に夜間に移行させることであり、ピークシフトと呼ばれる。これにより、必要な発電設備の

量を最小限に抑え、無駄を省くことができる。また、一般的に電気代は需要が少ない夜間の方

が安くなるため、各需要家レベルでは安価な夜間電力を昼間に用いることで、電気料金の節約

というメリットを得ることもできる。

現在、主なピークシフトの手段としては、揚水発電によって、夜間の余剰電力で水をくみ上

げ、昼間の需要ピーク時にその水を用いて発電するという手段に頼っている。これは現時点で

は揚水発電の方が安価であるためで、コスト面さえ解決されれば、より立地制約が少なく、建

設のリードタイムがより短い蓄電池の優位性が発揮される。たとえば、揚水発電の建設リード

タイムは約 15-20 年であるのに対し、蓄電池は約 1 年で稼働可能である 92。 

図 47 最大電力発生日における 1 日の電気の使われ方の推移 
出典：日本原子力文化財団「原子力・エネルギー図面集」2016. 

92 経済産業省「蓄電池戦略」2012. 
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図 48 蓄電池を用いたピークシフトの例 
出典：蓄電池バンクウェブサイト

(2) 系統安定化・再生可能エネルギー受入可能量増加 

 電力供給にあたっては電力系統全体で需要量と供給量を一致させる必要があり、その一致が

崩れると電力の周波数も標準値 93から離れてしまう。この周波数の崩れが一定以上となると、

停電や電力系統設備への損害、あるいは個々の電気機器や設備への損害を起こす恐れがある。

そして電力需要量は刻一刻と変化し続ける 94ため、供給側ではそれに対して細やかな調整を行

って系統の安定を維持しなければならない。こうした調整は電力会社によって、基本的には火

力発電の出力調整や揚水発電の活用などによって行われてきたが、蓄電池も余剰電力の充電と

電力不足時の放電を駆使することで図 50 のように周波数変動を抑制し、この役割を担うこと

ができる。蓄電池のこの役割は今後、再生可能エネルギーの導入量増加に伴って、一層重要に

なってくる。

太陽光発電や風力発電といった再生可能エネルギーは自然条件によって発電量が大きく変

動する電源であるため、その導入量が増えるほど、上記のような系統安定のための出力調整は

困難となってくる。そして、日本では 2012 年に固定価格買取制度（Feed-in Tariff, FIT）が施行

されて以降、特に太陽光発電の導入量が急増しており、その変動幅が従来の手法による系統安

定化対策によってカバーできる範囲を超えてしまう懸念が各地で顕在化してきている。そのた

め、経済産業省によって定められた現在のルールによると、東京電力、中部電力、関西電力以

外の電力会社 7 社の管区内では、各社が算定した「受入可能量（30 日等出力制御枠）」を超え

て系統に接続した太陽光・風力発電設備に対しては時間の上限なく無補償で出力抑制を行え

る 95こととされている。電力各社の「受入可能量（30 日等出力制御枠）」と、各社の管区（簡

易区分）における、FIT によって認定を得た案件の累計設備容量、そしてそのうち既に導入さ

れた設備容量の 2016 年 3 月現在の状況は図 49 のようになっており、現在認定を受けている

93 およそ富士川（静岡県）と糸魚川（新潟県）を境とし、東日本では 50Hz、西日本では 60Hz。 
94 前項で述べたような昼間に需要量が伸びるといった大まかな変動のみならず、一分一秒単位でも細かな変

化を続けている。
95 逆にいうと、このルールを受け入れる限りは系統に接続できるので、この「受入可能量（30 日等出力制御

枠）」接続量の上限を示したものではない。また、「受入可能量（30 日等出力制御枠）」を超える前に接続され

た設備についても、年間 30 日もしくは 360 時間までは無補償での出力抑制が行われ得る。 
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案件が全て系統に接続し運転開始に至ると、多くの地域で「受入可能量（30 日等出力制御枠）」

を超過することになる。 

このような状況に対し、蓄電池は図 50 のように変動電源の不安定な周波数を緩和する効果

があるため、その導入は系統の調整余力を増強し、さらなる再生可能エネルギーの導入を可能

とすることにつながる。 

 

 
図 49 地域別 FIT 導入・認定容量および接続可能量（30 日等出力制御枠） 

注：ここでの地域区分は、県単位での各電力会社の供給エリア区分に準ずる。ただし、複数の電力会社の供給

エリアにまたがる県については、そのなかで最も供給対象面積が広い電力会社の供給エリアとして算入し

た。このため、各社が公表している「接続可能量」の算定根拠と厳密には対応していない地域がある。 
 ：東京電力、中部電力、関西電力は現時点では系統の受入余力が残っており、接続可能量は公表していない。 
出典：（設備容量）資源エネルギー庁, FIT 情報公開ウェブサイト 

（接続可能量）経済産業省, 系統ワーキンググループ（第 7 回）公開資料 
 

 

図 50 周波数変動抑制効果の検証事例 
出典：2013 年 11 月 15 日付沖縄電力プレスリリース  
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(3) 電気自動車 

 電気自動車（Electric Vehicle, EV）はガソリンを燃焼させる従来の自動車とは異なり、蓄電池

に充電した電力を用いて電動モータによって駆動する自動車である。前述の通り、蓄電池は安

価な夜間電力を利用して充電できるため、ランニングコストはガソリン自動車と比較して低く

なるとされている。また、減速時にエネルギーを回収できるため、エネルギー効率はガソリン

自動車の 3 倍近くになる 96。自家用太陽光発電システムと併用することで、昼間の余剰電力を

蓄電に充てることも可能となる。そして、ガソリン車を代替することにより、温室効果ガスの

排出量を削減することにもなる。 

ただし、電気自動車は現時点では、①一台当たりの価格が高いうえ、自宅に V2H（Vehicle to 

Home）と呼ばれるシステムも導入しなければならないため初期費用が高い、②また電気ステー

ションの設置など、社会全体での電気自動車普及に合わせたインフラ整備が進んでいない、こ

となどから導入台数は多くはないため、今後の導入拡大を目指すのであれば、こうした問題の

解消に向けた努力が必要となる。また、大規模なインフラ整備が必要となる関係上、低炭素自

動車として電気自動車、燃料電池自動車、バイオ燃料自動車のいずれの普及を目指すのかを社

会全体として明確に意図し、それに合わせた戦略を立案・実行していかなければならない。 

 

(4) 現在の導入量および導入目標 

 現在の蓄電池は導入コストが高く、実用段階に入っているとは言い難い。特に系統用蓄電池

に関しては、一部地域での実証試験の段階を出ていない。 

 2012 年、経済産業省は「蓄電池戦略」を発表し、2020 年に世界全体の蓄電池市場規模（20 

兆円）の 5 割のシェア（足下は 18%のシェア）を日本企業およびその関連企業が獲得すること

を目標として掲げた。なお、その内訳については、大型蓄電池 35%、定置用蓄電池 25%、車載

用蓄電池 40%を想定している。 

7.2. 国内の技術開発動向 

(1) 電池種別ごとの開発動向 

蓄電池には使用部材や構造などの違いによって様々な種類があり、  

                                                   
96 経済産業所ウェブサイトより 



先進的低炭素エネルギー技術の開発途上国展開に関する基礎調査業務 2017 年 2 月 
 

II-95 
     

表 30 の通りそれぞれ異なる特性を持っている。また、その特性によって、図 51 ように様々

な用途に用いられている。 
 

表 30 各蓄電技術の比較 

 
出典：NEDO『NEDO 再生可能エネルギー技術白書 第 2 版』2014, p.IX-29. 

 

 
図 51 蓄電池システムの規模・出力とその用途 

出典：池谷知彦「電力貯蔵の技術開発動向」第 9 回地球温暖化対策シンポジウム, 2015. 
 

a. 鉛蓄電池 

 鉛蓄電池は負極に鉛（Pb）、正極に二酸化鉛（PbO2）、電解液に希硫酸（H2SO4）を用いた蓄

電池（二次電池）である。過充電に強く、出力が高い点、常温で広い温度範囲（5-50℃）にお

いて動作する点が特徴である。また、価格も比較的安価であり、国内のリサイクル体制が確立

している点も特徴として挙げられる。これらの特性から、既に幅広い用途で採用されており、

豊富な実績を誇る。その一方で、充電状態（State of Charge, SOC）が低い状態に置かれると電

極の劣化が進行し、容量・出入力が低下する点、充放電エネルギー効率が他の電池に比べて低

い点、蓄電システム内の電圧のばらつきを揃えるために商用電力による定期的な SOC リセッ

ト（均等化充電）が必要である点が課題となっている。近年では、サイクル特性に優れた電力
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貯蔵用の長寿命制御弁式鉛蓄電池も実用化されている 97。 

 

b. NAS 電池 

NAS 電池は負極にナトリウム（Na）、正極に硫黄（S）を用い、電解質として固体電解質β-

アルミナセラミックスを用いる。固体電解質β-アルミナセラミックスのナトリウムイオン伝

導を用いるため、作動温度を 300℃程度に保つ熱が必要となる。高いエネルギー密度を持ち、

大容量化と省スペース化が可能である点、レアアースを使わないため量産化によりコストダウ

ンが可能である点、自己放電がなく、利用 SOC 範囲が広く、充放電エネルギー効率も高い点

が特徴である。一方で、高温で動作する電池のため、運転開始時にはヒータによる加熱を行う。

そのうえにナトリウムや硫黄といった危険物を使っているため、取り扱いや放熱の制御には注

意が必要である点が課題である 98。実際、2011 年 9 月には三菱マテリアル筑波製作所におい

て、日本ガイシ製の電力貯蔵用 NAS 電池において火災事故が発生している 99。 

 

c. ニッケル水素電池 

 ニッケル水素電池は負極活物質に金属水素化物、正極活物質にニッケル酸化物（オキシ水酸

化ニッケル、NiOOH）を用い、電解液に水酸化カリウム（KOH）を主体とするアルカリ水溶液

を用いた二次電池である。電極上での物質溶解や析出を伴わないので長寿命であり、高速充放

電も可能な点が特徴である。さらに、危険物としての取り扱いが不要で設置上の制約が少ない

点、有害金属を用いておらず、環境にやさしくリサイクルが容易である点もメリットである。

一方で、自己放電が月あたり 30%と比較的大きい点、鉛蓄電池と同様に商用電力による定期的

（週 1 回程度）な SOC リセットが必要である点、発熱に伴う適切な温度管理が必要である点

が課題となっている。また、金属水素化物が高価であることがコストも問題となっている 100。 

 

d. リチウムイオン電池 

 リチウムイオン電池は負極材にカーボン系材料、正極材にリチウム含有金属酸化物、電解液

に有機電解液を用いた電池である。エネルギー密度および充放電効率が高く、自己放電が小さ

い点、電極上での金属析出を伴わないため長寿命である点、高速充放電が可能である点等が特

徴である。これらの特性から、今日では携帯電話やノートパソコンをはじめとする電子機器か

ら、スマートグリッドにおける蓄電設備用途まで、非常に幅広く用いられている。その一方で、

有機電解液を用いており発火の危険性があるため安全対策が必要であるほか、過放電・過充電

に弱く、高い SOC や高温下では電池の劣化が早まる点が課題である 101。 

 

e. レドックスフロー電池 

 レドックスフロー電池は、電池反応を行う流通型電解セル、活物質の溶液（電解液）を貯蔵

する正負極のタンク、電解液をタンクからセルへと循環するためのポンプ、配管などから構成

                                                   
97 NEDO『NEDO 再生可能エネルギー技術白書 第 2 版』2014, p.IX-29-30. 
98 Ibid., p.IX-31. 
99 2011 年 10 月 28 日付日本ガイシ プレスリリース 
100 NEDO (2014), op. cit., p.32. 
101 Ibid., p.IX-34. 
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され、不活性電極の表面で活物質である 2 種類のレドックス系の酸化と還元が生じる反応を利

用する。サイクル寿命が長く、不規則な充放電操作に左右されない点、セルとタンクを切り離

した柔軟な設置が可能な点、SOC を運転中に容易にモニタリングできる点が特徴である。ま

た、ミリ秒オーダーの瞬時応答性があるため、瞬停対策にも利用可能である。一方、タンク部

の占める体積が大きいためエネルギー密度が比較的小さい。また、電解液循環のためのポンプ

動力が必要であり、電解液を通じて電流損失が生じる点が課題である。 

 

f. ナトリウムイオン電池 

 リチウムイオン電池で利用されるリチウムはレアメタルであることから資源供給制約の課

題がある。したがって、リチウムの代わりとして資源供給制約が非常に小さいナトリウムを利

用した電池の研究開発が現在進められている。正極材にナトリウム層状化合物、負極材にグラ

ファイトやチタン酸化物を用いた電池である。原理はリチウムイオン電池と同じであり、リチ

ウムイオンをナトリウムイオンに置き換えたものである。エネルギー密度は現在リチウムイオ

ン電池より若干劣る程度であるが、研究開発によって性能が進化している。レアメタルフリー

であることから低コスト化が見込まれ、大型蓄電池として期待される。 

 

(2) 主な国内研究機関の動向 

a. NEDO 

 日本では、各種蓄電池の包括的な技術開発の長期的計画として、新エネルギー・産業技術総

合開発機構（New Energy and Industrial Technology Development Organization, NEDO）が「NEDO

二次電池技術開発ロードマップ 2013」を発表している。このなかでは①自動車用（図 52）、②

定置用（図 53）、③（リチウム蓄電池の）材料、のそれぞれについて、2030 年やそれ以降の技

術開発進行の目標を設定している。また、NEDO としては現在、「リチウムイオン電池応用・実

用化先端技術開発事業」「先進・革新蓄電池材料評価技術開発」「革新型蓄電池実用化促進基盤

技術開発」を実施し、主にリチウムイオン電池（車載用および定置用）の高性能・低コスト化

の研究開発を支援している 102。 

                                                   
102 NEDO ウェブサイト 
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図 52 自動車用二次電池ロードマップ 
出典：NEDO「NEDO 二次電池技術開発ロードマップ 2013」2013. 

 

 
図 53 定置用二次電池ロードマップ 

出典：NEDO「NEDO 二次電池技術開発ロードマップ 2013」2013. 
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b. 産総研 

 産業技術総合研究所（産総研）では多岐にわたる分野の研究部門の一つとして、電池技術研

究部門が設けられている。蓄電池に関連する主な研究内容としては、リチウムイオン電池やニ

ッケル水素電池などの材料技術、評価解析技術、システム化技術があげられるほか、より優れ

た次世代の蓄電池として、リチウム‐空気電池などの開発を進めている 103。 

 

c. NITE 

 変動電源対策用途やスマートグリッド用途の蓄電池は現状では実証段階の域を出ていない

が、この段階の研究開発を促進すべく、世界最大級の大型蓄電池システム試験・評価施設が製

品評価技術基盤機構（National Institute of Technology and Evaluation, NITE）によって、大阪に建

設されており、2016 年中のサービス開始を予定している 104。 

7.3. 主な国内企業 

(1) GS ユアサ 

 GS ユアサは蓄電池分野では主に鉛蓄電池とリチウムイオン電池を主力製品とする。特に鉛

蓄電池は 2013 年の時点で世界第二位 105のシェアを占めている。鉛蓄電池に関しては自動車用、

二輪車用、産業用のそれぞれについて、国内・国外（特にアジア）それぞれの市場のニーズに

合わせた規格の製品開発を進めている。リチウムイオン電池に関しては、中大型電池の信頼性、

安全性、エネルギー密度の向上を目的とした基礎研究および、車載用電池の改良を行っている。

また、宇宙用リチウムイオン電池に関する研究開発も実施している 106。 

 

(2) 日本ガイシ 

 日本ガイシは NAS 電池の唯一のメーカーである 107。1984 年から東京電力と共同で NAS 電

池用固体電解質の開発を開始し、1989 年からは NAS 電池自体の研究開発に着手している。そ

の後、長期性能と安全性の確立に成功し、2002 年に事業化、2003 年から世界で初めて量産を

開始した。2016 年 3 月には同社が三菱電機から受注し、九州電力豊前蓄電池変電所に納入し

た、世界最大級の規模（50MW/300MWh108）の電力貯蔵用 NAS 電池が運転を開始している 109。 

 

(3) パナソニック 

 パナソニックは車載用蓄電池（ニッケル水素電池・リチウムイオン電池）では世界トップク

ラスのシェアを持っているほか、ニッケル水素電池についても、乾電池型の家庭用のものから

大型のインフラ用途のものまで手掛けている。また、太陽光発電システム用のリチウムイオン

電池（住宅用・産業用）も製造している。世界的な太陽光発電の導入量増加に伴う蓄電池の需

                                                   
103 産総研ウェブサイト 
104 NITE ウェブサイト 
105 富士経済『電池関連市場実態総調査』2014. 
106 GS ユアサ有価証券報告書, 2016, p.16,17. 
107 「NAS」が同社の登録商標となっている。 
108 最大で 50MW の電力を充放電でき、300MWh の電力を蓄積できることを意味する。 
109 日本ガイシウェブサイト 
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要増について、パナソニックは車載用蓄電池市場の拡大と並んで重要視しており、2015 年 6 月

には電力需給の安定化が大きな課題となっているオーストラリアにおいて、電力小売会社 3 社

と合同で系統電力への負荷軽減効果を目的とした住宅用蓄電池システムの実証実験プロジェ

クトを実施することを発表している 110。 

 

(3) 川崎重工業 

 川崎重工は大容量ニッケル水素電池「ギガセル」を製造している。大容量、高速充放電、サ

イクル耐久性、環境性、安全性、高リサイクル性、といった特徴があり、路面電車への搭載や

地上蓄電設備、また変動電源の出力安定化といった幅広い用途を想定している。海外での納入

実績は現在のところ、アメリカでの鉄道システム用途のもの 2 件のみである 111。 

 

(4) 日立マクセル 

 日立マクセルはリチウムイオン電池およびリチウムイオン蓄電システムを製造している。マ

クセル製電池はアルミラミネート外装材の採用により、薄型・大容量を実現し、充放電時の放

熱性にも優れている。また、マクセル独自の電極技術と積層電極構造を組み合わせることで低

インピーダンス（内部抵抗）を実現し、高出力放電でも安定した性能を発揮する。2015 年には

従来品比約 2 倍のエネルギー密度を実現するリチウムイオン電池技術である、「ULSiON（アル

シオン）」を開発している。そして、そうした製造技術を活用した電池について、大型から小

型、さらにはコイン型やボタン型まで多彩なラインナップを揃えており、幅広いニーズに対応

している。これらの電池を採用して製造された蓄電システムは基本的に家庭向けとして設計さ

れており、太陽光発電との連携を視野に入れた HEMS（Home Energy Management System）に用

いられる 112。 

 

(5) NEC 

 NEC では携帯電話や電動アシスト自転車向けから、EV 向けや系統用のリチウムイオン電池

技術の開発・製造を進めている。NEC の電池技術を活かして日産自動車と共同開発した 113リ

チウムイオン電池は信頼性や耐久性、安全性が評価され、EV「日産リーフ」に採用されている。

一方、NEC の系統用蓄電システムは、系統連系機能とクラウドを介したエネルギーマネジメン

ト機能を兼ね備えており、系統電力網や太陽電池に加え、燃料電池とも連携可能で、多様なエ

ネルギーアクセス網と分散電源を巻き取る「ハブ」の役割を担うものとされている。NEC 製蓄

電池には既に多くの実績があり、海外ではアメリカ、イギリス、イタリアなどに系統用蓄電池

分野で進出している。これらの事例ではいずれもアメリカやヨーロッパで最大規模となる蓄電

システムを納入している 114。 

 

                                                   
110 日立製作所ウェブサイト 
111 川崎重工ウェブサイト 
112 日立マクセルウェブサイト 
113 2016 年 8 月に日産は車載用蓄電池事業からの撤退を表明しており、NEC との共同出資子会社を売却する

方針である。（2016 年 8 月 6 日付日経新聞記事） 
114 NEC ウェブサイト 
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(6) 東芝 

 東芝は「SCiB」と呼ばれるリチウムイオン電池を製造している。SCiB は負極にチタン酸リ

チウムを採用することにより、安全性、長寿命、低温性能、急速充電、高入出力、第容量を実

現している。自動車・バス・鉄道などの乗り物や、エレベーターなどの産業機器、 

発電所などのインフラ設備のほか、HEMS115用蓄電システム「エネグーン」にも採用されてい

る。系統用のものはアメリカやイタリアに進出し、再生可能エネルギーの出力調整に活用され

ている。車載用のものが Proterra 社（アメリカ）の EV バスや Van Hool 社（ベルギー）のハイ

ブリッド式トラムバス（ヨーロッパ 10 都市以上で運行）、そして渦潮電機の電動三輪車量（フ

ィリピン向け）に採用されている 116。 

 

(7) 住友電気工業 

 住友電工は家庭・オフィス向けのリチウムイオン電池「POWER DEPO II」を製造しているほ

か、バナジウムレドックスフロー電池を製造している点が強みである。2015 年 12 月には北海

道電力と共同で進めてきた、南早来変電所の世界最大級の規模の蓄電システムが運転を開始し

ている。また、現地工事を大幅に簡易化できる新型（コンテナタイプ）も 2016 年度中に発表す

る予定としている 117。 

 

(8) ソニー 

ソニーはリチウムイオン電池の大手であり、先駆者ともいえる企業であったが、2016 年 7 月

に電池事業を村田製作所に譲渡し、撤退することを表明した。東洋経済などはこの要因を、ノ

ートパソコンやスマートフォン用の需要が鈍化し、主な需要の伸びが車載用に移ったことにあ

る 118としている。 

 

7.4. 他国の主な研究開発動向 

 (1) アメリカ 

 アメリカではカリフォルニア州やテキサス州など多くの州で再生可能エネルギー発電の導

入が進んでいることもあり、最大規模の蓄電池市場 119とされている。アメリカの再生可能エネ

ルギー研究開発において中心的な役割を占めている国立再生可能エネルギー研究所（National 

Renewable Energy Laboratory, NREL）では主に車載用リチウムイオン電池の研究が進められてお

り、素材の開発・評価、寿命や安全性強化のための冷熱試験、総合的な性能評価のためのモデ

リングやシミュレーションが中心となっている。また、エネルギー省が設定した、次世代電気

自動車の目標に合わせ、蓄電池のコストを現状の 350-550 ドル/kWh から 125 ドル/kWh にまで

                                                   
115 東芝では複数の家庭の HEMS を連携させるクラウドサービス「フェミティ倶楽部」を提供しており、それ

に対応した各種機器（蓄電池のほか、エネルギー計測ユニット、IT アクセスポイント、LED ライト、エアコ

ン、給湯器など）を販売している。 
116 東芝ウェブサイト 
117 住友電工ウェブサイト 
118 2016 年 7 月 30 日付東洋経済オンライン記事 
119 IRENA, “Battery Storage for Renewables: Market Status and Technology Outlook,” 2015, p.31. 
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引き下げる、寿命を現状の 8 年から 15 年にまで伸ばす、といった目標を追求している。加え

て、次世代の蓄電池としてリチウム‐空気電池などの開発も進めている 120。マサチューセッツ

工科大学（Massachusetts Institute of Technology, MIT）でもリチウムイオン電池の研究が行われ

ているが、車載用以外にも系統用をはじめとした幅広い用途を目指しているほか、リチウム‐

空気電池や液体金属電池といった次世代蓄電池の研究も行われている 121。これに限らずアメ

リカでは新型蓄電池の研究開発が盛んで、近年ではハーバード大学が、安全、安価、非腐食性 122、

高性能の全てを満たすと期待される有機フロー電池の研究成果を発表している 123。 

 

(2) ヨーロッパ 

 アメリカと並んで再生可能エネルギーの導入が進んでいるヨーロッパでは、ドイツやスペイ

ンなどをはじめとする多くの国々で、総発電量に占める太陽光発電や風力発電の割合が高くな

っている。したがって、アメリカと同様に系統対策用蓄電池の需要も高まっている。欧州連合

（European Union, EU）では加盟国間共同で様々な分野の研究活動を行うための支援枠組みプ

ログラム（Framework Programme, FP）が設けられている。2007 年から 2013 年まで 124実施され

た FP7 の終了後は、2014 年から 2020 年までを実施期間として Horizon 2020 と呼ばれる新たな

枠組みが立ち上げられている。どちらの枠組みでも蓄電池自体や電気自動車、そしてスマート

グリッド関連のプロジェクトが多数採択されており、資金的な支援を受けている。例えば「高

エネルギーリチウム硫黄セル・電池（High energy lithium sulphur cells and batteries, HELIS）」プ

ロジェクトには 7 ヵ国から 14 機関が参加しており、4 年間で累計約 800 万ユーロとなる費用

の全額を EU が負担している 125。また、FP6 によって 2004 年に設立された電池関連技術の研

究機関である ALISTORE ERI （European Research Institute）は 5 年間の EU による出資の後、

各国から加盟した 19 の機関からの出資によって、現在も存続している。ALISTORE ERI では

リチウムイオン電池のほか、新型のナトリウムイオン電池の研究も行われている 126。各国の蓄

電池関連企業・研究機関としては、フランスの SAFT やドイツのフラウンホーファー研究機構

（Fraunhofer-Gesellschaft）などがあげられる。 

 

(3) 中国 

中国は近年、蓄電池分野での活動を活発化させており、研究開発にも力を入れている。2016

年には大連化学物理学研究所（Dalian Institute of Chemical Physics, DICP）がフロー電池用の性

能向上に資する新型薄膜を開発したほか、深セン先進技術研究院（Shenzhen Institutes of 

Advanced Technology, SIAT）が新型のアルミニウムイオン電池のエネルギー密度測定に関する

                                                   
120 NREL ウェブサイト 
121 MIT Energy Initiative ウェブサイト 
122 現行のフロー電池はバナジウムなどの腐食性金属を使用している。 
123 Harvard gazette, July 18, 2016. 
124 FP7 の枠組み自体は既に終了しているものの、その枠組みで補助を受けて実施中のプロジェクトは依然と

して多数存在する。 
125  Community Research and Development Information Service (CORDIS)
（http://cordis.europa.eu/project/rcn/199917_en.html） 
126 ALISTORE ERI ウェブサイト 
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研究成果を発表している 127。 

 

(4) 韓国 

 韓国も近年、蓄電池分野での存在感が急速に拡大している。2013 年時点では Samsung SDI が

リチウムイオン電池市場で世界第一位 128のシェアを獲得した。同社の研究開発部門は小型か

ら車載用まで、リチウムイオン電池の高性能化に関する研究を行っているほか、2014 年には世

界初の折り曲げ可能な電池を開発しており、様々な形状の製品に採用可能にした 129。同国の

LG 化学も各種蓄電池の製造・販売や研究開発を行っているが、特に車載用リチウムイオン電

池部門での活躍が目覚ましく、アメリカの GM をはじめとした多くのメーカーの電気自動車に

採用されている 130。

                                                   
127 中国科学院ウェブサイト 
128 富士経済 (2014), op.cit. 
129 Samsung SDI ウェブサイト 
130 LG ケミカルウェブサイト 
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8. 水素・燃料電池・アンモニア 

8.1. 開発・導入の必要性 

(1) エネルギー安全保障・省エネ・環境性 
燃料電池は 1960 年代に米国の宇宙飛行計画における宇宙船での電源として世界で初めて実

用化されたが、我が国では、1978 年に開始されたムーンライト計画において開発が開始され、

1993 年のニューサンシャイン計画でも継続された。石油危機後、エネルギー・セキュリティ改

善に資する省エネルギー機器の一つとして燃料電池の開発が進む。その後、様々な研究開発が

継続され、近年では、新エネルギー財団（NEF）による定置用燃料電池の大規模実証試験が実

施され、2009 年のエネファーム（定置式家庭用燃料電池）の商品化へとつながった。また、

2014 年 12 月にはトヨタ自動車が世界初の燃料電池自動車販売を始め、2016 年 3 月にはホン

ダが続いて販売を開始した。 
水素は利用時に二酸化炭素を排出しないクリーンなエネルギーであること、燃料電池などを

用いることで高効率利用が可能であるという利点から、低炭素と省エネルギー性を両方兼ね備

えている。また、電力と異なり貯蔵が比較的容易であることから、次世代のエネルギー・シス

テムのエネルギー源として期待されている。一方で、水素は二次エネルギーであることから、

必ず他のエネルギー源から製造しなくてはならないこと、製造過程によっては CO2 が排出さ

れること、輸送・貯蔵には従来のエネルギー・システムとは異なるシステムを構築しなければ

ならないことが課題である。我が国においては、1974 年に開始されたサンシャイン計画、1978
年に開始されたムーンライト計画、1993 年のニューサンシャイン計画等を通じて、水素利用

国際クリーンエネルギーシステム技術（WE-NET）の研究開発が進められてきた。 
近年では、METI に設置された水素・燃料電池戦略協議会が 2014 年 6 月に「水素・燃料電

池戦略ロードマップ」を策定し、2016 年 3 月に同ロードマップが改訂されている。ロードマ

ップでは、2030 年までの定置用燃料電池、燃料電池自動車、水素ステーションの導入目標量が

設定されている。また、2040 年頃を目途に、CO2 フリーな水素供給システムを確立すること

を目指している。 
 
(2) 日本企業の競争力 

欧米先進国でも燃料電池関連の研究開発は進められてきたが、図 54 に示すように、特許件

数の推移を見ると、2010 年に我が国は米国を抜いて世界 1 位となった。 
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図 54 燃料電池関連特許数の国際比較  

出典：“The 2011 Fuel Cell Patent Review”, “The 2012 Fuel Cell Patent 
Review ”,FuelCellToday  

 
(3) 現在の導入量および導入目標 

2009 年に商品化されたエネファームは、年々導入が進み、2015 年度末の累積導入量は 16
万台を超える。発電容量に換算すると 113MW である（図 55）。METI に設置された水素・燃

料電池戦略協議会が 2014 年 6 月に「水素・燃料電池戦略ロードマップ」を策定し、2016 年 3
月に同ロードマップが改訂された。本ロードマップでは、2020 年に 140 万台、2030 年に 530
万台の普及を目指す。 
業務・産業用燃料電池に関しては補助金制度によって PAFC 型を中心に 1990 年代から導入

が進んだが、補助金制度の打ち切り、高額なスタック交換費用などが原因で、現在導入は進ん

でいない（図 55）。ただし、ロードマップでは、2017 年に業務・産業用燃料電池の市場投入を

目指している。 
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図 55 我が国の累積導入量  
出典：コージェネレーション・エネルギー高度利用センター資料等から推計 

 
 図 56 には世界の地域別燃料電池の市場規模を示す。近年のアジア地域での急激な伸びは、

日本の家庭用燃料電池（PEFC）の伸びに起因する。一方、北米では、SOFC と MCFC が市場

をけん引している。 
 
また燃料電池自動車に関しては、2014 年 12 月に世界初めてトヨタ自動車が燃料電池自動車

の販売を開始し、さらに 2016 年 3 月にはホンダも販売を開始した。2015 年末までに国内で約

400 台が販売されている。 
 なお、上述のロードマップでは、2020 年までに 4 万台、2025 年までに 20 万台、2030 年ま

でに 80 万台の普及を目指している。水素ステーションは 2020 年度までに 160 箇所程度、

2025 年度までに 320 箇所程度の整備を目標としている。 
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図 56 地域別・タイプ別市場規模  
出典：“The Fuel Cell Industry Review 2012～2015”, FuelCellToday 

 

8.2. 国内の技術開発動向 

(1) 燃料電池 
りん酸形（PAFC）は、1960 年代から開発され、民生用燃料電池として長い歴史を持つ。作

動温度は 200℃で、100kW～200kW のパッケージが業務・産業用コージェネレーションとし

て導入されている。電解質がりん酸水溶液であるため蒸発による逸失、燃料中の一酸化炭素に

よる触媒白金の被毒などが課題とされている。他の燃料電池と比べて商品化は早いものの、発

電効率が低いこともあり近年導入が進んでいない。 

固体高分子形（PEFC）は、りん酸形と同様に触媒に白金を使用するが、電解質の高分子膜

を使用しているため電解質の逸失がないという利点がある。また、作動温度が 80℃で起動が早

く、高出力密度であることから小型軽量化が可能であるため、自動車用に適している。世界で

初めて我が国で 2009 年に商品化された家庭用燃料電池コージェネレーションシステム（エネ

ファーム）は固体高分子形である。また、2014 年 12 月には、トヨタ自動車が燃料電池自動車

（PEFC 搭載）の販売を世界で初めて開始した。りん酸形と比べて高効率であることから、現

在、現在技術開発の中心となっている。家庭用燃料電池のシステム価格は現在 140 万円程度で

あるが、上述のロードマップでは、更なるコスト削減が目標とされ、2019 年までに 80 万円ま

でにすることを目標としている（図 57）。そのためには、スタックの白金使用量の削減のみな

らず、燃料処理器、貯湯槽、補機類など各構成部品のコストダウンが求められる。 
固体酸化物形（SOFC）は、電解質に安定化ジルコニアなどの固体酸化物を使用している。

電解質が固体であることから逸失や腐食などの心配がない、反応が容易に進行することから白

金などの貴金属触媒が不要である、発電効率が高いなどの利点がある。作動温度が 1,000℃で
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あることから、排熱を利用したガスタービンとのハイブリッドシステムも検討されている。高

温で運転するために電力負荷追従性が弱いことが課題であったが、我が国で実施された大規模

の実証試験では高い負荷追従性を示すことが示され、家庭用燃料電池コージェネレーションシ

ステム（エネファーム）として 2011 年から商品化されている。システム価格は現在 180 万円

程度であるが、上述のロードマップでは、更なるコスト削減が目標とされ、2019 年までに 100
万円までにすることを目標としている（図 57）。 

溶融炭酸塩形（MCFC）は、電解質に溶融した炭酸塩を使用する。固体酸化物形の次に作動

温度が高く650℃であり、反応が容易に進行することから白金などの貴金属触媒が不要である。

りん酸形と同様に、業務・産業用のコージェネレーションとして市場投入されている。 
 

表 31 燃料電池の種類と特徴 
  固体高分子形 

PEFC 

固体酸化物形 

SOFC 

溶融炭酸塩形 

MCFC 

りん酸形 

PAFC 

電解質 イオン交換膜 安定化ジルコニア等 炭酸塩 りん酸 

作動温度 80ºC 1,000ºC 650ºC 200ºC 

発電効率 40~60% 50~65% 45~60% 35~40% 

発電出力 <250kW <200kW >200kW >50kW 

用途 自動車、小型定置式 定置式 定置式 定置式 
触媒 白金 不要 不要 白金 

 

 

図 57 エネファームの価格・台数の推移 
出典：“水素・燃料電池戦略ロードマップ”、平成 28 年 3 月 22 日 

 
(2) 水素発電 

製油所や製鉄所において、水素を含む副生ガス燃焼による発電（水素混焼）は従来から行わ

れている。また、IGCC（石炭ガス化複合発電）における石炭ガス化ガスにも水素が多く含ま

れている。一方、水素専焼発電の例は非常に少なく、イタリアの Enel や米国の GE が開発・
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実証を行っているにすぎない。 
水素燃焼タービンは、ガスタービン発電と同種の発電方式で、基本的には、天然ガス用とし

て設計されたガスタービンを用いることができ、タービンの入口温度は天然ガスより高く

1,700℃となり、発電端の熱効率を 60%超にすることが可能となる。ただし、タービン入り口

温度が高温になることから、新たなタービン材料の開発、冷却方法の開発が必要となる。 
また、水素は、燃焼速度が速いため燃焼器に炎が遡る逆火が生じて燃焼器が焼損するリスク

がある、燃焼温度が高いため NOx が発生しやすいといった特徴があり、新たな燃焼器の開発

も求められる。拡散燃焼方式は逆火リスクが比較的少ないが、予混合燃焼方式（天然ガス火力

で採用）と比べると NOx の発生を抑制するため希釈剤を入れなければならず、火炎温度が下

がり効率が低下する。したがって、高い発電効率が得られる予混合燃焼方式を採用するために

逆化リスク対策の技術開発が必要となる。若しくは、希釈液が不要な新たな燃焼方式を目指す

ことが求められる。 
我が国では、2014 年度に、水素・燃料電池戦略協議会の下に“水素発電に関する検討会”が

設立され、上記ロードマップに示された水素発電の導入に向けた検討を行い報告書が取りまと

められた（2015 年 3 月 19 日）。技術開発のみならず、水素発電における、水素の取扱い・規

制の見直しが必要とされている。また、水素発電に低価格かつ安定的に水素を供給できるサプ

ライチェーンの構築も重要課題である。 
 
(3) 水素の製造・輸送・貯蔵 
1) 製造 

① 化石燃料の改質 
化石エネルギー源を改質装置で水素に変換する水蒸気改質法が最も一般的であり、技術的に

は確立されている。ただし、改質過程で二酸化炭素が排出される。したがって、CCS 技術と組

み合わせることが検討されている。 
 
② 電気分解 

水を電気分解することで、水素を製造する。現在、アルカリ水電解と固体高分子形水電解の

二方法が広く用いられている。CO2フリー水素を製造するために再生可能エネルギー電力の利

用が想定される。なお、水素製造原単位は現在約 5kWh/Nm3（理論下限値 3.54 kWh/Nm3）で

ある。 
NEDO のロードマップ（”NEDO 燃料電池・水素技術開発ロードマップ 2010”）では、電

解効率の向上及び設備費の削減の 2030 年までの目標が策定されている（図 58）。 
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図 58 電気分解技術のロードマップ 

 
また、自然変動型再生可能エネルギーの系統安定化対策として、水素製造が注目されている。

再生可能エネルギーの余剰電力等を用い電解装置によって水素を製造する技術であり、Power 
to Gas と呼ばれている。ドイツでは、水素を直接天然ガスパイプラインに注入したり、水素と

二酸化炭素からメタンを生成した後にパイプラインに注入する実証試験が実施されている。ま

た、水素と二酸化炭素から液体燃料を生成する Power to Fuel の取組みも見られる。 
Power to Gas/Fuel は、再生可能エネルギーの出力変動を、電力系統のみならず都市ガスネ

ットワークや運輸部門も含めたエネルギー・システム全体で対応するという特徴があり、イン

フラ整備状況が実現可能性を左右する。 
ただし、電解装置、水素貯蔵・輸送設備、水素利用機器を含めた水素利用システムの構築や

その経済性が課題となる。 
 
③ 副生水素 

鉄鋼、石油精製、苛性ソーダ等の産業におけるプロセスで発生する水素もしくは水素を含む

ガス（副生水素）を精製することで、水素を外部に供給する。ただし、これらの副生水素は、

各プロセスにおいて脱硫等の工業用原料やボイラ用の熱エネルギーとして既に利用されてお

り、充分な供給量を確保し得るかは不明である。また、水素を外部供給することで、代替燃料

が必要となることから、CO2 フリーではないことに留意が必要である。 
 
2) 輸送・貯蔵 

水素を効率的に輸送・貯蔵するためには減容が必要であり、圧縮水素、液化水素、水素吸蔵

合金、有機ハイドライド、アンモニアなどの技術が挙げられる。これらの技術のうち、現在注

目されているのは、液化水素、有機ハイドライド、アンモニアである。（アンモニアについて

は、（４）にて後述。） 
NEDO では、2015 年度から、海外の未利用エネルギーを利用して水素を製造・貯蔵・輸送
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し、日本国内で利用する大規模な水素エネルギー利用システムの技術開発プロジェクト（実証

事業）を実施している。 
 
① 液化水素 

液化水素は、圧縮水素（20MPa）と比べて容積が 1/12 になることから、輸送が容易になる。

液体水素は宇宙ロケット用に 1950 年代後半から既に利用されている。ボイルオフを防ぐため

の断熱が重要な技術的課題である。また、液化にはマイナス 253℃という極低温が要求される

ことから水素の持つエネルギーの約 20％が低温化に消費されることから、低温化に要するエ

ネルギー効率の向上が課題である。 
 
② 有機ハイドライド 

有機ハイドライドとは、芳香族化合物に水素を結合させたものであり、メチルシクロヘキサ

ンやデカリンなどがある。現在、メチルシクロヘキサンの技術開発が進められている。水素化

の際（例えばトルエン⇒メチルシクロヘキサン）は発熱反応、脱水素化（例えばメチルシクロ

ヘキサン⇒トルエン）の際は吸熱反応であることから、水素を取り出すためには熱（水素の持

つエネルギーの 20％以上）を供給しなければならない。このため、脱水素反応での必要熱量の

削減、水素化の際の熱の利用方法の検討が課題となる。 
有機ハイドライドは繰り返し利用可能であり、常温・常圧で液体であることから石油製品と

同様に取り扱うことが可能である。したがって、現在の石油製品流通インフラをほぼそのまま

活用することができるという特長を持つ。 

 

図 59 水素サプライチェーン構想 
出所：水素エネルギーの大規模貯蔵輸送技術－SPERA 水素Ⓡシステム－技術実証デモンストレーション 

評価報告書（SPERA 水素Ⓡシステム技術実証評価に関する有識者委員会 2016.8） 
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図 60 未利用エネルギーを活用した水素サプライチェーン構築 
出所：経済産業省 資料 

 
(4) アンモニア 

アンモニアは、水素体積密度がエネルギーキャリアの中では最も高い。常温常圧では気体で

あるが、沸点は－33℃（LPG と同程度）であり、液体になりやすく運搬に都合がいいという特

長がある。脱水素は吸熱反応であり、含有水素熱量の約 10％の熱が必要である。アンモニアは

劇物であることから取扱いに注意が必要であるが、吸収式冷凍機の冷媒で利用実績はある。 
このようにアンモニアはエネルギーキャリアとしての機能を有するが、直接燃焼やアンモニ

ア燃料電池の研究開発も行われている（内閣府の SIP、AIST、JST など）。アンモニア直接燃

焼発電は、水素燃焼発電と異なり、燃料であるアンモニアが現在は肥料用途として既に世界的

に流通しており安定供給に問題はないというメリットがある。ただし、燃焼時の NOX 発生の

制御が課題となる。 
現在検討されているアンモニア燃料電池は SOFC 型である。アンモニアの分解温度は 600℃

であり、SOFC の作動温度（700℃）で分解が可能である。 
 現在のアンモニア製造方法のハーバー・ボッシュ法では、水素が必要であり、アンモニアを

CO2 フリーにするためには、化石燃料＋CCS・EOR での水素製造、若しくは、再生可能エネ

ルギーからの水素製造が必要である。 
途上国で肥料としてアンモニアが流通しているところでは、エネルギーキャリアとしてのア

ンモニアの利用がなじみやすいとも考えられる。 
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図 61 アンモニア燃料電池 
出所：「エネルギーキャリア」戦略的イノベーション創造プログラム（SIP） 

 

 

図 62 アンモニア直接燃焼 
出所：「エネルギーキャリア」戦略的イノベーション創造プログラム（SIP） 
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8.3. 主な国内企業 

(1) 定置用燃料電池 
・PEFC：パナソニック、東芝 
・SOFC：京セラ（家庭用）、アイシン精機（家庭用）、三浦工業（業務用） 

三菱日立パワーシステムズ（業務用） 
・PAFC：富士電機 
 
なお、パナソニックは、欧州に進出（2014 年）。 
 
(2) 燃料電池自動車 
トヨタ、ホンダ 
 
(3) 水素製造・輸送・貯蔵 
1）製造 
① 改質：JX、東京ガス、大阪ガス、JPOWER 
② 電気分解：旭化成、東レ 
 
2）輸送・貯蔵 
川崎重工、千代田化工建設、JX、岩谷産業、日揮 
 
(4) アンモニア（輸送・貯蔵） 
アンモニア合成システム：日揮、千代田化工建設 
アンモニア燃料電池：日本触媒、三井化学、トクヤマ 
アンモニア直接燃焼：IHI、大陽日酸、宇部興産 
 

8.4. 他国の主な研究開発動向 

(1) アメリカ 
技術開発への支援は DOE が行っているが、様々な用途において価格競争力のある燃料電池

の技術開発を行うことを目標としており、具体的目標を以下に示す 131。 
・ 乗用車用の燃料電池コストを 2020 年までに$40/kW 以下。長期的には$30/kW で 5,000 時

間の耐久性。なお、コストは 2013 年には$55/kW（2006 年から 50％、2008 年から 30％

の削減）であった。 

・ 定置式の燃料電池コストを$1,500/kW 以下 

・ 2020 年までに再生可能由来水素をガソリンと競争力のある価格とする（$4/gge：製造・

輸送・充填；producing , delivering and dispensing） 

                                                   
131 FUEL CELL TECHNOLOGIES OFFICE, FY 2015 BUDGET AT-A-GLANCE 
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注：gge（gallon gasoline equivalent）は水素 1.019kg132に相当。したがって、$4/gge は$3.93/kg
（＝$0.35/Nm3）となる。なお、現在の日本の水素ステーションにおける販売価格は 90～100
円/Nm3（政策的に決められた価格：ランニングでガソリン車と同等の経済性を確保するための

価格）である。 
 
燃料電池のコスト削減には、使用される白金の量を削減することが重要課題であり、白金 1g

あたりの発電出力を 2008 年の 2.8kW/g から 2013 年には 6.0kW/g まで向上が実現されてお

り、2015 年は 6.5kW/g、2020 年に 8.0kW/g を目指している（図 63）。 
再生可能エネルギーからの水素の製造・輸送・充填コストに関しては、2011 年の$8/gge か

ら 2015 年には$6.8/gge まで削減すると見込まれている。また、水素貯蔵技術に関しては、2013
年の$17/kWh から 2015 年には 15％のコストダウンが見込まれている。 

なお、DOE では天然ガスを改質して水素を製造する技術は既に開発済みであるとして、今

後は中期的にはバイオマスからの水素製造、長期的には太陽光発電からの水素製造を目指して

研究開発を支援する。また、水素の配送・販売コストを下げるため、水素ステーション関連技

術の研究開発ではコンプレッサーと貯蔵の技術を中心に研究開発を支援するとしている。 

 

 
図 63 米国 DOE における触媒 1g あたりの燃料電池出力の実績と目標 

出所：FUEL CELL TECHNOLOGIES OFFICE, FY 2015 BUDGET AT-A-GLANCE 
 

 

                                                   
132 http://www1.eere.energy.gov/vehiclesandfuels/epact/fuel_conversion_factors.html 
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図 64  DOE の水素製造に関する今後の取り組みの方向性 

出所：DOE, Hydrogen and Fuel Cell Technologies FY 2013 Budget Request Rollout, April 12, 2013, 
P22 

 
(2) ヨーロッパ 
1) 定置用燃料電池 
欧州では、ドイツが家庭用定置式燃料電池の実証試験でリードしている。NOW（Nationale 

Organisation Wasserstoff und Brennstoffzellentechnologie: National Organzation 
Hydrogne and Feucl Cell Technology）の NIP（National Innovation Programme）の枠組み

の中で家庭用燃料電池の実証試験 callux が行われている。 
本プロジェクトは 2008 年にプロトタイプの燃料電池のフィールドテストを開始し、2014 年

末で合計 474 ユニットが導入されている。2016 年の市場投入を目指している。 
参画企業は、燃料電池メーカーの BAXI INNOTECH、Hexis、Vaillant とエネルギー会社の

EnBW、E.ON、EWE、MVV Energie、VNG Verbundnetz Gas である。Vaillant、Hexus が

SOFC、BAXI が PEFC を提供している。概ね PEFC と SOFC が 50％ずつである。 
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図 65 callux における家庭用燃料電池の設置状況 
出典： 
http://enefield.eu/news/callux-fuel-cell-heating-appliances-ready-for-market-launch/ 
 
また、欧州大では、ene.field と呼ばれる定置用燃料電池実証試験が、産業界と EC の FCH-

JU（Fuel Cells and Hydrogen Joint Undertaking）の共同で実施されており（2012 年～2017
年）、合計で 1,000 ユニットを導入予定である。Callux と同様に、定置用燃料電池の商品化を

目指している。 
 

 

図 66 ene.field プロジェクトの参画国・企業・団体 
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2) Power to Gas 
ドイツを中心に、系統安定化対策の一つとして、再生可能エネルギーの余剰電力からの水素

製造・利活用に向けた動きが見られる。再エネを用いた水素製造は Power to Gas と呼ばれ、

ドイツでは 20 件近い実証試験が行われている。 
DENA（Deutsche Energie-Agentur：ドイツ・エネルギー機構）によると、R&D と実証を

実施することで、2020 年までに大規模 Power-to-Gas のシステム技術仕様を確立する狙いがあ

る。2020 年以降は、大規模 Power to Gas の投資環境を整備していく。 
 

 
図 67 ドイツにおける Power to Gas 実証試験箇所 

出典：dena 「Power to Gas system solution. Opportunities, challenges and parameters on the 

way to marketability」 
 
3) 電気分解 
 FCH-JU（Fuel Cells and Hydrogen Joint Undertaking）の、電気分解技術の調査報告書に

基づくと、現在の産業部門における電解用途から、将来的には、燃料電池自動車用水素供給技

術やエネルギー貯蔵技術としての電解用途へと拡大するものと見込まれている。 
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図 68 電解用途の拡大 
出典：”Development of Water Electrolysis in the European Union, Final Report”, Fuel cells 
and hydrogen Joint undertaking, 2014 
 
 
(3) 主な企業 
定置式 
Bloomenergy：米国、SOFC（モノジェネ） 
Fuel Cell Energy：米国、MCFC 
Ceres Power：英国、SOFC、日本に進出（2014 年） 
POSCO：韓国、MCFC 
 
運輸用 
Plugpower：米国、フォークリフト用 FC 
 
水電解 
PROTON on site：米国 
HYDROGENICS：カナダ 
NEL Hydrogen：ノルウェー 
McPhy Energy：ドイツ 
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9. 次世代照明 

9.1. 開発・導入の必要性 

2015 年に日本政府は温室効果ガスを 2013 年比 26%削減する約束草案(INDC)を国連気候変動

枠組み条約(UNFCCC)に提出し、同年に開催された COP21 においてパリ協定が採択されたこと

を踏まえ、2016 年に目標を達成するための地球温暖化対策計画が策定された。 

この一環として、ＬＥＤ等の高効率照明を 2020 年までにフローで 100％、2030 年までにス

トックで 100％普及させることが計画されている。これは、照明のエネルギー消費量が、業務

で 21.3%、家庭で 13.4%、産業でも 6%を占め、高効率照明による削減余地が大きいためであ

る。 

また、主要国だけでなく、中国やインド等で白熱電球生産・販売停止が進められている。日

本は、2012 年に白熱電球の生産・販売を中止したが、欧州では 2012 年までに域内での販売が

禁止され、米国が 2014 年、カナダでも 2015 年に販売禁止となった。さらに、インドは 2012 年

に白熱電球の販売を禁止、韓国が 2014 年に、中国も 2016 年に販売が禁止される。このため、

省エネルギーの観点だけでなく、白熱電球からの大量の買い替え需要が見込まれており、エネ

ルギー効率の高い LED 照明が求められている。 

9.2. 国内の技術開発動向 

9.2.1. 技術の概要 

半導体を用いた SSL（Solid State Lighting）である LED 照明や有機 EL 照明は、ガラス原料や

蛍光体、金属材料で構成される従来型の照明と異なる。SSL は半導体で構成され、プリント基

板上に発光素子が実装されて照明器具に組み込まれる。 

 

 

図 69 従来型照明と LED 型照明の構造の差異 

出所：経済産業省(2012) “ＬＥＤ照明産業を取り巻く現状” 

 

  



先進的低炭素エネルギー技術の開発途上国展開に関する基礎調査業務 2017 年 2 月 
 

II-121 
     

(1) LED (Light Emitting Diode) 

直接光に変換することにより発光する LED は、半導体基板や LED チップ、蛍光体で構成さ

れ、長寿命、低消費電力といった特徴を有する。しかし、半導体の製造コストが高く、従来型

との照明と比較して価格が高いというデメリットがある。 

 

(2) 有機 EL（Organic Electro Luminescence） 

有機 EL は発光を伴う物理現象を利用した有機発光素子であり、既存の照明と異なる発光原

理を利用した照明である。LED と同様に、次世代照明として期待されており、特に面光源とし

て蛍光灯との置き換えが期待されており、大面積で薄型・軽量、拡散光源としての特質を有す

るが、短寿命で発光効率が劣るという課題がある 

 

 
図 70 有機 EL の原理 

出所：加藤（2014）“有機 EL の研究動向” NHK 技研 R&D/No.145/2014. 

 

これらの 2 つの SSL は主に以下のような用途が想定されている。LED は、点光源としての

特質を持ち白熱灯や電球などの置き換えが想定される。有機 EL は、面光源として特質をもち

蛍光灯等の置き換えが想定される。 
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図 71 LED と有機 EL の主な用途 

出所：NEDO(2014) “「次世代高効率・高品質照明の基盤技術開発」（事後評価）” 

 

9.2.2. 技術開発動向 

国内では、2009 年から 2013 年に NEDO が「次世代照明等の実現に向けた窒化物半導体等 基

盤技術開発／次世代高効率・高品質照明の基盤技術開発」を実施した。このプロジェクトでは、

SSL の材料・デバイスの開発に主眼が置かれ、従来の白熱電球や蛍光灯を置き換える高効率照

明として研究開発が行われた。 

 

(1) LED (Light Emitting Diode) 

現在最も普及しているサファイア基板を用いた LED の発光効率は、原理上 130~150lm/W と

想定されている。このため、NEDO プロジェクトでは、200lm/W 以上の発光効率が期待できる

GaN 基板（窒化ガリウム）の生産効率を向上することで製造コストを低減し、これを用いた低

コスト LED の開発が行われた。 

この成果として、デバイスの発光効率で 200lm/W 以上を達成し、照明器具としてこれを用い

た場合には 133.81 lm/W133が達成された。これを既存の製品と比較した場合が以下の図のよう

に報告書に示されている。縦軸に照明器具の発光効率(lm/W)、横軸は演色性(Ra)134である。 

                                                   
133 点光源 LED デバイス（LED 基板と電極と蛍光体を組み合わせ封止材でパッケージ化した状態のデバイ

ス）を、LED 照明器具に加工する際には、面発光させるために光拡散をさせる必要があり、その際に光分散

損が発生するためデバイス単体の効率よりも劣る。 
134 基準光源による色彩の再現の忠実性を指数で表したもので、原則として 100 に近いほど演色性が良いと判

断される。 
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高輝度 LED 照明器具に関する成果の国際的な位置づけ 
 
(2) 有機 EL（Organic Electro Luminescence） 

高効率（発光効率 130 ｌｍ／Ｗ以上）高品質（平均演色評価数 80 以上、輝度 1,000ｃｄ/ｍ

2 以上、輝度半減寿命 4 万時間以上）を実現するために、光取り出し方式、有機発光材料、白

色光生成方式、製造プロセスなどの技術開発が行われた。 

その結果、NEDO プロジェクトでは、発光効率で 133 lm/W、15 万時間の半減寿命を達成し

ている。開発成果を海外と比較した場合の図を以下に示す。 

 

 

有機 EL 照明に関する成果の国際的な位置づけ 
 

一方で、海外では SSL の基盤となるチップや材料だけでなく、パッケージやモジュール、照

明器具といった分野についても研究開発が行われている。例えば、欧州ではチップの開発と並

行して、FP7 の下でパッケージ等の研究開発が行われている。 

 



先進的低炭素エネルギー技術の開発途上国展開に関する基礎調査業務 2017 年 2 月 
 

II-124 
     

 
図 72 日本と欧州の SSL 開発動向の比較 

出所：NEDO(2015) “次世代照明技術分野の出口戦略ロードマップの策定に関する調査” 

 

9.2.3. 導入見込みの事例、市場規模 

富士経済の調査 135によれば 、国内の 2014 年の照明市場規模は 8,629 億円、2020 年に 7,756

億円、2030 年は 5,549 億円と徐々に縮小していくと予測されている。ただし、SSL の市場比率

は引き続き上昇し、2014 年は 64%だが、2020 年に 87%、2030 年には 97%と予測されている。 

世界市場は国内市場と異なり、2014 年に 8.53 兆円、2020 年に 11.15 兆円、2030 年には 15.93

兆円となり、大きな成長が期待される分野である。加えて、SSL の比率が 2014 年に 27%であ

るが、2020 年に 59%、2030 年に 81%と予測され、大きな成長が見込まれている。 

したがって、飽和した国内市場だけでなく、海外市場を LED や有機 EL 等の高効率照明で開

拓することは、国内照明産業の活性化につながる可能性がある。 

9.3. 主な国内企業 

LED 照明や有機 EL に関連する企業は数多くあり、このうち主要な企業を図 73 と図 74 に示

す。SSL が半導体を活用した証明であり、LED チップや原材料を製造する企業とモジュールや

照明器具を生産する企業に分かれる。 

 

                                                   
135富士経済(2015) “Special Appli.光源／照明市場 実態･技術･予測 2015 年版 
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図 73 LED 照明のビジネスのバリューチェーン 

出所：NEDO(2015) “次世代照明技術分野の出口戦略ロードマップの策定に関する調査” 

 

 

図 74 有機 EL 照明のバリューチェーン 

出所：NEDO(2015) “次世代照明技術分野の出口戦略ロードマップの策定に関する調査” 
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その中で主要な企業の動向は下図の通りである。 

 

 

図 75 主要 LED 照明企業における事業展開方向性 

出所：NEDO(2015) “次世代照明技術分野の出口戦略ロードマップの策定に関する調査” 
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9.4. 他国の主な研究開発動向 

(1) 欧州 FP7（2009～2016） 

欧州の研究助成資金である FP7 の下には、FP7/SMASH、FP7/SSL4EU、FP7/HI-LED、

FP7/NWS4LIGHT、FP7/LASSIE-FP7 といった LED の高効率化や製造コストの低減を目指すプ

ロジェクトが並走しており、約 2 億 5 千万ユーロが研究開発資金として投じられており、130 

lm/W、90 Ra が目標となっている。 

また、同様に有機 EL に関連するプロジェクトも FP7 の下で活動しており、FP7/ OLED100、

FP7/ FLEX-O-FAB、FP7/ TREASORES といったプロジェクトが並走している。これらのプロジ

ェクトの目標として、100 lm/W、10 万時間という目標が設定されている。 

 

(2) 米国 DOE（2008～2014）、ARRA（2009～2019） 

米国エネルギー省(DOE)が主導する LED 開発プロジェクトや、ARRA が主導する製造コスト

の低減、高品質化を目指すプロジェクトが実施されている。DOE のプロジェクトでは、2015 年

に 200 lm/W、80 Ra という目標が設定されており、24 億 7200 万ドルを DOE が支出している。 

有機 EL についても DOE が主導する開発プロジェクトが実施されており、150 lm/W、15 万時

間という目標が設定されている。このプロジェクトには、DOE から約 1 億 5 千万ドルが投じて

いる。
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10. 需給システム 

10.1. スマートコミュニティ 

10.1.1. 開発・導入の必要性 

スマートコミュニティは、導入目的の違いから取り扱う分野が多岐に渡るとともに、国ごと

地域ごとの環境やエネルギー事情、経済情勢等の特徴に応じてその取組が異なるため、世界共

通の明確な定義はまだない。2014 年 4 月 11 日に閣議で決定されたエネルギー基本計画では、

スマートコミュニティを再生可能エネルギーやコージェネレーション等の分散型エネルギー

を用いつつ、IT や蓄電池等の技術を活用したエネルギーマネジメントシステムを通じて、分散

型エネルギー・システムにおけるエネルギー需給を総合的に管理し、エネルギーの利活用を最

適化するとともに、高齢者の見守りなど他の生活支援サービスも取り込んだ新たな社会システ

ムを構築したものとして定義 136した。 

また、国内外でスマートコミュニティ実証事業を積極的に取り組んでいる新エネルギー産業

技術総合開発機構（NEDO）によると、スマートコミュニティを「進化する情報通信技術（ICT）

を活用しながら、再生可能エネルギーの導入を促進しつつ、交通システムや家庭、オフィスビ

ル、工場、ひいては社会全体のスマート化を目指した、住民参加型の新たなコミュニティ」と

定義 137した。 

 スマートコミュニティの推進にあたっては、国や地域ごとに、導入の目的や背景は異なって

いる。例えば、欧州では、大量に導入されている太陽光発電や風力発電と既存の配電系統との

連系がスマートコミュニティ推進の背景になっている。これに対して、米国の場合は、老朽化

した送配電網の対策として、デマンドレスポンスの実現がスマートコミュニティ導入の大きな

目標の一つである。新興国においては、急速な経済発展を受け、エネルギーの効率的な利用促

進や人口増加に伴う都市への人口集中に対応するための環境負荷低減を目指したスマートな

都市作りのためのプロジェクト等が実施されている。  

我が国においては、2010 年 6 月 18 日に閣議決定された「エネルギー基本計画」では、スマ

ートグリッドの整備やスマートメーターの設置、国内外での次世代エネルギー・社会システム

実証事業の実施、スマートコミュニティの構築に向けで様々な取組が打ち出されている。東日

本大震災とこれに伴う原子力発電所事故を契機として、エネルギー供給の制約や集中型エネル

ギー・システムの脆弱性が顕在化した。こうした状況を背景に、集中型電源のみならず分散型

エネルギー・システムも含めた多様なエネルギー源を活用した安定供給の確保、IT や蓄電池等

を活用したエネルギー管理システムによるスマートなエネルギー消費の実現を図ること、つま

りスマートコミュニティの構築の必要性が益々高まっている。 

 2010 年 4 月に、官民連携組織「スマートコミュニティアライアンス」が設置され、国内外で

の実証事業の実施、わが国が強みとする省エネルギー・新エネルギー技術の競争力に直結する

国際標準化の策定等に取り組んでいる。事務局は NEDO が務めている。参加企業は、電力、重

                                                   
136 経済産業省、次世代エネルギー・社会システム協議会（第 18 回）公開資料（2016 年 6 月 7 日開催）。 
137 NEDO（2014）再生可能エネルギー技術白書 第 10 章スマートコミュニティ 
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電・機器メーカー、IT、不動産ディベロッパー、大学、研究機関、自治体など約 300 社から構

成され（2016 年 6 月現在）、国際戦略ワーキンググループ（WG）、国際標準化 WG、ロードマ

ップ WG とスマートハウス・ビル WG の 4 つの WG の活動を中心に進めている 138。 

 

 
図 76 スマートコミュニティアライアンスの組織図 

出典：JSCA ホームページ 
 

 NEDO（2014）によると、日経 BP では 2030 年の市場規模は約 230 兆円とされており、富士

経済では 2020 年の市場規模が 40 兆円とされており、大きな違いがある。とはいえ、どの予測

からも、今後市場の急速な立ち上がりや蓄電池利用の重要性を指摘している 139。 

10.1.2. 国内の技術開発動向 

(1) 技術の概要 

 スマートコミュニティは、再生可能エネルギーの有効利用や効率的に電力を供給する次世代

送電網（スマートグリッド、詳細は「スマートグリッド」を参照）や、電気自動車や IT を活用

した交通システムと情報ネットワークを融合した次世代社会インフラであると同時に、省エネ

家電やスマートメーターを活用するスマートハウス、デマンドレスポンス等によるエネルギー

の効率的な利用促進（詳細は「デマンドレスポンス」を参照）、快適性向上と CO2 排出量削減

を実現するための新しい街づくりの構想といえる。その構築には、目的に応じて様々な要素技

術を統合していく必要がある。図 77、表 32 にそれぞれ特に重要なものと各要素技術の概要を

示す。 

 

                                                   
138 JSCA ホームページ https://www.smart-japan.org/about/index.html#3  
139 NEDO（2014）再生可能エネルギー技術白書 第 10 章スマートコミュニティ 

https://www.smart-japan.org/about/index.html#3
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図 77 スマートコミュニティを構築するための様々な要素技術 
出典：JSCA パンフレット 
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表 32 各要素技術に関する概要 

 
※CEMS のほか、住宅向けのエネルギーマネジメントシステム（Home Energy Management 

System、HEMS）；商業ビル向けのエネルギーマネジメントシステム（Building Energy Management 

System、BEMS）；工場向けのエネルギーマネジメントシステム（Factory Energy Management 

System）がある。CEMS は、これらを含んだ地域全体向けのエネルギーマネジメントシステム

となる。 

※V2H とは、EV などの自動車が蓄電池に蓄えた電力を家庭で使う仕組みのこと。具体的には、

停電や電力消費のピーク時に EV から住宅へ電力を供給することを想定している。 

※V2G とは、電気自動車を電力系統に連系し、再生可能エネルギー電源の出力が急激に落ち込

んだ時などに、車と系統との間で電力融通を行うこと。 
出典：JSCA パンフレット、三菱電機情報、各資料より作成。 

 

  

１．CEMS/全体統合システ

ム

地域エネルギーマネジメントシステム（Community Energy
Management System）。電力系統・配電、地域における分散電源、

各需要家をICTで結び、電力品質の確保、省エネルギー化、そして

ピークシフトによるCO2削減を両立させるための、全体最適を行う

システム である。

２．スマートビル エネルギーマネジメントシステムを使ってエネルギー消費が最適に
制御された住宅・ビル・工場。これらのエネルギーマネジメントシ
ステムは、CEMSによって情報が統合され、社会システム全体での

最適な運用が実現する。

３．先進的な交通システム 電気自動車（Electric Vehicle、EV）などの環境負荷の低い輸送手

段。これらの輸送手段の普及のためには、充電スタンド等のインフ
ラの整備や、エネルギーマネジメントへの統合手段としてのV2G
（Vehicle to Grid）、V2H（Vehicle to Home）といった技術の確立が

必要。

４．エネルギー貯蔵技術 蓄電池などのエネルギー技術は、電力供給の安定化や再生可能エネ
ルギーの統合を最大化する技術である。

５．サービスプラット
フォーム/コンサルティン

グサービス

スマートコミュニティの構築は、一組織によってできるものではな
く、国地域ごと多様なニーズを踏まえ、複数のステークホルダが協
力して取り組んでいくこととなる。このため、スマートコミュニ
ティで展開される各サービスに共通する機能を備えたプラット
フォームや、スマートコミュニティの普及促進のためのコンサル
ティングサービスを提供する。

６．スマートメーター 電力などのエネルギー使用量をデジタルで計測し、電力・ガス会社
と需要家など双方向の通信機能を持つ。自動検針やエネルギー消費
量も見えるかを可能にし、ホームエネルギーマネジメント機能等も
有する。スマートグリッドの構築には欠かせない技術であり急速に
普及が進んでいる。
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(2) 主要な国内実証事業 

 日本におけるスマートコミュニティの代表的なプロジェクトとして、2010 年 4 月から 2015

年 3 月までに実施された 4 つの実証事業「次世代エネルギー・社会システム実証事業」が挙げ

られる。この事業は、エネルギーマネジメントシステムの実証にとどまらず、交通システムや

ライフスタイルの変革等の各種実証項目を含む国内実証事業である。実証地域として、全国 19 

地域からの応募から、横浜市、豊田市、けいはんな学研都市（京都府）と北九州市が選定され

た。 

 

 

図 78 4 地域実証の概要 
出典：第 18 回次世代エネルギー・社会システム協議会資料（2016 年 6 月 7 日開催） 
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表 33 に各実証事業の概要と主な実施内容をまとめる。これらの実証事業は、2015 年 3 月

で終了し、CO2 の削減や需要ピークの削減等の成果が得られた。また、スマートコミュニティ

の構築に欠かせない基盤技術の確立やデマンドレスポンス等の需要制御技術の実証のほか、

様々な機器と機器、システムとシステムを接続するインターフェイスの標準化も進めており、

国内外におけるスマートコミュニティ推進の更なる展開につながることが期待されている。 

 

表 33 各実証事業の概要と主な実施内容 140 

 

 

 

                                                   
140 JSCA パンフレット、NEDO（2014）再生可能エネルギー技術白書 第 10 章スマートコミュニティより作

成。 

横浜市

対象

推進体制
・エネルギー需要が異なる地域（商業、住宅、工業地区）間でエ

ネルギー需要を最適化させるCEMSを中心に、HEMS、BEMS、
EV、蓄電池SCADA（Battery Supervisory Control and Data
Acquisition）等を最適に連携させることにより、天候に左右さ

れる太陽光発電の不安定さを吸収する等、再生可能エネルギー

を大量導入しやすいインフラの構築に取り組む。

・大規模商業施設、オフィスビル等の大口需要家並びに家庭を対

象にしたデマンドレスポンス実証を実施。

・大規模商業施設、オフィスビルのデマンドレスポンスで15%程

度のピークカットを達成
・需要家側蓄電池、集配信システム、需給調整用蓄電池を監視制

御し、系統との協調を図る蓄電池SCADA（Battery Supervisory
Control and Data Acquisition）を開発

住宅約4000戸、大規模ビル等約10棟

横浜市、東芝、パナソニック、明電舎、日産、アクセンチュア等

主な実施内容

主な成果

豊田市
対象

推進体制

・次世代自動車に焦点を絞り、暮らしの中での次世代自動車の使い方の大
規模な実証を実施

・デマンドレスポンスを実証を実施

主な成果

・エネルギー情報マネジメントシステム（EDMS）からのサービ

ス提供により、EDMS未導入世帯に比べて15～25%程度のCO2削
減を達成

トヨタ自動車、中部電力、東邦ガス、東芝、三菱重工、デン
ソー、シャープ、富士通、ドリームインキュベータ等

主な実施内容

戸別住宅67世帯

けいはんな学研都市
対象
推進体制

・電力制御機能を付加したスマートタッブを各家電に取り付け、消費を見える
か。エネルギーの供給に応じたデマンドレスポスを実施。

・家庭内の機器の買い替えアドバイス等の省エネコンサルテーションを実施

主な成果
・家庭需要家700軒を対象としたデマンドレスポンスで、約2割の

ピークカットを達成
※スマートタッブとは、コンセントにつながっている機器が消費している電力量を計測す
る機能を持つ機器である。

住宅約700戸
京都府、関西電力、大阪ガス、関西文化学術研究都市推進機構、

主な実施内容
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北九州市
対象

推進体制

・デマンドレスポンス（ダイナミックプライシング）を実施
・HEMSによるエネルギー制御、BEMS、デマンドサイドマネジメントを統合し

たエネルギーマネジメントシステムを実証

主な成果
・ダイナミックプライシングの提供により、一般的な従量電灯契

約の仮定に比べて18～22%のピークカットを達成

新日鉄住金の特定供給エリアの70企業、200世帯

北九州市、富士電機システム、GE、日本IBM、新日鉄等

主な実施内容
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(3) 海外での主な実証プロジェクト 

 我が国が海外で実施している実証事業として「国際エネルギー消費効率化等技術・システム

実証事業」がある。現在、米国（ニューメキシコ、ハワイ）、フランス（リヨン）、スペイン（マ

ラガ）、インドネシア（ジャワ）などにおける実証事業が実施されている。 

 次に各実証事業の概要をまとめる。 

 

表 34 海外での主な実証プロジェクトの概要と主な実施内容 141 

 

                                                   
141 NEDO や JSCA 各資料より作成。 

米国（ニューメキシコ州）

対象

背景

目的

・HEMS、太陽光発電システム、蓄電池、ヒートポンプ給湯器を備えたス

マートハウスの建設とデモンストレーション
・リアルタイムプライシングによるデマンドレスポンスの実証

・太陽光発電システムを大量に導入した際に必要な蓄電池容量の最適化を
行う

対象

背景

目的

・商業ビルに、太陽光発電システム、、ガスエンジンコジェネ、燃料電池、
BEMS、蓄熱蓄電システムを設置し、電力系統から切り離されても自立運

転可能なビル運用システムを実証
・系統内の太陽光発電の出力変動をビル内設備を制御することにより吸収さ

せる技術の確立を検証

推進体制

NEDO、清水建設、東芝、日立、京セラ、シャープ、日本ガイ

シ、日本電気、明電舎、富士電機、東京ガス、三菱重工業、など

ニューメキシコ州、ロスアラモス国立研究所、サンディア国立研
究所、ニューメキシコ州立大学、ニューメキシコ電力会社、MDS
①ロスアラモス（同州で最も小さい郡、人口約2万人）

天候に左右されやすい太陽光発電の導入比率が高い系統を安定し
て運用するためには、蓄電池システムやその他のエネルギーとの
組み合わせが重要になる

主な実施内容

蓄電池システムとデマンドレスポンスを組み合わせることで、系
統側の蓄電池容量の最適化を図る。また、リアルタイムプライシ
ング（デマンドレスポンスの一つ）を最大限に利用できる先進的
なスマートハウスの構築を目指す

②アルバカーキ（同州最大の商工業都市、人口約48万人）

再生可能エネルギーの導入に伴う系統の安定化と同時に、非常時
には電力系統から切り離して、自立運転可能な商業ビルが求めら

大型機器の新設が困難な都市部のうち、特に商業地域の商業ビル
をスマートビル化することで、経済性と環境性を両立させたス
マートコミュニティに相応しいビル運用を実証する

主な実施内容
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米国（ハワイ州）

対象

背景

目的

主な実施内容
・EV充電マネジメントを中心とする需要マネジメントを実施可能とする離島型

スマートグリッドを構築することで、電力需要のピークシフト、主に夜間の余
剰風力対策、再生可能エネルギー発電の変動対策による問題解決を図る

推進体制
NEDO、日立製作所、みずほ銀行、サイバーディフェンス研究所

ハワイ州、マウイ郡、ハワイ電力、ハワイ州立大学

マウイ島、人口約10万人

再生可能エネルギーの変動を吸収できるスマートグリッドの実証
を行うことで、再生可能エネルギーを最大限に利用する技術を検
証する

燃料の海外輸送に伴うリスクやコスト高といった離島ならではの
課題を対応するため、風力等の再生可能エネルギーを積極的に導
入しているが、風力発電は気候によって出力が変動するため、配
電網への影響が懸念されている

フランス（リヨン市）

対象

背景

目的

・再生可能エネルギーや蓄電池などを積極的に導入し、ビル内のエネル
ギー消費量を上回るエネルギーを生み出すPEBを建設

・太陽光発電を活用したEV充電管理システムとEVカーシェアリングを導入

・既存の住宅におけるエネルギー消費量の見えるかによる、住民の省エネ行
動を促す

・各実証で収集されるエネルギー情報をとりまとめ、地域全体で活用するため
の指標を提示するCEMSを構築する

リヨン市、人口は100万人を越える

欧州では、2020年までに再生可能エネルギーの比率を20%にまで高

めることなどを定めた「トリプル20」という環境目標がある。フ

ランスでは、さらに2020年以降に新築するビルは、ビル全体で消

費するエネルギーよりも多くのエネルギーを生み出す「ポジティ
ブエナジビルディング（PEB）」とすることが求められている
新築されるPEBの実証に加え、既存の古い住宅における省エネル

ギー対策の実証を実施。また、人口や交通量の増加によるCO2排
出量の増加への対策としてEVのカーシェアリングシステムを導入

し、検証する

主な実施内容

推進体制
NEDO、東芝、東芝ソリューション

ぐりンリヨン共同体、リヨン開発公社、ブイグ、トランスデブ、
プロキシウエイ、グランドリヨンハビタ住宅供給公社

スペイン（マラガ市）

対象

背景

目的

・EV管理システム、充電インフラの整備、情報・ナビゲーションサービスの実

証を行う
・電力マネジメントシステムまでを含めた、EVの大量導入・普及に対応できる

インフラ設備を構築する

推進体制
NEDO、三菱重工業、三菱商事、日立製作所

マラガ市、エンデサ、テレフォニカ、、アイエサ

スペインでは、エネルギー消費量の約40%が交通分野によるもの

で、そのほとんどが化石燃料であるという特徴がある。欧州環境
目標の「トリプル20」を達成するために、スペインでは2014年ま

でに25万台のEVを導入する予定

都市部でのEVの大量導入を想定した実証を実施

主な実施内容

リゾート地で、約60万人の人口を擁するスペイン第6位の都市
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10.1.3. 主な国内企業 

 スマートコミュニティを可能とする技術開発に向けて、日本の企業がこれまで構築してきた

具体的な事例を表 35 にまとめる。 

 

表 35 スマートコミュニティの構築に向けた日本企業の取組みの事例 142 

取組 企業 

CEMS/全体統合システム 

（ハワイ）日米共同の島嶼スマートグリッド実証事業 株式会社日立製作所 

（英国）グレーターマンチェスター実証 株式会社日立製作所 

マイクロエナジーマネジメントシステム・μEMS 株式会社東芝 

人とエネルギーの調和を実現する日揮情報システムのエネルギーマ

ネジメントシステム（EMS）：J＋EMSherpa 

日揮情報システム株式会社 

スマートコミュニティがめざす未来 株式会社 NTT ファシィリティーズ 

工業団地のスマート・エネルギー・マネジメント 清水建設株式会社 

既成市街地のスマート化ソリューション 清水建設株式会社 

熱源最適制御システム「Energy Quest」 新日本空調株式会社 

電力管理システムとポイントサービズ 株式会社ライフネット 

水素社会を拓く「つくる」「つかう」「つながる」技術 本田技研工業株式会社 

スマートハウス/スマートビル 

スマート BEMS 株式会社東芝 

統合 BEMS 株式会社東芝 

                                                   
142 JSCA（2015）スマートコミュニティ 日本企業の取組み 

インドネシア（ジャワ島）

対象

背景

目的

・配電自動化システムの導入により停電時間の短縮を図ると共に、無停電電
源装置や電圧安定化装置を導入し、周波数や電圧の変動のない高品質電
力を供給するシステムを構築

・FEMSを導入し、エネルギーの効率的な利用を促進する。同時に、デマン

ドサイドマネジメントを導入する
・エネルギーマネジメントの実施のために、工業団地内に高品質な通信イン

フラを敷設し、共通基盤となるICTプラットフォームを構築する

推進体制

NEDO、住友商事、富士電機、三菱電機、NTTコミュニケーショ

エネルギー鉱物資源省、電力公社（PLN）、スルヤチプタ工業団

地　など

電力品質の安定化やエネルギーの効率的な利用するシステムを構
築する

主な実施内容

スルヤチプタ工業団地

インドネシアは高い経済成長が続き、エネルギー需要も著しく伸
びており、電力の品質や電力不足問題で、停電が頻繁に起こって
いる。現地生産を行っている日本企業の多くは、停電による生産
効率の低下や機器の損傷等のリスクを低減するために自家発電設
備を導入している。



先進的低炭素エネルギー技術の開発途上国展開に関する基礎調査業務 2017 年 2 月 
 

II-138 
     

ホームソリューション 株式会社東芝 

Fujisawa サスティナブル・スマートタウン パナソニック株式会社 

集合住宅におけるエネルギーマネジメント 東京ガス株式会社 

スマートグリッドと PHV 連携による ADR 実証 トヨタ自動車株式会社 

スマートマンションソリューション 三菱電機株式会社 

横浜スマートシティプロジェクト 

商業施設向けエネルギーマネジメントシステム（EMS）実証 

日揮グループ 

LoCas-1「電力使用量の見える＋需要予測」 株式会社アーク情報システム 

戦略経営に効果的なエネルギーデータ活用 Enetune-BEMS 富士通株式会社 

発電ロスの早期発見による機会損失防止 Venus Solar 富士通株式会社 

スマートビル（マイクログリッド、スマート BEMS） 清水建設株式会社 

ZEB（ゼロ・エネルギー・ビル） 清水建設株式会社 

先進的な交通システム 

次世代交通システム：Ha:mo 実証 トヨタ自動車株式会社 

エネルギー貯蔵技術 

スマートバッテリ 株式会社東芝 

バッテリーキャパシタハイブリッド蓄電システム 日揮グループ 

スマートエネルギーを支える技術 日本電気株式会社 

サービズプラットフォーム/コンサルティングサービズ 

IBM サービズディバリープラットフォーム（SDP） 日本アイ・ビー・エム株式会社 

スマートコミュニティ・コンサルティングサービズ 株式会社 NTT データ経営研究所 

Eco kaizen アイフォーコム・スマートエコロ

ジー株式会社 

Net Optimizer with EXPRIMG 

（風力専用送電線最適計算プログラム） 

株式会社アーク情報システム 

スマートコミュニティを支える重要技術/製品の安全性検証をサポー

ト 

株式会社 UL Japan 

スマートエネルギー関連の分析サービス 株式会社住化分析センター 

スマートメーター 

スマートメーターシステム 三菱電機株式会社 

スマートメーター“SmaMe-II-TypeH” 東光東芝メーターシステムズ株式

会社 

 

 (1) 東芝 

 東芝グループは、横浜スマートシティプロジェクト、フランスリヨン再開発地域における

スマートコミュニティ実証事業、中国・江西省共青城市におけるスマートコミュニティ技術実

証事業等、国内外で既に 30 以上ものスマートコミュニティプロジェクトに参画してノウハウ

を蓄積している。2013 年、スマートコミュニティ事業体制の強化を目的に、神奈川県川崎市に
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「株式会社東芝 スマートコミュニティセンター」143を設立した。グループ会社を含む社会イ

ンフラ部門やクラウドソリューション部門などスマートコミュニティ事業に関連する部門を

集結し、シナジー効果を発揮するとともに、川崎周辺に位置する研究所、社会インフラ部門の

工場とも連携強化を図ることで、スマートコミュニティ事業のグローバル展開を加速していく。

また同センターは、スマートビルを構成する最先端のシステムや技術をわかりやすく展示・紹

介するショールーム機能も担っている。 

 

(2) 三菱電機 

 三菱電機は、自然エネルギーの最大利用も含めたエネルギーのベストミックスをベースに、

電力品質の安定供給を図るスマートグリッドの実現と、コミュニティ全体におけるエネルギー

の最適化により、安全で豊かな生活の両立を目指す」“eco 電化コミュニティ”というコンセプ

トで取り組んでいる。スマートグリッドへの取組として、太陽光発電が大量導入される 2020 年

の送配電網を模擬し、様々な課題やその対応策を検討するために、尼崎・和歌山・大船の 3 つ

の地区に実証実験設備を構築し、2010 年に一部実証実験を開始した 144。2011 年 2 月からは、

スマートコミュニティに関する取組に加えて、東日本大震災の影響による新たな社会的要請を

踏まえた「低炭素で経済的かつ信頼性の高い電力系統の実現」「需要家での見える化と制御に

よるエネルギー最適利用の実現」「緊急時にも対応した堅牢なエネルギーインフラの実現」と

いう 3 つのテーマを追加し、更に取組を強化していく 145。 

10.1.4. 他国の主な研究開発動向 

 先進国のみならず、新興国においてもスマートシティやエコシティといった新たな次世代

都市インフラシステム構築に向けたプロジェクトが多数実施されている（  

                                                   
143 https://www.toshiba.co.jp/about/press/2013_10/pr_j3101.htm  
144 三菱電機（2010）スマートグリッド事業について 
145 http://www.mitsubishielectric.co.jp/corporate/eco_sp/smart/index.html  

https://www.toshiba.co.jp/about/press/2013_10/pr_j3101.htm
http://www.mitsubishielectric.co.jp/corporate/eco_sp/smart/index.html
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表 36）。これらのプロジェクトは、温暖化防止対応策として都市の CO2 排出量の削減や再生

可能エネルギーの利用促進、エネルギーや廃棄物の流れをより効率的に管理する街づくりが展

開されている。実施内容は、スマートメーターの単なる設置といった初期段階から、エネルギ

ー消費の効率化を目的としたデマンドレスポンスの実証に重点が移っており、または特定分野

例えばエネルギー、建物、交通などのスマート化する試みが増え始めている。 
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表 36 主な次世代都市インフラシステムの構築プロジェクト 146 

 
 

(1) 米国 

 米国では、老朽化した送配電網の改善策として、デマンドレスポンスの実現がスマートコミ

ュニティ導入の大きな目標の一つである。オバマ政権下で 2009 年に制定されたアメリカ再生・

再投資法（American Recovery and Reinvestment Act、ARRA）よりスマートメーターの設置やデ

マンドレスポンスの実施など、スマートグリッド関連の様々なプロジェクトが推進されている

（詳細は「スマートグリッド」を参照）。 

 米国がスマートシティ 147開発に本腰を入れ始めたのは、オバマ大統領が 2015 年 9 月に発表

した「スマートシティイニシアティブ」がきっかけである。同イニシアティブの下で、スマー

トシティの実現に必要な要素技術の研究開発に対し、2016 年度の連邦予算において 1 億 6000

万ドル（約 192 億円）の政府助成を行うとした（表 37）148。スマートシティの構築に必要な共

通的な要素技術、特に IoT（Internet of Things、モノのインターネット）関連のアプリケーショ

ンや自動車の自動運転など先端技術の研究開発が重視されている。対象とする各研究プロジェ

クトは、企業、大学、研究機関と自治体がペアを組んでスマートシティ構築に協力していくこ

ととなっている。2015 年 9 月のプレス発表では 21 組のペアが発表された。さらに 2016 年度中

                                                   
146 NEDO や JSCA 各資料より作成。 
147 米国では、日本と異なり、スマートシティといった言葉を使っている。 
148 https://www.whitehouse.gov/the-press-office/2015/09/14/fact-sheet-administration-announces-new-smart-cities-
initiative-help  

コンセプト 国・都市 備考

テキサス州オースチン
市（米国）

ピーカンストリートプロジェクト。テキサス州オースチンで

展開されているスマートグリッドの多くの要素を含めた実

証。1000軒を超える規模のデマンドレスポンス管理実証が特

徴

ドイツ・マンハイム市（ド
イツ）

ドイツE-Energyプロジェクトの一つ。エナジーバトラー（執事）と呼ばれ

るゲートウエイを1000軒単位に導入しての自動デマンドレスポンス実証

が特徴

ニーズ（フランス）
オランジュ社とニースコートダジュール都市圏連合が展開するがITを利

用した水や電気などの消費効率化や大気汚染監視などを行う実証実

マラガ（スペイン）
環境都市の実現を目的にした。スマートグリッド技術の実証実験のち
に、NEDOのマラガプロジェクトと連携している

サウスウエルズ州（オー
ストラリア）

シドニー、ニューカッスルなど、サウスウエルズの都市で展開される、
CO2削減に向けたスマートグリッド技術の実証実験

ボーンホルム（デン
マーク）

EcoGrid EUプロジェクトという、EUの合同実証。再生可能エネルギー

の割合が50%を上回る実際の電力系統で行うデンマークホーンホルム

島における本格的な実証実験

天津他12都市（中国）
天津市をはじめとした中国国内合計13都市で、環境都市を建設する計

画。再生可能エネルギー導入のみならず、地域熱供給、資源循環、そ
の他省エネルギー技術の導入を目指す

上海市他（中国）

英国建設コンサルティング会社のARUP社がまづたープランを作成。上

海市の東灘地区の他に複数の都市で計画。サステナブルな都市作りを
目指す

環境共生都市
ストックホルム他（スウ
エーデン）

Symbio City。ストックホルム郊外のハマビーショースタッドでの再開発

で成功した自然資源、エネルギー、廃棄物の流れを閉鎖型にする街づ
くりを展開

CO2ニュートラ

ル都市
マスダール（UAE）

Masdar City。必要な電力を100%再生可能エネルギーで賄う街づくり

を開始

エコシティ
（Eco City)

スマートシティ
（Smart City）

https://www.whitehouse.gov/the-press-office/2015/09/14/fact-sheet-administration-announces-new-smart-cities-initiative-help
https://www.whitehouse.gov/the-press-office/2015/09/14/fact-sheet-administration-announces-new-smart-cities-initiative-help
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に 60 組以上のペアを編成する予定である。 

 

表 37 米国政府の助成金内訳 149 

 

 

(2) ヨーロッパ 

 EU では、系統の安定性を確保しつつ再生可能エネルギーの導入量を増やすため、これまで

スマートグリッドに関する R&D や実証事業が多数実施されている（詳細は「スマートグリッ

ド」を参照）。スマートコミュニティの推進のため、2011 年に「スマートシティ・スマートコ

ミュニティ産業界イニシアティブ」を発足させ、7500 万ユーロの予算を充てて輸送とエネルギ

ー分野の実証事業への助成が始まった。2012 年 7 月に、同イニシアティブの後継の取組みとし

て、新たに情報通信分野を含む、「スマートシティ・コミュニティ欧州イノベーション・パート

ナーシップ」（European Innovation Partnership for Smart Cities and Communities）を立ち上げると

ともに、都市におけるエネルギー、交通、情報通信分野のスマート技術開発を支援するための

指針を発表した。諸技術開発支援のための予算は 3 億 7500 億に大幅に増大した 150。 

 また、第 7 次研究枠組み計画（Framework Programme、FP7）の下、10 のスマートコミュニテ

ィ・スマートシティパイロットプロジェクトに対し、累積で約 1 億 2294 万ユーロの支援が行

われた。各プロジェクトには、それぞれ 2 から 14 都市が参加している。表 38 に各パイロット

プロジェクトの概要を示す。 

現在では、2013 年末に終了した FP7 の後継となる研究・イノベーションプログラム「ホライ

ゾン 2020（Horizon 2020）」（2014 年から 2020 年まで）が立ち上げられた。同プログラムの下

で、エネルギー分野（スマートシティを含む）に累計約 60 億ユーロ、スマートな統合型グリー

                                                   
149 JSCA Newsletter 特別版 20160229（No29）“「スマートシティ」推進に動く米国オバマ政権要素技術開発と

イノベーション加速を狙う”を引用。 
150 http://ec.europa.eu/eip/smartcities/timeline/index_en.htm 

府省 助成金額

国立科学財団（National Science 
Foundation、NSF）

米国国立標準技術研究所（National Institute 
of Standards and Technology、NIST）

国土安全保障省（Department of Homeland 
Security）、輸送省（Department of 
Transportation）

エネルギー省（Department of Energy、
DOE）、商務省（Department of Commerce）

環境保護庁（Environmental Protection 
Agency、EPA）

合計 1億6000万ドル

安全、エネルギー、気候変動対応、交通、
ヘルスケアなどの分野に1億1500万ドル

スマートシティの研究基盤の構築に4500万
ドル

http://ec.europa.eu/eip/smartcities/timeline/index_en.htm
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ン運輸（電気自動車など）に累積約 63 億ユーロの 151予算が充てられている。 

 

表 38 各パイロットプロジェクトの概要 152 

                                                   
151 European Commission, “Horizon 2020 in Brief,” 2014, p.13. 
152 EU Smart Cities Information System ホームページ情報 http://www.smartcities-infosystem.eu/projects より作

成。 

実施期間 2013年3月～2017年2月

予算 15,677,564ユーロ

概要 ほぼゼロエネルギー地区。地区全体の建物をゼロエネルギー消費の仕様に改修する

実施期間 2013年7月～2017年6月

予算 14,861,751ユーロ

概要
ほぼゼロエネルギー都市を目指して大規模地区で住居を改修。高エネルギー効率の住居のデザイ
ン、建築、管理に関する戦略を立て実行する

実施期間 2013年11月～2017年10月

予算 14,357,143ユーロ

概要
イノベーションとともに、剰余資源と再生可能資源からの発電や低エネルギーの熱利用を行う持続可
能な都市計画。具体的には、工業地帯の排熱を利用して都市部の地域暖房とするなど、エネルギー
効率が良く、費用対効果の高いエネルギーシステムを提供する

実施期間 2013年4月～2017年3月

予算 26,009,670ユーロ

概要 副次的に生まれたが未利用で廃棄されているエネルギーを、地域暖房や地域冷房などに活用する

実施期間 2013年12月～2016年11月

予算 2,629,866ユーロ

概要
統合的なスマートシティ計画。自治体、研究機関、産業界と協力して、短・中・長期的に持続可能な
エネルギーの未来を経済、環境、社会的指針の下に実現する

実施期間 2013年10月～2015年9月

予算 2,634,773ユーロ

概要
エネルギー効率化計画の思考システム。低炭素社会とエネルギー効率化を目指して、エネルギーマ
スタープランを作成する

実施期間 2013年4月～2018年3月

予算 30,140,289ユーロ

概要
ほぼゼロエネルギー建物への改修など、グリーン都市への再開発モデルを目指し、技術、社会経済、
財政のバランスを考えて地元のニーズにあった解決策を探る

実施期間 2012年11月～2015年4月

予算 4,692,275ユーロ

概要
エネルギーパフォーマンスと都市計画を目指す戦略。持続可能なエネルギープランと低炭素エネル
ギープロジェクトのプログラムを策定する

実施期間 2013年4月～2016年3月

予算 4,490,717ユーロ

概要
省エネルギー都市の計画。欧州のエネルギー消費を減らすことを目的に、エネルギー効率化と持続
可能な都市計画のモデルを作る

実施期間 2013年1月～2015年6月

予算 7,445,114ユーロ

概要
低炭素都市への転換を目指す。CO2削減と再生可能エネルギーの推進、エネルギー効率向上など

低炭素エネルギーの野心的な目標を立てている

7．EU-Gugle (European cities serving as green urban gate towards leadership in sustainable energy)

8．STEP UP (Strategies towards energy performance and urban planning)

10．TRANSFORM (Transformation agenda for low carbon cities)

9．PLEEC (Planning for energy efficient cities)

1．ZenN (Nearly zero energy neighborhoods)

2．R2Cities (Residential Renovation towards nearly zero energy Cities)

3．PITAGORAS (Sustainable urban planning with innovative and low energy thermal and power 
generation from residual and renewable sources)

4．CELSIUS (Combined efficienct large-scale integrated urban system)

5．InSMart (Integrative smart city planning)

6．STEEP (Systems thinking for efficient energy planning)

http://www.smartcities-infosystem.eu/projects
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10.2. スマートグリッド 

10.2.1. 開発・導入の必要性 

2010 年 6 月 18 日に閣議決定された「エネルギー基本計画」153では、IT を活用しつつ、需要

家側の機器と、太陽光発電等の出力が不安定な分散型電源を含む電力設備を制御することで電

力の需給をバランスさせ、安定的な電力の供給を維持する、「スマートグリッド」の整備を図る

ことが謳われている。さらに、スマートグリッドを整備すること、さらに交通システム、市民

のライフスタイルの転換などを複合的に組み合わせたスマートコミュニティの実現を目指す

ことが明記されている。 

スマートグリッド（次世代送電網）、スマートコミュニティは、エネルギーの効率的な供給、

地球温暖化問題の対策として期待されている。IT による通信能力や演算能力を活用し、電力の

流れを供給側・需要側の両方から制御し、最適化できる送電網であり、災害時や電力不足する

際にも電力を安定に供給できる、太陽光発電などの再生可能エネルギーによる電力を大量に導

入する際に不可欠なシステムでもある。すなわち、天候に影響されて発電量が不規則に変化す

る再生可能エネルギーを効率的に利用しながら、電力の安定供給を実現する。我が国において

は、太陽光発電の大量導入に伴い懸念される系統運用上の余剰電力問題等の諸課題に対応する

目的で、スマートグリッド技術の活用が期待されている。 

また、スマートグリッドの導入は、技術革新に基づく大規模なイノベーションだけではなく、

スマートメーター等を設置し、需要家のエネルギー消費パターンを制御できる様々なエネルギ

ーマネジメントを可能にする。 

マイクログリッドとは、電力会社が保有する送配電網から切り離された域内で、分散電源に

よって電力を供給して自家消費する電力システムである。離島やへき地など送電網を敷設する

ことが困難で常時自家消費するタイプの「離島・オフグリッドマイクログリッド」と、常時は

電力会社の送電網から電力を供給し、送電網の破損など非常時のみに送電網から遮断して自家

消費する「系統内マイクログリッド」の 2 種類に大別できる（図 79）。 

 

図 79 マイクログリッドのスキーム 
出典：JSCA ニュースレター No.33 

                                                   
153 http://www.enecho.meti.go.jp/category/others/basic_plan/pdf/100618honbun.pdf  

http://www.enecho.meti.go.jp/category/others/basic_plan/pdf/100618honbun.pdf
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 ReportsnReports（2016）の調査報告によると、スマートグリッドの世界市場規模は、2016 年

の 1980 万ドルから 2021 年には 6540 万ドルまで年平均 27%で成長すると見通している。スマ

ートグリッド市場成長の背景として、老朽化が進んだ電力網インフラ改修の必要性の増加、電

力分野の規制やエネルギー政策、配電網の集中的な管理・制御の必要性、温室効果ガス排出量

を削減すべきという懸念の増加などの要因を指摘している。2016 年のスマートグリッド市場で

シェアが最も高い地域は北米と見込んでおり、その要因としては省エネルギー化への投資が増

加すること、米国およびカナダ政府による規制や義務付けなどを指摘している。予測期間中で

最も高い成長率が見込まれる地域は、アジア太平洋とし、中国、日本、インドなどでスマート

グリッドの導入が急速に進むためとする。スマートグリッドのカギを握る企業として、スイス

の ABB と Landis+Gyr、米国の Cisco Systems、General Electric（GE）、IBM、Itron、Oracle、Open 

Systems International、仏 Schneider Electric、独 Siemens の 10 社を挙げている。 

10.2.2. 国内の技術開発動向 

(1) 技術の概要 

 NEDO（2010）によると、スマートグリッド技術を送配電系統の監視・制御技術、需要家側

のエネルギーマネジメント技術、系統の効果運用が可能となる先進技術、と様々な機器と機器、

システムとシステムを接続する先進的なインタフェース技術に分類されている（図 80、表 39）。 

 

 
図 80 スマートグリッド技術 

出典：NEDO（2010）NEDO 再生可能エネルギー技術白書 2010 
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 表 39 スマートグリッド技術の機能別分類 

 

※G2V とは、反対に電力系統から EV に連系し、風力発電等の出力変動に合わせて EV を充

放電することと想定している。 
出典：NEDO（2010）NEDO 再生可能エネルギー技術白書 2010 

 

 太陽光発電や風力発電などの不安定な電源の導入に伴う電力系統への影響を緩和するため

に、あらゆる対策技術が必要となる。例えば、需要変動に対応するために、在来型電源や再生

可能エネルギー電源の発電量を予測し、それぞれの出力調整を行う。また、送配電系統の運用

や柔軟性を向上させるための超電導送電やフレキシブル交流送電システム（FACTS）のような

パワーエレクトロニクス 154技術を始めとした技術革新の進展により、より効率的なエネルギ

ー利用や、各エネルギー源の利用用途の拡大が可能となる。加えて、電力が安定した出力とな

るように周波数や交流・直流を調整、変換するパワーコンディショナ 155（Power Conditioning 

System、PCS）等の制御技術も欠かせない。需要側においては、需要サイドにおける電力需要

のピーク対策に資する取組として、スマートメーター（AMI）の設置や電力需要に応じた電力

消費の制御を図るデマンドレスポンスの実施、及び建物や住宅におけるエネルギー消費の効率

化を図るエネルギーマネジメントシステムなどが挙げられる。 

 

(2) 我が国が実施した主な実証研究 

 スマートグリッドに関連する法律はないものの、経済産業省を中心に以下の取組を実施され

ている。 

・ 低炭素電力システム研究会 

・ 次世代送配電ネットワーク研究会 

                                                   
154 Power electronics。電力を制御する半導体を用いた電力変換機器、制御機器・システムである。 
155 太陽光発電からの電力は一般的に直流であり、家庭用などの電力として使用するためには交流に変換する

必要がある。 

機能 概要

送配電系統の監視・制
御技術

現状の系統自動化、配電自動化システムに加え、今後導入が進展すると考えられる分散型
電源（太陽光発電、風力発電、蓄電システム等）の管理、およびデマンドレスポンス、エネル
ギーマネジメントシステムに対して系統運用システムとして情報の授受を行う技術。具体的に
は、中央給電指令所やローカルの給電所・制御所等などでの監視・制御技術であり、広域計
測システム（Wide Area Measurement System、WAMS） やその重要構成要素である

フェーザ情報計測装置（Phasor Measurement Unit、PMU）、分散型電源や需要家、蓄

電池との協調制御技術、地域でのエネルギーマネジメントシステム、先進的な配電自動化シ
ステムを指す。

需要家側のエネルギー
マネジメント技術

需要家側のエネルギー設備を制御し、省エネルギーや系統貢献を行う制御技術。系統情報・
気象情報・電力価格情報に基づく制御の場合もある。具体的には、HEMS やBEMS、

FEMS などのエネルギーマネジメントシステム、デマンドレスポンス、および電動車両による

系統制御技術（V2G、G2V 等）を指す。

系統の効果的運用が可
能となる先進技術

送配電系統の運用効率やフレキシビリティ、セキュリティを向上させるための先進技術。
具体的には、超電導送電、高電圧直流送電、パワーエレクトロニクス応用機器（Flexible
Alternating Current Transmission System、FACTS 等）を指す。

先進的なインターフェー
ス技術

今後導入が進展する分散型電源の系統連系技術、および需要家機器と電力系統を結ぶ先
進的なインターフェース技術。情報の授受、および系統との保護協調機能を有する。
具体的には、パワーコンディショナ技術、スマートメーター通信システム（Advanced
Metering Infrastructure、AMI） を指す。



先進的低炭素エネルギー技術の開発途上国展開に関する基礎調査業務 2017 年 2 月 
 

II-147 
     

・ 蓄電池システム産業戦略研究会 

・ 次世代エネルギー・システムに係る国際標準化に関する研究会 

・ 次世代エネルギー社会システム協議会 

・ エネルギー基本計画の改定 

 スマートグリッド・スマートコミュニティに係る関連技術の開発・実証においては、以下の

取組みが挙げられる。 

・ スマートメーター大規模実証実験 156 

スマートメーター導入に期待される省エネルギー・負荷平準化効果について分析を行うこと

を目的として、一般家庭等に 900台程度のスマートメーターを設置した上で、見える化に加え、

電気料金プログラムや機器制御技術を通じた需要側の管理に係る省エネ効果を検証する等の

大規模な実証事業を実施した。2009 年度から 2011 年度までに実施され、累積で約 15.9 億円の

予算が充てられた。 

 

・ 離島マイクログリッド実証研究 157 

10 の離島 158を対象に、独立した系統となっている離島において、太陽光発電を大量導入し

た場合の実系統へ与える影響を把握するとともに、系統安定化対策に関する実証試験である。

経済産業省所管の補助事業として、2009 年に実施された。 

 

・ 米国ニューメキシコ州における日米スマートグリッド実証 

詳細はスマートコミュニティの海外事例を参照。 

 

・ 次世代エネルギー社会システム実証事業 

詳細はスマートコミュニティの国内実証事業を参照。 

 

・ 次世代送配電系統最適制御技術実証事業 159 

 同じ経済産業所所管の補助事業である。2020 年における太陽光発電等の再生可能エネルギー

の大量導入目標と系統安定化を両立するために、需要家内機器の最適制御方式、配電系統の系

統電圧制御方式等の開発・実証等を行うものである。2010 年度から 2012 年度までの 3 年間に

わたって実施された。 

 

・ 国内電力会社におけるスマートメーター実証実験 160 

電力会社においても、多くのスマートメーターに関連する各種実証事業が実施・予定されて

おり、エネルギー・環境会議（2011 年 7 月 29 日）における「今後 5 年以内に総需要の 8 割を

                                                   
156 経済産業省、スマートメーター制度検討会（第 11 回）公開資料。 
157 経済産業省、次世代送配電システム制度検討会（第 7 回）第 1 ワーキンググループ 公開資料（2010 年

12 月 27 日開催）。 
158 九州の黒島、竹島、中之島、諏訪之瀬島、小宝島、宝島と沖縄の宮古島、与那国島、多良間島、北大東島

である。 
159 経済産業省、次世代送配電システム制度検討会（第 7 回）第 1 ワーキンググループ 公開資料（2010 年

12 月 27 日開催）。 
160 経済産業省、電力システム改革専門委員会（第 2 回）公開資料（2012 年 3 月 6 日開催）。 
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スマートメーター化する」との目標に向け、2012 年 2 月時点で約 130 万個のスマートメーター

が設置されている。 

10.2.3. 主な国内企業 

 スマートグリッド関連技術の開発において、日本の重電企業は、国内外におけるスマートグ

リッド関連実証事業に企業コンソーシアムの形で参加し、各社の強みを生かした技術協力と共

同開発事業を進めている。日立は、日本風力開発株式会社、トヨタ自動車株式会社とパナソニ

ック電工の 3 社と連携し、2010 年 9 月から 2 年間六ヶ所村スマートグリッド実証事業 161を実

施し、連系点潮流、地域用太陽光発電監視、スマートメーター、HUB 蓄電池などの実証を進め

ている。そのほか、2010 年度から東京電力、伊藤忠商事、東京工業大学などと共同で、次世代

送電システム「日本版スマートグリッド」162構築に向けた実証実験を実施した。 

東芝は、横浜において 2014 年までの期間で進められている次世代エネルギー・社会システ

ム実証や宮古島における離島マイクログリッド実証実験、米国ニューメキシコ州における日米

スマートグリッド実証事業に参加しており、再生可能エネルギー、HEMS、BEMS、CEMS、次

世代交通ネットワーク、ライフスタイルの更新といったテーマに関して取組を進めている。 

10.2.4. 他国の主な研究開発動向 

(1) アメリカ 

 2007 年のエネルギー自立・安全法（Energy Independence and Security Act of 2007、EISA）に始

まり、2009 年のオバマ大統領就任及びそれ以降の「アメリカ再生・再投資法（American Recovery 

and Reinvestment Act、ARRA）によって、スマートグリッドに関する大規模な実証実験の展開

が進められている。主なものは、エネルギー省（Department of Energy、DOE）により実施され

ているスマートグリッド投資補助金プログラム（Smart Grid Investment Grants、SGIG）とスマー

トグリッド実証事業（Smart Grid Demonstration Project、SGDP）の二つである。これは、5 年間

のプログラムで、DOE 内に設けられた電力供給とエネルギー信頼性プログラムオフィス（Office 

of Electricity Delivery and Energy Reliability、略称 OE）が運営主体となっている。 

SGIG は送電線網の近代化、サイバーセキュリティの強化、系統相互運用のパフォーマンス

を向上することに焦点が置かれており、連邦政府（ARRA）と民間から、200 を超える電気関連

企業や組織に総額 79 億ドルにのぼる巨額の投資をスマートグリッド導入プロジェクトの助成

補助金として行っている。 

 

  

  

                                                   
161 http://www.hitachi.co.jp/products/it/portal/info/magazine/uvalere/uvalue_world/world21/index02.html；
http://www.hitachi.co.jp/New/cnews/month/2010/09/0915a.html  
162 http://www.soumu.go.jp/main_content/000049392.pdf  

http://www.hitachi.co.jp/products/it/portal/info/magazine/uvalere/uvalue_world/world21/index02.html
http://www.hitachi.co.jp/New/cnews/month/2010/09/0915a.html
http://www.soumu.go.jp/main_content/000049392.pdf
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表 40 SGIG：投資技術分野と投資額・プロジェクト数 163 

 
 

SGDP164は、SGIG 同様、DOE が先導するプロジェクトであり、その目的は現在使用されて

いる送電線網を大幅に改善することのできる、新しくコスト効率の良いスマートグリッド技術、

機器、システムを実証することである。採択されたプロジェクトには DOE から総額の 50%ま

での財政援助がなされる。注意すべきは SGIG が認可であるのに対して、SGDP は協調的な合

意であることである。  

SGDP には 2 種類のプロジェクトが存在する。1 つは地域のスマートグリッドの実現可能性

の確認実証であり、スマートグリッドによるコストと利益を定量化し、国全体で着実に再実施

可能か検証できる規模で新しいスマートグリッドのビジネスモデルを確認することにある。も

う 1 つはバッテリーやフライホイール 165、圧縮空気エネルギー貯蔵のようなエネルギー貯蔵

技術に関するプロジェクトであり、これらは負荷平準化、ランピング制御、周波数規制、配電

設備、風力や太陽光などの再生可能エネルギーのグリッドへ組み込む際に役立つことが期待さ

れる。現在で 32 のプロジェクトが存在するが、予算総額は約 16 億ドルであり、連邦による負

担額は約 6 億ドルである。また、そのうちの半数が地域的な確認実証プロジェクトであり予算

額は約 8.7 億ドル、残りの半分がエネルギー貯蔵技術に関するプロジェクトであり予算額は約

6.5 億ドルである。 

 地域や特性に応じた様々なマイクログリッドを構築する傾向も、顕在化しつつある。東海岸

のマサチューセッツ州ボストンでは、地元のマサチューセッツ工科大学（MIT）がボストン市

内の各地域における電力消費の状況を詳細に分析、年間で時間ごとの電力消費パターンとして

データ化した。これを基に、市内の候補地 22 カ所がマイクログリッドの構築に適していると

いう結果をまとめ、今後マイクログリッド実現に向けた検討をさらに続けるという。ほか、テ

キサス州やカリフォルニア州には既にマイクログリッドを活用している。 

                                                   
163 http://energy.gov/sites/prod/files/2013/10/f3/SGIG_progress_report_2013.pdf より整理。 
164 https://www.smartgrid.gov/recovery_act/overview/smart_grid_demonstration_program.html  
165 電気を回転エネルギーに変えて保存する装置 

技術分野 投資予定額 プロジェクト数 備考

スマートメーター通信システム（Advanced
Metering Infrastructure、AMI）：電力会社と

顧客間の双方向通信を行うためのスマートメー
ター、双方向通信ネットワーク、データ管理システ
ムで構成される統合システム

約40億ドル 65
2013年12月時点で、合計1,400万台

のスマートメーターが設置され、予定
設置数の1,550万代の90%以上を達

成

カスタマーシステム：直接負荷制御機器、プログラ
ム可能なサーモスタット、宅内ディスプレイ、ウエ
ブポータルなど

約13億ドル 66

先進的な送電システム：位相計測装置、または
フェーザ情報計測装置（Phasor Measurement
Unit、PMU）

約6億ドル 19

2013年12月末までに追加導入された

PMUの数は1,000台を越え、当初の

目標（800台）を大きく上回る。※

SGIGプログラム以前に全米に設置・

運用されているPMUは合計166台

先進的な配電システム：自動フィーダースイッチ
など

約20億ドル 57

2013年3月時点で、故障回路の検知・

隔離等の機能をもつ自動フィーダース
イッチに関しては7,700台の設置が完

了し、最終的に最低7,500台を設置す

るという目標を達成

http://energy.gov/sites/prod/files/2013/10/f3/SGIG_progress_report_2013.pdf
https://www.smartgrid.gov/recovery_act/overview/smart_grid_demonstration_program.html
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 (2) ヨーロッパ 

 EU は、2010 年の EU 成長戦略「欧州 2020」において、2007 年に掲げた気候変動・エネルギ

ー政策である EU20-20-20、即ち 2020 年までに、温暖化ガス排出量削減（1990 年比）、再生可

能エネルギーの利用、エネルギー効率化に向けて各々20%の数値目標の達成には、次世代エネ

ルギーネットワーク「スマートグリッド」の導入と EU 域内と周辺地域の相互接続等のインフ

ラの近代化が急務としている。これを具体的に進めるため、欧州委員会は 2011 年 4 月、スマ

ートグリッドの普及に向けた計画を発表し、当時 EU 全体で 10%程度と言われるスマートメー

ター設置率を 2020 年までに域内全世帯の 80%に、2022 年までに 100%に到達させることを目

標 166としている。 

 EU 初のスマートグリッド関連のプロジェクトは、英国、イタリア、ドイツ、デンマーク等

の 11 カ国 38 機関が参加した Dispower（Distributed Generation with High Penetration of Renewable 

Energy Sources、再生可能エネルギー源の高浸透による分散型発電）プロジェクトである 167。

これは、再生可能エネルギーを主流とする分散型発電源を開発する目的で、2002 年から 2004

年の期間に実施された欧州初の実証事業である。欧州委員会の共同リサーチセンター（Joint 

Research Centre、JRC）が 2014 年 5 月に公表した報告書 168によれば、2002 年の Dispower プロ

ジェクトを開始してから 2013 年までの期間に欧州 47 カ国で総事業費 31.5 億ユーロ（約 4350

億円）にのぼる合計 459 件のスマートグリッド関連プロジェクトが実施された。そのうち 211

件が研究・開発段階（Research & Development、R&D）、248 件が実証・配備（Demonstration & 

Deployment、D&D）段階にあり、全体のおよそ半数が現在も継続中である。プロジェクトの内

容は、配電自動化、グリッドモニタリング・制御、エネルギー貯蔵、大規模再生可能エネルギ

ーおよび分散型電源のグリッド統合、デマンドレスポンス、仮想発電所（Virtual Power Plant、

VPP）169、最先端情報通信技術（ICT）、電気自動車の利用、スマートホーム、スマートメータ

ーなどを含む。図 81 に国ごとのスマートグリッドに関するプロジェクト数を示す。 

 

                                                   
166 総務省（2012）スマートグリッド関連サービスにおけるプライバシー個人情報保護に関する調査研究報告

書 
167 経済産業省（2015）欧米地域におけるスマートコミュニティ関連技術の海外展開モデル調査研究事業 
168 http://ses.jrc.ec.europa.eu/smart-grids-observatory  
169 電力の自由化に伴って注目されている。VPP とは、常用・非常用を問わず、複数の分散電源（小規模な自

家発電設備、太陽光発電や風力発電などの再生可能エネルギー発電、燃料電池や蓄電池など）を通信ネット

ワークでまとめて統御、及び管理するシステムで、電力の需給バランスを機動的に実施することによって、

あたかも一つの発電所のように（仮想的（Virtual））機能させるソリューションである。 

http://ses.jrc.ec.europa.eu/smart-grids-observatory
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図 81 EU 内の研究開発事業数と実証事業数スマートグリッド技術 
出典：EU JRC（2014）Smart grid projects outlook 2014 

 

欧州におけるマイクログリッドの研究は、EU 加盟国内の企業、研究機関、及び大学等で分

散して実施されている。第 5 次フ研究枠組み計画（FP）での「Microgrids : Large Scale Integration 

of Micro-Generation to Low Voltage Grids」プロジェクト（2003-2005）、第 6 次 FP での「More 

Microgrids: Advanced Architecture and Control Concepts for More Microgrids」プロジェクト（2006-

2009）で、ドイツやギリシャ、イタリア、オランダなどで実験サイトによる研究 170が進められ

ている。

                                                   
170 https://www.smart-japan.org/reference/l3/Vcms3_00000142.html 

https://www.smart-japan.org/reference/l3/Vcms3_00000142.html


先進的低炭素エネルギー技術の開発途上国展開に関する基礎調査業務 2017 年 2 月 
 

II-152 
     

10.3. デマンドレスポンス 

10.3.1. 開発・導入の必要性 

福島事故後、エネルギー供給の制約や集中型エネルギー・システムの脆弱性が明らかとなっ

た。また、再生可能エネルギーの導入拡大に伴い、電圧、周波数などの電気の品質の確保が課

題として顕在化しつつある。こうした状況を背景に、エネルギーの供給状況に応じてスマート

に消費パターンを変化させる取組デマンドレスポンス（以下 DR という）の活用可能性やその

効果が注目されている。 

 2014 年 4 月に閣議決定された「エネルギー基本計画」171では、エネルギー供給量に応じて需

要量を抑制する DR の活用によって、発電容量の合理的な規模の維持と安定供給を実現するこ

とが謳われている。DR は本来、通常の負荷カーブから外れた季節的あるいは突発的なピーク

需要を平滑化し需給バランスを適正なレベルで維持する目的で実施される。しかし、前述の「エ

ネルギー基本計画」においても、DR の活用は「（4）業態ごとに細分化したエネルギー消費実

態に対応した更なるエネルギーの取組」の一節として提示されていることから、政策的に DR

を省エネの文脈でとらえている。 

10.3.2. 国内の技術開発動向 

(1) DR の概要 

これまでは、電力需要が多くなった場合、それに合わせて発電所を増設し、供給量を増やし

ていくことになっている。DR は、それとは違い節電することで電力供給量の範囲内まで需要

を減らすという方法になる。DR は、需要抑制の方法によって、①電気料金設定によって需要

を制御しようとする電気料金型と、②電力会社と需要家の契約に基づき、電力会社からの要請

に応じて需要家が重要を制御するインセンティブ型（ネガワット取引）の大きく二つに区分で

きる。 

 電気料金型は時間帯に応じて有意な電気料金の価格差を設けることで、需要の価格弾力性

（負の相関）を通じて需要家が電力の消費パターンを変化させる方法である。これに対して、

インセンティブ型は需要量の抑制を節電容量という形で予め定量的に管理し、電力会社からの

要請に応じて需要家が節電を実施し、その対価を報酬として需要家に支払うという方法である。

表 41、表 42 に電気料金型とインセンティブ型のそれぞれの主要な DR の種類を示す。料金変

動型とインセンティブ型は完全に代替する関係にはなく、料金変動型を常時に実施しつつイン

センティブ型を短期的に発動させる両者の併用も可能である。 

 

  

                                                   
171 http://www.enecho.meti.go.jp/category/others/basic_plan/pdf/140411.pdf  

http://www.enecho.meti.go.jp/category/others/basic_plan/pdf/140411.pdf
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表 41 料金変動型：主な DR の料金メニュー172 

主な DR の料金メニュー 備考 

① Time of Use（TOU） 

 

 一日の時間帯ごとに異なる固定の電気料金があ

らかじめ設定される。 

 一旦設定された時間帯や料金は緊急時であって

も固定され変動しない点が CPP と異なる。 

 緊急時であっても料金と適用時期が固定されて

いるから、料金変動型の DR と見なさないとの見

方もある。 

② Critical Peak Pricing（CPP） 

 

 あらかじめ設定された非常に高い電気料金が緊

急時や卸電力価格高騰時にだけ数時間単位で適

用される。 

 いつ発動されるかは決まっておらず数日前/前日/

数時間前に需要家に知らせる。 

 TOU との併用も可能。 

③ Real-Time Pricing（RTP） 

 

 卸電力価格の変動に伴って電気料金が時間単位

で変動する。 

 

  

                                                   
172 民生（家庭・業務）部門における省エネルギー対策強化に向けた異業種研究会報告書 平成 2014 年度

（委託先日本エネルギー経済研究所）、経済産業省、電力システム改革専門委員会（第 2 回）公開資料（2012
年 3 月 6 日開催） 
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表 42 インセンティブ型：主な DR のタイプ 173 

主な DR のタイプ 備考 

① Direct load control  緊急時に需要家の特定機器（エアコン、温水器等）を電力会

社が停止させるなど遠隔操作で一定の制御を行う。 

 見返りとして需要家はインセンティブ報酬を得る。 

 カリフォルニア州ではエアコンを対象として 1980 年代から

実施されている。 

② Demand bidding/buyback 

programs 

 卸電力価格高騰時に需要家が卸電力市場に自らの節電容量

を入札する。 

③ Emergency demand 

response programs 

 緊急時に需要家が実現した節電容量に対してインセンティ

ブ報酬を得る。 

④ Capacity market programs  需要家はシステム容量の代替として節電量を提供し、見返り

にインセンティブ報酬を得る。 

⑤ Interruptible/ curtailable  緊急時に負荷削減・遮断を実施することを事前に合意し、需

要家はその見返りにインセンティブ報酬を得る。 

 料金変動型との併用も可能だが、このオプションを料金変動

型と分類する見方もある。 

⑥ Ancillary service market 

programs 

 需要の瞬時変動に対応するように需要家が即時性のある負

荷削減を実施することでグリッドオペレーターから報酬を

得る。 

 緊急時での発動 

 RTP との併用可能 

 

我が国において、インセンティブ型（ネガワット取引）に類する需要抑制としては、従来、

一般電気事業者が大口需要家との間で、需給ひっ迫時の需要抑制を条件に割引を行う需給調整

契約という形で行われてきた。また、最近では、一部の新電力が、自社の需要家に対し、市場

価格高騰時に需要抑制を要請し、その重要抑制量に応じて対価を支払う契約を締結している。 

2014 年策定の「エネルギー基本計画」や電力システム改革を着実に進めることにより、ネガ

ワット取引を含めた新たな事業形態を導入しやすい環境を整備していくこととされた。今後、

拡大が期待されるネガワット取引は、これまでのような一般電気事業者や新電力等と大口需要

家との二者間で行われる取引ではなく、小売電気事業者と需要家との間に専門の第三者（ネガ

ワット事業者、或いはアグリゲーター）が介在することにより、家庭も含めた多様な需要家を

対象として、幅広い小売電気事業者等が取引できるものに展開していく。 

 

                                                   
173 民生（家庭・業務）部門における省エネルギー対策強化に向けた異業種研究会報告書 平成 2014 年度

（委託先日本エネルギー経済研究所） 
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図 82 ネガワット取引に類するこれまでの取引（左）とネガワット取引の仕組み（右）174 

 

(2) 我が国が実施した主な実証研究 

我が国の「エネルギー基本計画」では、スマートメーターの導入と電力システム改革による

小売り事業の自由化に伴う多様な電気料金の設定が行われることで、まず前者の料金変動型の

DR の実現を目指すとしている。そして、料金変動型の次の段階としてインセンティブ型によ

る節電容量をネガワット取引という形で取引できるように定量的な管理を実施してゆくとし

ている。具体的には、2013 年度にネガワット取引のシステム構築等を行い、2014 年度に実証

を実施し、需要削減依頼から実際の需要削減までにかかる時間や削減可能な需要量等について

確認し、ネガワットの活用可能性を検証しつつ、2017 年までにネガワット取引市場を創設する

ことを目指している。 

2010 年から 2013 年にかけて国内 4 地域で実施されたスマートコミュニティ実証実験から、

北九州とけいはんな地区で我が国初の料金変動型の DR の実証実験を実施された。表 43 に地

区別のピークカットの削減率を示したものである。大まかに見ると、2 割のピークカット効果

が得られている。CPP の価格を高くした場合でも、その効果は大きく変化しないと言えよう。 

 

  

                                                   
174 経済産業省 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力基本政策小委員会（第 5 回）公開

資料（2016 年 3 月 30 日開催） 
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表 43 北九州とけいはんな地区での料金変動型 DR によるピークカット率 175 

 
 

 他方、ネガワットの実証研究は、3 社の電力会社（東京電力、関西電力、中部電力）と約 20

組のアグリゲーターの参加のもの、多様な属性（業種、保有設備等）の需要家において 2015 年

度に実施された。その結果、需要削減に関して成功率が最も高いアグリゲーターの成功率は

85%以上であった。設備別で見ると、制御機器が自家発である場合に相対的に高い成功率が得

られた（図 83）。 

 

 

図 83 ネガワット取引実証結果 176 
 
我が国が海外で実施している DR 実証事業として、NEDO が米国ニューメキシコ州でのスマ

                                                   
175 経済産業省 次世代エネルギー・社会システム協議会（第 18 回）公開資料（2016 年 6 月 7 日開催） 
176 経済産業省、次世代エネルギー・社会システム協議会（第 18 回）公開資料（2016 年 6 月 7 日開催） 
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ートグリッド共同プロジェクトが挙げられる 177（プロジェクトの概要については、スマートコ

ミュニティの海外事例を参照）。同プロジェクトは、約 900 軒の住宅を対象に、2013 年から 2

年間にわたり、時間帯別に異なる電気料金を設定し、消費者の消費行動を変えることで、電力

の需要パターンの変化を促す DR 実証を行い、各家庭の夕刻の電力消費を最大で約 10％抑制で

きることを実証した。 

10.3.3. 主な国内企業 

 東京電力は、横浜スマートシティプロジェクトにおいて、家庭用 DR メニューの検討・導入

を行った。また、早稲田大学 EMS 新宿実証センターにおいて、DR の活用領域を従前の夏季ピ

ークカットだけでなく、アンシラリーや経済代替活用まで拡大することを念頭に、経済産業省

および国内外の DR 事業者とインセンティブ型 DR 実証も実施されている 178。 

 ネガワット取引としての DR を手掛けている企業として米国 EnerNOC（エナノック）179社を

取り上げられる。EnerNOC 社は、DR のアグリゲーター（DR アグリゲーター）の最大手企業

であり、2013 年に丸紅と合併支社を設立し、経産省のネガワット取引実証実験に参加するなど、

DR の市場に積極的に参画している。 

 2017 年のネガワット取引市場の創設に向けて、デマンドレスポンス推進協議会（DRC）180は

2015 年 3 月に、経済産業省のネガワット取引実証事業に参加しているアグリゲーターが集ま

り、設立された。本協議会は、日本において今後導入と拡大が期待されている DR の立上げを

育成し、その発展を通じて電力システムの信頼性向上、効率化、コスト低減、CO2 削減に貢献

し、DR 産業発展に努めることを目的としている。2016 年 3 月現在、アズビル、エナノック、

エナジープールジャパン、ダイキン、京セラ、双日、東芝、日立、丸紅、三菱電機などの 17 社

がメンバーとなっている。 

10.3.4. 他国の主な研究開発動向 

(1) アメリカ 

 米連邦エネルギー規制委員会（Federal Energy Regulatory Commission、FERC）の報告書によ

れば 181、2013 年の米国における DR によるポテンシャルピーク削減量は全体で約 2,710 万 kW

となっている。米国全体として部門別のポテンシャルを見ると、全体の 55%が産業部門となっ

ている。次いで家庭部門が 26%、業務部門が 19%となっている。 

 ARRA によって実施されている実証の中に DR にかかる実証も含まれており、多数の実証事

業が実施された。2015 年 6 月には、米国エネルギー省（Department of Energy、DOE）がこれら

の実証の成果を取りまとめた Interim Report を発表している 182。同報告では、電気料金の変化

                                                   
177 http://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_100376.html  
178 http://www.tepco.co.jp/corporateinfo/company/rd/superconduct/DR.html  
179 2001 年に設立され、2007 年米 NASDAQ に上場、従業員数約 1,000 名。世界 11 カ国で DR サービスを提供

している。管理ネガワット規模は約 7,000MW、世界最大の DR 事業者である。 
180 http://www.dr-council.jp/about.html  
181 FERC (2015) Assessment of demand response advanced metering. Staff report 2015. 
182 DOE（2015）Interim report on customer acceptance, retention and response to time based rates from the consumer 
behavior studies. 

http://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_100376.html
http://www.tepco.co.jp/corporateinfo/company/rd/superconduct/DR.html
http://www.dr-council.jp/about.html
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とピークカットに関する消費者行動に着目して実証結果を整理している。 

 電力会社自身が顧客向けに DR サービスを実施するケースは、発電部門と小売部門を持つ垂

直統合型の電力会社が多いアメリカで盛んである。例えば、カリフォルニア州 PG&E、オクラ

ホマ州 OG&E は、いずれも顧客向けに DR サービスを提供している。表 44 に米国における主

要 DR プロジェクトの概要を示す。 

 

表 44 米国における主要 DR プロジェクト 183 

 
 

(2) ヨーロッパ 

現在欧州における DR 事業は産業需要家と業務需要家向けを中心に実施されている。欧州に

おける DR 事業は米国と比べ、進展が遅れ、規模も小さい。欧州における DR の普及を推進す

る業界団体 SEDC（Smart Energy Demand Coalition）によれば、DR が商業的に整備された国が

2015 年には英国、スイス、ベルギー、アイルランド、フィンランドとフランスの合計 6 カ国と

報告されている。DR の環境が整備されている国は未だ多くないことが分かる。EU 各国の DR

利用状況は図 84 に示す。主要国のスマートグリッド・DR への取組みの概要は表 45 にまとめ

る。 

 

                                                   
183 JSCA newsletter 32 号 

実施主体 特徴 成果・実績

米カリフォルニア州
PG&E（Pacific Gas
& Electridc）

需給逼迫時に需要家のエアコンを直接制御す
るDRサービス「SmartAC」を展開。温度設定を

自動で変更してネガワットを確実に発生させ、
50ドルの報酬を付与。BMWとの連携で電気自

動車顧客に対してもDRサービスを開始

2007年からの累計で30万軒、2014年現在でも

15万軒がDRプログラムに参加し、ピークカット

に貢献。自動車顧客向けDRサービスは、2015
年から開始し、100台からスタート

米オクラホマ州
OG&E（Oklahoma
Gas & Electric）

家庭など需要家向けDRサービス「Smart
Hours」を展開。料金プラン、スマートサーモス

タット、Webポータルを活用して、顧客にピーク

時の料金を通知して、節電要請を行う

2012年末で4万2000世帯がDRサービスに参

加。目標は、16万件（全需要家の20％）。最大

30％、最小11％のピークカット効果が認めら

れ、火力発電所の新規建設を凍結

米PHI（Pepco
Holdings Inc）

Comvergeのシステムを導入し、一般家庭中心

に需要家向けにDRサービスを提供。顧客には

スマートサーモスタットや制御機器などの設備を
無償提供して、参加時に80ドル、需要削減に協

力したら追加で80ドル支払う

一般家庭中心に約35万件の需要家がDRプロ

グラムに参加し、40万5000kWのネガワットを管

理。

米EnerNoc
大口商業・産業施設向けにDRサービスを展開

し、主に卸電力市場の容量市場で売り上げ・利
益を伸ばした。需要家向けにはエネルギー
サービスを充実させ、省エネメリットも訴求

契約大口商業・産業施設は約9000社（2014年

7月）、NOC（Network Operations Center）

からコントロールできるDR資源は9000MW。売

り上げは、2013年3億8000万ドル、2014年4億

6500万ドル。売り上げの70％が卸電力市場
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図 84 EU における DR 利用状況 
出典：SEDC（2015）Mapping Demand Response in Europe Today -2015 

 

表 45 EU 主要国のスマートグリッド・DR への取組み 184 

                                                   
184 経済産業省（2013）スマートコミュニティ推進に向けたデマンドレスポンスに関する海外動向調査（委託

先日本エネルギー経済研究所） 

国 DRへの取組み

英国

DRの実施を目指して、最先端のオープンADR（自動DR）の導入を検討するな

ど積極的な姿勢を見せている。そして、スマートメーターを2019年までに2700万

世帯に導入することを義務化した。現在英国では以下二つのプログラムが実施さ
れている。
・STOR プログラム（Short Term Operating Reserves Programme）

・DPCR5（Distribution Price Control Review 5）

フランス

スマートメーターの設置を義務化し、2018年までに3500万件の設置を目標に掲

げている。また、冬季の電力のピークカット・ピークシフトのためにDRを実施して

いる。

イタリア

イタリアのEnel 社は過去10 年間渡って、従来式の電気メーターを電子式メー

ターに切り替える事業を実施している。2011 年まで、95％の従来式の電気メー

ターを電子式メーターに切り替えた。Enel 社は更に、見える化装置SmartInfo
の実証プロジェクトを実施している（実施期間2010 年～2014 年）。イタリアの送

電系統運用事業者（TSO）は年間390 万kW 規模の負荷抑制プログラムを実施

しているが、産業需要家のみを対象としている。

ドイツ

スマートメーター導入義務付けなどの法制化はされていないが、環境と経済面か
らエネルギーの長期的な安定供給を実現することは、国の最優先課題ととらえて
いる。そのため、政府はエネルギー供給システムを管理・制御し、最適化を図る
「E-Energy」構想の実現をすすめている。「E-Energy」の実証プロジェクトの6つ

には、ICT技術を利活用したDRが含まれている。
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10.4. BEMS_HEMS 

10.4.1. 開発・導入の必要性 

2015 年 7 月 16 日、｢長期エネルギー需給見通し｣が決定、本見通しでは、高効率技術の導入

及び運用面でのエネルギー効率改善により 2030 年までに自然体と比較して 5030 万 kl 分の徹

底した省エネルギーを行うことを織り込む。この結果、最終エネルギー消費の GDP 原単位は

現状から 2030 年までに 35%改善と見込まれており、この改善は、石油危機を挟む 1970～90 年

に達成した水準と同様の大幅改善に相当する。本見通しでの省エネルギーを部門別に見ると、

2030 年における民生部門（家庭及び業務）が全体の 49%と最大の割合を占める。 

家庭・業務部門における省エネルギーの推進は日本の CO2 削減目標達成に向けても重要であ

る。日本の 2030 年までの CO2 削減に関する約束草案では、2013 年度比 26%削減としている。

CO2 排出目標達成の内訳として、業務部門の貢献が 36%と最大で、これに家庭部門の 26%、運

輸部門の 20%そして産業・転換部門がそれぞれ 9%となっている。これらを踏まえて、民生部

門の省エネルギー対策の強化が求められている。 

家庭・業務部門の省エネルギー対策として、HEMS（Home Energy Management System）なら

びに BEMS（Building Energy Management System）への期待は高い。「長期エネルギー需給見通

し」で 2030 年に達成すべきとして想定される家庭部門の省エネルギー量は 1.160.7 万 kl に上

り、このうち HEMS・スマートメーターを利用した家庭部門における徹底的なエネルギー管理

の実施による省エネ量は、100%の世帯での導入・普及を想定し、178.3 万 kl、家庭部門の省エ

ネルギー量の 15%を占める。なお、同見通しにおけるトップランナー制度による機器の省エネ

ルギー性能向上の省エネルギー量が 2030 年時点で 133.5 万 kl と HEMS の省エネ量を下回る想

定になっている。これは、機器によっては、エネルギー効率改善が既に経済的に達成可能な限

界に近付いていることに加え、機器単体の効率改善が進む一方で保有台数が増加していること

から、運用面での効率改善が必要であることを考慮し HEMS（ならびにスマートメーター）を

利用したエネルギー管理を推進する必要性があることを示唆する。 

これ以外にも HEMS 導入の導入に向けた背景として、省エネルギーの推進ならびに気候変

動対策として政府が ZEH（Zero Energy House）の新築 100%普及目標を設定している。目標達

成に向け、ハウスメーカー等が住宅用太陽光発電システム、燃料電池、蓄電池ならびに HEMS

をセットで販売しており、2030 年に向け、世帯では HEMS を備えたスマートハウスの普及が

期待されていることも背景にある。 

導入に向け検討が進められるデマンドレスポンスの対応として、ダイナミック・プライシン

グなど柔軟な電力料金に対応するためには HEMS による機器の自動制御（Auto Demand 

Response: ADR）が有効であり、ADR 対応機器と機器を制御するために HEMS の導入により DR

を実施することが必要となる。 

同じく「長期エネルギー需給見通し」における 2030 年に想定される業務部門の省エネ量は、

1,226.5 万 kl と推計される一方、BEMS の活用、省エネ診断等による業務部門における徹底的

なエネルギー管理の実施による省エネ量は同じく 2030 年時点で 47%の導入・普及を想定した

上で 235.3 万 kl と推計され、全体の 19%に上る。対策別の省エネ量としては、業務部門では新



先進的低炭素エネルギー技術の開発途上国展開に関する基礎調査業務 2017 年 2 月 
 

II-161 
     

築建築物の省エネ基準適合が 2030 年で 332.3 万 kl と最大であり、これにトップランナー制度

による機器の効率改善（278.4 万 kl）、高効率照明の導入（228.8 万 kl）、そして BEMS の活用

（省エネ診断の実施を含む）が続いており、運用面でのエネルギー効率改善に対する重要性を

示唆するものである。 

10.4.2. 国内の技術開発動向 

(1) 技術の概要：HEMS 

 HEMS は、IT 技術を活用し、家電機器や給湯機器をネットワークでつなぎ自動制御する技

術である。HEMS には、家庭のエネルギー消費を機器別・時間別に表示する「見える化」機能

に留まるものから、家庭の電力・ガス料金制約や CO2 排出制約、または室内温度設定に応じて

機器側が最適運転できるように自動制御する機能を備えたものまで多様な種類が存在する。 

 NEDO が行った実証事業では、HEMS の導入により季節ごとの差はあるものの、6～12%程

度の省エネルギー効果があると指摘している 185。 
 

図 85：ホームエネルギーマネジメントシステム（HEMS）の概要 

 

（出典）資源エネルギー庁 (2006)『エネルギー白書』 

 

  

                                                   
185 独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構（2006）『平成 18 年度 一般家庭における HEMS 導

入実証試験による省エネルギー効果の評価解析』 
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(2) 技術の概要：BEMS 

BEMS は事務所・ビル、店舗など建物のエネルギー使用状況の見える化に加え空調や照明な

どの設備機器の制御を行い、最適なエネルギー運用を支援するシステムのことである。技術の

導入のみならず、見える化を行うこと、ならびに省エネルギーサービス提供者により電力使用

量を計測すると共に計測結果のデータ化、表示そして省エネルギーサービス提供者がこれらを

分析し、制御や運用改善などの対策を検討、機器・設備の運用を制御することで、省エネルギ

ーを推進するシステムである。特に運用面での改善により、BEMS を活用することで、ピーク

時間帯から機器の稼働時間をシフトさせることにより電力料金の節減にも寄与する。 

なお、大規模ビルでは中央監視装置によってビル設備の制御を行うのが一般的であり、また

ビルでの消費エネルギーが大きいため、エネルギー使用状況を可視化する必要性が高くあった。

このため、中央監視装置/ビルオートメーションシステム（BAS）に BEMS が付随して導入され

ている。 

図 86：ビルディングエネルギーマネジメントシステム（BEMS）の概要 

 

（出所）一般社団法人 電子情報技術産業協会（2015）「BEMS による省エネ効果 - IT を活用したビルのエネ

ルギーマネージメント」 
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図 87：大規模ビル向け BEMS の例 

 
（出所）一般社団法人 電子情報技術産業協会（2015）「IT 活用による省エネ効果に関する調査研究報告書 ～

ビル、店舗への BEMS 導入による省エネ効果 ～」 

 

対照的に、中小規模ビルにおいて、従来中央監視装置が設定されている例はほとんどなく、

エネルギー消費量の可視化も進められてこなかった。他方、近年は床面積あたりエネルギー密

度の高い中小規模ビルまたは店舗が増えていることから、BEMS を導入しエネルギー消費の見

える化、ならびに制御を行うケースが増えつつある。 

 

図 88：中小規模ビル向け BEMS の例 
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近年ではクラウドを活用した自社ビル、店舗、倉庫等の複数拠点の複数拠点一括管理システ

ムも浸透してきており、初期投資の低減が可能になっている。 

 

図 89：クラウドを活用したビルディングエネルギーマネジメントシステム（BEMS）のイメ

ージ 

 
（出所）一般社団法人 電子情報技術産業協会（2015）「BEMS による省エネ効果 - IT を活用したビルのエネ

ルギーマネージメント」 

 

BEMS の活用による効果は、（一社）電子情報技術産業協会の試算によると、建物全体で約

10%の省エネに貢献するとされている。 

 

図 90： BEMS の省エネ効果 

 

（出所）一般社団法人 電子情報技術産業協会 グリーン IT 委員会 BEMS 導入促進 WG による試算（2015） 

 

(3) 技術開発動向 

① HEMS 

 ここでは HEMS 関連技術の開発動向を把握するために、特許分析等を行うパテント・リザル

ト社が行った HEMS 関連技術の特許出願に関する調査結果を参照する。本調査では、日本国内

での HEMS 関連技術開発にかかわる特許申請件数ならびに個別特許が有する得点の両面から
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総合力を評価している。これによると、総合評価としてはパナソニックが 1 位、2 位が東芝、

3 位が中国電力、4 位には米クアレコム（QUALCOMM）、5 位はシャープであった。 

 同調査が指摘するところでは、1 位のパナソニックでの注目度の高い特許として、「時間帯別

電気料金情報に基づいて複数の電気機器の予約運転を行う制御システム等」や「配電システム」、

「非接触電力伝送回路」が挙げられている。2 位の東芝は、「非接触型の充電等」や「予備力計

算装置等」の特許を有している。3 位の中国電力の特許としては、「電力系統における電力調整

方法・装置」ならびに「非接触給電システム、給電装置等」が挙げられる。 

 

図 91：HEMS 関連技術の特許出願状況 

 

（出典）環境ビジネスオンライン（2013）「国内 HEMS 関連特許ランキング トップ 3 はパナソニック、東芝、

中国電力」186 

 

  

                                                   
186 https://www.kankyo-
business.jp/news/004803.php?utm_source=mail&utm_medium=mail130515_d&utm_campaign=mail 
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表 46：HEMS 関連技術の特許総合力トップ 5 

順位 企業名 総合力 

（権利者スコア） 

有効特許件数 個別力 

（最高スコア） 

1 パナソニック 365.0 142 71.0 

2 東芝 327.7 92 73.8 

3 中国電力 262.8 60 74.9 

4 QUALCOMM 260.9 26 68.3 

5 シャープ 259.9 49 72.6 

（出典）環境ビジネスオンライン（2013）「国内 HEMS 関連特許ランキング トップ 3 はパナソニック、東

芝、中国電力」https://www.kankyo-

business.jp/news/004803.php?utm_source=mail&utm_medium=mail130515_d&utm_campaign=mail  

http://financegreenwatch.org/jp/?p=30478 
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② EMS 全般 

ここでは特許庁（2013）187のデータを参照し、日本のエネルギーマネジメントシステム（EMS）

技術の特許出願状況をスマートグリッド実現するための管理・監視技術と比較し、動向を把握

する。本調査では、1995 年から 2012 年に提出された日本特許文献ならびに外国特許文献、及

び非特許文献を参照し、スマートグリッドを実現するための管理・監視技術として①送電系統

広域監視システム、②配電網の管理、③分散型電源の系統連系、④デマンドレスポンス、⑤EMS、

⑥需要家用分散型電源システム、⑦EV の充放電システム、⑧AMI システムならびに⑨スマー

トグリッド関連サービスを技術分野として特定している。 

以下の図が示す通り、全世界におけるスマートグリッド関連技術の特許出願件数としては、

全体の 21.9%が分散型電源の系統連系に関する出願で、これに EM（17.5%）、配電網の管理

（12.8%）、送電系統広域監視システム（11.8%）、需要家用分散型電源システム（11.6%）が続

く。EMS の特許申請件数は、2007 年以降急増している。 

 

図 92： 全世界におけるスマートグリッド関連技術の特許出願状況 

特許庁（2013）『平成 24 年度 特許出願技術動向調査 －スマートグリッドを実現するための管理・監視技

術‐』 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
187 特許庁（2013）『平成 24 年度 特許出願技術動向調査 －スマートグリッドを実現するための管理・監視

技術‐』 
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図 93： 全世界におけるスマートグリッド関連技術別の特許出願割合 

（出典）特許庁（2013）『平成 24 年度 特許出願技術動向調査 －スマートグリッドを実現するための管

理・監視技術‐』 

 

なお、1995～2012 年の 18 年間では、いずれの技術分野においても日本国籍出願人の出願件

数が最多である。2007 年以降、送電系統広域監視システムで米欧中の国籍出願人の出願件数が、

配電網の管理で中国籍出願人の出願件数が日本のそれを上回っている。また、分散型電源の系

統連系で欧州国籍出願人の出願件数が日本のそれを上回っている。 

 

図 94： 全世界におけるスマートグリッド関連技術の特許出願状況 

特許庁（2013）『平成 24 年度 特許出願技術動向調査 －スマートグリッドを実現するための管理・監視技

術‐』 
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 EMS に関して、全世界への特許出願は日本が最多で全体の 57.2%を占める。これに、米国

（14.7%）、欧州の 13.4%が続く。 

図 95： 全世界における EMS 技術の特許出願状況

 

特許庁（2013）『平成 24 年度 特許出願技術動向調査 －スマートグリッドを実現するための管理・監視

技術‐』 

 

③ 実証事業 

経済産業省では、豊田市、北九州市、けいはんな、横浜市のスマートコミュニティ４地域で

大規模なエネルギーマネジメントシステム（HEMS, BEMS, MEMS, FEMS, CEMS）の研究開発

ならびに実証実験を実施した。これらの取組みと連携しつつ、総務省では通信ネットワーク技

術に関する実証実験を実施した。 

また、環境省では直流給電技術等を用いた自立・分散型低炭素エネルギー・システムの技術

開発・実証や、HEMS データを活用した家庭における CO2 削減実証を行っている。 

電力会社や電機メーカー、大学、研究機関の参画を得て、EMS と通信機器の相互接続を実現

するための検討を行っている。 

 

(4) 導入見込みの事例、市場規模 

経済産業省が 2015 年に策定した長期エネルギー需給見通しでは、2030 年に HEMS の普及率

をほぼ 100%、BEMS の普及率は中小業務ビルでの導入に対する経済的障壁を考慮し、47%と想

定している。 

表 47：HEMS・BEMS の導入実績及び普及見通し 

 導入実績（FY2012） 導入・普及見通し

（FY2030） 

HEMS 0.2% ほぼ 100% 

BEMS 6% 47% 

経済産業省（2015）『長期エネルギー需給見通し』 
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BEMS の市場規模は、日経 BP クリーンテック研究所「世界スマートシティ総覧 2012」によ

ると、世界市場規模は、2,000 億円以上に達しているとの推計もある。 

 

10.4.3. 主な国内企業 

(１) HEMS 

  HEMS の普及に向け、国内では異業種間連携が進んでおり、電力会社、電気メーカー、大

学、研究機関がコンソーシアムを組み、エコーネットライトと呼ばれる複数機器を同時に制御

するための共通規格の構築に取り組んできた経緯がある。また、導入補助事業等の実施により、

導入が進んでいることもあり、国際的に技術の優位性を持ちつつある。 

 

(２) BEMS 

 国内ではアズビル、ジョンソン・コントロールズが 2 大事業者である。 

アズビルでは様々な BEMS に関する技術開発も行っている。計測・制御技術ならびに情報処理

技術に関して、4 分野を戦略的技術領域として定め、技術課発が実施されている。 

 

① 自在計測制御技術 

広域な生産・居住環境で時間・場所を特定せずに計測・制御する技術で、これまでの設置

場所や時間、環境の状況により計測が困難で制御できなかった対象を自在に計測・制御す

る技術。 

 

② わかる化プロセス情報技術 

複雑なプロセスの状態・課題をわかる化し、高度にシステムを制御、進化させる情報技術。

「見える化」から一歩進んで「わかる化」へ深化させることで、複雑なプロセスの状況・

課題に対し飛躍的かつ高度にシステムを制御・進化させる情報処理技術。 

具体的には、人工知能技術で工場等における機器の操作データに関して正常時の振る舞い

を学習させ、正常時とは異なる動きを早期に発見し、管理者へ通知するシステムを開発し

ている。 
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③ 環境調査計測制御技術 

人の営み（生産・居住環境におけるエネルギー消費）に環境負荷低減を調和させる制御技

術で、環境変化を学習して最適なエネルギー供給を行い、環境負荷低減を目指す計測・制

御技術である。 

 

以下は、ビルを利用する人々に対して最適な情報や利便性を提供するクラウドベースのオ

ンラインサービスである。クラウド上のデータ間のつながりにより、従来一部の管理者だ

けが意識していた省エネルギーや快適性の課題をオフィスユーザーや来訪者等が共有し、

積極的に関与できるようになる。 

 

④ 快適空間計測制御技術 

快適かつ高品質な空間を提供するための技術で人など発熱負荷の所在に応じて空間の温

度分布を最適に制御し、迅速かつ高品質で安全な空間を提供する技術を快適空間計測制御

技術と Azbil 社では定義している。 

 

以下はその例である。、すなわち、気流（風量及び風向）を効果的に活用し、温冷感設定に

応じてより快適な居住環境を実現する空調システムを開発している。具体的には、オフィ

ス空間を約 25㎡の小さな単位に区切り、風量や風向を制御する空調方式を開発している。

セル単位に「風量が少ない穏やかな環境」から「下方気流による冷涼な環境」までの複数

段階の気流創出が可能である。下流気流が適用されることにより、同じ温度設定値でも、

涼しさを感じやすくなるため省エネルギーも期待できる。 

 

 諸外国では、DR アグリゲーターがサービスの一環として、BEMS を用いエネルギー需要家

の機器制御を行っている場合もある。 

 

 具体的には、以下の事例が挙げられる。 

・ シュナイダー・エレクトリック/エナジー・プール: 

シュナイダー・エレクトリックは電気設備・機器メーカーである。2010 年に産業用 DR ア

グリゲーターであるエナジー・プールを買収し、電力の節電分のアグリゲーション事業を

推進すると共に、工場・大型業務ビルを対象とした省エネルギーサービス事業を展開して

いる。2012 年から日本市場に進出している。 

 
・ ジョンソン・コントロールズ: 

ジョンソン・コントロールズはビル管理システム（Building Automation System）に強みを

有する。大型冷凍機で世界１位のシェア、冷凍冷蔵装置で世界３位のシェアを有する。ク

ラウドに BEMS 情報を集約し、データ分析することで、対象設備・機器の不具体を検知す
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るなど付加的なサービスを与えるシステムを開発するなど、サービスの高度化に向けた作

業を行っている。 

 

・ エナノック: 

エナノックは、工場、ビル、大型スーパーマーケット、学校等の公共施設を対象としてデ

ィマンドレスポンスサービスを提供する世界最大のディマンドレスポンスアグリゲータ

ーである。アグリゲーションビジネス以外にも、需要家に対してエネルギー需要把握に資

するソフトウエアを提供している。2011 年から日本市場に進出している。 

10.4.4. 他国の主な研究開発動向 

 諸外国では、EMS の技術開発よりもスマートグリッド関連技術開発の取組みが顕著である。

具体的には、米国エネルギー省では、スマートグリッドに関連する技術の規格や、高速双方向

通信システム、自動送配電システムの実用化に取り組んでいる。
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10.5. 系統（超電導送電） 

10.5.1. 開発・導入の必要性 

資源に乏しい我が国は、将来にわたり持続的発展を達成するため、革新的エネルギー技術の

開発、導入・普及によって、各国に先んじて次世代型のエネルギー利用社会の構築に取り組ん

でいくことが重要である。エネルギー基本計画（2014 年 4 月閣議決定）188や科学技術イノベー

ション総合戦略 2016（2016 年 5 月閣議決定）189においても、超電導技術などの基盤技術の開

発の進展が期待されている。 

東日本大震災以降、我が国は一次エネルギー供給の 9 割以上を化石燃料に依存する状況とな

っており、とりわけ電源構成に占める火力発電の割合は、2014 年度実績で約 88%と過去最大の

水準で推移している一方で、足元での再生可能エネルギー発電の割合は、12%程度にとどまっ

ている。 

2015 年 7 月に決定された長期エネルギー需給見通し 190では、2030 年の電源構成の見通しの

うち再生可能エネルギーは 22～24%と大幅な拡大が見込まれており、火力発電の高効率化とと

もに、再生可能エネルギーの大量導入を可能とする系統システムの構築が極めて重要である。 

今後、再生可能エネルギー利用をさらに向上させるため、分散化する発電所から集中化傾向

にある需要地にエネルギーロスを最小限に抑えて送電を行う技術として期待される高温超電

導ケーブルの実用化へ向けた開発が進められている。 

 

図 96 電源別発電電力量の推移 

 
（出所）電気事業連合会、電気事業における環境行動計画（2015 年 9 月） 

  

                                                   
188 http://www.enecho.meti.go.jp/category/others/basic_plan/pdf/140411.pdf 
189 http://www8.cao.go.jp/cstp/sogosenryaku/2016/honbun2016.pdf 
190 http://www.meti.go.jp/press/2015/07/20150716004/20150716004_2.pdf 

http://www.enecho.meti.go.jp/category/others/basic_plan/pdf/140411.pdf
http://www8.cao.go.jp/cstp/sogosenryaku/2016/honbun2016.pdf
http://www.meti.go.jp/press/2015/07/20150716004/20150716004_2.pdf
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また、産業・輸送分野等では既存技術による省エネルギーは極限まで進められているが、長

期エネルギー需給見通しでは、2030 年に省エネ量 1,961 億 kWh（電力需要の 17%）の実現が必

要とされており、新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）技術戦略研究センター（TSC）

によると、新しい省エネルギー技術の一つとして、高温超電導技術を適用すると、このうち約

10 億 kWh 以上のエネルギー削減への貢献が見込める 191、としている。 

 

図 97 超電導分野におけるこれまでの我が国の主な技術開発 

 
（出所）NEDO、TSC Foresight Vol.4（2015 年 9 月）から弊所作成 

10.5.2. 国内の技術開発動向 

（１）技術の概要 

 超電導現象とは、特定の金属や化合物を超低温に冷却したときに電気抵抗がゼロになる現象

であり、今から約 100 年前に、オランダのライデン大学の物理学者ヘイケ・カメルリング・オ

ンネスにより発見された。超電導体で送電線を作り、電気抵抗による損失なく電気を送る超電

導送電は、当初、超電導状態を作り出すために、超電導を絶対零度（セ氏マイナス 273 度）近

くまで冷却しなければならないという課題があった。 

その後、比較的高い温度で超電導状態になる高温超電導体の発見により、冷却に高価なヘリ

ウムを使用せず、安価な液体窒素で冷却が可能となったが、ビスマス系やイットリウム系 192の

高温超電導体はセラミックであるため、衝撃や曲げにもろく、細くて長い線材に加工すること

が難しく、超電導送電の構想は、長らく実用化の目途がつかなかった。 

しかし、高温超電導体を使ったケーブル製造技術が進化し、曲げに強く長尺の超電導ケーブ

                                                   
191 NEDO TSC、TSC Foresight Vol.4 第 1 章 超電導技術の概要（2015 年 10 月） 
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気軸受に関する要素技術研究開発

Y系超電導ﾊﾞﾙｸを用いた100kWh級ﾌ

ﾗｲﾎｲｰﾙ電力貯蔵ｼｽﾃﾑ用磁気軸受

の技術的見通しを得る

LTSを用いた7万kW超電導発電機の開発と実証

LTSを用いたSMESのための要素技術開発 LTSを用いたSMESｺｽﾄ低

減のための要素技術開発

Y系ｺｲﾙの開発とLTSを用いた

SMESの実系統連系試験

交流超電導電力

機器基盤技術
高温超電導ケーブル実証

安全・低ｺｽﾄ大規模蓄電

ｼｽﾃﾑ技術開発（FW）

安全性・信頼

性実証

HTS線材要素技術の開発 Y系長尺線材プロセス技術の開発

超電導電力貯蔵システム要素技術
超電導電力

貯蔵システム

超電導電力ﾈｯﾄﾜｰｸ

制御技術（SMES）

高温超電導フライ

ホイール電力貯蔵

フライホイール電力

貯蔵用超電導軸受

超電導電力ﾈｯ

ﾄﾜｰｸ制御技術

（SMES）

2012

超電導材料・超電素子研究開発
超電導応用基礎

（Ⅰ）
超電導応用基礎（Ⅱ）

超電導電力応用技術
超電導発電機

基礎技術

イットリウム系超電導

電力機器

1988 1991 1995 2000 2004 2008

材料

開発

発電機

SMES

フライホイール

機器

開発

変流機器
（ｹｰﾌﾞﾙ・限流器など）
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ルの製造が可能となり、超電導送電の実用化が近づいている。超電導体を線材にし、電力ケー

ブルとして使用すると、既存の同じ径の電力ケーブルと比べて 3 倍以上の電力を低損失で送電

することが可能となる。また、コイルに適用した場合、電流密度が大きくなるため、従来より

もコンパクトで強力なマグネットを作製することが可能となる。このように、超電導体を用い

た電力ケーブルやモータなどの電力・産業機器は、コンパクトな形状で大容量送電や大出力を

可能にし、既存の電力ケーブルや産業機器に比べて損失を低減することが可能であることから、

省エネルギーや地球温暖化対策に貢献することが期待されている。 

超電導送電の実現に向けて、長距離での送液冷却システムの技術開発に加えて、実用化に向

けた安全性・信頼性検証等が国内外で行われている。日本も含めてこれらのプロジェクトは、

各国政府等からの補助金が充てられており、純粋に商業ベースで建設され、運転されたものは

まだない状況である。 

 

（２）主要な国内実証プロジェクト 

国内では、超電導送電の実用化に向けた取組みとして、NEDO の高温超電導ケーブル実証プ

ロジェクトにおいて、東京電力、住友電気工業、前川製作所は、東京電力旭変電所（横浜市）

に約 250m の超電導ケーブルを設置し、2012 年 10 月から電力系統に連系する国内で初めての

超電導送電の実証試験を 2012 年に実施した。本プロジェクトでは、これまでの NEDO の技術

開発によって得られた超電導ケーブルの開発成果などを踏まえ、超電導ケーブル単体だけでは

なく、線路建設、運転、保守を含めたトータルシステムの信頼性を実証するために、実系統に

連系した実証試験を実施することによって超電導ケーブルのトータルシステムとしての総合

的な信頼性を実証するとともに、革新的な高効率送電技術の開発・検証を行うことを目的に実

施した。193 

 

表 48 高温超電導ケーブル実証プロジェクト概要 

 
（出所）東京電力ＨＰ 

 

 また、超電導直流送電に関する技術開発も進められている。超電導直流送電は、既存の交流

送電網と接続する際に電力変換設備が必要になるが、交流損がないため電気抵抗はほぼゼロ、

超電導交流送電に比べケーブルの断面積が小さく冷却コストが安い、太陽光発電などの直流で

発電される再生可能エネルギーと相性が良いなど、メリットが多い。 

 2015 年 9 月には、経済産業省の高温超電導技術を用いた高効率送電システムの実証事業に

                                                   
193 http://www.tepco.co.jp/cc/press/2012/1222242_1834.html 

　・実系統への接続技術、システム構成検討

　・負荷変動への冷却システムの追随性

　・運転監視方法、保守方法の検証

 プロジェクト期間 　・平成19年～平成25年（7年間）

　・東京電力：　電力系統解析、超電導ケーブル運転・評価

　・住友電工：　超電導ケーブル開発・製造・布設、長期性能検証

　・前川製作所：　冷却システム開発・製造・設置、長期性能検証

 検証項目

 委託先分担

http://www.tepco.co.jp/cc/press/2012/1222242_1834.html
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おいて、千代田化工建設、住友電気工業、中部大学、さくらインターネットによるコンソーシ

アム（石狩超電導・直流送電システム技術研究組合）が、さくらインターネットの太陽光発電

所から石狩データセンターへの超電導直流送電を開始した。データセンターへの送電を通じて

超電導送電システムの通電安定性を検証し、将来の実用化のための様々な課題を抽出すること

を目的としており、直流で発電された電力は交流電力に変換されることなく送電され、データ

センター内では、直流で動作するサーバに直接給電される。194 

 

図 98 高温超電導技術を用いた高効率送電システムの実証事業の概要 

 
（出所）石狩超電導・直流送電システム技術研究組合ＨＰ 

 

平成 28 年度以降は、高温超電導実用化促進技術開発基本計画 195の下、平成 24 年度から経済

産業省が実施する高温超電導直流送電システムの実証研究及び高温超電導技術を用いた高効

率送電システムの実証事業の研究開発成果を共有し、超電導直流送電技術の実証を行い、設計・

建設方法及び運用・保守・障害復旧などの基準案策定を電力送電用高温超電導ケーブルシステ

ムの実用化開発として実施される。 

 

（３）海外の主な実証プロジェクト 

ａ．米国 

 米国は、超電導ケーブルの実証試験をもっとも早く始めた国のひとつであり、2006 年頃に

Albany プロジェクトにおいて 34.5kV の超電導ケーブルの実証試験を、2008 年には LIPA プロ

ジェクトにて 138kV の超電導ケーブル試験をスタートさせた。HYDARA プロジェクトでは、

限流機能付き超電導ケーブルの開発が進められている。現在は 2014 年にニューヨーク・マン

ハッタン近くのConEdison社の系統に 170m級の超電導ケーブルを建設する計画が進んでいる。 

 

  
                                                   
194 https://www.sakura.ad.jp/press/2015/0924_superconductivity/ 
195 http://www.nedo.go.jp/content/100788555.pdf 

https://www.sakura.ad.jp/press/2015/0924_superconductivity/
http://www.nedo.go.jp/content/100788555.pdf
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表 49 米国の技術開発動向 

 
（出所）低温工学 Vol. 48（2013）、超電導ケーブルの海外開発動向 

 

ｂ．欧州 

 欧州では、実系統に接続して運転された例はまだないが、いくつかのプロジェクトが計画さ

れており、実際に近々に実系統に接続して運転を開始しようとしているものがある。 

ドイツでは、AmpaCity プロジェクトにおいて、ビスマス系線材を用いた 10kV/40MVA 級、

長さ 1km の三相同軸型超電導交流ケーブルを開発し、平成 26 年春には超電導限流器と組み合

わせて実系統試験を実施する計画を発表している。 

ロシアでは、液体水素の輸送と、その低温を用いて超電導ケーブルで電力を送電する、ハイ

ブリッド型の Energy Transfer Line（ETL）が開発されている。設計では、30MW のエネルギー

を液体水素でとして送り、50MW を超電導ケーブルで送電し、合計 80mW のエネルギーを移送

することができる。 

  

Albany Columbus LIPA 1 LIPA 2 HYDARA

 定格電圧／電流 34.5kV/800A 13.2kV/3000A 138kV/2400A 138kV/2400A 13.8kV/4000A

 ケーブル容量 48MVA 69MVA 573MVA 573MVA 96MVA

 長さ 350m 200m 600m 600m 170m

 ケーブル構造 三心一括型 三相同軸型 単心型 単心型 三相同軸型

 超電導線材
Ph1Bi系、Ph2Y系

（30m部）
Bi線材 Bi線材（3相） Y系線材（1相） Y系線材

 実証運転期間 2006～2008 2006～2012 2008～2009 2013（予定） 未定

 開発段階 終了 終了 終了 運転準備中 開発中

 電力会社 National Grid AEP LIPA LIPA ConEdison

 主要メンバー

SuperPower

Sumitomo

BOC（当時）

Ultera

AMSC

Praxair

AMSC

NEXANS

Air Liquid

AMSC

NEXANS

Air Liquid

Ultera

AMSC

DH Industries

 冷却方式
液体窒素循環

Stirling冷凍機

液体窒素循環

液体窒素減圧冷却

液体窒素循環

Brayton冷凍機

液体窒素循環

Brayton冷凍機

液体窒素循環

Stirling冷凍機
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表 50 欧州の技術開発動向 

 

（出所）低温工学 Vol. 48（2013）、超電導ケーブルの海外開発動向 

 

ｃ．韓国、中国 

韓国では、平成 23 年から GENI プロジェクトでイットリウム系線材を用いた 22.9kV/50MVA

級、長さ 410m の三心一括型超電導ケーブルの実系統実証試験を実施している。また、JEJU プ

ロジェクトにおいて、80kV/500MVA 級、長さ 500m の超電導直流ケーブル及び 154kV/500MVA

級、長さ 1km の超電導ケーブルを開発して、実系統接続を行った実証試験が計画されている。 

 中国では、国家ハイテク研究開発プログラム（863 計画）の一環として、変電所からアルミ

ニウム電解工場に連系させる直流ケーブルが開発されている。 

 

表 51 韓国、中国の技術開発動向 

 

（出所）低温工学 Vol. 48（2013）、超電導ケーブルの海外開発動向 

 

AmpaCity Amsterdam St. Petersburg Hybrid ETL

 定格電圧／電流 10kV/2300A 50kV/2900A DC20kV/2500A DC20~30kV/3~4kA

 ケーブル容量 40MVA 250MVA 50MVA
LH2 30MW

+ Power 50MW

 長さ 1000m 6000m 2500m 12m

 ケーブル構造 三相同軸型 三相同軸型 単心型 単心型

 超電導線材 Bi線材 未定 Bi線材 MgB2

 実証運転期間 2013～（予定） 未定 2016～（予定） -

 開発段階 運転準備中 計画中 開発中 要素開発

 電力会社 RWE Deutschland Alliandar FGC UES -

 主要メンバー
NEXANS

KIT

Ultera R&D Center of FGC Russian Scientific

R&D Cable Institute

 冷却方式
液体窒素循環

液体窒素減圧冷却

未定 液体窒素循環 液体水素

GENI DAPAS（154kV） Jeju（DC） 中国・DCケーブル

 定格電圧／電流 22.9kV/1260A 154kV/3.75kA DC±80kV/3100A DC1.3kV/10kA

 ケーブル容量 50MVA 1000MVA 50MVA 13MVA

 長さ 410m 100m 500m 380m

 ケーブル構造 三心一括型 単心型 単心型 単心型

 超電導線材 Y系線材 Y系線材 Y系線材 Bi系線材

 実証運転期間 2011～2013 （試験用線路） 2014～（予定） 2012～

 開発段階 運転終了 試験終了 開発中 運転中

 電力会社 KEPCO KEPCO KEPCO -

 主要メンバー
LS cable KERI

LS cable

KERI

LS cable

IEE CAS

Henan Zhongfu

Indutrial

 冷却方式
液体窒素循環

液体窒素減圧冷却

－ 液体窒素循環

Stirling冷凍機

液体窒素循環

Stirling冷凍機
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10.5.3. 実用化へ向けた課題 

 高温超電導ケーブルは、低電圧で大電流を通電できる、及び送電損失がほぼゼロであるとい

う利点がある。加えて、従来の CV ケーブル 196と比べると、同じ送電容量であれば小径化でき

ることも利点の一つである。 

 しかし、従来の電力ケーブルシステムから高温超電導ケーブルシステムへの転換需要を獲得

するためには、高温超電導ケーブルに加えて、それを遮熱し、冷却するための管路を短期間に

低コストで長距離に渡って施工するための技術、クエンチ（何らかの原因により超電導現象が

消失すること）をはじめとする異常時の対策や冷凍機を中心とする冷却システムの信頼性の向

上とコスト低減が課題である。図 99 は、NEDO の高温超電導ケーブル実証プロジェクトの概

要図であり、冷凍機を用いて液体窒素を使い－200℃まで冷却し、液体窒素を循環ポンプでケ

ーブルに送り込むことで電気抵抗ゼロの超電導状態を保っている。 

社会実装のためには冷凍機及び冷却システムのコンパクト化や冷却可能な距離の延伸等が

課題として残されている。 

 

図 99 高温超電導ケーブル実証プロジェクトにおける現地レイアウト 

 
（出所）NEDO 高温超電導ケーブル実証プロジェクト（NEDO 省エネルギー技術フォーラム

2013 

10.5.4. 市場規模 

新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）技術戦略研究センター（TSC）によると、超

電導ケーブルは、従来の地中ケーブルに対して送電損失を 1/2 程度に抑えられることから、例

えば、110kV 以上 275kV 以下の地中ケーブルのうち 20%が超電導ケーブルに置き換わり、ケー

                                                   
196  架橋ポリエチレン絶縁ビニルシースケーブル 



先進的低炭素エネルギー技術の開発途上国展開に関する基礎調査業務 2017 年 2 月 
 

II-180 
     

ブルの年間平均利用率を 50%と仮定した場合、年間 51GWh の省エネルギー効果が得られると

見込まれる。なお、超電導ケーブルを用いた送電システムの国内の市場規模は、平成 42 年に

おいて首都圏を中心に年間 105 億円程度見込まれる、としている。 

また、超電導技術を適用した機器の世界市場規模は、年間約 7,000 億円といわれ、その大半

は LTS における MRI と研究開発用途（高磁場の発生を要する設備や部品）で占められており、

その他の超電導適用機器の市場は形成されていないのが現状である。一方、電線・ケーブルの

世界市場は年間約 20 兆円の規模があり、うち電力インフラ用途がその約 5 割を占めている。

高温超電導電力ケーブルの実用化が進めば大きな市場を創出することが期待されており、2030

年には年間約 1 兆円規模の世界市場が形成されるとの見通しである、としている。197 

10.5.5. 国内企業、競合相手 

（１）高温超電導線材 

 ビスマス系（Bi）系線材は、ビスマス（Bi）・ストロンチウム（Sr）・カルシウム（Ca）・銅（Cu）・

酸素（O）で構成され、特に Bi（一部 Pb）、Sr、Ca、Cu の組成比が 2:2:2:3 となる 2223 相は臨

界温度が 110K と高く、発見直後から最も実用化に近い材料として注目されてきた。主な企業

は、住友電気工業、Bruker（ドイツ）である。ただし、Bi2223 線材の製造においては、製造工

程に特徴を有する住友電気工業が独占の状態である。 

イットリウム（Y）系線材は、高温超電導体 198の一種で、イットリウム（Y）・バリウム（Ba）・

銅（Cu）・酸素（O）から構成される酸化物である。なお、イットリウム系とはイットリウムを

他の希土類元素（例えば、Gd, Sm 等）で置換した超電導材料の総称である。イットリウム系線

材は臨界電流密度が大きく、液体窒素中では電気抵抗ゼロで大電流を流すことができ、磁場中

での通電特性も良好であることから、機器の小型化や省エネの観点から実用化が期待されてい

る。また、この線材は従来のビスマス系線材と比較して、被覆材として使われている銀の使用

量が極めて少ないことから、特性の高さと共に低コストの線材として期待されている。主な企

業は、古河電気工業（Super Power）、フジクラ、AMSC（米国）、SuNAM（韓国）であり、日米

韓の競合状態。最近は韓国の技術的な猛追が著しい。 

MgB2（二ホウ化マグネシウム）は、2001 年日本で発見された新規超伝導体で、その遷移温

度は 39K と金属系超伝導体としては最も高い値を有している。また、他の高温超伝導体と比較

して弱結合が大きな問題にならない点などから、実用化への研究が盛んに行われている。199主

な企業は、Columbus（イタリア）、Hyper Tech（米国）、日立製作所であり、日米欧において実

用化へ向けた研究が進められている状況。 

 

 

 

 

  

                                                   
197  NEDO TSC、TSC Foresight Vol.4 第 1 章 超電導技術の概要（2015 年 10 月） 
198 安価な液体窒素温度（－196℃）以上の温度でも超電導状態となる物質を指す 
199  http://www.nims.go.jp/TML/japanese/research09.html 

http://www.nims.go.jp/TML/japanese/research09.html
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表 52 超電導材料の種類と特徴 

 

（出所）NEDO、TSC Foresight Vol.4（2015 年 9 月） 

 

（２）冷凍システム 

 高温超電導の冷却に最適な冷凍機については、65K 級のものを前川製作所、太陽日酸、Air 

Liquide（フランス）が、20K 級のものを住友機械工業等が開発を行っている。液体窒素ポンプ

については、バーバーニコルス（米国）が市場を独占している状態。

温度 材料 臨界温度 製造方法 材料特性 特徴

銅酸化物系－Bi系

（1988年：発見）

（1996年：長尺線材）

110K

液体ヘリウムに比べて

低コストの液体窒素温

度（77K）で利用可能

である

粉末充填／延伸

・長尺化、量産性が確

認されている

・比較的、低磁場領域

（～10T）での使用に適す

る

・冷媒単価（数十円/ℓ）が安

価であり、冷却コストが低い

銅酸化物系－Y系

（1987年：発見）

（2006年：長尺薄膜

線材）

90K

液体ヘリウムに比べて

低コストの液体窒素温

度（77K）で利用可能

である

薄膜形成

・Bi系に比べて必要と

する貴金属が少なく、材

料コストで優位である

・量産技術の確立まで

今一歩である

・高磁場下でも高い臨

界電流特性を有する

・材料コスト、材料特性では

Bi系に対して優位である

・長尺化や量産技術の確立

までは今一歩である

Fe系

（2008年：発見）

55K

液体水素温度（20K）で

利用できる可能性があ

る

―

・20～30℃以上の高磁場

中（@4K）での臨海電流

特性が比較的良い

・強磁場下での使用に有利

であり、液体窒素温度まで

の使用温度域の向上やヒ素

の代替ができれば、産業応

用の可能性が拡がる

MgB2

（2001年：発見）

（2004年：長尺線材）

39K

液体水素温度（20K）で

利用できる可能性があ

る

粉末充填／延伸

・結晶粒同士の結合が良

好であり、結晶粒の向き

を揃えなくても良い

・原料が比較的安価であ

る

・機械的強度に優れる

・軽量である

・良好な機械的特性は高磁

場下での使用に有利であ

り、使用温度域が液体窒素

温度まで向上すれば、産業

応用の可能性が拡がる

Nb3Sn

（1967年：発見）

18K

液体ヘリウムでの冷却

が必要なため冷却コ

ストが高い

NbTi

（1964年：発見）

18K

液体ヘリウムでの冷却

が必要なため冷却コ

ストが高い

延伸

・材料の製造法が確立さ

れ材料コストも低く、安

価に製造できる

・高磁場下であっても比

較的高い臨海電流特性

を有する

・線材は最も低コストで使用

実績も豊富であるが、多くは

コストの高い液体ヘリウム

（1000円/ℓ以上）を必要とす

る

高温

HTS

低温

LTS
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10.6. 系統（高圧交流送電及び高圧直流送電、並びに低ロス送電線を含む） 

10.6.1. 開発・導入の必要性 

 電力輸送に係る方式はこれまで交流送電が主流であり、送電ロスを減少するためにひたすら

電圧を上げて高圧送電、超高圧送電、さらに超々高圧送電（500kV 以上）を採用している。し

かし、交流送電では送電距離が長くなると送電電力損失が大きくなるデメリットがあるため、

高圧直流送電の採用が広がるようになっている。また、近年急速に普及されている風力や太陽

光発電など再生エネルギー発電がもともと直流発電のため、直接直流送電が望ましいことも拍

車をかけている。さらに、家庭、オフィスビル、データセンターなど需要側で見た場合でも最

終的に電力を消費する機器がほとんど直流を必要としているため、直流送電の場合、電力変換

設備が省かれるため経済的にメリットがあるほか、複数の交直流変換も省かれて省エネルギー

にもなるため、直流送電の需要が高まっている。また、東京理科大学大学院イノベーション研

究科橘川武郎教授によれば、日本のようにほとんど交流送電方式からなる電力系統の場合に生

じる迂回潮流を減らせるメリットもある。この迂回潮流は，太陽光や風力などの再生可能エネ

ルギーによる発電が普及すると分岐が増加することでいっそう増大するが，直流送電はそれを

抑制する機能を果たせる。すなわち、高圧直流送電方式は，再生可能エネルギー電源の普及を

促進する意味合いを持つ 200。 

 HVDC 技術を最初に開発と導入したのはスイスの ABB であり、現在 ABB は市場の半分を

占めている模様である。またドイツの Siemens も 3 割程度を占めていると言われている。一

方、2014 年 12 月 ABB は日立と共同出資して、日本国内向け高圧直流送電事業の合弁会社の設

立を合意し、2015 年 11 月より営業を開始した。   

10.6.2. 国内の技術開発動向 

 日本は電力需要の急増が背景に早くも 1970 年代から 110 万ボルトの送電技術を研究・開発

しはじめた。1980 年代になると、電力会社や大学の研究者、メーカーなど結集して取り組んだ

結果、110 万ボルト送電が日本の実情に適していることと技術的に実現可能なことが確認され

た。1990 年で東京電力は原子力発電所のある柏崎・刈羽（新潟県）、福島と首都圏を結ぶ 2 つ

のルートに 110 万ボルト送電線を完成させた。現在は実際半分の 55 万ボルトで稼働している。

それと関連した変圧器や絶縁器、避雷器など 110 万ボルトに対応する装置を三菱電機、東芝、

日立製作所とともに開発した 201。 

 ちなみに、2009 年国際電気標準会議（IEC）は日本の 110 万ボルトの送電技術を IEC 標準規

格として採用した。 

 一方、直流送電に関しては、日立は 1970 年の開発以来、日本国内のすべての直流プロジェ

クトに関与し、トップの実績を持っていると報告されている 202。 

 

                                                   
200 http://www.world-economic-review.jp/impact/article665.html 
201 http://www.nikkei.com/article/DGXNASFK2500W_V21C10A0000000/ 
202 http://www.hitachi.co.jp/products/infrastructure/product_solution/energy/smartgrid/power_electronics/hvdc.html 

http://www.world-economic-review.jp/impact/article665.html
http://www.hitachi.co.jp/products/infrastructure/product_solution/energy/smartgrid/power_electronics/hvdc.html
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 北海道と本州の北本連系は本州・上北変換所と北海道・函館変換所間を結ぶ、日本初の本

格的な直流送電であり、1979 年運転開始で送電距離 167km（うちケーブル部分 43km）、運転

電圧±250kV、容量 60 万 kW、電源開発所有となっている。また、紀伊水道直流連系は本

州・北変換所と四国・阿南変換所間を結ぶ、世界最大級の設計電圧である直流送電であり、

2000 年運転開始、送電距離 100km（うちケーブル部分 49km）、運転電圧±250kV、容量 140

万 kW（設計電圧±500kV、設計容量 280 万 kW）で、電源開発・関西電力・四国電力共同所

有となっている 203。 

 

 

図 100 日本・日立の直流送電実績 
出典：北海道・本州間電力連系設備 204 

 

 一方、NEDO は電力消費の特性に応じた、需要側に近い次世代の直流送電技術の実証実験を

開始している。NEDO は 2008 年よりネットワークが扱う情報量は急激に増大し、IT 機器やネ

ットワーク機器が消費する電力の増加を背景に、「グリーンネットワーク・システム技術研究

開発プロジェクト（グリーン IT プロジェクト）」（2008～2012 年度）として、データセンター

等の省エネ化を図るための革新的手法の一つである高電圧直流（HVDC）給電システムの技術

開発と導入推進を行っていた 205。 同プロジェクト下では、日本電気株式会社と三菱電機株式

会社がそれぞれよい実証結果を得られたようである。 

NEC はデータセンターの空調電力を最大 50%削減する省エネ冷却技術を開発した。この技

術により、機器から排出される熱を、拡散する前に回収するとともに、直接屋外へ輸送し、サ

ーバルーム内の空調負荷を大幅に削減する仕組みである。ラック当たり 12kW の消費電力の場

合、送風電力と冷凍機電力を合計した空調電力を最大 50%削減することが可能とされている。 

ちなみに、NEC は 2012 年時点直流電圧 380V 対応の新型サーバーとして「エクスプレス 5800/

シグマブレード―Ｍ（ＤＣ380 ボルト対応版）を発売していた。同製品は従来製品に比べ、デ

                                                   
203 https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%9B%B4%E6%B5%81%E9%80%81%E9%9B%BB 
204 http://www2.iee.or.jp/ver2/honbu/30-foundation/data02/ishi-06/ishi-2021.pdf 
205 http://www.nedo.go.jp/activities/DA_00036.html 

http://www.nedo.go.jp/activities/DA_00036.html
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ータセンター全体の消費電力を最大 20％削減できるとされている 206。 

三菱はデータセンターのサーバーなど情報通信技術（ICT）関連機器の給電を 380V の高電圧

直流（HVDC）化し、システム全体の電力損失低減により省エネを実現する高電圧直流給電シ

ステム「MELUPS DECO」を製品化することに成功した。システム変換効率は、従来の交流

200V 給電比 9 ポイント向上して 97％を実現したほか、高電圧化により、配線ケーブルの細径

化ができ、設備コスト低減が可能となった。 

 NEDO は、その事業の一貫として、2015 年 8 月 11 日に、米国テキサス州政府との間で、

HVDC 給電システムの普及に向けた協力を進めていくことに合意し、基本協定書（MOU）を締

結した。この MOU に基づき、2016 年 8 月 NEDO と（株）NTT ファシリティーズは、米国テ

キサス州のテキサス大学オースチン校と共同で、データセンターの省エネ化を実現するための

高電圧直流（HVDC）給電システムを同校内に導入し、実証試験を開始した 207。この実証試験

は、同校内の先端コンピュータセンターに、大容量 HVDC 電源装置やリチウムイオン電池など

を組み合わせた省エネ実証システムを導入することにより、従来のシステムに比べ 15％の省エ

ネ効果実現を目指すものとしている。同校に導入された省エネ実証システムは、500kW 級の大

容量 HVDC 電源装置（整流装置及び分電盤）、リチウムイオン電池及び HVDC に対応したサー

バー、空調設備及び照明機器並びに太陽光発電システムで構成されて、送電電圧は 380VDC と

なっている。 

 

10.6.3. 他国の主な研究開発動向 

ABB によると、世界中の直流送電系統の約半分を占める約 90 件、95000 メガワット相当の

直流送電プロジェクトを手掛けている。ABBはHVDCのコア技術にあたる電力用半導体素子、

変換所、高圧ケーブル等 HVDC システムの主要機器を自社で製造している 208。 

ABB は、2014 年 8 月ブラジル、リオマデイラの直流送電系統向けの交直変換所の運用試験

を終え、アベンゴア社に納入した。このプロジェクトは送電距離が約 2400km で、送電容量が

3150 メガワットの直流送電系統であり、送電線路として世界最長である。この送電プロジェク

トはブラジル北西に位置する 2 基の水力発電所からブラジルの主要な経済都市、サンパウロへ

と電力を供給することとなっている。 

2015 年 1 月 ABB は、ノルウェー・デンマーク間の直流送電（HVDC）を完工した。このプ

ロジェクトは多くの水力、風力電源を地域の電力系統へ導入することを目的の１つとしていた。

それによって、ABB はスカゲラク海峡の 4 本の連系送電線の全てを納入した。スカゲラク第

1、第 2 リンクは 1970 年代、第 3 リンクは 1993 年であり、今回の最新のプロジェクトで 4 リ

ンクを含めると、システム長は 240 キロメートルで、北海のスカゲラク海峡を横断し、170 万

キロワットの送電容量となった 209。 

2015 年 9 月、ABB は、岡山県に建設される日本最大級の太陽光発電所の接続箱を受注した。

                                                   
206 http://www.nikkei.com/article/DGXNASDD010RN_S2A200C1000000/ 
207 http://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_100622.html 
208 http://www.abb.co.jp/cawp/seitp202/f897a1f0512e2a1fc1257d43003bed93.aspx 
209 http://www.abb.co.jp/cawp/seitp202/6bcc41c916e08874c1257dd2002973f2.aspx 

http://www.nikkei.com/article/DGXNASDD010RN_S2A200C1000000/
http://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_100622.html
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当プロジェクトは、GE エナジー・フィナンシャルサービス、東洋エンジニアリング株式会社、

株式会社中電工、くにうみアセットマネジメント株式会社が出資するもので、約 230 メガワッ

トの規模を誇り、本州の西側、瀬戸内地域での再生可能エネルギー利用に弾みをつけるものと

して、ABB は発電所の建設を EPC として担う東洋エンジニアリング株式会社から接続箱を受

注した。 

 

10.6.4. 低ロス送電線技術 210 

日本の電力ケーブル（60kV 級以上電力ケーブルの OF ケーブル(Oil-Filled cable)、POF ケー

ブル(Pipe type Oil Filled cable) および CV ケーブル(Cross-linked polyethylene insulated cable)）の

技術開発の歴史は主に高電圧化および大電流化に対する材料とその構造の改善の歴史であり、

いかにしてコンパクト化ができ、低損失化できるかにある。 

日本は 1950 年代後半以降、海外技術をベースとした国産技術の発展が図られた。例えば鉛

被に代わって波付きアルミ被を実用化した。絶縁体の低損失化を図るため脱イオン水洗紙およ

び合成油を実用化した。内外半導電層と絶縁層の 3 層同時押出方式を開発し、CV ケーブルの

実用化をするとともに絶縁性能を向上させた。 

 1970 年以降は、自主技術で国産化が進められていた。例えば、長距離 500kV OF ケーブル線

路の建設の目標に合わせて、日本独自の低損失の半合成紙の開発が進められた。CV ケーブル

については、日本独自の乾式架橋製造方式が開発され、CV ケーブルの絶縁性能を著しく向上

させた。これらの技術をもとに、1979 年に世界で初めての 275kV CV ケーブルが布設された。 

1980 年以降は日本独自技術が世界トップレベルに躍進した。例えば導体の低損失化のため、

世界で初めての酸化第二銅皮膜を有する素線絶縁導体が開発され、275kV POF ケーブルに適用

され大電流化を果たした。絶縁性能に対して欠陥となる異物混入を阻止するため、材料から製

造まで徹底したクリーン化が進められ、1988 年には、発電所の引出し線として 500kV CV ケ

ーブルが世界で初めて実用化され、1989 年には長距離 275kV CV ケーブル線路( 絶縁厚 27mm) 

が実用化された。 

現在、日本の低ロス送電線は 世界トップレベルで製品化が進められている。世界トップレ

ベルの 500kV ケーブル技術を確立し、これをベースに大容量線路として、本四連系線 500kV 

半合成紙絶縁 OF ケーブル( 絶縁厚 25mm)、紀伊水道横断直流 500kV 海底 OF ケーブル( 絶

縁厚 22.5mm)、新豊洲線 500kV CV ケーブル( 最小絶縁厚 27mm) が実用化された。既に 10 年

以上の運転がされている。 

また、現在特に低ロス送電線技術 211として、Low Electrical Power Loss Aluminum Conductors 

Aluminum-Clad Steel Reinforced (LL-ACSR/AS)や Thermal Resistant Aluminum Alloy Conductors 

Steel Reinforced LL-TACSR/AS の日本の技術の活用が期待されている。これらの低損失電線は

従来の ACSR 電線と同径であってもアルミ部分の断面積を増やすことで電気抵抗を低減して

いる。 

                                                   
210 http://sts.kahaku.go.jp/diversity/document/system/pdf/080.pdf 
211 http://open_jicareport.jica.go.jp/pdf/12040176.pdf 
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日本の電力ケーブルの産業戦略 212としては①国内市場を先進技術・製品の実証の場と位置

づけ、ユーザーと連携して世界最高水準の製品を開発・供給、②国内で培った超高圧ケーブル

等の優れた技術・製品を核に海外展開。③必要に応じ ODA の活用や、EPA や投資協定による

ビジネス展開の円滑化を図るとしている。2004 年実績で、世界の電線メーカー10 社の内、日

本は 4 社（1 位の住友電気工業、4 位の古河電気工業、5 位のフジクラ、9 位の住電日立ケーブ

ル）を占めていた。2014 年には１位がイタリアの Prysmian 社、2 位が フランスの Nexans、3

位がアメリカの General Cable、4 位が住友電気工業となっている。近年では韓国、中国勢など

が市場参入している 213。 

住友電工によれば 214、低ロス送電線は会社の強みの１つとして、低ロス電線による送電ロス

の低減と送電事業性向上ができることをアピールしている。また、古河電工によれば、古河は

2011 年に世界最高の電圧階級となる 275kV 超電導ケーブルを開発した。同成果は NEDO 事業

「イットリウム系超電導電力機器技術開発プロジェクト（プロジェクトリーダー:塩原融 超電

導工学研究所所長）」の支援を受けたものである。 

日本電線工業会の統計 215によると、2015 年度、電力ケーブルの国内出荷は導電線 59.6kt、

アルミ電線 19.2kt となっている。電力電線の輸出は銅電線が 18.043kt、アルミ電線は 0kt で、

金額ベースでは 186.95 億円となっている。  

                                                   
212 http://www.meti.go.jp/policy/nonferrous_metal/strategy/cable_summary.pdf 
213 http://www.prysmiangroup.com/en/corporate/media/news/Prysmian-reconfirmed-1-Global-Wire-and-Cable-Producer/ 
214 http://www.sei.co.jp/products/overhead/ 
215 http://www.jcma2.jp/toukei.html 
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10.7. バーチャルパワープラント 

10.7.1. 開発・導入の必要性 

バーチャルパワープラント（VPP：Virtual Power Plant)とは、仮想発電所のことである。近年

再生エネルギーの導入・普及促進により変動型電源の増加により系統の安定性と信頼性を維持

するため、従来の電源に加えて、分散されている風力、太陽光、地熱等の分散型電源を加え、

さらに需要側の需要調整（デマンドレスポンス（DR）や電気自動車、蓄電池等も対象にしてす

べてのエネルギーリソースをあたかも１つの発電所のように捉える考え方である。これに対し

て DERMS(Distributed Energy Resource Management System)は VPP の基盤制御技術として位置づ

けられるようになっているが、DR（Demand Response）やSG（Smart Grid）やSC（Smart Community）

等個別技術を統合した、創エネ、蓄エネ、省エネを網羅した技術として位置づけられている。216。

VPP・TERMS は離島や島嶼国といったオフグリッド地域において応用されているほか、グリッ

ド網が整備されている地域でも応用が広がっている。 

 日本では最初に VPP の技術概念が登場したのは 2012 年電力システム改革の一貫として、送

電部門の広域化と中立化を目指すためツールの１つとして紹介された 217。その際は「VPP の

一般的な定義は、発電所を特定化せずに特定電力会社からの卸電力購入権として卸電力を競売

する制度をいう」として定義し、あくまでも電力システム改革の側面を捉えていた。 

 2014 年 9 月、日本経済再生本部の下に設置されている産業競争力会議のワークショップグ

ループの１つである改革 2020WG では、「技術等を活用した社会的課題の解決・システムソリ

ューション輸出」を重点政策の 1 つに取り上げて、具体的な政策課題の１つとして、これまで

の大規模集中型発電システムと、分散型発電システムが調和したエネルギー・システムへと変

革するため、エネマネ技術、蓄電技術、水素・燃料電池技術などを活かし、需要家側の分散電

源を有効に活用することで強靭なエネルギー・システムを構築する考えが示され、それを推進

するためのプロジェクト「需要家側エネルギー資源を統合的に活用する仮想発電所の構築」案

がまとまったという 218。また、同 WG の第 6 回会合（2015 年）が公開した報告書「ゼロエミ

ッションの実現を目指すリソースアグリゲータ」219では VPP に近い概念として「リソースア

グリゲータ」が紹介され、具体的には「本研究会で提案する「リソースアグリゲータ」は、再

エネ発電所（太陽光発電、風力発電等）、需要家負荷、需要家側に分散設置した蓄電池等のエネ

ルギー機器（リソース）を統合制御（アグリーゲート）し、各者に様々なサービスを提供する。

関係する各者がメリットを享受できるようサービスを設計、提供することにより、その対価を

リソースアグリゲータが受け取る仕組みを構築する」として、ビジネスモデルの側面が強調さ

れていた。 

                                                   
216 Virtual power plants: Moving beyond demand response to an integrated solution 
http://www.utilitydive.com/news/virtual-power-plants-moving-beyond-demand-response-to-an-integrated-soluti/405674/ 
217経済産業省第 6 回電力システム改革専門家委員会資料 
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/sougou/denryoku_system_kaikaku/pdf/006_03_00.pdf 
218 「VPP とエネルギーリソースアグリゲーション－その４」https://www.itrco.jp/wordpress/2016/05/vpperab4/ 
219 産業競争力懇談会報告書（2015）http://www.cocn.jp/thema77-L.pdf 
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 日本国内で VPP の概念が高いレベルで確立したのは 2015「日本再興戦略・改訂 2015」220、

ないし 2016 年「日本再興戦略 2016」221において、「革新的エネルギーマネジメントシステムの

確立」という戦略目標において、「分散して存在している再生可能エネルギー発電設備や蓄電

池等と、高度な需要管理手法であるディマンドリスポンス等を統合的に制御 ・活用すること

で、あたかも一つの発電所（「仮想発電所（VPP:Virtual Power Plant）」）のように機能させる効率

的なエネルギーマネジメント手法を確立する」とした。同「戦略 2016」では、日本現状の取組

状況として①再生可能エネルギーの出力予測のための気象観測・予測データ活用等に向けた技

術開発を実施している。②本年（2016 年）１月にエネルギー・リソース・アグリゲーション・

ビジネス検討会を設置し、エネルギー機器の遠隔制御に係る通信規格の整備等について検討を

開始した。とした上で、主な課題・今後の取組としては、①VPP 事業に係る有識者によりプロ

ジェクト採択、進捗管理を行う「VPP 事業委員会（仮称）」において、本年度中に実証事業の実

施者を決定し、プロジェクトの実施主体や実施場所を明確化する。②蓄電池の群制御技術等の

確立に向けた取組を進めるとともに、引き続き通信規格の整備やサイバーセキュティの確保に

向けた検討を進める。また、来年中のネガワット取引市場の創設に向けて「ネガワット取引に

関するガイドライン」の改定等を行う」とした。このように、日本では VPP が 2015 年から概

念として確立し、2016 年より本格的に実証が開始された。 

10.7.2. 国内の技術開発動向 

 日本では 2016 年より補助金事業として VPP の実証事業が開始された 222。事業の目的として

は、東日本大震災後、従来の大規模集中電源に依存した硬直的な供給システムを脱却するとと

もに、急速に普及している再生可能エネルギーを安定的かつ有効に活用していくことが喫緊の

課題となっているため、こうした状況に対応するため、高度なエネルギーマネジメント技術に

より、電力グリッド上に散在する①再生可能エネルギー発電設備や②蓄電池等のエネルギー設

備、③ディマンドリスポンス等需要家側の取組を統合的に制御し、あたかも１つの発電所（仮

想発電所）のように機能させる実証事業等を実施し、また、エネルギー設備や需要家等の地理

的な分布が与える影響についても検証する。こうした創エネ、蓄エネ、省エネを最適に組み合

わせることにより、再生可能エネルギーの導入拡大、更なる省エネルギー・負荷平準化を図る。 

同事業の目標として、平成 28 年から平成 32 年までの 5 年間の事業を通じて、50MW 以上の

仮想発電所の制御技術の確立等を目指し、更なる再生可能エネルギー導入拡大を推進する。ま

た、節電した電力量を売電できる「ネガワット取引市場」（平成 29 年までに創設予定）におけ

る取引を見据えたアグリゲーターの機器制御技術の高度度化を図るとしている。 

 同補助金で公募した結果、6 月と 7 月にそれぞれ 7 件の VPP 構築事業（A 事業）と 19 件の

高度制御型デマンドレスポンス実証事業（B 事業）が採択された。 

                                                   
220 「日本再興戦略」改訂 2015 http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/dai18/siryou1.pdf 
221 「日本再興戦略 2016」http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/2016_zentaihombun.pdf 
222VPP補助金事業の概要（2016）http://new-energy-guide.jp/wp-content/uploads/2016/02/meti_18.pdf 
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図 101 日本の VPP 補助金事業（経済産業省） 

 

表 53 採択された VPP 構築事業（A 事業） 

事業テーマ 事業者名 

１）関西VPPプロジェクト 

関西電力株式会社 
富士電機株式会社 
株式会社ＧＳユアサ 
住友電気工業株式会社 
日本ユニシス株式会社 
株式会社ＮＴＴスマイルエナジー  
株式会社エネゲート 
エリーパワー 
株式会社 株式会社大林組  
一般財団法人関西電気保安協会 
株式会社ダイヘン  
NatureJapan株式会社 
三菱商事株式会社  
株式会社三社電機製作所 

２）スマートレジリエンス・バーチャルパワープラント

構築事業 

東京電力エナジーパートナー株式会社 
横浜市 
ＩＢＪＬ東芝リース株式会社 
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３）蓄熱槽を含む多彩なエネルギーリソースを活用したバー

チャルパワープ ラントの構築 

アズビル株式会社  
東京電力エナジーパートナー株式会社  
株式会社三菱地所設計  
明治安田生命保険相互会社  
日本工営株式会社 

４）バーチャルパワープラント構築を通じた リソースア

グリゲーションビ ジネス実証事業 

日本電気株式会社  
株式会社グローバルエンジニアリング  
積水化学工業株式会社  
東京電力ホールディングス株式会社  
東京電力パワーグリッド株式会社  
東京電力エナジーパートナー株式会社  
株式会社東光高岳 
三井物産株式会社  
ＯＮＥエネルギー株式会社 

５）ＩｏＴとビッグデータを活用した先駆的VPP実証事

業 

株式会社エナリス  
ＫＤＤＩ株式会社  
京セラ株式会社  
日産自動車株式会社 
フォーアールエナジー株式会社  
エコ・パワー株式会社 

６）壱岐島における再エネ出力制御回避 アグリゲーショ

ン実証事業 

ＳＢエナジー株式会社 

７）コンビニエンスストアにおける需要家側VPPシステ

ム構築実証事業 

株式会社ローソン  
慶応義塾大学SFC研究所 

 

表 54 採択された高度制御型デマンドレスポンス実証事業（B 事業） 

事業テーマ 事業者名 

１）蓄電池を活用した高度制御型ディマンドリスポンス実証事業 株式会社NTTファシリティーズ 

２）DRシステムを活用したネガワット取引の有効性評価実証事業 
大崎電気工業株式会社 

日本カーボンマネジメント株式会社 

３）既設BEMSを活用したAutoDRや蓄熱槽を含む多彩なDRによる

ネガワット取引実証 

アズビル株式会社  

東京電力エナジーパートナー株式会社 

４）高度制御によるディマンドリスポンスの有効性評価を行う技

術実証 

株式会社グローバルエンジニアリング  

株式会社東光高岳 

５）ＮＡＳ電池システムによる高度制御型ＤＲ実証事業 東京電力エナジーパートナー株式会社 

６）高度制御型DR実証事業（東京電力供給地域） 東京電力パワーグリッド株式会社 

７）運転予備力調達型ＤＲの高精度化に向けた実証 株式会社東芝 

８）高度制御型DR実証事業（関西電力供給地域） 関西電力株式会社 

９）高度制御によるデマンドレスポンスの有効性評価を行う技術

実証 （関西電力エリア） 
株式会社グローバルエンジニアリング 

１０）商業施設・工場向け自動DR技術実証 京セラ株式会社 
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１１）高度制御によるデマンドレスポンスの有効性評価を行う技

術実証 

東邦ガス株式会社  

株式会社グローバルエンジニアリング 

１２）高度制御型DR実証事業（中部電力供給地域） 中部電力株式会社 

１３）関西電力管内における高度制御型ディマンドリスポンス実

証事業 
大阪瓦斯株式会社 

１４）DRサービスに向けての実証事業 三菱電機ビルテクノサービス株式会社 

１５）実取引を志向した高度制御型DR実証事業 

関西電力株式会社  

関電ファシリティーズ株式会社 Comverge 

Japan株式会社 

１６）蓄電池の群制御によるネガワット取引の技術実証 株式会社エナリス 

１７）需要家特性に応じたデマンドレスポンス実証事業 

Comverge Japan株式会社  

東京ガスエンジニアリングソリューション

ズ株式会社 

１８）調整力DR実証（東京電力・関西電力・中部電力管内） 
丸紅株式会社  

エナノック・ジャパン株式会社 

１９）定量的・動的DR運用のための基盤技術の研究 学校法人早稲田大学 

 

６月に採用された VPP 実証事業の概要は以下の通りである。 

 

１）関西 VPP プロジェクト実証事業 223 

 同事業は電力自由化や電力システム改革を背景に社会全体として効率的なエネルギー利用

に資するエネルギーインフラの基盤構築に向けて、従来にない新たなエネルギーマネジメント

の実現を目的としている。参画 14 社は、リソースを統合的に制御するために必要なシステム

の構築や、リソースの一括制御技術の確立による新たなエネルギーマネジメントの実現、それ

によるエネルギー利用の最適化や再生可能エネルギー電源のさらなる導入拡大を目指してい

る。 

 具体的には、電力系統に点在する顧客の機器を IoT(Internet of Thing) 化して一括制御し、顧

客の設備から捻出できる需給調整力を有効活用し、あたかも 1 つの発電所のように機能させる

仕組みの構築を目指している。これにより、電力系統における需給調整力が増強され、再生可

能エネルギー電源のさらなる導入も可能となる。 

  

２）スマートレジリエンス・バーチャルパワープラント構築事業 

横浜市は従来から横浜スマートシティプロジェクト（YSCP）実証事業や「横浜スマートビ

ジネス協議会（YSBA）」において防災性、環境性、経済性に優れたエネルギー循環都市の実

現に向けて取り組んでいた。また、2017 年に目指している節電取引市場にも積極的に取り込

                                                   
223関西 VPPプロジェクト実証事業 http://www.kepco.co.jp/corporate/pr/2016/0728_3j.html 
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んでいる。同事業は地域防災拠点に指定されている横浜市内の小中学校（各区１校、全18校

を予定）に、10kWhの蓄電池設備を設置し、東芝が開発した蓄電池群制御システムにより、

平常時には電力需要の調整（デマンドレスポンス）のために東京電力 EP が活用、非常時に

は防災用電力として横浜市が使用する計画となっている224。 

 

３）蓄熱槽を含む多彩なエネルギーリソースを活用したバーチャルパワープラントの構築 

同事業はアズビル株式会社を中心に地域冷暖房や業務用ビルの蓄熱槽を活用し、PV による

系統への影響を抑制する技術の実証を行うこととなっている。また、複数建物による需要電力

の平準化を実現する技術に関して、高度なエネルギーマネジメント技術の適用を実証する計画

となっている。これらの実証を通じて、業務用ビル全般にわたり多彩なエネルギー・リソース・

アグリゲーションによるネガワットの創出技術の開発とエネルギーリソースを供給力、調整力

等として活用するビジネスモデルを構築することを目指している 225。 

 

４）バーチャルパワープラント構築を通じたリソースアグリゲーションビジネス実証事業 

同事業は太陽光発電などの再エネ導入が急速に進み、再エネ出力の大きな変動や余剰電力の

大量発生した結果、電力系統の安定運用に影響を及ぼす様々な課題が顕在化していることを背

景に、電力系統を安定化させるための火力発電（調整電力）設備の保有・維持のコストを抑制

しつつ、継続的な再エネ導入と電力系統安定化を実現するための実証事業となっている。 

実証事業の概要として共同申請 9 社は社会に分散して存在するエネルギーリソース(蓄電池

等のエネルギー設備やディマンドリスポンスなどの電力を消費する需要家側の取組みを含む)

をメガワット級の調整電力にする VPP の構築となっている。また、将来的には、需要家が所有

する蓄電池、給湯設備、電気自動車(EV)、太陽光発電等の多種多様なエネルギーリソースも VPP

の一部を構成し、それらエネルギーリソースが束ねられて一つの大きな電力として社会で利用

されるよう、VPP の拡張にも目指すこととなっている 226。 

 

５）IoT とビッグデータを活用した先駆的 VPP 実証事業 

同事業はアグリゲーターを中心としたバーチャルパワープラントのサービススキームの検

証を行うとともに、今後普及拡大が見込まれる太陽光発電と蓄電池の創蓄連携システムのアグ

リゲーション共通規格化、電気自動車をエネルギーリソースとして活用するためのシステム開

発等を行うこととなっている 227。 

 

６）壱岐島における再エネ出力制御回避 アグリゲーション実証事業 

同事業は、長崎県壱岐島で 2016 年より需給バランスの調整のために再生可能エネルギー発

電事業者に出力制御指令が発令されていたことを背景に、SB エナジーが、壱岐開発株式会社

が運営する壱岐ソーラーパーク（出力規模：1,960kW）」の電力を対象に、出力制御指令によっ

                                                   
224 http://www.tepco.co.jp/ep/notice/pressrelease/2016/pdf/160706j0101.pdf 
225 http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy_environment/energy_resource/pdf/004_02_03.pdf 
226 http://jpn.nec.com/press/201608/20160801_01.html 
227 http://www.eneres.co.jp/pr/20160729.html 
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て抑制される予定の電力を、壱岐島内に点在する蓄電設備を利用して遠隔制御で新たな電力供

給先を創出するアグリゲーションを行うこととなっている。電力供給先となる蓄電設備として

は、既設の定置型蓄電設備のほか、日産自動車株式会社が「電気自動車（e-NV200）活用事例

創発事業」で壱岐市役所へ 3 年間の無償貸与を行っている電気自動車（EV）、壱岐島内の一般

家庭に設置する蓄電設備などを利用する計画となっている。 

SB エナジーは蓄電設備の容量情報を基に、出力制御指令の前日には必要な蓄電量を確保す

るための遠隔制御指令を行い、出力制御実施当日は発電事業者向けに新たに確保した電力需要

量に応じた出力制御指令をリアルタイムで発令して需要側コントロールによる需給バランス

調整を行うことで、太陽光発電事業者の発電機会損失を回避し、太陽光発電設備の活用最大化

と一連の事業のビジネスモデルを検証することとなっている 228。 

同事業に利用される制御ソフトウエアは SB エナジー社が開発したもので、通信セキュリテ

ィは通信会社ならではの高いレベルのものとなっている模様である。下図に示すように、従来

九州電力社から太陽光パネルへの出力制御の指令は SB エナジー社が一旦受け取り、SB 社が構

築した蓄電設備やエナジー需要家等の状況に応じて太陽光パネルの発電を出力制御する仕組

みとなっている。 

 

 
図 102 同事業における電源管理の仕組み 

出所）SB エナジー社 HP（http://www.sbenergy.co.jp/ja/news/pdf/press_20160729_01.pdf） 

 

表 55 参画事業者の役割 

役割 事業者 内容 

アグリゲーター SBエナジー株式会社 

送配電事業者からの出力制御要請を受け

、需要家の蓄電設備活用状況から新たな需要

の創出量を算出し、蓄電設備の提 供者への遠

隔制御指令、発電事業者への出力制御を指令 

送配電事業者 

（出力制御要請者） 
九州電力株式会社 

送配電事業者として出力制御を要請し、ア

グリゲーターへの出力制御指令を発令 

                                                   
228 https://www.sbenergy.co.jp/ja/news/pdf/press_20160729_01.pdf 

http://www.sbenergy.co.jp/ja/news/pdf/press_20160729_01.pdf
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需要家 

（蓄電設備提供者） 
壱岐島内需要家 

定置型蓄電池や電気自動車（EV）の所有者・

使用者として、アグリゲーターへ蓄電設備

の空き容量とその情報を提供 

発電事業者 壱岐開発株式会社 

壱岐島内の太陽光発電事業者として、アグ

リゲーターからの新たな需要値に則し

た出力制御指令を受ける 

協力会社 

オムロン株式会社 小規模 PCS メーカー 

東芝三菱電機産業システム株式

 

大規模 PCS メーカー 

日産自動車株式会社 
自動車メーカーとして電気自動車（EV）

を貸与 
出所）SB エナジー社 HP（http://www.sbenergy.co.jp/ja/news/pdf/press_20160729_01.pdf） 

 

10.7.3. 他国の主な研究開発動向 

１）米国の VPP の開始と動向 229 

米国では 2002 年 VPP 実証事業を開始した模様である。株式会社テクノリサーチ研究所が実

施した平成 16 年度成果報告書「新エネルギーの貯蔵・輸送等による有効利用法の調査」によ

ると、1999 年米国エネルギー省ボンネビル電力局（Bonneville Power Administration：BPA）が

提唱した「EnergyWeb―the original Smart Grid Concept」の概念に賛同した形で賛同企業がコン

ソーシアムを結成し、2002 年から VPP の各種の実証を行なったとされている。ちなみに、上

記補助金事業の参画社である Comverge 社（当時 6th Dimension 社）が VPP のプラットフォー

ムを提供したことが報告されている 230。 

 米国では、連邦政府と州政府の各種政策（例えばカリフォルニアの RPS では 2020 年に 33％、

30 年に 50％）の後押しで太陽光をはじめとして再生可能エネルギー発電が急速に拡大してい

る。特に太陽光発電は、系統側の設置だけでなく、DER として 家庭や商業施設・工場など需

要側に設置される傾向がある。そのため、正味需要（Net load＝需要－太陽光等による発電量）

は、従来型発電と異なり、昼間に減少、夕方に急増というロードカーブが現れた。この結果、

火力の発電は昼間に供給過剰、夕方に供給不足となる懸念が出てきた。対策としては、電力需

要を柔軟に変化させる DR の活用や、電力貯蔵設備の導入が検討されている。 

欧州と同様に、電力市場の構造的な変化に対応するため、容量市場の構築に従って DR を含

めた DERMS 技術を駆使した VPP 企業も成長している。カリフォルニアの独立系統運用者

CAISO は、DR、太陽光発電、電力貯蔵設備、電気自動車（EV）といった DER の所有や運用

を行う事業者「DER プロバイダー」が市場に参加できる制度の導入を進めている。 

 

２）欧州の VPP の開始と動向 

欧州の VPP の開始は、2001 年に電力供給システムをより分散型かつ市場志向の構造へ移行

                                                   
229 https://www.itrco.jp/wordpress/2016/06/vpperab6/ 
230 http://www.nikkei.com/article/DGXNASFK2800F_Y4A120C1000000/ 

http://www.sbenergy.co.jp/ja/news/pdf/press_20160729_01.pdf
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させることを目的に実施た IRED（ Integration of Renewable Energy Sources and Distributed 

Generation into the European Electricity Grid）研究開発プロジェクトの一つとして、Dispower

（Distributed Generation with High Penetration of Renewable Energy Sources）プロジェクトが実施

されたことがきっかけとなった模様である 231。 

 現在、電力市場の自由化が進む欧州で、VPP がビジネスモデルとして成長している。例えば、

ドイツの NEXT KRAFTWERKE 社が FIT 料金と市場価格の差額分が補填される「マーケット・

プレミアム」制度を活用して、1000 カ所を超える発電設備を束ねることに成功した。同社はド

イツだけでなく欧州の電力容量市場に、傘下の複数の発電所の発電容量を束ねて参画してい

る。232 

                                                   
231 同上 
232 http://www.nikkei.com/article/DGXNASFK2800F_Y4A120C1000000/ 
 

http://www.nikkei.com/article/DGXNASFK2800F_Y4A120C1000000/
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11. その他 

11.1. 海洋エネルギー 

11.1.1. 国内の技術開発動向 

（1）技術の概要 

1）波力発電 

波力発電（Wave Power Generation）は波の力で発電機を回して電気を得る仕組みで、海岸に

絶えず波が押し寄せる国には適している。すでに航路標識などの小規模なものは実用化されて

いるが、さらに大規模な装置の実用化が欧米を中心に進められている。我が国でも、石油危機

を背景に研究開発が始まり、海洋科学技術センター（現：独立行政法人海洋研究開発機構）な

どが、1998 年 7 月から 2002 年 3 月までの約 3 年半の間、沖合浮体式波力装置「マイティホエ

ール」の実験を行っていた。 

 

 
図 103 我が国の波力発電装置の例（マイティホエール） 

出典： 海洋研究開発機構（JAMSTEC） 

 

2）潮流･海流発電 

潮流発電（Tidal Current Power Generation）システムは、潮汐現象に伴う海水の流れのエネル

ギーを水車などにより回転エネルギーに変換して利用するものである。一般的には海底地形が

狭まっているところ、流れの速い「瀬戸」や「海峡」と呼ばれるところなどに設置される。潮

流は潮汐による流れのため、流れる向きが一日に約 4 回変わるため、その対処が必要である。 

海流の流れを利用して水車などにより回転エネルギーに変換し、発電を行うのが海流発電

（Marine Current Power Generation）である。海流は地球規模の流れで、年間を通じて流れる方

向は一定である。近年では油田のリグ用に海洋建造物に対する技術進歩が進んでいることに加

え、水力発電技術などの既に陸上で用いられている技術体系も利用できることなどから、潮流・

海流発電の技術環境も整いつつあると言われている。 
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図 104 海流発電のイメージ 

出典： MCT（Marine Current Turbines）社 

 

3）潮汐発電 

潮汐発電（Tidal Power Generation）は、潮の干満のエネルギーを利用するものであり、沿岸部

にダムを造り、満潮時にダムに海水を蓄え、干潮時にそれを放出して発電機の水車を回し発電

を行う。フランスのランス川河口の潮汐発電所（24 万 kW）が世界で最初の潮汐発電所であり

1966 年に商用運転を開始した。2011 年の 8 月に運開した韓国の始華湖潮汐発電所の発電容量

は 25.4 万 kW と世界最大である。 

原理はダム式水力発電に類似していることから、新たな技術開発の余地は少ない。むしろ、

潮の干満の差が大きい適地の特定・選定が重要であるが、ポテンシャルは少なく、我が国での

導入実績はない。 

 

 
図 105 潮汐発電の原理 

出典：NEDO 再生可能エネルギー技術白書 
 

4）海洋温度差発電 

海洋温度差発電（Ocean Thermal Energy Conversion, OTEC）は海面と海中の温度差を利用する

ものであり、海水の表面温度が高い赤道周辺が有利な地域となる。赤道周辺の海面近くの温度

は 25℃～30℃にもなるが、水深 500m 付近では数℃にまで下がり、水深 1,500m になると 1℃～

4℃の範囲で安定する。この温度差を利用して、海面付近では気化し、深層部で液化する特殊な

ガスを使い、このガスを循環させて発電を行う。 

我が国では、1990 年代から佐賀大学が研究開発を行っている。また、近年では、沖縄県久米
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島などにおいて実証試験が行われている。 

 

 
図 106 海洋温度差発電の原理 

出典： 佐賀大学海洋エネルギーセンター資料 

 

（2）近年の動向 

波力発電や潮流発電は、石油危機を契機に研究開発が進められてきたが、石油価格の安定化

とともに 2000 年代前半には研究開発が大幅に縮小した。しかし、近年の再生可能エネルギー

へのニーズの高まりや海洋エネルギーの技術開発の活発化により、我が国では NEDO が中心

となって研究開発を実施している。 

現在の海洋エネルギーの研究開発の基本となるものは、海洋基本法に基づく「海洋基本計画」

（2013 年 4 月閣議決定）であり、この中で、海洋再生可能エネルギーの利用促進として、波力、

潮流、海流、海洋温度差を活用した発電技術の発電コスト目標を 40 円/kWh に設定し、革新的

な技術シーズの育成、発電システムの開発、実証研究等を実施することとしている。 

NEDO では、「海洋エネルギー技術研究開発」基本計画を策定して、技術研究開発を実施し

ており、2016 年度に発電コスト 40 円/kWh 以下、2020 年度に 20 円/kWh 以下を目標としてい

る。 

11.1.2. 主な国内企業 

1）波力発電 

三井造船、三菱重工、東亜建設工業、日立造船等 

2）潮流･海流発電 

川崎重工、三井海洋開発、IHI、五洋建設等 

3）海洋温度差発電 

  佐賀大学、神戸製鋼所等 

11.1.3. 他国の主な研究開発動向 

(1) 欧州 

 海域の波力・潮流エネルギー密度が高いイギリスを中心に研究開発が進められている。EU で

は、海洋エネルギー産業の戦略的目標を立てている。また、スコットランドの European Marine 

Energy Centre、イングランドの Narec、Wave Hub、ポルトガルの Wave Energy Centre などの実



先進的低炭素エネルギー技術の開発途上国展開に関する基礎調査業務 2017 年 2 月 
 

II-199 
     

証試験サイトで集中的に取り組まれている。 

 

 
図 107 欧州イニシアティブの技術開発ロードマップ 

出典： NEDO 再生可能エネルギー技術白書 

 

代表的な企業を以下に示す。 

 

1）波力発電 

Pelamis Wave Power 社、Aquamarine Power 社 

2）潮流発電 

Open Hydro社、Hammerfest Strom社、Tidal Generation Limited社、Scotrenewables Marine Power

社、Atlantis Resources 社、Voith Hydro社  

 

(2) アメリカ 

DOE が Water Power Program の中で海洋エネルギーの技術開発を行っている。また、産業団

体である Ocean Renewable Energy Coalition（OREC）は 2011 年に、海洋エネルギーの技術ロー

ドマップを作成し、2030 年までに 15GW の導入目標を設定し、技術別のアクションプランを

策定している。 
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図 108 米国 OREC の海洋エネルギー技術ロードマップ 

出典： NEDO 再生可能エネルギー技術白書 

11.2. 太陽熱発電 

11.2.1. 国内の技術開発動向 

（1）技術の概要 

太陽熱発電（Concentrated Solar Power）は、集光した熱を、熱機関（蒸気タービン等）を用い

て電気に変換する技術である。日照条件に優れた米国の砂漠地帯、地中海沿岸、中東地域で導

入されている。太陽光発電は日射のうち直達日射と散乱日射の両方を利用できるが、太陽熱発

電は直達日射しか利用できない。そのため、年間を通じて晴天日が多く、空気が澄んでいる乾

燥地域を中心に導入が進む。米国およびスペインなどでは商用発電設備も稼働している。集熱

器には、パラボラ・トラフ型、パラボラ・ディッシュ型、タワー型などがある。 

また、集熱した太陽エネルギーを溶融塩の相変化を利用して蓄熱することもできることから、

太陽光の出力変動を制御することも可能でありベースロード電源としての期待も高まる。また、

コンバインドサイクルとのハイブリッド型によってより安定的な電力供給を目指したシステ

ム構成もある。 

 我が国では、1981 年に香川県で 1MW の実証試験が行われたが、上述のように我が国は、太

陽熱発電の導入適地ではないため、その後実証試験は行われていない。 

 

 
図 109 太陽熱発電の原理 

出典： 経済産業省資源エネルギー庁監修「資源エネルギー年鑑（2005/2006）」 
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図 110 太陽熱発電の理想的な設置地域 

出典： IEA “Energy Technology Perspectives 2008” 

 

 
図 111 蓄熱システム型太陽熱発電 

出典： NEDO 再生可能エネルギー技術白書 

 

（2）近年の動向 

アブダビの Masdar で、東京工業大学の提案に基づき、三井造船がビームダウン式の太陽熱

発電の試験プラントを建設した。JFE エンジニアリングは、タワー型レシーバー技術の開発を

行った。川崎重工は、ガスタービンコンバインドサイクルと太陽熱発電を組み合わせた太陽熱

コンバインド発電（ISCC：Integrated Solar Combined Cycle）の開発に取り組んでいる。 
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図 112 ビームダウン式太陽熱発電 

出典： NEDO 再生可能エネルギー技術白書 

11.2.2. 主な国内企業 

三井造船、JFE エンジニアリング、川崎重工、千代田化工 

11.2.3. 他国の主な研究開発動向 

 主に、蓄熱システムの開発、低コスト化、運転費の削減などを目的に、スペインや米国の企

業が開発に取り組んでいる。特に、集熱部分のコスト削減が重要視されている。以下に主要な

企業を示す。 

 

Abengoa Solar（スペイン：トラフ型、タワー型） 

Acciona Energía（スペイン：トラフ型） 

Areva Solar（フランス：フレネル型） 

BrightSource（米国：タワー型） 

eSolar（米国：タワー型） 

Novatec Solar（ドイツ：フレネル型） 

11.3. バイオマス発電 

バイオマス発電は、従来型の技術を利用しており、新たな技術開発の余地は非常に限定的で

ある。一方、低炭素化やバイオマス導入による設備費の増大を回避のために、既存の石炭火力

発電にバイオマスを混入する石炭バイオマス混焼発電の導入が進められている。 

石炭バイオマス混焼発電においては、木質バイオマスを石炭と混合した後に既設の微粉炭機

で混合粉砕する方式と、バイオマス専用の粉砕設備を設置する二種類がある。前者の場合は、

追加的な設備費を抑えられるが混合割合は数％程度にとどまる。一方、後者の場合は、混合割

合を高めることができるが、追加的な設備費がかかる。 

IRENA の”Renewabl Capacity Statistics 2016”によると、世界のバイオマス発電の設備容量は過

去 5 年において年平均 6GW で増加し、2015 年の設備容量は 104GW に達する。我が国では、

2012 年 7 月の FIT 導入後導入が進み、2016 年 10 月末時点における一般木質バイオマス発電の
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設備認定量は、約 3.2GW で、うち 0.27GW が稼働開始している。ただし、国内バイオマス燃料

は原料もさることながら輸送費も高いことから、多くのバイオマス発電事業者は、木質チップ

を主に東南アジアなどから輸入している。したがって、バイオマスの輸送に係るエネルギー消

費を含めた総合エネルギー・二酸化炭素排出収支の評価が必要となる。 

 

11.4. 水力・揚水 

水力発電に関しても新たな技術開発の余地は少ない。ただし、大規模な水力発電が既に開発

済みの地域においては、今後は中小規模の水力発電の導入が期待されるが、コストダウンが求

められる。 

一方で、途上国でも今後、太陽光発電や風力発電など出力変動型再生可能エネルギーの導入

拡大が見込まれ、エネルギー貯蔵技術としての揚水発電の必要性が高まる可能性もある。通常

の揚水発電は、一定の回転数で運転されるため揚水運転中は入力電力を変えることができない

が、可変速揚水発電システムを利用すれば、入力電力を変動することができ、周波数調整が可

能となる。したがって、出力変動型再生可能エネルギーの系統安定化対策として効果的に利用

することができ、従来周波数調整の役割を担っていた火力発電を停止できたり不要になったり

することから、CO2 排出削減にも貢献できる。 

 

可変速揚水発電設備の国内企業  東芝、日立、等 
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III. 先進的低炭素エネルギー技術の市場規模・競合他社分析 
 

本章では、前章で取り上げた事項のうち、本調査にて特に焦点を当て、企業へのインタビュ

ーを行った技術として、太陽光発電、地熱発電、風力発電、高効率火力発電および蓄電池につ

いて、市場規模、本邦企業及び競合他社の展開状況について取り上げる。なお、概要について、

取りまとめると以下のとおりとなる。 

 

  

LCE技術の類型化 詳細項目 国内企業 競合相手 市場規模

太陽光 シリコン系、化合物系、
有機系

三菱電機、シャープ、
パナソニック、京セラ、
ソーラーフロンティア、
カネカ、ほか

中国：Yingli Green Energy,
Trina Solar, Canadian Solar,
Jinko Solar, ReneSola, JA
Solar
アメリカ： First Solar
カナダ： Sun Power Corp
韓国： Hanwha Solar One

市場規模
2015年の世界の太陽光発電システムの
累積導入量：約227GW（世界の電力需
要の約1.3%）
（出所 : Snapshot of Global PV Markets
2015 (IEA PVPS))

結晶シリコン(2012年)：世界 9GW(うち日
本企業 0.5GW)
(出所 : NEDO)

地熱 フラッシュ方式、バイナ
リ―方式、ＥＧＳ、超臨
界地熱資源（マグマ）

三菱日立パワーシス
テムズ、東芝、富士電
機、ほか

Ansaldo/Tosi,
ORMAT,GE/Nuovo Pignore

世界の設備容量合計：13.3GW（2015
年）、2021年には18.4GWになると予想

陸上風力 三菱重工、日立製作
所、東芝、日本製鋼
所ほか

中国： Gold Wind
デンマーク： Vestas
アメリカ： GE
ドイツ： Siemens

風力発電（陸上、洋上）累積導入量：
432.9GW（2015年）
内訳：アジア地域　175.8GW、欧州地域
147.8GW、北米地域　88.7GW

風力発電市場は中国が世界最大の
マーケット

洋上風力 着床式、浮体式 三菱重工、日本製鋼
所、東芝、日立製作
所、ほか

洋上風力発電累積導入量：12,107MW
（2015年）

高効率火力 ＵＳＣ、Ａ－ＵＳＣ、ＩＧＦ
Ｃ、ＩＧＣＣ、ＡＨＡＴ、
GTCC、GTFC

三菱日立パワーシス
テムズ、東芝、IHI、富
士電機、川崎重工

アメリカ ： GE
ドイツ：Siemens AG
スイス：ABB

【天然ガス火力】
2040年で9,008TWｈの発電電力量となる
見通し
（出所：World Energy Outlook 2015,
IEA)

蓄電池（系統用） 鉛蓄電池、NAS電池、
ニッケル水素電池、リ
チウムイオン電池、（バ
ナジウム）レドックスフ
ロー電池、ナトリウムイ
オン電池

GSユアサ、日本ガイ
シ、パナソニック、川
崎重工業、日立マクセ
ル、NEC、東芝、住友
電工

韓国：サムスンSDI、LG化学
中国：比亜迪汽車（BYD）、BYK

市場規模
2012年度：3.3兆円（リチウム電池　約
1.7兆円）
2020年度：6.5兆円（リチウム電池　約
4.4兆円）
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1. 太陽光発電 

1.1 市場規模 

国際エネルギー機関・太陽光発電システム研究協力プログラム（IEA PVPS）の報告書

「Snapshot of Global PV Markets 2015」によると、2015 年に世界の太陽光発電システムの累積導

入量は、約 227GW になり、太陽光発電は世界の電力需要の約 1.3%を占めるようになった 1。 

 

図  1：世界の太陽光発電導入量（累計）推移 

 

出典：IEA-PVPS の資料を基に作成 2 3 

 

下図によると、世界各国での FIT 制度の導入等により世界全体での市場、特に中国、アメリ

カは成長している。FIT 制度などの普及で太陽光発電の導入が先行していたドイツでは、2012

年 6 月末に再生可能エネルギー法を大幅に改定し、太陽光発電の買い取り価格を 20~30%引き

下げるなどの支援策の見直し・買取価格減額により、自国市場は縮小傾向にある。日本市場に

ついては、2012 年 7 月の FIT 導入に伴い、急成長し、2015 年世界市場で国別で第 2 位の市場

シェアをもつ。 

  

                                                        
1 IEA PVPS は、エネルギーにおける太陽光発電の貢献を分析するために設置・系統連系ベースで、太陽電池

モジュールの容量（DC 容量）で導入量を報告している。 
2 IEA-PVPS, “TRENDS 2015 IN PHOTOVOLTAIC APPLICATIONS” :  
http://www.iea-pvps.org/fileadmin/dam/public/report/national/IEA-PVPS_-_Trends_2015_-_MedRes.pdf 
3 IEA-PVPS, “2015 SNAPSHOT OF GLOBAL PHOTOVOLTAIC MARKETS” :  
http://www.iea-pvps.org/fileadmin/dam/public/report/statistics/IEA-PVPS_-__A_Snapshot_of_Global_PV_-_1992-
2015_-_Final.pdf 
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図 2：世界の太陽光発電導入量の単年度推移 

 
出典：IEA-PVPS の資料を基に作成 4 5 

 

今後の導入量予測として、欧州の太陽光発電業界団体である SolarPower Europe によると、太

陽電池モジュールの世界市場は、中国や米国の他、東南アジアやインド、アフリカ、オセアニ

アなどの地域でも太陽光発電システムの設置数が増加し、2020 年の太陽電池モジュール世界市

場（High Scenario ベース）は 120.2GW に拡大すると予測している。  

                                                        
4 IEA-PVPS, “TRENDS 2015 IN PHOTOVOLTAIC APPLICATIONS” :  
http://www.iea-pvps.org/fileadmin/dam/public/report/national/IEA-PVPS_-_Trends_2015_-_MedRes.pdf 
5 IEA-PVPS, “2015 SNAPSHOT OF GLOBAL PHOTOVOLTAIC MARKETS” :  
http://www.iea-pvps.org/fileadmin/dam/public/report/statistics/IEA-PVPS_-__A_Snapshot_of_Global_PV_-_1992-
2015_-_Final.pdf 
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図 3：世界の太陽電池モジュール市場規模推移と予測（容量ベース） 

 
 

出典：SolarPower Europe, “Global Market Outlook for Solar Power 2016-2020”6 

  

                                                        
6 http://resources.solarbusinesshub.com/solar-industry-reports/item/global-market-outlook-for-solar-power-2016-2020 
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中国の太陽光市場 

国家統計局データによると、2014 年の太陽電池生産量は前年比 28.1%増の 47,369MW となっ

た。太陽電池の価格は国外製品より約 30%安く、太陽電池生産量の約 7 割が輸出向け、3 割が

国内新規導入向けの構造である。2006 年頃から国内太陽電池の生産規模は急拡大し、2007 年

には中国が世界首位生産国となった。 

外需に関しては、主要需要先のヨーロッパとアメリカが、近年、国内の補助政策を変更した

り、中国製太陽電池に対する反ダンピング措置を発動したりしており、その影響から需要は著

しく減少した。 

一方、内需に関しては輸出型企業が中国内販路を積極的に開拓、同時に 2009 年頃からの「金

太陽工程」などの補助金による育成政策実施が影響して、国内年間新規導入量は 2009 年の

160MW から 2013 年の 11,800MW に急増した。2011 年、2012 年、2013 年の新規導入量はそれ

ぞれ前年比 5 倍、2 倍、3 倍の増加を記録した。2013 年の太陽光発電の累計導入量は 2005 年の

266 倍、18,600MW となった。2013 年の太陽光発電累計導入量 19GW と第十三次五ヵ年計画に

おける 2020 年 110GW7の累積導入目標を考慮すると、中国の太陽光発電はまだ発展の初期段

階にあると考えられる。 

しかし、2012 年には業界企業の設備稼働率は約 5 割（2007 年は 68%）であり、生産能力の

過剰な状況が深刻になっている。その影響で、2012 年から世界的な太陽電池の供給過剰により

主原料であるシリコンの国際価格は大幅に下落し、太陽電池価格も対前年比で 4 割下落してい

る。2013 年からは、シリコン価格の下げ止まり、太陽電池メーカーによる価格設定などを含め

た戦略の見直し、更には欧州で中国製太陽電池の価格統制が敷かれるなど、太陽電池価格が安

定化する状況が整いつつあり、改善の兆しがみられる。 

輸出入の動向を見ると、2013 年は輸出価格の大幅な下落および外需低迷の影響により、中国

の太陽電池輸出額は前年比 21%減の 102 億ドルと低迷した。一方、輸入額は前年比 46%増の 19

億ドルとなった。2013 年の太陽電池輸出額の国内総生産額に占める割合は、7~8 割とみられ、

国内で生産されている太陽電池は主に外需向けであるといえる。 

輸出額は、特に 2006 年頃から、国内太陽電池生産規模の急速な拡大により急増した。しか

し、2011 年の 228 億ドルをピークに、ヨーロッパやアメリカのエネルギー政策の変更により、

2012 年には著しく減少し、前年比 44%減の 128 億ドルにまで縮小した。2013 年は減少ペース

が鈍化するものの、輸出額は 2011 年のピークに比べて約 5 割の水準にまで低下している。地

域別では、2013 年上半期時点で、中国からの輸出はヨーロッパや日本、カナダ、韓国向けが 7

割以上を占めている。 

一方、輸入額は、近年 10 億ドルから 20 億ドルの間で変動し、2013 年国内生産額の 1 割しか

シェアを占めておらず、国外メーカー製品の輸入は需給バランスに対する影響度が薄いといえ

る。 

  

                                                        
7 中国国家エネルギー局(NEA), “第十三次 5 カ年計画（2016〜2020 年）” : 
http://www.sdpc.gov.cn/zcfb/zcfbghwb/201612/P020161222570036010274.pdf 
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1.2 太陽光設備のコンポーネント分類 

太陽光設備を構成する機器について、一般的に以下に分類できる。通常、メーカーはこれら

をパッケージ化して、製造販売している。 

 

表 1：太陽光発電のコンポーネント 

コンポーネント 内容 

太陽電池モジュール 太陽光のエネルギーを受けて、太陽電池モジュールが直流電力を発電 

接続箱 太陽電池モジュールで発電した電気をまとめて、パワーコンディショ

ナに送るための装置 

パワーコンディショ

ナ  

太陽電池モジュールで発電した直流電力を、施設で使える電気（交流

電力）に変換する装置 

分電盤 パワーコンディショナで変換された電気を、施設内の配線に分配 

売電用／買電用メー

ター 

売電用メーターは、施設で使い切れず電力会社へ売られた電力量を計

測。買電用メーターは、夜間や雨の日などに電力会社から買った電力

量を計測る装置 

モニター 発電量や売電量、消費電力量等を手軽にチェックできる装置 

出典：三菱電機ウェブサイト 8 

1.3 太陽電池モジュール市場の世界シェア 

太陽光市場の拡大に伴い、太陽電池モジュール開発企業は数多く参入しており、その中で近

年、中国企業が上位を占有、欧米や日系企業は影響度を落としている（下記参照）。中国メーカ

ーの強みは価格競争力にあるが、供給過剰とモジュール価格の下落や需要先の欧米のアンチダ

ンピング措置によって、経営環境は極めて厳しい。主なプレイヤーおよび世界シェアランキン

グについて下記のとおりである。 

 

中国 

 

Yingli Green Energy、Trina Solar、Canadian Solar、

Jinko Solar、ReneSola、JA Solar 

日本 

 

京セラ、シャープ（Sharp Solar）、東芝、ソーラ

ーフロンティア、三菱電機、パナソニック、カ

ネカ、富士電機 

米国      カナダ 

 

First Solar      SunPower Corp 

韓国 

 

Hanwha SolarOne 

出典：各社ウェブサイトを基に作成 

                                                        
8 三菱電機, “太陽光発電のしくみ” : 
http://www.mitsubishielectric.co.jp/service/taiyo/jutaku/introduction/structure.html 
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表 2：太陽電池モジュールの世界シェアランキング推移（供給量・出荷量） 

順位 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 

1 位 Suntech Power 

Holdings Co. Ltd 

（中国） 

Yingli Green Energy 

Holding Co., Ltd 

（中国） 

Yingli Green Energy 

Holding Co., Ltd 

（中国） 

Trina Solar Ltd 

（中国） 

2 位 First Solar, Inc. 

（米国） 

First Solar, Inc. 

（米国） 

Trina Solar Ltd 

（中国） 

Yingli Green Energy 

Holding Co., Ltd 

（中国） 

3 位 Yingli Green Energy 

Holding Co., Ltd

（中国） 

Trina Solar Ltd 

（中国） 

Sharp Corporation 

（日本） 

Canadian Solar Inc. 

（中国） 

4 位 Trina Solar Ltd 

（中国） 

Canadian Solar Inc. 

（中国） 

Canadian Solar Inc. 

（中国） 

Hanwha Q Cells 

Company Ltd 

（中国） 

5 位 Canadian Solar Inc.

（中国） 

Suntech Power 

Holdings Co. Ltd 

（中国） 

JinkoSolar Holding 

Co., Ltd（中国） 

JinkoSolar Holding 

Co., Ltd（中国） 

6 位 Sharp Corporation 

（日本） 

Sharp Corporation 

（日本） 

ReneSola Ltd 

（中国） 

JA Solar Holdings 

Co., Ltd（中国） 

7 位 JinkoSolar Holding 

Co., Ltd（中国） 

JinkoSolar Holding 

Co., Ltd（中国） 

First Solar, Inc. 

（米国） 

Sharp Corporation 

（日本） 

8 位 SunPower 

Corporation 

（米国） 

SunPower Corporation

（米国） 

Hanwha Q Cells 

Company Ltd 

（中国） 

ReneSola Ltd 

（中国） 

9 位 Hanwha Q Cells 

Company Ltd 

（中国） 

REC Solar Inc. 

（ノルウェー） 

Kyocera Corporation 

（日本） 

First Solar, Inc. 

（米国） 

10 位 Kyocera Corporation 

（日本） 

Hanwha Q Cells 

Company Ltd（中

国） 

JA Solar Holdings 

Co., Ltd（中国） 

Kyocera Corporation 

（日本） 

出典：2011 年は IMS、2012 年は IHS、2013 年は NPD Solarbuzz、2014 年は HIS の調査結果 9 

  

                                                        
9 太陽光発電総合情報 : http://standard-project.net/solar/maker/ 
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1.4 個別企業 

1.4.1. インリー・グリーン・エナジー 

（1）基本情報 

商号 Yingli Green Energy Holding Co., Ltd 

（英利緑色能源控股有限公司、インリー・グリーン・エナジー） 

本社所在地 No. 3399 Chaoyang North Street Baoding China （Corporate） 

上場年月 

（上場証券取引所） 

2007 年 6 月（ニューヨーク証券取引所） 

売上高 10 億 CNY（2015/12 期 連結） 

総資産 176 億 CNY（2015/12 期 連結） 

従業員数 14,533 人（2015/12 期 連結） 

代表者 Liansheng Miao （ 2015 - , Chief Executive Officer） 

沿革 1998 年: 現会長兼最高経営責任者の Liansheng Miao（苗連生）に

よって設立、太陽光発電事業に参入 

出典：会社ウェブサイト、アニュアルレポート、SPEEDA より作成 

 

（2）事業の概要 10 

中国の河北省保定（Baoding）市に本社を置く太陽電池大手メーカーである。インゴットから

ウェハ、モジュール、システムを一貫生産する設備を有する世界で一番大きい垂直統合型太陽

光電池メーカーとして知られており、2007 年 6 月にニューヨーク証券取引所に上場した。 

同社の年間太陽電池生産能力は 2,450MW と世界トップレベルで、2013 年には年間出荷量が

3GW を超え、2012 年と 2013 年の年間出荷量において世界で 1 位、2014 年には 2 位の座に着

いている。 

 

同社の太陽電池の生産拠点は、本社の保定市を含め海南（Hainan）、天津（Tianshin）、衝水

（Shungshui）の 4 か所にある。本社工場では、インゴットからモジュール、システムまでの一

貫生産する設備とともに太陽電池システムの周辺機器の生産設備を揃えている。多結晶シリコ

ン太陽電池の生産をメインにしているが、2010 年から 2011 年にかけて 600MW の N 字単結晶

シリコン太陽電池をインゴットからモジュールまで一貫生産できる設備を構築し、同グループ

の生産拠点の中で最も大きい生産能力を有す。 

海南の工場（海南英利新能源有限公司）は、本社の保定市以外の生産拠点の中では一番大き

い多結晶シリコン太陽電池生産拠点である。2011 年 3 月、天津ハイテク区の Binhai Technology 

Park に建設された天津工場（天津英利新能源有限公司）は、2012 年から多結晶シリコン太陽電

池生産工場としてスタートした。同工場も、インゴット鋳造、ウェハ加工、太陽電池製造、モ

ジュール組立まで一貫生産できる設備体制を整えており、年間生産能力は 300MW となってい

                                                        
10 インリー・グリーン・エナジー ウェブサイトおよびプレスリリース : http://www.yinglisolar.com/us/ 
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る。 

衡水製造工場（Hengshui Yingli New Energy Resources Co., Ltd.）は、中国河北省の衡水経済開

発区に 2011 年に設立された単結晶シリコン太陽電池生産工場である。年間生産能力は 150MW

で、インゴット鋳造およびウェハ加工、太陽電池製造およびモジュール組立まで対応する。 

同社の「インリーソーラー」モジュールは、ドイツ、スペイン、イタリア、ギリシャ、フラ

ンスなどの欧州、韓国、中国、日本、オーストラリアおよびアジアの新興国、米国、南米市場

に至るまで世界各地で販売されている。 

 

太陽光発電事業関連子会社 

 日本：インリー・グリーン・エナジー・ジャパン株式会社 

 中国 7 社、スペイン、イタリア、ギリシャ、ドイツ、フランス、アメリカ、ブラジル 

 

（3）事業の財務概況 

太陽電池市場は技術が成熟化して市場の参入障壁が下がってくると市場環境が大きく変化

し、2000 年ごろから中国系メーカーが多数参入し、果敢な投資によりシェアを伸ばした。そし

て 2008 年以降、リーマンショックやユーロ危機で日本や欧米メーカーの動きが鈍ると、ここ

でさらなる投資を重ねたことで中国勢が太陽電池の市場を一気に席巻して 6割以上のシェアを

握るようになった。同社もこのような動きの中で、急速にシェアを伸ばした会社である。設立

は 1998 年であるが、2006 年以降設備投資を加速することで急速に成長してきた。 

太陽電池市場は参入障壁が低いので競争が激しく、1 製品当たりの利幅が小さくなる。そこ

で、メーカーとしては投資をして生産を拡大し売上を増やすことで、利益を上げようとする。

しかし、どのメーカーも同じように考えて投資をすることで業界全体としては過剰供給構造が

生じ、結果として、ますます価格競争が激化して採算が悪化するという結果を招く 11。  

                                                        
11 スマートエネルギー情報局 : http://jbpress.ismedia.jp/articles/-/44453 

http://jbpress.ismedia.jp/articles/-/44453
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図 4：インリー・グリーン・エナジーの売上高・営業利益の推移 

 
出典：インリー・グリーン・エナジー, “Annual Report”12を基に作成 

 

同社も上記市場環境に下、「インリーソーラー」のブランドで、廉価版の太陽光パネルを、ド

イツ、スペイン、イタリア、ギリシャ、フランス、韓国、中国、日本、オーストラリア、米国

などの市場で販売しているが、パネルメーカー同紙の競争激化で、収益を上げられない状況が

続いている。財務状況を改善するために、同社は欧州法人で人員削減を行ったり、中国子会社

のファインシリコンが保有し現在は遊休資産となっている不動産を処分したりする等を実施

している。 

1.4.2. トリナ・ソーラー 

（1）基本情報 

商号 Trina Solar Ltd（天合光能有限公司、トリナ・ソーラー） 

本社所在地 No. 2 Tian He Road Trina Pv Industrial Park New District 

Changzhou, Jiangsu China （Corporate） 

上場年月（上場証券取引所） 2006 年 12 月（ニューヨーク証券取引所） 

売上高 30 億 CNY（2015/12 期 連結） 

総資産 47 億 CNY（2015/12 期 連結） 

従業員数 13,556 人（2015/12 期 連結） 

代表者 Jifan Gao （ Chief Executive Officer） 

沿革 1997 年: 太陽光システムインテグレーターとして設立 

出典：会社ウェブサイト、アニュアルレポート、SPEEDA より作成 

 

（2）事業の概要 13 

太陽電池生産メーカーとして、2014 年には、年間 3.66GW のモジュールを出荷し、インリ

ー・グリーン・エナジーを追い越して世界最大の太陽電池生産メーカーになった。 

                                                        
12 http://ir.yinglisolar.com/phoenix.zhtml?c=213018&p=irol-reportsannual 
13 トリナ・ソーラー ウェブサイトおよびプレスリリース : http://www.trinasolar.com/ 



先進的低炭素エネルギー技術の開発途上国展開に関する基礎調査業務 2017 年 2 月 
 

III-11 

  

同社は、2004 年から太陽電池の生産を開始し、現在ではインゴットからセル、モジュール、

システムに至るまでの結晶シリコン系太陽電池システムを一貫生産できる体制を整えている。

単結晶シリコン系太陽電池モジュールは、出力 210W～215W、270W～275W などのレベルの製

品を販売しており、多結晶シリコン太陽電池においては出力 300W～315W などの製品を用意

している。また事業体制として、太陽電池を生産する製造事業部門と太陽光発電プロジェクト

事業部門に分けられる。川上の太陽光発電モジュールの原料となるインゴットやウェハ、セル

の生産からモジュールの生産と販売（輸出含む）などが製造事業部門に該当する。この他、EPC

として太陽光発電システムソリューションをサポートする川下のビジネスを行っており、同ビ

ジネス内容が太陽光発電プロジェクト事業に該当する。同社は 2009 年以降から太陽光発電事

業にも進出し、野立てメガソーラーなどの大規模太陽光発電所の建設や集合住宅や商業施設な

どのミドル層の太陽光発電システムの設置プロジェクトを遂行するビジネスも展開している。 

本社は、中国江蘇省（Jiangsu）の常州市（Changzhou）にあり、中国内では営業拠点として北

京と上海に支社を置いている。ヨーロッパにイタリア、イギリス、ドイツ、スペイン、スイス

などに支社を置いている。ヨーロッパの本社はスイスのチューリッヒである。北米にはカナダ

と米国のカリフォルニア州サンノゼに支社を置いている。中国を除くアジア太平洋地域・中東・

アフリカ地域の総括本部はシンガポールにある。 

 

世界 6 か所に生産設備を設けており、2015 年 6 月基準、同社の年間生産能力は、インゴット

2,300MW、ウェハ 1,800MW、セル 3,200MW、モジュール 4,400MW となっている。今後、中国

国内や海外での需要が拡大するものと予測しており、370 百万ドルを投資し、2015 年末にはイ

ンゴット 2,900MW、ウェハ 2,300MW、セル 4,100MW、モジュール 4,400MW まで生産能力を

拡大させる計画である。中国国内においては、本社のある江蘇省（Jiangsu）、常州工場のほか、

同じ江蘇州内の塩城市（Yancheng）と湖北省（Hubei）仙桃市（Xiantao）、鳥魯木省（Urumuqi）

新疆（Xinjiang）など 4 か所に工場を設けている。 

同社は 2014 年から今後拡大する海外市場を攻略するため、中国以外での太陽光発電システ

ム生産拠点の建設地を検討しており、まず、タイにセル 700MW、モジュール 500MW を生産で

きる施設が設けられることになり、2016 年から本格的に稼働している 14。またマレーシアにお

いても工場の建設を検討した 15が、マレーシア政府の反対により同国における設備投資は延期

された。 

 

（3）事業の財務概況 

2015 年度中のモジュール総出荷量は 5.74GW で、その内訳は、社外への出荷 4.83GW および

自社内の下流部門の電力プロジェクトへの出荷 912MW で、前年度の 3.66GW から 56.8%増加

した。これは、中国、日本および米国からの堅調な需要が主な推進力となった。 

                                                        
14 トリナ・ソーラー プレスリリース :  
http://www.trinasolar.com/us/news/trina-solar-launches-operations-thailand-manufacturing-facility-and-signs-us143-
million 

15 トリナ・ソーラー プレスリリース :  
http://ir.trinasolar.com/phoenix.zhtml?c=206405&p=irol-newsArticle&ID=2065113 
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図 5：トリナ・ソーラーの売上高・営業利益の推移 

 

出典：トリナ・ソーラー, “Annual Report 2015”16を基に作成 

 

2015 年度の売上高は 30.3 億ドルで、これには、太陽光発電プロジェクトによる発電からの

下流部門収入、プロジェクト売上高およびその他の 1.7 億ドルが含まれている。売上高は、前

年度の 22.9 億ドルから 32.8%増加した。営業利益は 1.8 億ドルで、前年度は 1.2 億ドルであっ

た。営業利益率は 5.8%で、前年度は 5.3%であった。2015 年度の利益率向上の主な要因は、モ

ジュールの平均販売価格の全般的な下落幅を上回る製造コストの削減を実現したことに加え

て、モジュール販売よりも高い利益率を生み出す海外下流部門の太陽光プロジェクトおよび

EPC サービスの売上高が伸びたことであった 17。 

1.4.3. シャープ 

（1）基本情報 

商号 シャープ株式会社 （英訳名：Sharp Corporation） 

本社所在地 大阪府堺市堺区匠町１番地 

上場年月（上場証券取引所） 1949 年 5 月（東京証券取引所） 

売上高 2.5 兆 JPY（2016/3 期 連結） 

総資産 1.6 兆 JPY（2016/3 期 連結） 

従業員数 43,511 人（2016/3 期 連結）, 14,544 人（2016/3 期 単体） 

代表者 戴 正 呉（2016 -取締役社長） 

沿革 1912 年：早川徳次創業者が東京に金属加工業を創業 

1924 年：前年の関東大震災により全工場を焼失。早川兄弟商

会を解散。大阪で再起を図る。大阪府東成郡田辺町

                                                        
16 http://ir.yinglisolar.com/phoenix.zhtml?c=213018&p=irol-reportsannual 
17 トリナ・ソーラープレスリリース :  
http://ir.trinasolar.com/phoenix.zhtml?c=206405&p=irol-newsArticle&ID=2145494 
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（現・本社所在地）に早川金属工業研究所を設立 

1935 年：株式会社早川金属工業研究所を設立、法人組織とな

る。資本金 30 万円 

1959 年：太陽電池の研究開発を開始 

1964 年：世界初のオールトランジスタ電卓“コンペット”〈CS-

10A〉を発売し、総合エレクトロニクスメーカーの基

礎を築く。太陽電池量産ラインを設置 

1970 年：シャープ株式会社に社名変更 

2000 年：太陽電池生産量世界 1 位となる。2006 年まで 7 年連

続世界 

2016 年：鴻海精密工業股份有限公司との戦略的提携を発表。

鴻海精密工業股份有限公司他 3 社を割当先とする第

三者割当による約 3,888 億円の新株式を発行 

出典：会社ウェブサイト、アニュアルレポート、SPEEDA より作成 

 

（2）事業の概要 18 

シャープは 1959 年から太陽電池の研究開発に着手した。1963 年に電力用太陽電池の量産に

成功。1967 年から宇宙用太陽電池の開発をはじめ、灯台や人工衛星に同社の太陽電池が採用さ

れた。太陽光電池付き電卓の商用化と 1994 年の住宅用太陽光発電システム「サンビスタ

（SUNVISTA）」の商用化で民生用でのシェアを拡大し、2000 年には世界一の太陽電池生産企

業になった。 

電力用太陽電池としては単結晶シリコン太陽電池を使用していたが、1995 年以降から多結晶

シリコン電池の量産を開始し、産業向けの太陽電池のコストダウンを実現している。1998 年か

らは薄膜シリコン太陽電池の量産を開始し、2011 年 3 月からは堺太陽電池工場において受光面

に電極のないバックコンタクト構造の新型高効率単結晶シリコン太陽電池「BLACK SOLAR」

の量産を開始している。 

同社の国内の生産拠点は、本来、葛城工場と堺工場の 2 か所で、葛城工場で結晶シリコン

系太陽電池を、グリーンフロント堺工場では薄膜シリコン太陽電池と高効率の単結晶シリコ

ン太陽電池「BLACK SOLAR」を生産していた。現在、国内生産拠点は堺工場の 1 か所に集

約されている。 

シャープの海外太陽電池生産拠点も整理されている。同社は、イタリア、英国、米国に太

陽電池の生産拠点を設けていたが、2014 年にイタリアの電力大手エネル（ENEI.MI）などと

共同出資していた薄膜太陽電池生産工場の合併を解消した。 

2004 年から太陽電池の生産を行っていたイギリス・ウェールズのレクセム工場においても

2014 年 2 月に太陽電池の生産を中止している。北米の太陽光発電開発の子会社「リカレン

ト・エナジー（Recurrent Energy）」（カリフォルニア州）においては 2015 年 2 月、Canadian 

                                                        
18 シャープ ウェブサイトおよびプレスリリース : http://www.sharp.co.jp/ 
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Solar に約 304 億円（2 億 6,500 万ドル）で売却した 19。生産拠点の縮小に伴い、同社では、住

宅・産業用の結晶シリコン系太陽電池の需要においては中国など海外からの調達を拡大して

いる。 

太陽電池生産を縮小する一方で、メガソーラーの O&M 事業が拡大している。シャープ

は、2012 年国内の FIT 導入により、芙蓉総合リース株式会社と合弁でメガソーラー発電事業

会社「合同会社クリスタル・クリア・ソーラー」を設立した。 

タイにおいても、2011 年 3 月に大規模太陽光発電所の保守・メンテナンスサービスを提供

するシャープ・ソーラー・メンテナンス・アジア（Sharp Solar Maintenance Asia Co.,Ltd.、

SSMA）社を設立している。同社は、タイの大手発電事業会社 NED から世界最大級の 73MW

の大規模太陽光発電所の保守・メンテナンス業務を受託したことを皮切りに、タイを含め、

今後市場拡大が期待されるアジア地域でのメガソーラーO&M 案件に対応している。 

また、タイにてこれまで約 140MW の発電所（Natural Energy Development 社 73.2MW と

10.3MW、Serm Sang Palang Ngan 社の 52MW）を EPC 事業者として建設する等、EPC から

O&M まで一貫したサービス事業の拡大を目指している。 

シャープの太陽光発電事業はエネルギーソリューションカンパニー傘下に置かれている。

同社は、業務改善のため、この数年構造改革を積極的に進めており、プロダクトビジネスの 4

つの事業部門とデバイスビジネス傘下の 2 つの合計 6 つ事業部門を、2015 年 10 月から 5 つの

カンパニー制に切り替えた。結晶シリコン系太陽電池、薄膜太陽電池、蓄電池を含むエネル

ギーソリューション事業部門は、「エネルギーソリューションカンパニー」として引き継がれ

ている。エネルギーソリューションカンパニーの今後の事業方針として、国内産業用太陽電

池の需要が低迷する中、国内では太陽電池と蓄電池をベースに HEMS、省エネ家電などをク

ラウドでつないだトータルソリューション事業を展開していく。 

さらに、2016 年に鴻海精密工業股份有限公司との戦略的提携を機に同年 8 月に組織変更を

行い、エネルギーソリューションカンパニーは「エネルギーソリューション事業本部」とし

て新たなスタートを切っている 20。 

また、海外でも、地域ごとのニーズに合わせたソリューションを展開している。アジアでは、

「EPC 事業」やディーゼル発電機を組み合わせた「PV ディーゼルハイブリッド」、米州では、

ピーク時の電力消費を減らして電気代を抑制する「ピークカットシステム」、欧州では、太陽熱

を活用する「PV サーマルシステム」の展開を強化する方針である 21。 

中国やインド、東南アジア、米国など拡大する海外需要を攻略し、2017 年度には太陽光発電

事業の海外売上比率を現在の約 10%から約 30%水準に引き上げる計画である。特に太陽光発電

システムの販売のみならず、ソリューション事業の比率を現在の 15～17%から 50%に拡大する

ことを目指している 22。 
                                                        
19 シャープ プレスリリース : http://www.sharp.co.jp/corporate/ir/pdf/2015/150203-3.pdf 
20 シャープ プレスリリース : http://www.sharp.co.jp/corporate/news/160826-a.pdf 
21 シャープ, “アニュアルレポート 2015” : 
http://www.sharp.co.jp/corporate/ir/library/annual/pdf/2015/annual_2015.pdf 
22 シャープ, “2015～2017 年度 中期経営計画” : 
http://www.sharp.co.jp/corporate/ir/event/policy_meeting/pdf/shar150514_1_nt.pdf 
 



先進的低炭素エネルギー技術の開発途上国展開に関する基礎調査業務 2017 年 2 月 
 

III-15 

  

さらに、生産コストの削減のため、海外から調達する資材のサプライチェーンの見直しや販

路の集約・強化によって価格競争が激化している太陽光発電システムの生産コストの削減に取

り組んでいく。また、シリコンの薄膜化にも拍車をかけ、原料（シリコン）調達価格への負担

を軽減し、製造コストの削減を実現する。 

 

（3）事業の財務概況 

太陽電池事業の業績は、国内首位プレイヤーであるにも関わらず、営業赤字に苦しんでいる。

2013 年度は国内市場において住宅用やメガソーラー等の産業用が好調であったことに加え、海

外ディベロッパー事業が好調で、大幅に売上高を伸ばし営業黒字にも転換した。 

しかし 2014 年業績は、セグメント売上高が前年度比 38％減の 2,708 億円で、セグメント利

益は前年の 324 億円から 626 億円の赤字に転落した。太陽電池の販売量減少と原材料であるポ

リシリコンの評価引当金計上が影響した。 

 

（事例）途上国への展開 23 

シャープおよび重光商事株式会社は、モンゴル国の現地企業「Solar Power International LLC」

と、3 社共同で同国初となる太陽光発電所（メガソーラー）事業に参画する。2016 年 7 月 19 日、

3 社間の契約合意に至り、着工開始し、2016 年 12 月に商業運転を開始する予定。 

本事業は、環境省が実施する二国間クレジット制度に基づく設備補助事業の採択を受けて推進

している。シャープの太陽光発電に関する技術やノウハウをモンゴル国へ導入することで、エネ

ルギー源を主として石炭に依存する同国にクリーンなエネルギーを供給し、温室効果ガス排出量

の削減に寄与する。本発電所に設置する太陽電池モジュールの容量は 10MW、年間予測発電量は

約 14,182MWh/年となり、約 14,746tCO2/年の温室効果ガス排出量削減に貢献する見込み。 

シャープは、太陽電池モジュールや架台、インバーターなどの周辺機器の供給に加え、発電所

の設計やエンジニアリング（EPC 事業）を行う。重光商事は、日本での太陽光発電所運営のノウ

ハウを活かし、本発電所の共同事業経営を今後 25 年にわたり支援する。 

発電所の概要 

所在地 モンゴル国ダルハン市 

敷地面積 約 291,000m2 

出力規模（モジュール容量） 10MW 

年間予測発電量 約 14,182MWh/年 

想定温室効果ガス排出削減量 約 14,746tCO2/年 

運転開始予定 2016 年 12 月 
 

  

                                                        
23 シャープ プレスリリース”モンゴル国初の太陽光発電所（メガソーラー）事業に参画” : 
http://www.sharp.co.jp/corporate/news/160719-a.html 
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1.4.4. 京セラ 

（1）基本情報 

商号 京セラ株式会社 （英訳名：Kyocera Corporation） 

本社所在地 京都市伏見区竹田鳥羽殿町 6 番地 

上場年月（上場証券取引所） 1949 年 5 月（東京証券取引所） 

売上高 1.5 兆 JPY（2016/3 期 連結） 

総資産 3.1 兆 JPY（2016/3 期 連結） 

従業員数 70,567 人（2016/9 期 連結）, 14,146 人（2016/3 期 単体） 

代表者 山口 悟郎（2013 - 取締役社長） 

沿革 1959 年：京都市中京区西ノ京原町 101 番地に本社並びに工場

を 4 月 1 日付で設立 

1982 年：世界に先駆けて、多結晶シリコン太陽電池の量産化

に成功。 

1993 年：日本で初めて住宅用太陽光発電システムの販売を開

始 

出典：会社ウェブサイト、アニュアルレポート、SPEEDA より作成 

 

（2）事業の概要 24 

1975 年からシリコンリボン結晶太陽電池の開発に着手した。同社は、1982 年から主力製品

である多結晶シリコン太陽電池の研究開発をはじめ、量産を開始した。同社は、1993 年に国内

で初めて住宅用太陽光発電システム販売を開始した企業として、1997 年には太陽光発電システ

ムメーカーの中ではいち早く 10 年の製品保証制度を取り入れるなど国内の太陽光発電システ

ム市場をリードしてきた。 

京セラは、シリコンインゴットからセル、モジュールまですべてを自社で一貫生産する数

少ない太陽電池メーカーの一つである。京セラで生産するセルは、多結晶シリコンが 100%を

占めており、プラズマエッチングを使ってμm（マイクロメートル：0.001 ミリメートル、

1000 ナノメートル）単位で光閉じ込めを施した独自のテクスチャ形成技術でセル表面に微細

な凹凸をつくり反射ロスを抑える「d.Blue」技術を適用し、セル変換効率 17.8%を達成してい

る。また、「低反射ガラス」の採用で、発電に寄与せず反射してしまう日光の量を減らし、多

結晶シリコンの発電性能を向上させている。  

                                                        
24京セラ ウェブサイトおよびプレスリリース : http://www.kyocera.co.jp/ 
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京セラの多結晶シリコン太陽電池セルは、2011 年末にプラスとマイナスの再結合を防ぐとい

った新技術によって飛躍的な変換効率の工場を実現し、2011 年 12 月時点で多結晶シリコン太

陽電池セルにおいては世界一の 17.8％という記録を達成した。「Gyna（ガイナ）」というブラン

ド名がつけられている同社の多結晶シリコンセルは、2014 年に変換効率 18.6％となり、記録を

更新している 25。 

長年高品質でコストパフォーマンスのよい多結晶シリコン太陽電池製造にこだわりをもっ

ていた京セラであるが、より高効率の太陽光発電システムへ高い需要を示している国内住宅用

市場を攻略するため、2014 年から製品ラインナップに単結晶セルを採用したモジュールを追加

した。単結晶ウェハ（6 インチ）は海外から輸入し、セルとモジュールを自社で生産している。 

京セラの太陽光発電システムは、京セラで製造し、主に同社の子会社である総販売元の（株）

京セラソーラーコーポレーションおよび全国販売窓口を介して販売されている。特に、同社の

太陽光発電システム販売量の 7 割を占める公共・産業用の太陽光発電システムにおいては、京

セラコミュニケーションシステム（株）が 2012 年からシステムの設計や施工、O&M を提供す

る環境エネルギーエンジニアリング部を構築し事業を推進している。また、太陽光発電による

売電事業においては 2012 年 8 月に東京センチュリーリースと共同で、「京セラ TCL ソーラー」

を設立し、同社のシステムを提供すると共に、メガソーラーの売電事業も行っている。 

国内における生産設備は、滋賀八日市工場（滋賀県近江市）、滋賀野洲工場（滋賀県野洲市）、

三重伊勢工場（三重県伊勢市）がある。滋賀八日工場と滋賀野洲工場ではセルを、三重伊勢工

場ではモジュールを生産している。海外では、中国の天津、米国のサンディエゴ、ヨーロッパ

のチェコにモジュール生産拠点 26を構えている。国内と海外の生産拠点における生産能力は

1GW 超である。 

 

太陽光発電関連傘下企業 

 京セラコミュニケーションシステム（株）：2012 年太陽光事業開始 

 （株）京セラソーラーコーポレーション：1996 年設立 

 京セラ TLC ソーラー合同会社：2012 年設立 

 中国 Kyocera （Tianjin） Solar Energy Co.,Ltd.：2003 年設立 

 香港 Kyocera Asia Pacific Pte. Ltd.：1977 年設立 

 米国 Kyocera Solar Inc.：2010 年工場稼働 

 EU Kyocera Solar Europe S.R.O.：2005 年設立 

 中国 Kyocera Solar （China） Sales & Trading（京セラ中国商貿有限公司） 

※持分法適用子会社、持分法適用関連会社除き 

 

（3）事業の財務概況 

京セラの事業セグメントは、「ファインセラミック部品関連事業」、「半導体部品関連事業」、

「ファインセラミック応用品関連事業」、「電子デバイス関連事業」、「通信機器関連事業」、「情

                                                        
25 京セラ ウェブサイト : http://www.kyocera.co.jp/solar/pvh/features/4quality/ 
26 京セラ プレスリリース : http://www.kyocera.co.jp/news/2011/0106_famv.html 
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報機器関連事業」、「その他の事業」の 7 つで構成されている。公共産業用や住宅用に単結晶/多

結晶シリコン太陽電池モジュールや太陽光発電システム等の開発・製造・販売については「フ

ァインセラミック応用品関連事業」に含まれている。 

 

図 6：「ファインセラミック応用品関連事業」の売上高・事業利益の推移 

 
出典：京セラウェブサイト IR 資料室のデータ集 27を基に作成 

 

2012 年度は、欧州市場の成長鈍化による世界的な製品価格下落を主因に対前年で減収減益と

なった。2013 年度は、さらなる競争激化により製品価格の下落が続いたものの、国内向け需要

の大幅拡大により、全世界の販売量も前年度比で約 50%の増加となった。また 2014 年度は、

為替の円安により海外からの原材料調達コストが増加したが、国内の公共・産業用のソーラー

エネルギー事業の増収や原価低減努力などを背景に、営業利益は前年度比 87%増の大幅増益と

なった。しかし 2015 年度は、ソーラーエネルギー事業において引き続き製品価格が低下して

いるため、たな卸資産の評価損失が発生したほか、主力の国内においても売上が減少した。直

近 2016 年度も、対前年比で減収ではあるが、原価低減の効果もあり増益となっている。 

今後は、太陽電池セルの変換効率やモジュール出力、耐久性など性能面の向上を図るほか、

水上ソーラーなど未利用域への展開を可能にする製品開発に努める。また自家消費用の蓄電シ

ステムやエネルギーマネジメントシステムなど、周辺機器およびソリューションビジネスへと

事業領域を拡大していく方針である 28。 

  

                                                        
27 http://www.kyocera.co.jp/ir/financial/data.html 
28 京セラ, “有価証券報告書 2016 年 3 月期 通期” : http://www.kyocera.co.jp/ir/financial/pdf/yuho16.pdf 
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1.4.5. 東芝 

（1）基本情報 

商号 株式会社 東芝 （英訳名：Toshiba Corporation） 

本社所在地 東京都港区芝浦一丁目１番１号 

上場年月（上場証券取引所） 1949 年 5 月（東京証券取引所） 

売上高 5.7 兆 JPY（2016/3 期 連結） 

総資産 5.4 兆 JPY（2016/3 期 連結） 

従業員数 167,091 人（2016/9 期 連結）, 36,601 人（2016/03 期 単体） 

代表者 綱川 智（2016 - 代表執行役社長） 

沿革 1875 年：東京に電信機工場を創設、後に一般白熱電球の生産

が活発になり、「東京電気株式会社」となる 

1939 年：重電メーカーの芝浦製作所と弱電メーカーの東京電

気が合併し「東京芝浦電気」として発足 

1963 年：日本初の 12,500W 原子力用タービン発電機、衛星通

信用送電装置を完成 

1984 年：「株式会社東芝」に社名を変更し、本社機能を東芝ビ

ルディングに統合。日本最大規模の燃料電池発電実

験プラントの運転に成功 

2006 年：英国の BNFL から、ウェスティングハウス社を約

6,370 億円で買収 

出典：会社ウェブサイト、アニュアルレポート、SPEEDA より作成 

 

（2）事業の概要 29 

日立製作所や三菱電機とともに日本を代表する総合電機メーカーであり、半導体やインフラ

関連、家電など幅広い分野を手がける。電力・社会インフラ事業では、火力・水力・原子力発

電システムに加えて、燃料電池、太陽光発電システムや鉄道を始めとした各種社会インフラ機

器・システムも提供している。 

同社では 1990 年代に公共・産業用太陽光発電システムのシステムインテグレーターとして

太陽光発電事業に参入し、その後、住宅用太陽光発電システム、パワーコンディショナの事業

へ参入している。事業開始当初の国内太陽光発電システム市場規模があまり大きくなかったた

め、太陽光発電システム事業部ではなく、各事業部で個別の取り組みとして対応していた。 

しかし、その後、海外市場が拡大したことや国内市場での導入助成策の強化で、市場拡大が

期待できる状況になったことから 2009 年 1 月にそれまで各事業部に点在していた太陽光発電

事業部門を統括する組織として、「太陽光発電システム事業推進総括部」が新設された。 

「太陽光発電システム事業推進総括部」は、2011 年 2 月の組織改編により名称を「太陽光発

電システム推進部」に変更し、電力流通システム事業部内の所属となった。さらに、2011 年 4

                                                        
29 東芝 ウェブサイトおよびプレスリリース : http://www.toshiba.co.jp/index_j3.htm 
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月の組織改編で、「電力流通・システム事業部」の所属となった。 

なお、同社の太陽光発電システム関連事業は、社会インフラシステム社電力流通事業部の他、

東芝グループ内では東芝三菱電機産業システム（株）が公共・産業用システム向けパワーコン

ディショナの開発と製造を、また東芝プラントシステム社（株）が EPC として工業・産業用シ

ステム施工などを行っている。 

 

＜住宅用＞ 

東芝では米国の大手太陽電池メーカーであるサンパワーから調達した単結晶シリコン太陽

電池モジュールにオムロン製パワーコンディショナと屋根技術研究所から調達した架台を組

み合わせたシステムをもって、2010 年 4 月から住宅用太陽光発電システム市場へ参入した。 

同社は、最大モジュール変換効率 250W の太陽電池モジュール「S シリーズ」の他、形状、

寸法にバラエティーが豊富な単結晶シリコン太陽電池「V シリーズ」を 2013 年 5 月から発売

している。また、同年 8 月からは屋根建材型太陽電池モジュール「F シリーズ」を市場に投入

した。「F シリーズ」については大手ハウスメーカーのミサワホームが発売する 10kW 以上の太

陽光発電システムを搭載できる戸建て住宅「Solar Max（ソーラーマックス）」シリーズなどで

採用されている。 

2015 年からは、最大出力 270W、最大モジュール変換効率 18.2%の太陽光発電モジュールを

採用した住宅用太陽光発電システム「L シリーズ」の販売を開始した。「L シリーズ」は、モジ

ュール変換効率の向上によって、限られた屋根により多くのパネルを設置でき、多くの発電量

を得られるように設計された製品で、同社の従来の単結晶モジュール「V シリーズ」よりも最

大モジュール変換効率を 2.8%アップさせている。 

「L シリーズ」は、変換効率の向上のため、両面受光セルの採用、セル表面の半導体技術な

どを取り入れている。両面受光セルとは、セルの裏面にも表面と同じ薄膜層と電極を設け、セ

ル間のすき間から入る斜めの光を吸収して発電効率を向上させたセルである。また、光をより

たくさん取り込めるため、単結晶セル表面のピラミッド形状を、より凸凹にし、発電量を増加

させた。さらに単結晶シリコン表面と反射防止コート（AR コート）薄膜層との間に、半導体

技術の応用で粒子形状を均一化させたナノ薄膜層を蒸着させることで発電効率を向上させた。 

住宅用システムにおいては、大手商社の山善や高島、エクセル、ユアサ商事、鈴与マタイの

他、（株）ライジングコーポレーションや三井住商建材（株）などの大手販売業者、東芝系家

電・住宅設備機器販売店の「東芝ストアー」や家電量販店、住宅メーカーなどを通じて販売を

行っている。 

 

＜公共・産業用＞ 

同社は、特に公共・産業用のパワーコンディショナ市場で強さを発揮している。同社と三菱

電機が 50％ずつ出資して設立した東芝三菱電機産業システム（TMEIC）は、2013 年時点にお

いては、世界の PCS 市場（出荷額ベース）において、SMA ソーラーテクノロジー社（ドイツ）、

ABB 社（スイス）、オムロンに並ぶパワーコンディショナ大手メーカーである。しかし、直近

2015 年においては、鴻海精密工業（台湾）や Sungrow（中国）の後塵を拝している。 
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なかでも太陽光発電向けの大型パワーコンディショナ部門で大きなシェアを獲得している。

TMEIC の太陽光発電用 PCS の出荷実績は、容量ベースで 2013 年度の 1,606MW から 2014 年度

には 2,536MW と 57.9%増加しており、このうち海外向けは輸出が約 5%（2013 年度）から約

10%（2014 年度）に伸びている 30。 

 

太陽光発電事業関連子会社 

東芝プラントシステム（株）：メガソーラー事業 

東芝三菱電機産業システム（株）：パワーコンディショナ 

東芝インターナショナル米国社：海外事業 

東芝インターナショナルヨーロッパ社：海外事業 

東芝電力流通システムヨーロッパ社：海外事業 

 

1.5 競合他社と日本企業との比較 

2000 年代後半にかけては、中国を中心に新規参入が増加し、大規模生産と低価格化が進行し

ている。日本の太陽光モジュールメーカーの世界市場シェアは減少しており、太陽電池セル生

産地域別シェアの推移によると、2005 年には世界市場の 50%弱のシェアを持っていたが、2007

年には 25%となり、2012 年には 10%弱まで下落している 31。 

セル・モジュールは、供給力過剰状態にあり、その供給価格は 2015 年で 2.2 ドル/W（モジ

ュールベース）まで下落している。日本国内を含め世界の太陽電池メーカーでは、既に太陽電

池の製造・販売事業では利益を確保することが困難な状況となっており、太陽電池に付加価値

を付けた新たなビジネスモデル構築が必要とされている。具体的なビジネスモデルとしては、

以下などが想定される。 

 

• 大規模発電所を設置し、発電した電力を販売する電力小売事業への進出（公共・公共・

産業向け事業部門） 

• 他社のメガソーラーの運転状況を監視し整備する O&M（Operation & Maintenance）事業 

• EV（Electric Vehicle）・家電・HEMS（Home Energy Management System）などと太陽電池

を組み合わせたスマート電力供給システムや蓄電池を活用した太陽光発電システム（住

宅向け事業部門） 

                                                        
30 TMEIC プレスリリース : https://www.tmeic.co.jp/news_event/pressrelease/2015/pdf/20150520_ja.pdf 
31 NEDO, “太陽光発電開発戦略” : http://www.nedo.go.jp/content/100575154.pdf 
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2. 地熱発電 

2.1 市場規模 

アメリカの地熱エネルギー協会（Geothermal Energy Association：GEA）の“2016 Annual U.S. 

& Global Geothermal Power Production Report”によると、各国で地熱開発が活発化し、世界の地

熱発電の設備容量合計は、世界 24 ヶ国で 2005 年の 8.9GW から 2015 年 13.3GW まで増加し

た。 

 

図 7：地熱発電容量（国別）2015 年 

 
出典：GEA, “2016 Annual U.S. & Global Geothermal Power Production Report”32 

 

地熱発電に適用される技術は、地熱資源の特性に依存する。バイナリー方式は低温の資源が

使われ、フラッシュ方式およびドライスチーム方式では高温の資源が使われる。 

「図表：タービン技術類型別の設備容量の推移」に示されているとおり、フラッシュ方式お

よびドライスチーム方式の技術は、これまでより一般的かつ最も広く活用されてきた。フラッ

シュ方式の中に、ダブルフラッシュ方式とトリプルフラッシュ方式があり、それら合せて世界

の地熱発電量（MW）の 2 分の 3 弱（58%）を構成しており、ドライスチーム方式が約 4 分の

1（25％）、バイナリー方式が 16％を占めている。残り最後の 1％は、バックプレッシャー方式

と呼ばれる、非伝統的な技術が含まれている。 

タービン技術毎の地熱発電設備容量の変化を時系列で追うと、構成割合を増加しているバイ

ナリー方式について、まだ約 20 年の歴史であるが、さらに低温の資源が、新たに識別、発見さ

れ、そして開発されてきていると言える。 

                                                        
32 http://geo-energy.org/reports/2016/2016%20Annual%20US%20Global%20Geothermal%20Power%20Production.pdf 
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図 8：タービン技術類型別の設備容量の推移 

 

出典：GEA, “2016 Annual U.S. & Global Geothermal Power Production Report” 

 

同報告書によると、地熱発電設備容量は 2021 年までに 18.4GW になると予想している。保

守的な見通しとして 14.8GW であり、これはすでに建設中で完了日が公表されている発電所

で構成されているベースラインの数値である。途上国などで気候変動などの環境変化が益々

深刻さを増してくると、エネルギー電源として地熱を選択する傾向は高まり、新規の地熱発

電の建設によりベースラインの数値に上乗せされることが予想されている。 

 

図 9：地熱発電設備容量の将来見通し 

 
出典：2016 Annual U.S. & Global Geothermal Power Production Report 
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 日本のメーカーは、国内における地熱開発のノウハウ・技術力・資本力を活かし、早くか

ら地熱発電機器の製造技術を確立し、世界をリードしてきた。地熱発電所の心臓部といえる

地熱発電用タービンは、日本のメーカー3 社（東芝、富士電機、MHPS）で導入設備容量の全

世界の 7 割近くのシェアを占めている。海外の地熱発電所を受注しているケースも見られ、

商社が日本の発電用タービンメーカー等と協力して、世界の地熱資源を開発している。 

 

図 10：地熱発電設備供給メーカーの世界市場シェア（導入設備容量による割合） 

 
出典：GEA, “2015 Annual U.S. & Global Geothermal Power Production Report”33 

 

しかし、直近では低温資源により発電が可能なバイナリー方式が地熱資源の乏しい国を中

心に普及しており、この分野で急速に力を伸ばしているイスラエルの企業 Ormat 社は、地熱

発電プロジェクトの件数割合では世界市場の 26%を占めるまでになっている。  

                                                        
33 http://geo-
energy.org/reports/2015/2015%20Annual%20US%20%20Global%20Geothermal%20Power%20Production%20Report%
20Draft%20final.pdf 
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図 11：地熱発電設備供給メーカーの世界市場シェア（地熱発電プロジェクト件数割合） 

 

出典：GEA, “2015 Annual U.S. & Global Geothermal Power Production Report” 

2.2 業界再編 

【東芝、Ormat】 

2015 年 10 月、地熱発電事業のさらなる拡大に向けて戦略的な協業関係を構築することに合

意した。Ormat の地熱 IPP の開発力、EPC・バイナリー発電機器に関する技術力、グローバル

な販売網と、東芝の過去 50 年にわたるフラッシュ方式の発電設備に関する技術力、ノウハウ

を組み合わせることで、高効率なコンバインド型地熱発電システムの提案を中心に、地熱資源

の特性に応じて最適な設備の提案を通じて他社との差別化を図り、さらなる市場の拡大を目指

すとする。なお、本協業の最初のプロジェクトとして、ケニアのメネンガイ（Menengai）地区

の地熱開発が実施される 34。  

                                                        
34 東芝 プレスリリース : https://www.toshiba.co.jp/about/press/2015_10/pr_j1501.htm 
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2.3 個別企業 

2.3.1. Ormat 

（1）基本情報 

商号 Ormat Industries Ltd（Ormat） 

（子会社: Ormat Technologies, Inc.） 

本社所在地 Chidolovski Way New Industrial Zone Yavne Israel 

（6225 Neil Road Reno Nevada United States） 

設立年 1965 年 ＊非上場 

（2004 年 Ormat Technologies, Inc ニューヨーク証券取引所上場） 

売上高 595 百万 USD（2015/12 期 連結） 

総資産 2,293 百万 USD（2015/12 期 連結） 

従業員数 1,060 人（2015/12 期 連結） 

代表者 Isaac Angel （2014 - , Chief Executive Officer） 

沿革 1965 年: イスラエルの Yavne に Ormat Industries Ltd 設立 

1994 年: Ormat Industries Ltd の子会社として、Ormat Technologies, Inc.

を米国に設立 

出典：会社ウェブサイト、アニュアルレポート、SPEEDA より作成 

 

（2）事業の概要 35 36 

地熱および廃熱回収発電設備の設計，製造，販売，現地施工，関連するサービスを行い，更

に，その設備の所有，運転を世界各地で行っている唯一の地熱事業垂直統合企業グループであ

る。イスラエルが本社となる同社は 1966 年よりバイナリーサイクルの開発を始め，1980 年代

後半より米国にてバイナリー方式の地熱発電所の建設，運転を行っている。近年では特に，グ

アテマラ，ケニア，ニュージーランド等の米国以外の地域においても地熱発電プラントを建設

している。現在までに 20 ヶ国以上 65 地点，合計 1,300MW 超のバイナリー地熱発電所および

蒸気タービンとの複合発電所を建設し、世界に先駆けて二次側の低沸点媒体に有機媒体（ペン

タン，ブタンなど）を用いたバイナリー発電を商品化し，世界のバイナリー方式の地熱発電所

をほぼ独占状態としている。また、地中から噴出する温水・蒸気を直接利用するフラッシュ式

とバイナリー式を組み合わせた高効率なコンバインド型地熱発電システムを世界で唯一提供

している。2010 年 6 月に JFE エンジニアリングと米国 Ormat International は，地熱バイナリー

発電設備の日本国内での業務協定を締結し，日本で初めてバイナリー発電設備を含む生産井坑

口から還元井坑口までの一貫地熱発電システムの提供を可能としている。 

 

 

                                                        
35 Ormat ウェブサイトおよびプレスリリース : http://www.ormat.com/ 
36 NEDO, “再生可能エネルギー技術白書” : http://www.nedo.go.jp/content/100544822.pdf 
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<地熱バイナリー発電設備の特長> 

 

• 従来のフラッシュ式発電に必要な蒸気（200℃以上）に比較して，低温域（100℃以上）

の蒸気・熱水を利用可能 

• 高温蒸気が使用できる場合には，蒸気タービン発電とバイナリー発電の複合発電を行

うことが可能 

• 地熱バイナリー発電設備としては世界最高クラスの発電効率と信頼性を誇り，世界中

に 1,200MW 以上の豊富な納入実績を有す 

• 空冷コンデンサーを採用することで，地下から取り出した熱流体を全量地下に還元し

て資源循環できるので環境負荷が小さい 

• 白煙の発生がなく，寒冷地においても周辺への着氷がない 

• 単機出力 250kW から 15,000kW 級と，幅広い出力への対応が可能 

2.3.2. MHPS 

（1）基本情報（本章 4.5.6 を参照） 

 

（2）事業の概要 37 38 39 

2014 年に日立製作所とともに MHPS を設立する以前より、三菱重工業として国内だけでな

くアイスランド，インドネシア，米国，フィリピンで地熱発電設備の受注・納入実績がある。

また、2010 年には，アイスランドの電力会社最大手，レイキャビク・エナジー社と地熱発電で

協業することに合意し、レイキャビク・エナジー社は地熱発電事業会社として，地熱エネルギ

ーの開発を地球規模で進める計画を持ち，既にアフリカなどで開発に着手している。地熱発電

設備で世界トップの三菱重工業と，世界有数の地熱発電国，アイスランドで開発ノウハウを持

つレイキャビク・エナジー社が手を組み，世界規模で地熱エネルギービジネスを展開していく

ことが想定される。アイスランド向け地熱発電設備の受注・納入累計は，同社向け 13 基を含

め 15 基に達し，全世界での受注累計は 100 基超，出力 310 万 kW に及んでいる。  

                                                        
37 MHPS ウェブサイトおよびプレスリリース : https://www.mhps.com/ 
38 三菱重工業 ウェブサイトおよびプレスリリース : https://www.mhi.co.jp/ 
39 NEDO, “再生可能エネルギー技術白書” : http://www.nedo.go.jp/content/100544822.pdf  
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・MHPS のバイナリー発電システム 

MHPS（三菱重工業の時代）は 2013 年 5 月に米国の Pratt&Whitney Power Systems（PWPS）

社を買収した。この買収に伴い、イタリアの有機ランキンサイクル（Organic Rankine Cycle：

ORC40）タービンメーカーであるTurboden社 41も傘下に収め、バイナリー発電市場へ参入した。 

同社には 30 年以上前にバイナリー発電プラントの開発、政策、実証実験を行った実績があ

る。熱源は地熱蒸気・熱水、海洋温度差、LNG 冷熱、工場排熱と多岐にわたり、発電出力は 50

～3,000kW、作動媒体もイソブタン、アンモニア、フロンと様々である。このように同社は自

社内にもバイナリー発電技術を保有してはいるが、PWPS 買収によって最新の ORC 発電シス

テムも手にすることとなった。 

Turboden 社 ORC 発電システムの出力レンジは数百 kW～10kW と幅広い。また、1）Heat 

Recovery ユニット（発電専用）、2）High-Efficiency ユニット（効率重視）、3）CHP ユニット（熱

電供給）と 3 種のモデルがあり、品ぞろえも豊富である。 

三菱重工業が Turboden 社 ORC モジュールの販売、プラントエンジニアリング、EPC、アフ

ターサービスを担う。代理店契約を締結したTurboden 社のシステムは 500kWから 1万 5,000kW

の出力帯に対応している。欧州のバイオマスプラント向けなどでは 327 台の納入実績があり、

国内の排熱改修プラント向け初号機としては、愛知製鋼向けが稼働開始した。 

2.3.3. 東芝 

（1）基本情報（本章 4.5.4 を参照） 

 

（2）事業の概要 42 43 

1966 年に日本国内初となる岩手県松川地熱発電所に地熱蒸気タービン・発電機を納入して以

来、フラッシュ方式を中心として、世界各国に 52 台、約 3,400 メガワットの発電設備を納入

し、2016 年 5 月現在、地熱発電の累計出力約 3.8GW の地熱発電機器を納入している。Bloomberg 

New Energy Finance によると、これは世界の地熱発電の 23%に当たる 44。 

2011 年 3 月には，ニュージーランド・コンタクトエナジー社が建設を予定しているテミヒ地熱

発電所のタービン，発電機，復水器を受注。2 基の 83MW 級地熱タービン，発電電動機，復水

器を 2012 年に納入。同年に，ケニアオルカリア発電プロジェクト，インドネシアジャワ島西

部バンドン郊外での地熱発電プロジェクトを受注する等，積極的な受注活動を実施している。 

 

                                                        
40 ORC 技術は従来の蒸気タービンとしくみが似ているが、大きな違いは高分子有機媒体を蒸発させて利用す

る点。これにより、タービンの回転速度を低く設定することが可能となり、翼などの部品の浸食もない。ま

た、ORC ユニットは工場出荷時にスキッド上で組み立てられるため、輸送が容易。ORC システムでは、中・

高温の熱媒油により、蒸発器内の有機作動媒体を事加熱・蒸発させる。その蒸気によりタービンが回転し、

クリーンで安定した発電が行われる。ORC システムのアプリケーションとしては、地熱、廃熱回収、バイオ

マス、太陽熱などがある。 
41 Turboden は、1980 年にイタリア・ミラノに設立、ORC 専業メーカーとして 30 年以上の歴史をもち、世界

各国に約 300 台の納入実績がある。 
42 東芝 ウェブサイトおよびプレスリリース : http://www.toshiba.co.jp/index_j3.htm 
43 NEDO, “再生可能エネルギー技術白書” : http://www.nedo.go.jp/content/100544822.pdf  
44 https://www.toshiba.co.jp/thermal-hydro/renewable/history/geo/index_j.htm  
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2.3.4. 富士電機 

（1）基本情報 

商号 富士電機株式会社（英訳名：Fuji Electric Co., Ltd） 

本社所在地 川崎市川崎区田辺新田１番１号 

上場年月（上場証券取引所） 1949 年 5 月（東京証券取引所） 

売上高 8,136 億 JPY（2016/3 期 連結） 

総資産 8,454 億 JPY（2016/3 期 連結） 

従業員数 26,716 人（2016/9 期 連結）,10,790 人（2016/3 期 単体） 

代表者 北澤 通宏（代表取締役社長） 

沿革 1923 年：日本の「古河電気工業」と、ドイツの「Siemens AG」

との資本・技術提携により設立 

2011 年：「富士電機株式会社」に商号変更 

出典：会社ウェブサイト、アニュアルレポート、SPEEDA より作成 

 

（2）事業の概要 45 

1960 年に日本で初めての地熱発電設備を箱根小涌園に納入した。1970 年代からインドネシ

ア、フィリピン、ニュージーランド、アメリカ、アイスランドなど世界各地へ地熱発電設備を

納入し、地熱用蒸気タービン発電機の製造・納入において、直近 10 年間で約 40％以上のシェ

アを有する。これまで国内外で 66 台の地熱発電用タービンを納入している。 

地熱用蒸気タービンに入ってくる蒸気には腐食成分を含む不純物やガスが非常に多く含ま

れており、通常の火力発電用タービンとは比べものにならないほど過酷である。現在，耐食性

を向上させるコーティング技術を開発するなど継続的に技術開発を進め、地熱発電用タービン

で世界シェア 50％以上を目指している。 

2010 年に商業運転を開始したニュージーランド ロトカワ地区、同社が納入した地熱発電プ

ラント（ナ・アワ・プルア地熱発電所）は、1 基としては 140MW と世界最大出力を誇る。2011

年には、トルコで 1 基（60MW）、フィリピンで 1 基（20MW）を受注した。今後、アフリカ、

中南米諸国など新たな地域へも事業を拡大していく計画としている。また水より沸点の低い媒

体を地熱エネルギーで蒸発させてタービンを回す「バイナリー発電」システムにも注力してお

り、2MW 標準機を商品化するなど、地熱バイナリー発電についても事業展開を進めている 46。 

 

・富士電機のバイナリー発電システム 

富士電機は地熱発電システムの品揃えを充実させるため、バイナリー発電システムの商品化

開発に取り組み、2010 年 5 月に富士地熱バイナリー発電システムの（2,000kW）の販売を開始

した。現在複数の国内メーカーがバイナリー発電システムを開発しているが、2,000kW 以上の

大型設備を開発しているのは同社のみである。同社は火力・地熱発電の技術を応用し、バイナ

                                                        
45 富士電機 ウェブサイトおよびプレスリリース : http://www.fujielectric.co.jp/ 
46 NEDO, “再生可能エネルギー技術白書” : http://www.nedo.go.jp/content/100544822.pdf 
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リー発電設備を製品シリーズ化した。 

ラインナップとしては2,000kW、6,000kW、10,000kWのバイナリー発電用タービンを開発し、

商品化している。タービンは 3 種であるが、熱交換器は熱源の温度・流量に合わせてオーダー

メイドで設計し、地熱資源に応じた最適な発電システムを構築する。このようにして 2,000kW

弱～10,000kW まで幅広い出力レンジをカバーし、様々な地熱資源に対応する。それと同時に、

設計費を最小限に抑制して、発電システムとしてのコスト競争力を保っている。 

同社はバイナリー発電設備もフラッシュサイクル同様に、ターンキー方式で提案できる体制

を整えている。富士電機製品に加えて世界中から適切なコンポーネントを調達することで、コ

ストダウンを図っている。 

 

（3）事業の財務概況 

事業の種類別セグメントは、「発電・社会インフラ」、「産業インフラ」、「パワエレ機器」、「電

子デバイス」、「食品流通」に区分されており、地熱は「発電・社会インフラ」の「発電プラン

ト」に含まれる。「発電・社会インフラ」の過年度の売上高、営業利益について以下のとおりで

ある。 

太陽光発電システムを中心とする再生可能エネルギーの伸長、およびスマートメーターの売

上拡大により、2015 年度の売上高は 1,755 億円となっている。 

2018 年度中期経営計画において、火力・地熱発電の継続的な受注確保とサービス事業の拡

大、スマートメーターの取り組み強化ならびに電力システム改革を見据えた新事業の拡大を

図る予定としている。地熱発電については、アジアに加え、アフリカ、中南米市場での受注

拡大を目指し、国内ではバイナリー地熱発電の受注拡大を目指しており、「発電プラント」の

売上高を 15 年度比 30%増の 1,156 億円に引き上げる計画である 47。 

 

                                                        
47 富士電機, “2018 年度中期経営計画 発電・社会インフラ事業” : 
https://www.fujielectric.co.jp/about/ir/pdf/pre/160526_01.pdf 
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図 12：富士電機「発電・社会インフラ」の売上高、営業利益の推移 

 

出典：富士電機, “Annual Report 2015”48および”Annual Report 2016”49を基に作成  

                                                        
48 http://www.fujielectric.co.jp/about/csr/other/box/doc/2015/all.pdf 
49 http://www.fujielectric.co.jp/about/csr/other/box/doc/2016/all.pdf 

1,487 1,523 

1,752 

889 
1,156 

72
77

83

97

124

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

2012 2013 2014 2015 2018

(単位：億円)

1,755

2,126
棒グラフ：売上高、折れ線グラフ：営業利益

発電プラント

社会システム

社会情報

【中期経営計画】



先進的低炭素エネルギー技術の開発途上国展開に関する基礎調査業務 2017 年 2 月 
 

III-32 

  

2.3.5. JFE エンジニアリング 

（1）基本情報 

商号 JFE エンジニアリング株式会社 

（英訳名：JFE Engineering Corporation） 

本社所在地 東京都千代田区丸の内１－８－１丸の内トラストタワーN 館

19 階 

上場年月（上場証券取引所） 非上場 

売上高 2,835 億 JPY（2016/3 期 単体） 

総資産 3,034 億 JPY（2016/3 期 単体） 

従業員数 3,747 人（2016/6 期 単体） 

代表者 狩野 久宣（代表取締役社長） 

沿革 1912 年：日本鋼管株式会社設立 

1916 年：株式会社横浜造船所設立（直後、株式会社浅野造船

所と改称、1936 年に鶴見製鉄造船株式会社と改称） 

1940 年：日本鋼管株式会社と鶴見製鉄造船株式会社が合併

（1988 年に呼称を日本鋼管から NKK に統一） 

1950 年：川崎重工より分離し川崎製鉄株式会社設立 

2001 年：日立造船株式会社、住友重機械工業株式会社と NKK

の製鉄プラント部門が事業統合 

2002 年：日立造船と NKK の造船部門が事業統合し、ユニバ

ーサル造船株式会社発足、NKK と川崎製鉄が経営統

合、持株会社 JFE ホールディングス株式会社を設立 

2003 年：JFE エンジニアリング株式会社発足 

出典：会社ウェブサイト、アニュアルレポート、SPEEDA より作成 

 

（2）事業の概要 50 

JFE エンジニアリングは 2010 年 6 月に米国の Ormat 社と業務提携を締結し、日本国内での

地熱バイナリー発電設備の全体設計、施工、アフターサービスを行っている。 

同社は約 50 年前から地熱発電所の蒸気生産設備・輸送設備の設計・施工を手掛けており、

地形、購買、蒸気性状等に応じた最適なプラント設計・施工を強みとしてきた。Ormat 社の地

熱バイナリー発電設備は汎用品ではなく、熱源の特性に合わせたシステムをオーダーメイドで

設計・制作する。最適な発電システム設計のためには蒸気・熱水の流量、温度、性状等の坑井

特性に応じた設計が重要であり、ここに JFE エンジニアリングのノウハウを活用する。 

製品仕様の詳細は公表されていないが、出力レンジは 250～15,000kW 級まで幅広く対応して

いる。作動媒体は熱源条件等に応じて複数の媒体から適切なものが選択される。（ノルマルペ

ンタン、イソブタン等）。熱源入口条件は 100℃以上の蒸気・熱水で、MW 級のプラントの場合、

                                                        
50 JFE エンジニアリング ウェブサイトおよびプレスリリース : http://www.jfe-eng.co.jp/  
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目安として、約 1t/h（トン・パー・アワー）の蒸気で約 100kW の発電出力が可能である。 

基本的には空冷方式を採用し、地熱流体全量を地下に還元する。冷却水の確保が容易な場所

等では水冷方式も選択可能で、温められた冷却水の温水を利用することもできる。例えば、現

在温泉発電の事業化が検討されている福島県の土湯温泉では、150℃で 60t/h の蒸気・熱水と、

15℃で 110t/h の冷却水から、発電出力 500kW 及び温泉給湯（蒸発量：170t/h、61℃）を得ると

いう事業モデルが示されている。また、Ormat 社のバイナリー発電設備は地熱向けに開発され

たシステムであり、外部熱交換器は不要で、熱源を直接蒸発器に導入することができる。 

2.4 競合他社と日本企業との比較 

日本は、地熱発電に適した摂氏 200 度以上の熱水を容易に得られる恵まれた地熱資源大国で

あり、これまで自国で培った地熱資源開発の能力の利活用が途上国においても可能である。 

前述のとおり、世界市場シェア約 7 割をほこる日本企業のもつ地熱発電機器の製造技術で世界

をリードするとともに、バイナリー発電方式や高効率なコンバインド型地熱発電システムなど、

資源の少ない途上国ニーズを満たす技術開発に産官学が共同で実施することが必要である。 
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3. 風力発電 

3.1 市場規模 

世界の風力発電累積導入量は、2015 年末時点で 432.9GW である。このうちアジア地域が

175.8GW で最も多い。続いて欧州地域 147.8GW、北米地域 88.7GW の導入量がある。国別に

は、中国が 145.4GW（世界累積導入量の約 34%）と最も多く、次いで米国 74.5GW、ドイツ 

44.9GW が多い。また、インドが 25.1GW とスペイン 23.0GW を累積導入量で追い抜いている。 

これまで世界の風力発電市場は、欧州諸国と米国が牽引してきたが、2009 年以降は中国が世

界最大のマーケットとなっており、近年ではインド含むアジア市場が中心となってきている。

これは、先進国において、陸上での風力発電適地確保が困難となり、また金融危機、シェール

ガスの登場といった各種事情を反映している。 

GWEC によると、2020 年には世界の風力発電システム累積導入量は 792.1GW まで伸びると

予想しており、欧州や北米地域の成長が緩やかな中、今後も強い成長を見せるのはアジア地域

であると見ている。また、アジアのほか、ラテンアメリカ地域のブラジルや中東及びアフリカ

地域の新興市場も伸びると予想している。 

 

図 13：世界の風力発電累積／新規導入量の推移 

 
出典：GWEC, “Global Wind Report 2015”51を基に作成 

 

 

                                                        
51 http://www.gwec.net/wp-content/uploads/vip/GWEC-Global-Wind-2015-Report_April-2016_22_04.pdf 
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図 14：世界の風力発電累積導入量の推移（地域別） 

 

出所：GWEC, “Global Wind Report 2015”52を基に作成 

3.2 洋上風力発電 

陸上平野部における風力発電の適地が減少していることから、陸上風力と比較して今後の成

長が期待される洋上風力発電に注目が集まっている。 

欧州（イギリス、ドイツ、デンマーク、ベルギーなど）や中国を中心に拡大を続けてお

り、2015 年の洋上風力発電新規導入量は 3,398MW であり、累積導入量は 12,107MW と前年

比 39%増加した。世界の洋上風力発電導入量の 91%以上（11,028MW）は、バルト海域、アイ

ルランド海域、イギリス海峡につながる北欧地域に設置されているものである。ノルウェー

の Statoil が 2009 年に建設した「Hywind」（2.3MW x 1 基、総出力 2.3MW）が世界初の大型浮

体式洋上風力発電施設である。その後、2011 年にポルトガルの「WindFloat」（2.0MW*1 基、

総出力 2.0MW）でも実証試験が開始された。 

 

                                                        
52 http://www.gwec.net/wp-content/uploads/vip/GWEC-Global-Wind-2015-Report_April-2016_22_04.pdf 
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図 15：洋上風力発電導入量の推移および地域別年導入量（2015 年） 

 

出典：GWEC53 

 

中国では、福建省、広東省および江蘇省の海域にて洋上風量発電プロジェクトが実施された。

中国の洋上風力発電プロジェクトの大半は、潮間帯 54プロジェクトと呼ばれ、岸に近い浅瀬に

設置される。深海域でのプロジェクトのほとんどは、まだ実証段階、もしくは建設が開始され

たばかりで稼働には至っていない 55。 

 

  

                                                        
53 http://www.gwec.net/global-figures/global-offshore/ 
54高潮時の海岸線と低潮時の海岸線の間の帯状部分。低潮時は干上がって陸地となる。この潮間帯は潮差が大

きいほど広く，海岸の勾配が小さいほど広い。 
55 http://www.gwec.net/wp-content/uploads/2016/05/Global-offshore-1.pdf 
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表 3：中国の 2015 年新規洋上風力発電プロジェクト一覧 
省 プロジェクト名 デベロッパー メーカー 発電設備容量

（MW） 
福建省 Long Yuan Nanri 

Island 4.0 
Long Yuan Shanghai Electric 12 

Ping Haiwan Wind 
Farm 

Zhong Min XEMC 50 

広東省 Huaneng Zhejiang 
Halmen 

Huaneng Dongfang 1.5 

江蘇省 Jiangsu Dafeng Tianrum Goldwind Goldwind 3 
Jiangsu Dafeng Tianrum Goldwind Goldwind 6 
Longyuan Ruding 4.0 Longyuan Shanghai Electric 100 
Three Gorges 4.0 Three Gorges Shanghai Electric 32 
CPIBinhai China Energy 

Investment 
Shanghai Electric 20 

CGN Rudong 4.0 China Guangdong 
Nudear 

Shanghai Electric 56 

Sinohydro Rudong 2.5 Sinohydro Shanghai Electric 80 
合計（MW） 360.5 

出典：GWEC56 

 

3.3 業界再編 

世界の風力マーケットについては、Big 3 による陣取り合戦の様相（Vestas、GE Wind、Siemens 

/ Gamesa 連合）。（中国の Goldwind は中国国内で No.1 シェアのため、必然的に世界シェアでも

No.1） 

M&A についても、GE Wind は風力会社の買収（Vertical）だけでなく、部品会社も買収

（Horizontal）してきた。Siemens / Gamesa 連合について、Siemens は高品質・高価格帯の製品

を扱い、Gamesa は中品質・低価格帯の製品を扱っていると一般的には見られている。  

                                                        
56 http://www.gwec.net/wp-content/uploads/2016/05/Global-offshore-1.pdf 
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主要事業者間の買収・提携関係 

 
出典：各社のウェブサイトを基に作成 
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3.4 個別企業 

3.4.1. Vestas 

（1）基本情報 

商号 Vestas Wind Systems A/S（Vestas） 

本社所在地 Hedeager 44 8200 Aarhus N, Denmark 

上場年月 1998 年 4 月（コペンハーゲン証券取引所） 

売上高 84.2 億 EUR（2015/12 期 連結） 

総資産 85.9 億 EUR（2015/12 期 連結） 

従業員数 21,781 人（2016/6 期 連結） 

代表者 Anders Runevad  （2013 - , Group President & CEO） 

沿革 1898 年： 工場用のスチール窓製造事業を設立 

1945 年： 家電と農業機器の製造事業会社である Vestas 社を設

立 

1979 年： Vestas 社が初めて風力タービンを製造 

1986 年： Vestas 社の大部分が売却されたことによって、風力エ

ネルギー事業のみをする Vestas Wind Systems A/S 社が

誕生 

2004 年： デンマークの風力タービン製造時業者である NEG 

Micon A/S と合併 

出典：会社ウェブサイト、アニュアルレポート、SPEEDA より作成 

 

（2）事業の概要 57 

Vestas は風力発電に特化し世界展開しているエネルギー企業であり、風力発電タービン、シ

ステム関連設計、製造、販売を行っている。加えて、風力発電ソリューション（保守、プロジ

ェクト計画コンサルティング、風力電力関連公共政策・規制コンサルティング、グリッドコン

プライアンス、技術アドバイザリー、調達等）を提供している 58。 

2014 年 1 月にデンマークのウスタイル（Osterild）に設置された Vestas 社の V164 型出力 8MW

試作型タービンは、現在設置されている洋上風力タービンの中でも最大出力を誇る。これは三

菱重工業と Vestas 社の洋上風力事業の合弁会社である MHI Vestas 社により開発された。他の

8MW の出力を誇る風力タービンは、Areva 社と Gamesa 社の共同開発によるものである。この

タービンの商業生産は 2018 年に予定されている。このタービンは 2021 年にフランス沖のトレ

ポー（500MW）と、Yeu 島と Noirmoutier の風力発電施設に設置される予定である 59。 

 

                                                        
57 Vestas ウェブサイトおよびプレスリリース : https://www.vestas.com/ 
58 Vestas, “Annual Report 2015” : 
https://www.vestas.com/~/media/vestas/investor/investor%20pdf/financial%20reports/2015/fy/2015_annualreport.pdf 
59 http://www.energies-renouvelables.org/observ-er/stat_baro/observ/barojde16_WindEnergy_EN.pdf  
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三菱重工業との協働  

2014 年 4 月には、三菱重工業と折半出資で洋上風力発電設備合弁会社の MHI Vestas Offshore 

Wind A/S（MHI Vestas）を設立した。三菱重工業は、急成長している洋上風力発電市場でトッ

プメーカーとして勝ち残るため、今後も両社対等な協力関係を維持することを決め、洋上風力

発電のグローバルリーダーを目指している。 

洋上風力発電事業者の DONG Energy が英国で進める出力 33 万 kW 級のウォルニ一洋上風力

発電拡張プロジェク卜向けに、世界最大出力 8,000kW の洋上風力発電設備「V164-8.0MW」を

40 基受注した他、保守サービス契約も締結した。建設開始は 2017 年である。直近では英国の

洋上風力発電所向けに世界最大出力 8,000kW 級の洋上風力発電設備「V164-8.0MW」を 5 基受

注した。設備の完成と実証開始は 2017 年の予定。契約には 15 年間の完全保守サービスも含ま

れる 60。 

3.4.2. GE 

（1）基本情報（本章 4.5.1 を参照） 

 

（2）事業の概要 61 

GE は 2002 年、Enron Wind 社の風力発電部門を買収し、風力発電市場に参入した。同社は、

「1.x」と「2.x」の 2 つのプラットフォームを有し、1.5MW から 3.2MW の風車をラインナップ

している。1.x は米国を中心として世界的に大ヒットしたシリーズであり、全世界で 21,000 基

以上、日本国内でも 240 基以上導入されている。ドライブ方式は増速器＋二次巻線誘導発電機

のブレードピッチ制御タイプである。風力発電システムの導入量拡大に伴い、系統連系要件が

厳しくなってくると、増速器＋同期発電機＋フルコンバータタイプの 2.x シリーズが開発され

た。しかしその後、二次巻線技術の進展と同社の電気制御ノウハウによって二次巻線タイプで

も高い電力品質を確保できるようになったことから、現在は 2.x も従来の増速器+二次巻誘導

発電機の可変速運転タイプとなっている。2.x は世界で 1,500 基以上、日本国内では 40 基以上

導入されている。従来の機構を採用するメリットは 2 つある。1 つは 1.x の経験をフル活用す

ることができるため、効率性・信頼性をより高めることができる点。もう 1 つはコンバータ容

量が 1/3 で済み、このコストメリットを活かすことで発電コストを抑えることができることで

ある。  

                                                        
60 三菱重工業 プレスリリース : https://www.mhi.co.jp/news/story/170117.html 
61 GE ウェブサイトおよびプレスリリース : http://www.ge.com/ 
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3.4.3. Siemens 

（1）基本情報（本章 4.5.2 を参照） 

 

（2）事業の概要 62 

Siemens は 1980 年から風力発電に取り組んでおり、2004 年、Bonus Energy 社を買収して風力

発電市場に本格参入した。同社は陸上で「G2」「D3」、洋上で「G4」「G6」の計 4 つのプラット

フォームを有し、2.3MW から 6.0MW の風車をラインナップしている 63。 

「G」は増速器 + かご型誘導発電機のギアードタービン方式で、G2 は世界中で 6,000 基以

上のベストセラーとなっている。「D」は永久磁石同期発電機を採用したダイレクトドライブ方

式で、可動部品数をギアードタイプの半分以下に低減し、保守性・信頼性を向上させている。

一般的に、風車は大型化すると機械的ストレスが大きくなり、ギアボックスの損傷率も上昇す

る。同社は風車を大型化する時には故障ポイントを失くすという設計アプローチを行っている

ため、このようなラインナップとなっている。 

4 つのプラットフォームすべて共通でフルスケールコンバータが搭載され、様々な系統連系

要件に高い水準で対応している。また、ブレードには同社の独自技術である「Integral Blade」

が採用されている。同社のブレードは一体成型による一貫工程で製造されるため、軽量かつ高

強度であり、さらに亀裂や落雷等による損傷の原因となるシール部がないという点で特徴的で

ある。生産・販売・メンテナンス体制は以下のとおりである。 

 

表 4：Siemens 生産・販売・メンテナンス体制 
生産拠点 世界 6 拠点 

・デンマーク：Brande（ナセル）、Aalboag（ブレード） 
・中国：上海（ブレード・ナセル） 
・米国：Hutchinson（ナセル）、Fort Madison（ブレード） 
・カナダ：Tillsonburg（ブレード） 

販売拠点 世界 4 拠点：ドイツ（事業本部）、デンマーク、米国、中国 
・日本国内はシーメンス・ジャパン 風力発電部が窓口 

サービス内容 ・メーカー保証&稼働率保証が標準。部品保証サービス、洋上サービス

も提供し、最長 20 年間に亘り稼働率の最大化に努める。 
出典：Siemens ウェブサイト 64を基に作成 

 

事業規模について、直近 3 カ年の「風力発電&再生可能エナジー」セグメントの実績につい

て、以下表に占めすとおりである。 

 

  

                                                        
62 Siemens ウェブサイトおよびプレスリリース : https://www.siemens.com/global/en/home.html 
63 Simens ウェブサイト, http://www.energy.siemens.com/hq/en/renewable-energy/wind-power/platforms/ 
64 http://www.siemens.com/global/en/home/markets/wind.html 
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表 5：Siemens 風力発電&再生可能エナジーセグメントの業績推移 

 2013 年 2014 年 2015 年 

受注（百万 EUR） 6,870 7,759 6,136 

売上（百万 EUR） 5,382 5,567 5,660 

出典：Siemens, “Annual Report 2014”65および”Annual Report 2015”66を基に作成 

 

2016 年 6 月には、スペインの風力発電機メーカーの Gamesa（Gamesa Corporacion Tecnologica 

SA）との風力発電機事業合併で原則的に合意したと発表した。これにより世界最大手の風力発

電機メーカーが誕生するとされている 67。 

 

（参考：Gamesa） 

（1）基本情報 

商号 Gamesa Corporacion Tecnologica SA（Gamesa） 

本社所在地 Parque Tecnologico De Bizkaia, Edificio 222 Zamudio Vizcaya Spain 

上場年月 2000 年 10 月（スペイン証券取引所） 

売上高 35.0 億 EUR（2015/12 期 連結） 

総資産 46.4 億 EUR（2015/12 期 連結） 

従業員数 7,283 人（2015/12 期 連結） 

代表者 Ignacio Martin （2002- Chairman & CEO）  

沿革 1976 年: 再生可能エネルギー分野の製造企業として設立 

1994 年: 風力発電事業を開始 

出典：会社ウェブサイト、アニュアルレポート、SPEEDA より作成 

3.4.4. Goldwind 

（1）基本情報 

商号 Xinjiang Goldwind Science & Technology Co., Ltd 

（新疆金风科技股份有限公司、Goldwind） 

本社所在地 Boxing All The Way 8 Beijing Economic And Technological 

Development Zone Beijing China 

上場年月 2007 年 12 月（深セン証券取引所） 

売上高 300.6 億 CNY（2015/12 期 連結） 

総資産 525.7 億 CNY（2015/12 期 連結） 

従業員数 6,712 人（2016/6 期 連結） 

代表者 Wu Gang（Chairman）、Wang Haibo（President） 

                                                        
65 http://www.siemens.com/annual/14/en/download/pdf/Siemens_AR2014.pdf 
66 http://www.siemens.com/investor/pool/en/investor_relations/Siemens_AR2015.pdf 
67 http://jp.wsj.com/articles/SB11715478495720544299904582134273774379692 
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沿革 1998 年: 風力発電機メーカーとして設立 

出典：会社ウェブサイト、アニュアルレポート、SPEEDA より作成 

 

（2）事業の概要 68 

Goldwind は、中国を代表する風力タービンメーカーとして、強力かつ独立した研究開発能力と

中国国内の風力エネルギー部門で最も長い操業の歴史を誇る。同社の永久磁石直接駆動

（permanent magnet direct drive：PMDD）技術は、世界の風力エネルギー業界の最先端となって

いる。Goldwind のタービンは中国全土で操業されているほか、欧州や南北アメリカなどの主要

な国際市場でも販売されている 69。 

 

（参考：その他中国企業 ～ Shanghai Electric、Dongfang） 

商号 Shanghai Electric Group Co., Ltd 

（上海電氣集團股份有限公司、Shanghai Electric） 

本社所在地 Qin Jiang Road, No. 212 Shanghai China 

上場年月 2005 年 4 月（上海証券取引所） 

売上高 780.0 億 CNY（2015/12 期 連結） 

総資産 1,621.2 億 CNY（2015/12 期 連結） 

従業員数 25,853 人（2016/6 期 連結） 

代表者 Dinan Huang （2004 - , Chairman & Chief Executive Office） 

沿革 1952年: 中国国営企業として 6,000kW級スチームタービン発電

機製造から事業をスタート 

出典：会社ウェブサイト、アニュアルレポート、SPEEDA より作成 

 

商号 DONGFANG ELECTRIC CORPORATION LIMITED  

（东方电气股份有限公司、Dongfang） 

本社所在地 No.333 Suhan Road Sichuan Chengdu China 

上場年月 1994 年 6 月（香港証券取引所） 

売上高 360 億 CNY（2015/12 期 連結） 

総資産 861 億 CNY（2015/12 期 連結） 

従業員数 20,314 人（2015/12 期 連結） 

代表者 Shu Gang Wen （Chairman & Chief Executive Officer） 

沿革 1958 年: Dongfang Electric Machinery Plant として設立 

2007 年: Dongfang Electric Corporation Limited へ社名変更 

出典：会社ウェブサイト、アニュアルレポート、SPEEDA より作成 

  

                                                        
68 Goldwind ウェブサイトおよびプレスリリース : http://www.goldwindglobal.com/web/index.do  
69 http://www.goldwindglobal.com/web/about.do?action=detail2&id=201007301137174364 
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4. 高効率火力発電 

4.1 市場規模 

IEA”World Energy Outlook 2015”によると、今後の世界の石炭火力発電市場の見通しは以下と

なっている。 

図 16：今後の世界の火力発電市場【石炭火力発電技術別】 

OECD 

加盟国 

新設火力が少なく、石炭火力の市場の伸びは限定的。また、2040 年になっても Subcritical （亜

臨界ボイラー）の割合が高い。 

 

中国 新設火力の伸びが予想される。また、亜臨界ボイラーの割合は次第に低くなり、Supercritical

（超臨界ボイラー）や Advanced and CCS（USC など）の新設が多くなる。 

 
インド 中国以上に、新設の割合が高いが、USC の普及は限定的。 

 

*WEO 新政策シナリオ：直近の気候変動に関する政府の政策公約の内、具体化されていないものも含めて着実に実施され

るケース 

出典：IEA, ”World Energy Outlook 2015”を基に作成 

OECD加盟国

中国

インド
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天然ガス火力発電市場についても。IEA” World Energy Outlook 2016”の中で見通しが示されお

り、2040 年には 8,909TWh の発電電力量となり、対 2013 年比で 1.7 倍となりシェアも増す。 

 

図 17：世界の発電電力量見通し（WEO 新政策シナリオ*） 

 
*WEO 新政策シナリオ 

出典：IEA” World Energy Outlook 2016”を基に作成 

4.2 高効率火力発電のコンポーネント 

高効率火力発電について、発電・送変電・配電の 3 つのプロセスに分けられる。川上の発電

機器は世界的なメジャープレイヤーによる発電効率の研究開発競争が激しい。 

 

 
出典：富士経済, ” World Wide 火力発電関連ビジネス市場の現状と将来展望”を基に作成 
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4.3 ガスタービン市場の世界シェア 

天然ガスを燃料とした発電効率の高いガスタービンコンバインドサイクル発電（GTCC）は、

新興国含む世界市場は拡大しており、GTCC の主機であるガスタービン市場シェアの大半を日

欧米メーカーが占める。中でも米国 GE が約 5 割と圧倒的なシェアを誇っている。 

ガスタービンにおいて、コモディティ化が進行しない最大の要因は、新興国企業の容易な追

随を許さない技術的なハードルの高さがあると言われている 70。ムーンライト計画当時からプ

ロジェクトに参画してきた三菱重工業から引き継ぎ、ガスタービンの自社開発を進めている日

本の MHPS についても、欧米勢がけん引する大型ガスタービン分野において、世界最高性能の

大型ガスタービンを次々に開発している。今後、GTCC だけでなく、石炭ガス化発電（IGCC）

の拡大も見込まれていることから、ガスタービン市場は拡大傾向で推移していくと予測される。 

4.4 業界再編 71 

川上の発電、高電圧送変電機器ほどエネルギー効率に影響を与えるため、世界的プレイヤー

が技術力を競っている。極めて厳しい競争環境であるため、特に欧米企業を中心に主要プレイ

ヤー間で 80 年代後半以降から再編が発生している。 

2014 年 6 月には Alstom のエネルギー部門についての争奪戦が起こった。General Electric（GE）

が 2014 年 4 月に買収を提案したことが発端となり、仏政府の対抗策として Siemens AG が参加

した。その後、交渉の過程で Siemens AG に三菱重工業が合流した。GE と Siemens AG・三菱重

工業連合による条件闘争の結果、Alstom は GE の提案を受け入れ、2015 年 11 月に買収完了と

なった。 

一方、今後成長が期待される新興国や交換需要が見込まれる地域で拡販するために、地場の

重電大手や電力大手との提携もしくは合弁会社の設立が多く行われている。 

配電機器は、世界的プレイヤー72も参入しているが、技術の成熟度や製品の製造・供給・営

業体制で現地化が求められるため、地場のプレイヤーも多く参入している。Schneider Electric

（シュナイダー・エレクトリック、FRA）や Eaton Corporation（イートン・コーポレーション、

USA）など、川下の配電機器や中・低電圧領域の送変電機器を世界的に展開している企業もあ

り、これらの企業はスマートグリッド向けのエネルギー管理ソリューションなどと合わせた事

業拡大を志向している。  

                                                        
70 みずほ銀行, “GE 重電事業にみるイノベーション戦略 －技術リーダーシップを目指すために－” : 
https://www.mizuhobank.co.jp/corporate/bizinfo/industry/sangyou/pdf/1045_02_03.pdf 
71 会社ウェブサイト、ニュースリリース等を基に作成 
72 ほとんどの企業は発電や高電圧送変電機器を手掛け、加えて一部は配電機器も扱う。 
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主要事業者間の買収・提携関係 

 
出典：各社ウェブサイトを基に作成  



先進的低炭素エネルギー技術の開発途上国展開に関する基礎調査業務 2017 年 2 月 
 

III-48 

  

4.5 個別企業 

4.5.1. GE  

（1）基本情報 

商号 General Electric Company（ゼネラル・エレクトリック、GE） 

本社所在地 41 Farnsworth St, Boston, MA 02210 United States 

上場年月（上場証券取引所） 1892 年 6 月（ニューヨーク証券取引所） 

売上高 1,174 億 USD（2015/12 期 連結） 

総資産 4,927 億 USD（2015/12 期 連結） 

従業員数 333,000 人（2015/12 期 連結） 

代表者 Jeffrey R. Immelt （ 2001 - ） 

（Chairman of the Board and Chief Executive Officer） 

沿革 1878 年: トーマス・エジソンがエジソン電気照明会社を設立 

1892 年: トムソン・ヒューストン・カンパニーと合併し、ゼ

ネラル・エレクトリックとして設立 

1896 年: ダウジョーンズ工業平均の構成銘柄に組み込まれる

（算出開始以来唯一残存している企業） 

2006 年: 日立製作所と原子力部門を統合し、日立 GE ニュー

クリア・エナジーを設立 

2015 年: 4 つの主要な事業の一つであった GE キャピタルの事

業から事実上撤退を発表 

出典：会社ウェブサイト、アニュアルレポート、SPEEDA より作成 

 

（2）事業の概要 73 

重電機器に加え、航空機エンジンや鉄道などの輸送用機器、医療用電子機器、各種ファイナ

ンス事業などを手掛けるコングロマリットである。事業ポートフォリオの中で、重電機器は

Powerセグメント、Renewable Energyセグメント、Oil & GasセグメントおよびEnergy Management

セグメントが取り扱う。Power セグメントは石炭火力・ガス火力発電など各種発電機器を扱う。

Renewable Energy セグメントでは、Alstom 買収に伴う、Alstom 風力、水力に加え、既存の風力、

新興国進出ビジネス、太陽光などを扱う。Oil & Gas セグメントではタービンなど、システム全

体を販売し、さらに 5 つの領域に分かれている。Energy Management セグメントでは、送変電

機器やスマートメーターも含む配電機器、電力系統全体を制御するソリューションの提供など

を行っている。 

同社はガス火力発電拡大を背景としたガスタービン市場の成長に特に注力している。また、

周辺事業の買収を積極的に行っており、重電機器を含むエネルギー関連事業では 2001 年から

2010 年の間に 90 件以上の買収を 110 億 USD かけて行っている。2015 年 11 月、同社による

                                                        
73 GE ウェブサイトおよびプレスリリース : http://www.ge.com/ 
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Alstom のエネルギー部門買収（取得価額 124 億ユーロ）は、重電業界の勢力図を特に大きく変

更した。ガスタービンを含む発電事業は直接取得するものの、送配電事業や、風力などの再生

可能エネルギー事業、原子力事業などは保有比率 50 対 50 の合弁会社による所有にした 74。 

重電機器にとどまらず、各種エネルギー関連の事業ポートフォリオを保有しており、それら

を組み合わせた巨大企業ならではのソリューションの提供を行っている。特に、ガスタービン

そのものの技術リーダーシップをとることに主眼を置き、ガスタービン単品販売およびメンテ

ナンスサービスの事業に専念、EPC を行わずに機器販売およびメンテナンスサービスに特化し

ている。その結果、2015 年度、Power セグメント、Oil & Gas セグメントに関しては、売り上げ

の半分以上がサービスであり、安定的に高収益を稼げる企業体質を構築している。 

 

（事例）世界最高効率のコンバインドサイクル発電所としてギネス世界記録に認定 75 

米国の GE とフランスの EDF（フランス電力）は 2016 年 6 月 17 日、フランス北部のブシャン

で GE 製のガスタービンを用いたコンバインドサイクル方式の「ブシャン火力発電所」が稼働を

開始したと発表した。同発電所では送電端効率 62.22％を達成し、世界最高効率のコンバインド

サイクル発電所としてギネス世界記録に認定されたという。GE の新型ガスタービン「9HA」を

採用。 

 

（3）事業の財務概況 

GE のジェフリー・イメルト CEO は、2015 年 7 月の 2015 年第 2 四半期決算説明に

て、これまでの中核事業であった金融事業からの撤退を宣言し、前述のとおり 2015

年 11 月、Alstom 買収に伴う開示事業セグメントの変更など、製造業としての地位

を確固とすべく財務体質の強化を進めている。  

エネルギーセグメントとして、前述の 4 部門（Power、Renewable Energy、Oil & Gas、

Energy Management）があり、下表が直近 3 カ年の売上高・利益・受注高の実績となる。  

                                                        
74 http://www.genewsroom.com/Press-Releases/GE-Announces-Energy-and-Transport-Alliance-with-Alstom-276252 
75 http://www.genewsroom.com/press-releases/ge-sets-guinness-world-records™-title-most-efficient-power-plant-
283038 
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図 18：GE エネルギーセグメントの売上高・利益・受注高の実績 

 
 

（単位:百万

EUR） 

2013 2014 2015 
売上高 利益 受注高 売上高 利益 受注高 売上高 利益 受注高 

Power 19,315 4,328 - 20,580 4,486 20,300 21,490 4,502 23,300 

Renewable 

Energy 
4,824 485 - 6,399 694 7,100 6,273 431 7,400 

Oil & Gas 17,341 2,357 - 19,085 2,758 20,100 16,450 2,427 15,100 

Energy 

Management 
7,569 110 - 7,319 246 8,400 7,600 270 8,800 

Energy Total 49,049 7,280 - 53,383 8,184 55,900 51,813 7,630 54,600 

※2013 年の受注高については非開示（Alstom 買収後に開示事業セグメントの変更があったため） 

出典：GE, “Annual Report 2015” 76, “2015 Form 10K”77を基に作成 

 

（4）事業の特徴 

・事業ポートフォリオ再編および社内体制の構築 

イメルトは会長兼 CEO に就任以前から、産業構造の急激な変化により競争が激化し、製品

によって急速にコモディティ化（同質化）が進んできたことに危機感を覚えた。2001 年就任以

来、GE が得意とする分野に「選択と集中」を進めて強い事業をより強化するかたわら、コア

でない事業は手放していった。そのポートフォリオの組み換えに 10 数年かけてきた。  

                                                        
76 https://www.ge.com/ar2015/assets/pdf/GE_AR15.pdf 
77 https://www.ge.com/ar2015/assets/pdf/GE_2015_Form_10K.pdf 
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「選択と集中」の歴史（イメルト CEO 時代） 

 【買収】* 【売却】 

2002 年 エンロン（風力発電事業、米） － 

2005 － 保険事業 

2007 スミスエアロスペース（エンジニアリング、英） プラスチック事業 

2011 コンバーティーム（エネルギー関連、仏） 

ドレッサー（エネルギー産業向けインフラ、米） 

ウェルストリーム（油田サービス、英） 

NBC ユニバーサル（メディア＆

エンターティメント事業） 

2014 ワールドテック（サイバーセキュリティ、加） シンクロニー、ファイナンシャ

ル（IPO）、家電事業 

2015 Alstom（エネルギー産業向けインフラ、仏） GE キャピタル（金融事業） 

*：エネルギー関連事業に限定 

出典：GE プレスリリースを基に作成 

 

この選択と集中がすべて完了したことで、GE全体の利益は 9割がインダストリアル部門で、

キャピタル（金融）部門はわずか 1 割程度となり、GE の収益体質は大きく変わることになっ

た。 

また、部門や国の違いを超えて、横のつながりをもつことでシナジー効果が期待できる、

この部門とこの部門をつなげればより高い成果が望めるということなどの横展開を推進する

ために、「GE デジタル」という GE で初めて部門間に横ぐしを通すための組織ができた。GE

デジタル部門は、様々な事業・分野の専門家が混成した組織になっている。エンジン、電

力、ヘルスケアなどという事業ごとのバーティカル（垂直）な組織ではなく、どの部署とも

関連をもつホリゾンタル（水平）な組織である。また、GE ストアが顧客に対して部門横断的

な付加価値を提供する中心的な役割を担っていく。例えば、電力事業の顧客に対して、GE パ

ワー部門のタービンなどの発電機器だけでなく、エナジーコネクション事業のグリッド機器

も提案するなど、共通の顧客に対して複数の部門が連携してひとつのソリューションを提案

するためのハブとなる機能がある。 

 

・Alstom とのシナジー 

2015 年 11 月 2 日に完了した、仏 Alstom のエネルギー事業と送配電事業の買収は、GE 史

上最大規模の買収であった。この戦略的な投資により、電力事業では補完的な製品とサービス

の提供が可能になり、また送配電の分野における GE の立場をいっそう強固にするとしている。

また、Alstom の持つ、アフリカ、中東などの顧客基盤への事業展開も可能となる。一方、Alstom

は、テクノロジー、サービス、そして成長市場における GE の強みによる恩恵を享受するとし

ている 78。今回の買収を通じて、GE のインストール・ベース（すでに設置された発電機器資

産）の発電能力は約 1,500GW に拡大している。これは全米の供給量を十二分に賄える規模で

                                                        
78 GE, “Annual Report 2014” : https://www.ge.com/ar2014/assets/pdf/GE_AR14.pdf 
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ある。 

図 19：GE・Alstom 提携の概要 

 

出典：GE, “Annual Report 2014”79 

 

今後の具体的な事業内容として、Alstom のグローバルな発電・送配電事業と統合することで、

GE はより大規模な発電能力に基づく保守やビッグデータ解析を手掛けられるようになる。こ

れによって予期せぬダウンタイムの削減や、タービンや発電所、風力発電施設、送配電のパフ

ォーマンスのより大きな向上を図れるようになった。 

この買収により、GE は発電所の設計の改善や、送配電事業の飛躍的な拡大につなげること

が可能となる。たとえば、Alstom はブラジルにある世界最長の送電システムの設備を供給して

きた。その送電距離は 2,380km にわたり、5,000 本の鉄塔に張り巡らされた架空送電ケーブル

は 2 万 km にも及んでいる。さらにこの買収は、広範で専門的な再生可能エネルギーの製品ポ

ートフォリオの獲得にもつながった。GE は陸上風力発電でも市場を牽引するが、今後それを

洋上へと広げることが可能になる。買収による相乗効果として、今後 5 年間で 30 億 USD のコ

スト削減を見込んでいる 80。 

 

・「デジタル・インダストリアル・カンパニー」への変換 

産業インフラ部門には、それぞれの業界に同じような製品をもつメーカーがあり、そうした

競合相手より一歩先を行くには、より付加価値を高める必要がある。GE はこれまでテクノロ

ジーを重視して大きな投資を行ってきたが、製品の技術競争だけでは明確な優位性を維持する

のが難しい時代になってきている。IT カンパニーやソフトウェア・カンパニーはソフト単体で

                                                        
79 https://www.ge.com/ar2014/assets/pdf/GE_AR14.pdf 
80 GE, “Annual Report 2015” : https://www.ge.com/ar2015/assets/pdf/GE_AR15.pdf 
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はなく、ハードウェアをより便利に効率的に使うためのソフトウェアも提供し始めており、付

加価値の源泉はハードそのものより徐々にそちらに移りつつあり、そのため、GE はハードと

ソフトの両方を提供できる体制を目指している。 

現在のマーケット動向を見て、これから最も必要とされるもの、最も付加価値として顧客に

認めてもらえるものとして IoT を選択し、いままで培ってきたハードウェアのテクノロジーを

提供するだけにとどまらず、そこから集めたビッグデータを分析し、それらの機器をより効率

的に、より安全に運用できるソリューションを併せて提供できる「デジタル・インダストリア

ル・カンパニー」への変換という戦略をとることに至った。 

 

図 20：「デジタル・インダストリアル・カンパニー」の概念図 

 

出典：GE, “Industrial Internet : Pushing the Boundaries of Minds and Machines”81 

 

「デジタル・インダストリアル・カンパニー」の 3 つの主軸として、GE は「インダストリ

アル・インターネット」「ブリリアント・ファクトリー」「グローバル・ブレイン」を置いて

いる。このうち、「インダストリアル・インターネット」の取り組みとして、2011 年にシリコ

ンバレー（カリフォルニア州サンラモン）にソフトウェア専門の開発拠点「GE グローバル・

ソフトウェアセンター」を新設し、1,200 人のソフトウェア・エンジニアが働いている。「イ

ンダストリアル・インターネット」の実現には、プレディックス（PREDIX）というプラット

フォームの存在が欠かせない。これは、産業用ソフトウェア・プラットフォームである。数

                                                        
81 https://www.ge.com/docs/chapters/Industrial_Internet.pdf 
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多くのアプリケーションを産業用機器と接続し、データ収集や分析を行って、顧客にリアル

タイムでソリューションを提供することで、その機器と性能や生産性向上につなげられる。

それを活用した「プレディックス・クラウド」というクラウドサービスも提供している 82。 

多様な産業機器とインターネットを連動させることでリアルタイムに手に入るビッグデー

タを分析してソリューションを生み出す「インダストリアル・インターネット」の普及を進

めるために、GE は産業機器向けサイバーセキュリティの強化にも乗り出した。そのため、製

油所や発電所など大型産業施設をサイバー攻撃から防護するカナダのサイバーセキュリティ

会社のワールドテック社を 2014 年に買収した。GE はワールドテックのノウハウを活用し、

今後、様々な機器のサイバーセキュリティの標準的な評価指標となっている「アキレス認証

制度」や組み込みシステム、産業設備向けに多重防護を提供する「オプシールド＆スレッ

ド・アップデート」など、総合的なサイバーセキュリティ対策ソリューションを提供してい

る。 

 

（「インダストリアル・インターネット」の事例） 

ドイツのエネルギー大手エーオンの風力発電所 83： 

大規模な風力発電では、風力発電用タービンをひとところにまとめて建てることになる。ここ

には 283 本が立っており、同社にとって大きな投資になった。そのため、できるだけ効率化を図

りたいという強いニーズがあった。GE が提供する風力発電用タービンの中にはセンサーが組み込

まれており、それぞれ風を感じるようになっている。そのセンサーからの情報をもとに、そのと

きどきの風の強度や向きによって羽根の角度や向きを変えるシステムをつくった。風上にある風

車と、風下の風車では風の当たり方が違ってくるが、センサー同士が連動して自動調整するソフ

トを組み込んだことによって、風力発電所全体の発電効率が 4.1％向上した。 

 

（「インダストリアル・インターネット」日本の事例） 

東芝と産業用機器向け IoT 分野で協業を図り、プレディックスを活用したパイロットプロジェ

クトを共同で開始するようになった 84。この技術の最大のニーズは、東芝が製造する様々な産業

用機器のメンテナンスの効率化を図ることにある。当面は東芝製ビル設備を対象に、データ収集

やその分析を行って、保守業務の効率化と予防保守の高度化を図る。 

東京電力フェエル＆パワーと、火力発電分野における IoT ソリューションの共同開発・導入を

進めることも決まった 85。これは、既設の発電設備にデジタル・ソリューションを導入する日本

初の試みで、効率的な運用や信頼性の工場が期待される。まず宮津火力発電所４号系列（ＬＮＧ

燃料、50.7 万 kW x 3 軸）とプレディックス上で稼働するアプリケーションを連動させることで、

メンテナンスの最適化やライフサイクルコストの削減を目指す。 

                                                        
82 https://www.ge.com/digital/ 
83 GE プレスリリース :  
http://www.genewsroom.com/press-releases/eon-achieves-more-output-469-wind-turbines-through-ge%E2%80%99s-
wind-powerup-services-278733 
84 東芝 プレスリリース : https://www.toshiba.co.jp/about/press/2015_11/pr_j0402.htm 
85 東京電力 プレスリリース : http://www.tepco.co.jp/fp/companies-ir/press-
information/press/2016/1326051_8623.html 
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4.5.2. Siemens  

（1）基本情報 

商号 Siemens AG（シーメンス、Siemens） 

本社所在地 Wittelsbacherplatz 2 80333, Munich, Germany 

上場年月（上場証券取引所） 1999 年 8 月（フランクフルト証券取引所） 

売上高 796 億 EUR（2016/9 期 連結） 

総資産 1,257 億 EUR（2016/9 期 連結） 

従業員数 351,000 人（2016/9 期 連結） 

代表者 Joe Kaeser （2013 - , Chief Executive Officer） 

沿革 1847 年: ヴェルナー・シーメンスがシーメンスの前身、シー

メンス・ウント・ハルスケ電信機製造会社をベルリン

に設立 

1899 年: Simens & Halske がドイツ証券取引所に上場 

1966 年 : Simens & Halske、Simens-Schuckertwerke、Simens-

Reiniger-Werke が合併し、Simens AG として設立 

2004 年: デンマーク Bonus Energy 社を買収し、風力発電部を

設立日立製作所と原子力部門を統合し、日立 GE ニ

ュークリア・エナジーを設立 

2016 年: スペイン Gamesa 社と風力発電機事業の統合で基本

合意 

出典：会社ウェブサイト、アニュアルレポート、SPEEDA より作成 

 

（2）事業の概要 86 

GE と同様、コングロマリットで、重電機器に加え、各種自動化機器などの産業用機器、医

療用電子機器、金融事業を手掛ける。 

発電事業における製品別売上構成をみると、ガスタービンが 6 割、蒸気タービン・発電機が

2 割強、風力タービンとコンプレッサーを合わせて約 1 割となっている。また同社によると世

界の発電量のうち、約 20%は同社の機器を使用して発電されている。 

成長が見込まれるガスタービンでは、同社によると先端エリアでは世界 1 位のシェアを持っ

ているとされ、効率面でも GE 及び三菱重工業と競っている。欧州・北米だけでなく、中東・

中国の売上高も大きく、今後 20 年間で見込まれる発電需要の増加のうち 6 割を同社が注力し

ている地域として見込まれている。また、送電機器に関しては高電圧送電機器に強く、特に風

力発電などで成長が期待される高圧直流送電機器も扱っており、ABB に次ぐ世界 2 位のシェ

アとみられる。 

 

（3）事業の財務概況 

                                                        
86 Siemens ウェブサイトおよびプレスリリース : https://www.siemens.com/global/en/home.html 
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長期的視点から潜在的な成長可能性が高いと考えられる成長分野を含む、「電化（エレクト

リフィケーション）」、「自動化（オートメーション）」、「デジタル化」の 3 領域に注力するため、

2020 年までの具体的な施策にあたる「Vision 2020」を発表 87。Vision 2020 は、最新の電化、自

動化のバリューチェーンに基づいたシーメンスの長期的展望に取り組むためのものとしてい

る。 

組織の再編として、2014 年 9 月末以前までの従来の 4 つのセグメント（Energy、Healthcare、

Industry、Infrastructure & Cities）から、2014 年 10 月 1 日付にて事業セグメントを 9 つとした 88。

下図表のとおり、従来の Energy セグメントの発電事業、風力発電、送電事業が Power & Gas、

Wind Power and Renewables、Energy Management のそれぞれ 3 セグメントに分類され、Energy 

Management には、従来、Infrastructure & Cities セグメントで手掛けられていた配電事業も含ま

れる。Wind Power and Renewables には、太陽光発電および水力発電事業も含まれ、その他の再

生可能エネルギーを取り扱う。 

 

図 21：Siemens 組織再編の概要図（2014 年 10 月 1 日時点） 

 
出典：Siemens AG, “Annual Report 2014”89 

 

Energy Sector の直近 3 カ年の売上高・営業利益・受注高について以下表に示す。売上高の約

4 割をそれぞれ占めるのは、Power and Gas、Energy Management であるが Wind Power and 

Renewables の売上高は順調に伸長しており、2015 年には営業利益率で 3%となり、今後、Energy 

Sector 全体を牽引する事業となることが期待されている。 

 

                                                        
87 http://www.siemens.co.jp/Japanese/Press/2014/press/Pages/press_20140507_vision2020.aspx 
88 金融サービス事業は含まない。 
89 http://www.siemens.com/annual/14/en/download/pdf/Siemens_AR2014.pdf 
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図 22：Siemens Energy Sector の売上高・受注高・営業利益の推移 

 

 

（単位:百万

EUR） 

2013 2014 2015 
売上高 利益 受注高 売上高 利益 受注高 売上高 利益 受注高 

Power and 

Gas 
14,016  2,129  15,100 12,720  2,215  13,996 13,193  1,426  15,666 

Wind Power 

and 

Renewables 

5,382  7  6,870 5,567  6  7,759 5,660  160  6,136 

Energy 

Management 
11,672  254  11,405 10,708  (86) 11,210 11,922  570  12,956 

Energy Total 31,070  2,390  33,375 28,995  2,135  32,965 30,775  2,156  34,758 

出典：Siemens, “Annual Report”90を基に作成 

 

下図表のとおり、2015 年度より、新事業部門は利益率目標を割り当てられている。これは買

収に関連する無形資産減価償却分を除いている。各事業部門の目標利益率の幅はそれぞれの主

要な競合他社の利益率をベースとして算出している 91。 

 

  

                                                        
90 http://www.siemens.com/annual/10/download_center_en.html 
91 http://www.siemens.co.jp/Japanese/Press/2014/press/Pages/press_20140507_vision2020.aspx 
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図 23：Siemens 各事業部門の目標利益率 

 

出典：Siemens AG, “Annual Report 2015”92 

 

（4）事業の特徴 

発電、送配電からスマートグリッドソリューションまでの機器のラインアップや技術の多

様性、総合力を強化し強みとし、EPC（Engineering, Procurement, Construction）まで含め発電

所全体の建設トータルでの受注を目指している。その際に他業種との提携も活用しており、

Siemens が持つスマートグリッドの技術とコンサルティング企業 Accenture の IT 技術を融合

し、次世代スマートグリッドサービスを提供する Omnetic 社を 2013 年 10 月に設立し、世界

各地のスマートグリッド案件の獲得につなげるなどの戦略をとっている 93。 

また、IoT の利活用も進めており、GE の Predix に相当するソフトウェアとして、産業機器が

集めるビッグデータを分析するオープンクラウドプラットフォームである Cloud for Industry を

開発し、顧客企業の利便性を高め、自社サービスや生産効率化に役立つソフトウェアなどの利

用拡大につなげる計画である。 

IoT 分野での IT ソフトウェア企業との提携として、2016 年 11 月に米 Microsoft との提携を

発表した。Siemens の IoT プラットフォーム「MindSphere – Siemens Cloud for Industry」を

Microsoft のクラウド「アジュール」で使えるようにする。MindSphere は機器のセンサーなど

が集めるデータを分析し、世界中の工場で予測保守やエネルギー管理、投入資源の最適化な

どができる。設計などの応用ソフトも付加し顧客が自社仕様に使い方を変えることも可能と

している。Siemens 自らクラウドで提供するが、アジュールで利用できるようにし顧客の広が

りを円滑にする。Microsoft の機械学習の機能などとの連携も視野にいれている 94。  

                                                        
92 http://www.siemens.com/investor/pool/en/investor_relations/Siemens_AR2015.pdf 
93 Siemens プレスリリース :  
http://w3.siemens.com/smartgrid/global/en/smart-grid-world/news/Pages/-Siemens-and-Accenture-to-form-smart-grid-
joint-venture.aspx 
94 Siemens プレスリリース :  
http://www.siemens.com/press/en/pressrelease/?press=/en/pressrelease/2016/digitalfactory/pr2016110084dfen.htm&conte
nt[]=DF 
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4.5.3. ABB  

（1）基本情報 

商号 ABB LTD（アセア・ブラウン・ボベリ、ABB） 

本社所在地 Affolternstrasse 44, CH-8050 Zurich Switzerland 

上場年月（上場証券取引所） 2001 年 5 月（ニューヨーク証券取引所） 

売上高 355 億 USD（2015/12 期 連結） 

総資産 414 億 USD（2015/12 期 連結） 

従業員数 135,800 人（2015/12 期 連結） 

代表者 Ulrich Spiesshofer （2013 - , Chief Executive Officer） 

沿革 1890 年: スウェーデン・ストックホルムでアセア社が合併に

より設立 

1891 年: スイス・バーデンでブラウン・ボベリ社設立 

1988 年: 両社合併によりアセア・ブラウン・ボベリ（ABB）

社設立 

1989 年: アメリカ・ウェスティングハウス・エレクトリック

社の変電、送配電部門を買収 

出典：会社ウェブサイト、アニュアルレポート、SPEEDA より作成 

 

（2）事業の概要 95 

送変電機器と自動化機器事業を扱う。2014 年 12 月期の売上高は、各種送変電機器を取り扱

う Power Products セグメントが 22%、送電・変電システムや変電所、発電機器の最適制御ソリ

ューションなど機器単体以外を扱う Power Systems セグメントが 16%、配電盤やスイッチなど

末端で使用される低電圧機器を扱う Low Voltage Products セグメントが 17%となっている。 

Combustion Engineering（コンバッション・エンジニア、USA）を 1990 年に買収し、発電機器

も手掛けていたが、経営危機に陥り、原子力発電事業は Westinghouse（ウェスティングハウス、

USA、2005 年以降は東芝の傘下）に、火力発電は Alstom にそれぞれ売却した。 

同社は 2012 年に川下の低電圧機器を扱う Thomas & Betts（トーマスアンドベッツ、USA）を

買収し、Thomas & Betts のもつ 6,000 社以上のディストリビュータへのネットワークを有して

いる。また、全社ポートフォリオという観点でも、北米の売上が増加することによる地域分散

と、景気遅行的な大型の高電圧送変電機器に加えて、低電圧機器は景気と比較的一致する傾向

があり、景気循環に対する平準化という効果も見込んでいる。2010 年にはエネルギー管理ソフ

トを扱う Ventyx（ベンティクス、USA）を買収しており、スマートグリッド領域では情報化が

重要でその対応に早期から取り掛かっている。また、2014 年 12 月には、日立製作所と高圧直

流送電事業で日本に合弁会社を設立することで合意し、2015年11月より営業を開始している。  

                                                        
95 ABB ウェブサイトおよびプレスリリース : http://new.abb.com/ 
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（3）事業の財務概況 

直近の ABB 社全セグメントの売上高および事業活動からの利益について以下の表のとおり

である。Low Voltage Products セグメント、Power Products セグメントおよび Power Systems セグ

メントの売上高、利益ともに当社の事業全体の大きな割合を占めているとがわかる。 

 

表 6：ABB セグメント別売上高・事業活動からの利益 

Revenues     

（$ in millions）   2013 2014 2015 
Discrete Automation and Motion 9,915 10,142 9,127 
Low Voltage Products 7,729 7,532 6,547 
Process Automation 8,497 7,948 6,374 
Power Products   11,032 10,333 9,550 
Power Systems   8,375 7,020 6,342 
Operating divisions 45,548 42,975 37,940 
Corporate and Other （3,700） （3,145） （2,459） 
Total   41,848 39,830 35,481 

 

Income from operations    

（$ in millions） 2013 2014 2015 
Discrete Automation and Motion 1,458 1,422 991 
Low Voltage Products 1,092 1,475 909 
Process Automation 990 1,003 593 
Power Products 1,331 1,204 1,051 
Power Systems 171 （360） 110 
Operating divisions 5,042 4,744 3,654 
Corporate and Other （650） （569） （610） 
Intersegment elimination （5） 3 5 
Total 4,387 4,178 3,049 

出典：ABB, “Annual Report”96を基に作成 

 

Low Voltage Products セグメント、Power Products セグメントおよび Power Systems セグメン

ト合計の売上高、受注高、事業活動からの利益の推移については以下図表のとおりである。  

                                                        
96 http://new.abb.com/docs/default-source/investor-center-docs/annual-report/annual-report-2015/abb-group-annual-
report-2015-english.pdf 
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図 24：ABB 売上高、受注高、事業活動からの利益の推移 

 

出典：ABB, “Annual Report”97を基に作成 

 

（4）事業の特徴 

・送配電技術に強み 

ABB 社は、60 年前に高圧直流送電（High Voltage Direct Current：HVDC）技術 98を開発し、

常に革新の最先端を担ってきている。世界中の HVDC 設備の約半数に携わり、HVDC のすべ

ての主要機器を自社で開発、製造する能力を持つことで、この業界のリーダーとしての地位を

築いている 99。 

4.5.4. 東芝 

（1）基本情報（本章 4.5.4 を参照） 

 

（2）事業の概要 100 

火力発電においては、GE との連携を中心に、国内外で受注を拡大させている。同社は多様

で高度な市場のニーズを満たすため、高効率化とより優れた環境性能向上への取組みを重点施

策とし、世界最高効率であるコンバインドサイクルプラント、世界で最も高度な蒸気条件を持

                                                        
97 http://new.abb.com/docs/default-source/investor-center-docs/annual-report/annual-report-2015/abb-group-annual-
report-2015-english.pdf 
98 HVDC とは、二つの電力系統間で送電するためのシステム。送電側の電力を、交流から直流に変換した上

で送電し、受電側の系統では交流に戻して電力を使用する。電気的な損失や設置面積、建設コストを低くす

ることができるため、長距離送電の用途に最適であり、また、周波数が異なり直接交流で接続できない系統

の連系にも適している。 
99 http://www.abb.co.jp/cawp/seitp202/61f00de50a63d283c1257db0000b60dd.aspx 
100 東芝 ウェブサイトおよびプレスリリース : http://www.toshiba.co.jp/index_j3.htm 
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つ石炭焚き高効率 A-USC 発電、CCS 設備など、様々な機器やサービスを提供している。2011

年度にはスマートメーターの大手であるスイスの Landis & Gyr Holding AG を買収する 101など、

エネルギーシステム全体でのサービス提供の海外展開を加速させてきた。 

しかしながら、同社は不適切会計問題を指摘され、2015 年 7 月には第三者委員会による会計

処理の適切性に関する調査報告書が提出されたほか、原子力発電事業の傘下の Westinghouse に

ついて 2012-2013 年度中に約 1,600 億円の減損処理を行っていたことが発覚しており、現在は

事業構造全体の見直し中となっている。 

 

（3）事業の財務概況 

事業の種類別セグメントは、製品の性質、製造方法及び販売市場等の類似性に基づき、「電

力・社会インフラ」、「コミュニティ・ソリューション」、「電子デバイス」、「ライフスタイル」

及び「その他」の 5 部門としており、エネルギー事業については、「電力・社会インフラ」が取

り扱う。「電力・社会インフラ」の分野別の売上高について、「原子力」、「火力・水力」、「送変

電・配電・太陽光」は以下表に示す。 

 

表 7：東芝エネルギー事業の売上高（単位：億円） 

 2014 年 2015 年 

原子力 6,178 7,275 

火力・水力 3,208 3,342 

送変電・配電・太陽光 3,832 3,427 

計 13,218 14,044 

出典：東芝 ”IR 資料（2016 年 5 月 23 日）”102を基に作成 

 

なお、2016 年 4 月 1 日付の組織変更による事業グループ体制の見直しに伴い、2016 年度よ

り事業の種類別セグメントを「エネルギーシステムソリューション社」、「インフラシステムソ

リューション社」、「ストレージ&デバイスソリューション社」、「インダストリアル ICT ソリュ

ーション社」及び他 3 事業グループの計 6 部門に変更され、エネルギー事業については、「エ

ネルギーシステムソリューション社」が取り扱う 103。 

 

（4）事業の特徴 

1927 年に初号機を出荷して以降、多くの発電用タービン・発電機を製造し、その累計は 1900

台超に上る。また、電力需要の拡大に対応し求められる火力発電プラントの大型化・高性能化

に対し、より高い発電効率を実現できるコンバインドサイクル発電プラントにおいても、ガス

タービンで多くの実績を持つ GE と提携し、プラントの建設に携わっている。 

 

                                                        
101 https://www.toshiba.co.jp/about/press/2011_07/pr_j2501.htm 
102 http://www.toshiba.co.jp/about/ir/jp/library/er/er2015/q4/ter2015q4_ca.pdf 
103 https://www.toshiba.co.jp/about/or_j.pdf 
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4.5.5. 日立製作所 

（1）基本情報 

商号 株式会社日立製作所（英訳名：Hitachi, Ltd） 

本社所在地 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 

上場年月（上場証券取引所） 1949 年 5 月（東京証券取引所） 

売上高 10.0 兆 JPY（2016/3 期 連結） 

総資産 12.6 兆 JPY（2016/3 期 連結） 

従業員数 313,832 人（2016/9 期 連結）, 37,353 人（2016/3 期 単体） 

代表者 東原 敏昭 （2016 - 代表執行役  執行役社長兼 CEO） 

沿革 1910 年：久原鉱業所で日立鉱山付属の修理工場として発足 

1920 年：日立・亀戸の両工場を擁し、株式会社日立製作所と

して独立 

1970 年：世界初の列車運行管理システム「新幹線運行管理シ

ステム」の開発に成功 

2011 年：三菱重工業、三菱電機と水力発電事業統合、日立三

菱水力株式会社設立 

出典：会社ウェブサイト、アニュアルレポート、SPEEDA より作成 

 

（2）事業の概要 104 

総合電機と重電では国内首位の事業規模である。都度セグメント変更を行っており、重電機

器が含まれるセグメントは 2008 年度までは電力・産業システム、2014 年度までは電力システ

ムであった。2015 年度については社会・産業システムに含め、事業グループとしては電力・イ

ンフラシステムグループを構成している。 

今後、IT プラットフォーム事業や電力流通事業など、市場環境の変化を取り込んだ事業構造

改革を進め、グローバル展開とサービス事業の拡大による収益安定化を図り、キャッシュ創出

力を強化する方針である。 

2015 年 6 月には、ABB と国内向け高圧直流送電事業に関する合弁会社日立 ABB HVDC テ

クノロジーズの設立について正式契約を締結し、同年 10 月には営業を開始させた 105。 

 

（3）事業の財務概況 

2016 年 3 月 31 日以前まで、製品別カンパニー制を採用しており、事業セグメントとしては、

「情報・通信システム」、「社会・産業システム」、「電子装置・システム」、「建設機械」、「高機

能材料」、「オートモティブシステム」、「生活・エコシステム」、「その他（物流・サービス他）」、

「金融サービス」で区分している。エネルギー分野の事業として、「社会・産業システム」の中

に「産業用機器・プラント」「火力発電システム」「原子力発電システム」「自然エネルギー発電

                                                        
104 日立製作所 ウェブサイトおよびプレスリリース : http://www.hitachi.co.jp/  
105 日立製作所 プレスリリース : http://www.hitachi.co.jp/New/cnews/month/2015/10/1015a.html 
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システム」「電力流通システム」があり、「社会・産業システム」の売上収益に占める構成比率

は 21%を占め、2015 年の調整後営業利益率は 3.5%であった。 

 

図 25：日立製作所 セグメント売上収益構成比率（2015 年）、「社会・産業システム」業績推移 

  
出典：日立製作所, “アニュアルレポート 2015”106を基に作成 

 

2016 年 4 月 1 日付で、顧客との「協創」を加速するフロント機能を強化した事業体制を構築

するため、顧客のそばでイノベーションをサービスとして提供するサービス主体の事業群と、

製品、部品、材料などを提供するプロダクト主体の事業群で構成される新しい事業体制へ移行

した。サービス主体の事業群では、①電力・エネルギー、②産業・水、③アーバン、④金融・

公共・ヘルスケアの 4 つのマーケットに、営業やエンジニアリング、コンサルティングなどの

フロント機能を強化した 12 のフロントビジネスユニットを設立した。 

 

図 26：日立製作所の新たな事業体制 

4 つの分野 12 のフロントビジネスユニット 

①電力・エネルギー 原子力、電力、エネルギーソリューション 

②産業・水 産業・流通、水 

③アーバン ビルシステム、鉄道、アーバンソリューション、ディフ
ェンス 

④金融・公共・ヘルスケア 金融、公共、ヘルスケア 

出典：日立製作所プレスリリース 107 

                                                        
106 http://www.hitachi.co.jp/IR/library/integrated/2016/ar2016j.pdf 
107 http://www.hitachi.co.jp/New/cnews/month/2016/02/0203a.html 
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また、2016 年 5 月 18 日に社会イノベーション事業を軸に IoT 時代のイノベーションパート

ナーを目指す、2018 年度を最終年度とする「2018 中期経営計画」を発表し、2015 年度を基準

年とする 2018 年度に向けての事業戦略が各事業毎に策定された 108。 

電力・エネルギー事業は、2015 年度売上高が 5,195 億円であり、このうち高効率火力発電設

備を含むガスエンジン、変圧器、ガス絶縁開閉装置、太陽光発電システムや風力発電システム

など電力ビジネスユニットが 57%、原子力ビジネスユニットが 36%、監視制御システムや広域

系統安定化システムなどエネルギーソリューションビジネスユニットが 7%を占める。また、

電力ビジネスユニットでみると、2015 年度売上高は 2,705 億円、2016 年度見通しは 2,750 億円

と横ばい、2018 年度目標は 3,200 億円となる。基本戦略として電力ビジネスユニットでは、サ

ービス事業の loT 化で高付加価値を目指すほか、発電ソリユーシヨン事業の強化、送変電シス

テム事業の拡大を図ろうとしている 109。今後の市場戦略としては、サービス事業として自然エ

ネルギー発電システムの loT 化を進めるほか、「まるごと保守サービス」を拡大して高付加価

値サービスを拡大する。発電ソリユーシヨンでは電源ラインアップを強化、バイオガス発電シ

ステムも揃える。高効率火力案件における取組としては、三菱日立パワーシステムズ（株）と

連携し、設備の残作業や試運転の着実な遂行や運転開始時期遅延などの補償に関する顧客交渉

の早期収束など発生費用のミニマム化を推進するとしている。 

4.5.6. MHPS  

（1）基本情報 

商号 三菱日立パワーシステムズ株式会社 

（英訳名：Mitsubishi Hitachi Power Systems, Ltd） 

本社所在地 横浜市西区みなとみらい３－３－１三菱重工横浜ビル 

上場年月（上場証券取引所） 非上場 

売上高 7,987 億 JPY（2016/3 期 単体） 

総資産 1 兆 1,235 億 JPY（2016/3 期 単体） 

従業員数 11,195 人（2016/03 期 単体） 

代表者 安藤 健司（取締役社長） 

沿革 2014 年：三菱重工業株式会社、株式会社日立製作所が出資し

て設立 

出典：会社ウェブサイト、アニュアルレポート、SPEEDA より作成 

 

 

                                                        
108 日立製作所プレスリリース : http://www.hitachi.co.jp/New/cnews/month/2016/06/0601.html 
109 日立製作所, “電力・エネルギー事業戦略 2016 年 6 月 1 日”: 

http://www.hitachi.co.jp/New/cnews/month/2016/06/0601/20160601_02_pande_presentation.pdf 
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（2）事業の概要 110 111 

2014 年 2 月に三菱重工業と日立製作所の火力発電システム分野を統合して発足した。GTCC、

IGCC、ボイラ・タービン発電プラント、地熱発電プラント、ガスタービン、蒸気タービン、ボ

イラ、発電機、発電プラント周辺機器を製造している。 

日立製作所が強みをもつ中小型ガスタービンなどを取り込むことにより、ほぼすべての発電

方式に対応できる製品ラインナップを備え、また各種プラント事業等で培ったエンジニアリン

グ力を武器に、両社のシナジー効果を最大限に発現するビジネスモデルを構築している。 

 

図 27：ビジネスモデルの例（火力発電システム） 

 
出典：三菱重工業, ”Annual Report 2015”112 

 

世界中に製造・販売拠点を有し、世界の様々な地域でタービン発電機の納入や火力発電シ

ステムプロジェクトをまとめ上げる総合エンジニアリングサービス事業を展開している。 

4.5.7. 三菱電機 

（1）基本情報 

商号 三菱電機株式会社（英訳名：Mitsubishi Electric Corporation） 

本社所在地 東京都千代田区丸の内二丁目 7 番 3 号 

上場年月（上場証券取引所） 1949 年 5 月（東京証券取引所） 

売上高 4.4 兆 JPY（2016/3 期 連結） 

総資産 4.1 兆 JPY（2016/3 期 連結） 

従業員数 135,160 人（2016/3 期 連結）, 33,321 人（2016/3 期 単体） 

代表者 柵山 正樹 （2014 - 代表執行役執行役社長取締役） 

沿革 1921 年：三菱造船（株）電機製作所を母体に三菱電機（株）

を設立 

1924 年：2300kVA 立軸形水車発電機を初めて製作 

2008 年：宇宙通信の国産初国内商用通信衛星（次期通信衛

星）「スーパーバード 7 号機（C2 号機）」の打ち上

                                                        
110 MHPS ウェブサイトおよびプレスリリース : https://www.mhps.com/ 
111 三菱重工業 ウェブサイトおよびプレスリリース : https://www.mhi.co.jp/ 
112 https://www.mhi.co.jp/finance/library/annual/pdf/report_2015_16.pdf 
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げに成功 

2011 年：三菱重工業、三菱電機と水力発電事業統合、日立三

菱水力株式会社設立 

出典：会社ウェブサイト、アニュアルレポート、SPEEDA より作成 

 

（2）事業の概要 113 

日本の大手総合電機メーカーとして、「重電システム」、「産業メカトロニクス」、「情報通信シ

ステム」、「電子デバイス」、「家庭電器」、「その他」の 6 セグメントに関係する事業を行ってお

り、家電から重電、人工衛星まであらゆる製品を販売している。FA 機器、昇降機（エレベータ

ーなど）、タービン発電機、鉄道車両用電機品、パワー半導体、人工衛星など多くの産業用電気

機器で日本国内トップシェアであり、宇宙・防衛分野にも強みを持つ。 

「重電システム」の発電プラント事業において、タービン発電機、水車発電機、発電プラン

ト計装制御システム、原子力プラント用電機品といった様々な発電システムを独自または共同

で開発している。各電力会社向けの他、各重工業、製紙会社向け、日本・海外製鉄会社向け、

開発途上国の発電プラントシステムも設計開発製造している。当発電システムに関わっている

部門のうち、回転機部門は 1999 年ティーエムエイエレクトリック株式会社として、さらに 2003

年にはパワーエレクトロニクス部門と東芝 GE オートメーションシステムズ株式会社 114が合

併により追加され、東芝三菱電機産業システム（TMEIC）を設立し、一部の設計開発製造を移

行した。 

三菱電機のタービン発電機の歴史は，1908 年に長崎の三菱造船所に同所中央発電所用として

２極 625kVA を製造したことから始まっており、以来、世界各地に 2,000 台以上のタービン発

電機を納入してきた。時代の要請にあわせ、発電機の大容量化およびタービン発電機の高効率

化に係る技術開発を実現してきた。 

ガスタービンを利用した熱効率の高い複合型発電方式（GTCC）の利用が世界的に拡大し，

大容量で高効率な水素間接冷却機の開発が本格化され、2014 年 12 月、水素間接冷却方式 115の

火力発電所向けタービン発電機の新製品である「VP-X シリーズ」の検証試験が完了した。水

素間接冷却方式としては、世界で初めて 900MVA 級大容量発電機への適用を実現した 116。 

 

（3）事業の財務概況 

「重電システム」の 2015 年度の売上高比は 25%であり、12,646 億円の売上高、503 億円の営

業利益であった。 

 

                                                        
113 三菱電機 ウェブサイトおよびプレスリリース : http://www.mitsubishielectric.co.jp/ 
114 2000 年、東芝と GE との合併で産業プラントシステムの販売・エンジニアリングを行う会社として設立。 
115 水素間接冷却方式：熱を発生する固定子コイルに対し、コイルを覆う絶縁を水素ガスで冷却することで間

接的にコイルを冷却する方式 
116 三菱電機プレスリリース : http://www.mitsubishielectric.co.jp/news/2014/1208.html 
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図 28：三菱電機 セグメント売上高構成比率、「重電システム」業績推移 

 

出典：三菱電機, ”アニュアルレポート 2016 年 3 月期”117を基に作成 

 

同社は、創業 100 周年を迎える 2020 年度までに連結売上高 5 兆円、営業利益率 8％以上を達

成させる新たな成長戦略も打ち出した。「重電システム」の売上高構成比は 29%、営業利益率

8%以上を目指している 118。 

4.6 競合他社と日本企業との比較 

欧米企業の強みとして、以下が挙げられる。 

 

＜機器単体ではなく、川上から川下までシステム全体での販売＞ 

GE、Siemens などコングロマリット企業は、他セグメントとの垂直的な事業運営と横串にさ

す IoT 技術などのサービスの利活用を進めている 119。 

 

＜財務基盤が強固＞ 

日本企業は電力系統で必要とされる機器を全て提供している。しかし、世界的プレイヤーと

比較して自国以外での売上高は低い。経済産業省の資料 120によると、日系企業の世界シェアは

ガスタービンで約 1 割、送配電機器も数%台となっている。この背景として、日本の電力事業

者の設備投資が、1993 年のピークから 2000 年代前半には 3 分の 1 まで減少したこと、また本

業界の事業エリアで日本以外のプレイヤーが積極的に買収を行う一方で大きな買収を行わな

かったことなどが挙げられる。2014 年 2 月には三菱重工業と日立製作所が火力発電分野を中

心に事業統合するなど、変化の兆しは見えるものの、世界の主要プレイヤーと比較して規模の

                                                        
117 http://mitsubishielectric.co.jp/ir/data/annual_report/pdf/2016/annual2016_jp.pdf 
118 三菱電機, “三菱電機の経営戦略 2016 年 11 月” : 
http://www.mitsubishielectric.co.jp/ir/data/management_report/pdf/1611.pdf 
119 経済産業省, “平成２７年度エネルギー需給緩和型インフラ・システム普及等促進事業（インフラシステム

輸出に係る競争力強化等に向けた調査事業）” : http://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2016fy/000112.pdf 
120 http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy_environment/energy_system/pdf/002_03_00.pdf 
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差は大きい。 

また、儲けの部分についても日本企業は世界的プレイヤーの後塵を拝している。本業の収益

性を見る指標として EBITDA がある。EBITDA は、償却費の計算方法（定率法や定額法）や税

等の影響を受けない利益なので各国の会計ルールや税制に左右されにくく、国際企業間で比較

検討する際に有用である。また設備投資額の大きな当該重機メーカー6 社について、本業の収

益性を見る営業利益よりも、経年比較して安定して成長しているかどうかを見る場合には、設

備投資による減価償却費の影響を排除した EBITDA は適当な指標である。 

下記図表のとおり、直近 5 カ年の海外企業（GE、Siemens、ABB）の EBITDA マージンの

平均は、10%を超えており安定的な収益性を確保していることがわかる。一方で、日立製作

所、三菱重工業の EBITDA マージンは 5 カ年で安定的に推移はしているものの、10%弱と海

外企業に比べると見劣りする。東芝に関しては、2015 年に不適切会計の影響により、当該年

度は利益を計上できなかったが、2015 年以前についても約 5%の EBITDA マージンで推移し

ており、収益性は低い。 

 

図 29：EBITDA マージン推移 

  

※EBITDA = 営業利益 + 減価償却費、EBITDA マージン = EBITDA ÷ 売上 

出典：各社 Annual Report および SPEEDA を基に作成 
 

＜揺るぎのない企業ビジョンに裏付けられた事業戦略の遂行＞ 

GE の事業の根幹には、常に産業インフラ機器を中心に製造するインダストリアル部門がコ
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アとして存在している。その一番強い分野に集中し、さらに強化して進んでいくという方向を

選んできた GE には、世界の社会的課題を解決していくというビジョンがあり、創業の原点で

あり、強みを活かした事業活動を行っている。その結果として、産業インフラ部門への選択と

集中を行ってきており、同時に、そのビジョンに沿わない事業は、どんなに収益が高かろうと

切り離していくことを決断してきた。 

同じ重電業界でも、GE の利益率が日本の同業他社より高いのは、事業集中の効果によるも

のだととらえられる。日本企業が利益率の低い事業を抱えるのは、祖業であるとかトップの思

い入れが強いなど様々な事情があると考えられるが、その点 GE は、事業売却にあたってそう

した事情をすべて捨て去って決断をしてきた。それができるのは、ビジョンが明確だからであ

ると考えられる。 

 

日本が強みをもつ技術 USC,A-USC の海外市場への導入可能性 

石炭火力発電プラントを手掛ける世界の 5 大重電メーカーのうち、3 社は日本企業であり、

途上国の高効率化進展により、近年の日本メーカーの受注は好調である。世界の石炭火力設備

容量は今後も増加する見込みであり、石炭火力それ自体が成長産業となりうる。日本企業には、

USC 石炭火力発電所の 15 年を超える運転実績があり、運転管理技術も日本が世界最高水準で

ある、この強みを活かし、途上国への日本の技術導入を目指すということが考えられる。 

 

表：2010 年以降の日本メーカーの高効率石炭火力の海外受注実績（2016 年 5 月現在） 

 

出典：各社のプレスリリースを基に作成 

  

種別 案件数 （基数） 設備出力（合計） 導入国

MHPS 超々臨界圧 7 (10) 7,026 韓国、モロッコ、インド、フィリピン、イン
ドネシア

超々臨界圧 11 (19) 15,090 韓国、ポーランド、インド、マレーシア
超臨界圧 1 (1) 650 ギリシャ
超々臨界圧 7 (17) 13,080 韓国、インドネシア、台湾、インド
超臨界圧 1 (1) 815 インドネシア
超々臨界圧 8 (14) 10,780 韓国、インド、ベトナム、インドネシア
超臨界圧 3 (4) 2,323 インド、ベトナム、インドネシア

東芝 / IHI 超々臨界圧 2 (4) 3,600 台湾、マレーシア
IHI 超臨界圧 2 (3) 2,315 米国、インドネシア
IHI / MHPS 超々臨界圧 1 (2) 1,386 モロッコ

43 (75) 57,065

日立製作所

三菱重工業

東芝

合計
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5. 蓄電池 

5.1 市場規模 

世界における蓄電池産業の市場規模は、2012 年度時点で 3.3 兆円、2020 年度には約 2 倍の

6.5 兆円に拡大すると予測されている。内訳として、特にリチウムイオン電池が 2012 年度の約

1.7 兆円から、2020 年度の 4.4 兆円程度まで拡大するとされている。 

 

図 30：蓄電池産業の世界市場見通し 

 
出典：日本政策投資銀行, “蓄電池産業の現状と発展に向けた考察”121 

 

蓄電池産業では、リチウムイオン電池が大きな割合（2012 年度で市場シェアの 45%）を占

める。リチウムイオン電池市場では、大型分野を中心に市場規模が拡大する一方、小型分野

では中国や韓国等の新興国勢が急速に勢力をつけ、日本勢がシェアを落としている。  

                                                        
121 http://www.dbj.jp/pdf/investigate/area/kansai/pdf_all/kansai1303_01.pdf 
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表 8：リチウム電池市場の市場シェア 

順位 2008 年（8,740 億円） 2012 年（13,600 億円） 

1 位 三洋電機 33.6% パナソニック※ 23.8% 

2 位 ソニー 15.7 サムスン SDI（韓国） 22.6 

3 位 サムスン SDI（韓国） 14.8 LG 化学（韓国） 9.7 

4 位 パナソニック 8.8 ソニー 9.5 

5 位 比亜迪汽車（BYD）（中国） 8.1 BYD（中国） 6.5 

6 位 LG 化学（韓国） 7.6 BYK（中国） 1.9 

※2009 年 12 月にパナソニックは三洋電機を子会社化している。 

出典：日本政策投資銀行, “バッテリーベイの現状と今後”122 

5.2 蓄電池種類別の主なプレイヤー 

蓄電池には用途・種別ごとに技術開発が進められており、多様な企業がプレイヤーとして市

場に参入している。  

                                                        
122 http://www.dbj.jp/pdf/investigate/area/kansai/pdf_all/kansai1307_01.pdf 
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表 9：蓄電池の種類および各市場規模 
 

種類 市場規模 
(2012 年) 

主要国内

メーカー 
エネルギー密度 
(カッコ内 理論値) 

主要な

正極 
材料 

主要な

負極 
材料 

特徴 用途 

上
市
済 

鉛蓄電
池 

1 兆
2,050 億
円 

GS ユア
サ、古河電
池、パナソ

ニック、新
神戸電機 

40Wh/kg

（167Wh/kg） 

二酸化
鉛 

鉛 コストが安い、
長年の実績があ
る、エネルギー

密度が低いた
め、容量を増や
すと重くなる 

車載用電池
（起動用）、
産業機器用電

池 

ニカド

電池 

480 億円 パナソニッ

ク、ソニ
ー、東芝、
GS ユアサ 

60Wh/kg 水酸化

ニッケ
ル 

水酸化

カドミ
ウム 

出力が大きい、

エネルギー密度
が低い、カドミ
ウムを使用 

民生用※減少

傾向 

ニッケ

ル水素
電池 

3,230 億

円 

パナソニッ

ク、川崎重
工業、FDK 

100Wh/kg

（196Wh/kg） 

水酸化

ニッケ
ル 

水素吸

蔵合金 

ニカド電池より

安全性が高い 

民生用電池※

減少傾向、車
載用電池、産
業機器用電池 

リチウ
ムイオ

ン電池 

1 兆
6,700 億

円 

パナソニッ
ク、ソニ

ー、GS ユ
アサ、日立
グループ、

東芝 

200Wh/kg

（583Wh/kg） 

遷移金
属酸化

物 

黒鉛系
炭素材

料 

エネルギー密度
が高いため、少

量で高容量が可
能、出力も大き
い、小型民生用

は技術的に成熟 

民生用電池、
定置用蓄電

池、車載用電
池、産業機器
用電池 

NAS 電
池 

不明（数
百億円規
模） 

日本ガイ
シ、東京電
力 

130Wh/kg

（786Wh/kg） 

硫黄 ナトリ
ウム 

コストが安い、
コンパクトで長
寿命（15 年）、

運転に高温維持
（300℃）が必
要、ナトリウム

の可能性が高い 

定置用蓄電池
（系統安定化
用） 

開
発
中 

全固体
電池 

未発売 トヨタ自動
車、出光興
産、NTT、

サムスン横
浜研究所 

～500Wh/kg

（1,000Wh/kg） 

遷移金
属酸化
物 

黒鉛系
炭素材
料 

リチウムイオン
電池の電解質が
固体であり、高

安全性・高容
量・長寿命化が
可能 

車載用電池、
定置用蓄電池 

レドッ
クスフ

ロー電
池 

未発売 住友電気工
業 

～10Wh/kg

（103Wh/kg） 

バナジ
ウム

（4

価） 

バナジ
ウム

（3

価） 

エネルギー密度
が低いが、構造

が単純で大型化
しやすい 

定置用蓄電池
（系統安定化

用） 

ナトリ
ウムイ

オン電
池 

未発売 トヨタ自動
車、住友電

気工業、住
友化学 

（340Wh/kg） 遷移金
属酸化

物、セ
ラミッ
クス 

黒鉛系
炭素材

料 

資源量が豊富で
あり、コストが

極めて安い 

車載用電池、
定置用蓄電池 

（備考）順不同。エネルギー密度とは、重さ当たりの容量を指す。開発中の蓄電池は代表的なものを紹介し

ており、全て網羅しているわけではない 

出典：日本政策投資銀行, “蓄電池産業の現状と発展に向けた考察”123 

 

  

                                                        
123 http://www.dbj.jp/pdf/investigate/area/kansai/pdf_all/kansai1303_01.pdf 
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また、海外企業も含む蓄電池製造企業の変遷について以下図表のとおりである。 

 

図 31：蓄電池製造企業の変遷 

 
出典：経済産業省, “平成 27 年度 蓄電池を活用した新たなエネルギー産業に関する調査”124  

                                                        
124 http://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2016fy/000300.pdf 
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5.3 個別企業 

5.3.1サムスン SDI 

（1）基本情報 

商号 Samsung SDI Co., Ltd（サムスン SDI） 

本社所在地 150-20, Gongse-ro Giheung-gu Yongin-si Gyeonggi 

上場年月 1979 年 2 月（韓国取引所） 

売上高 7.6 兆 KRW（2015/12 期 連結） 

総資産 16.2 兆 KRW（2015/12 期 連結） 

従業員数 9,364 人（2016/9 期 単体） 

代表者 Jo,Nam Seong （2014 - , President/CEO/Rep Director） 

沿革 1970 年: ブラウン管事業からスタート 

2002 年: バッテリー事業をスタート 

出典：会社ウェブサイト、アニュアルレポート、SPEEDA より作成 

 

（2）事業の概要 125 

韓国の大手電機メーカーで、サムスングループに属する。太陽電池、燃料電池、電気自動車

等輸送用バッテリー、電力貯蔵用大容量ストレージなどを製造販売する。 

 

・蓄電池（Energy Storage System：ESS）事業の概要 

サムスン SDI は民生小型リチウムイオン電池を主軸としつつ、近年、需要拡大が期待されて

いる xEV や蓄電システム向けの中大型リチウムイオン電池にも注力し、事業領域を広げてい

くとしている。 

車載用リチウムイオン電池に関しては 2008 年 9 月に Robert Bosch GmbH と共同でリチウム

イオン電池の開発および生産、販売を目的とする「SB LiMotive Co.,Ltd.」を設立したが、2012

年 9 月に合併解消し、2013 年 1 月に SB LiMotive はサムスン SDI に吸収合併されている。足元

における同社の車載用リチウムイオン電池の出荷の大部分は BMWi3 向けだと見られる。BMW

とは電気自動車用リチウムイオン電池供給サプライヤーとして採用された 2009 年 8 月（SB 

LiMotive 当時）から EV 用リチウムイオン電池開発、生産に向けた共同開発を進め、その成果

として BMW の量産型 EV（i3）と PHEV（i8）に同社のリチウムイオン電池が採用された。 

蓄電池事業に関しても日本におけるニチコンへの独占供給をはじめ、市場の立ち上がり時期

から早期に取り組んできた。2014 年には日本においてメガソーラーに併設される蓄電システム

向けに MWh に近い容量のセル供給を行っている。蓄電システムに関しては、2015 年にドイツ

の展示会「Intersolar Europe 2015」において自社オリジナルブランドでの蓄電システムを発表し

ている。これは、太陽光発電インバーター、バッテリー用交直変換装置、蓄電用リチウムイオ

ン電池の 3 つのコンポーネントを 1 つのオールインワン製品として提供するものとなっている

                                                        
125 サムスン SDI ウェブサイトおよびプレスリリース : http://www.samsungsdi.com/  
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（容量は 5.5kWh と 8.0kWh の 2 種類）。蓄電システム向けのセルは車載用中大型角形セルを供

給している。なお、携帯電話基地局のバックアップ電池向けには円筒形セルを供給している。 

出荷動向としては、日本ではニチコンに供給する住宅用がメインとなっており、容量ベース

で 8 割以上が住宅用蓄電システム向けの供給が占めると推計する。 

加えて同年にはメガソーラーに併設される蓄電システム向けにも供給を行っている。具体的

には九州・鹿児島県の徳之島に設置された「御船徳之島太陽光発電所」（出力 1.99MW）に併設

の蓄電システム（780kWh）にセルを供給している。本件のメガソーラーと蓄電システムを合わ

せた全体の EPC サービスはエジソンパワーが担当しており、同発電所は民間の発電事業とし

て、政府の補助金無しで大型蓄電池を併設した国内最初のメガソーラーである。 

日本向けは引き続き住宅用、系統安定用（再生可能エネルギー接続用）をメインに展開しつ

つ、パートナー社の拡充で法人・業務用向けの出荷も伸ばしていきたい考えである。 

日本以外の地域では、アメリカ向の出荷が大きい。2015 年 7 月には北米最大の発電企業であ

るデューク・エナジー社がテキサス州で運営するノトリス風力発電所向けに、1 万 3,600kWh の

蓄電池を供給することを発表している。同風力発電所は 2012 年から 32MWh の鉛電池による

蓄電池システムを接続して運営されてきたが、リチウムイオン電池のコンパクトさや長寿命で

ある点をメリットに、鉛電池からの置き換えが順次行われる計画となっている。 

一方、アメリカにおける住宅用蓄電システム市場はまだそれほど需要がない。ただし、住宅

棟数が多いため、今後注視していくべき市場であると同社は見ている。なお、同社はアメリカ

において一時期 Extreme Power 社とパートナーシップを締結していたが、Extreme Power 社の破

産を受け、現在は大手企業を中心に新たなパートナー企業を模索している状況にある。 

欧州向けでは、ドイツをはじめとして欧州は日本同様に住宅用蓄電システムの需要が手堅く

期待できるエリアであると同社はみている。 

 

同社は「選択と集中」戦略で従来のケミカル事業部門を売却し、リチウムイオン電池事業に

注力する方針である。これからは電子材料事業部、小型電池事業部、中大型電池事業部のみ運

営し、特に車載用電池事業に今後 5 年間で 3 兆 KRW を投資し、集中育成する計画である。 

車載用電池分野において同社は BMW、Volkswagen、Audi、Porsche、Ferrari、Fiat Chrysler、

Jaguar Land Rover、中国の安徽江淮汽車や商用車メーカーの鄭州宇通客車、北汽福田汽車、イ

ンドの Mahindra & Mahindra 等、世界有数の自動車メーカーを主要顧客として確保している。

車載用電池分野では角形リチウムイオン電池の生産供給に注力しているが、Audi の「R8 e-tron」

や安徽江淮汽車の「iEV6s」（当面生産中止）には円筒形リチウムイオン電池を供給している。

同社はリチウムイオン電池セル・モジュールの供給がメインであったが、2015 年にオーストラ

リアの車載用電池パックメーカー「Magna Steyr Battery Systems GmbH & Co OG」を買収し、現

状は顧客ニーズに合わせてパッケージングまで行うケースもあるとみられる。これまで同社は

PHEVとEV向けセル供給により注力してきたが、厳しくなりつつある環境規制に対応すべく、

欧州自動車メーカーを中心に 48V の電池システムへの関心度が高まっている。48V の電池シス

テムは 1 台当たりの搭載セル数は少ないものの、多くの車種に用いられる可能性があるため、

市場は成長すると見込んでいる。同社は世界最大自動車工場として浮上した中国での車載用電
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池事業を強化するために、2015 年末に現地工場を完工し、安徽江淮汽車や鄭州宇通客車、北汽

福田汽車等を顧客として確保するなど、活発な営業活動を行ってきた。しかし、2016 年に入り、

中国政府が三元系セルを搭載した電気バス向け補助金支給を中止したこと、また、同社が中国

政府の車載用電池模範基準認証を得られなかったことを背景に中国市場で苦戦している。 

 

表 10：サムスン SDI 車載用リチウムイオン電池 製品ラインナップ 

EV 向け PHEV 向け HEV 向け Hi-Cap 

高エネルギー密度 高出力及び高エネル

ギー密度のバランス

の取れた性能 

優秀な出力性能と耐

久性 

スーパーキャパシタ

ーとリチウムイオン

電池の組み合わせ、急

速充放電が必要な低

電圧システム向け 

94Ah、60Ah 37Ah、26Ah 5.9Ah、5.2Ah 11Ah、4Ah 

出典：サムスン SDI ウェブサイト 126を基に作成 

5.3.2. LG 化学 

（1）基本情報 

商号 LG Chem Ltd（LG 化学） 

本社所在地 Yeoui-daero Yeongdeungpo-gu Seoul 

上場年月 2001 年 4 月（韓国取引所） 

売上高 20.2 兆 KRW（2015/12 期 連結） 

総資産 18.6 兆 KRW（2015/12 期 連結） 

従業員数 15,318 人（2016/9 期 単体） 

代表者 Park,Jin Su （2015 - , Rep Director） 

沿革 1947 年: 化粧品製造会社 Lucky Chemical Industrial Corporation を

前身として設立 

1995 年: LG Chem Ltd（LG 化学）に社名変更 

1999 年: リチウムイオン電池含む電子材料事業に本格参入 

出典：会社ウェブサイト、アニュアルレポート、SPEEDA より作成 

 

（2）事業の概要 127 

韓国の最大手、総合化学メーカーで、LG グループに属する。化学製品、化学素材、電子製

品、電子素材、自動車用品、住宅関連商品などを製造販売する 

近年では韓国内や米国の自動車メーカーにもリチウムイオンバッテリーを提供するなど、電

気自動車やモバイル、エネルギー貯蔵システム（Energy Storage Systems : ESS）といったバッテ

                                                        
126 http://www.samsungsdi.com/automotive-battery/products/prismatic-lithium-ion-battery-cell.html 
127 LG 化学 ウェブサイトおよびプレスリリース : http://www.lgchem.com/global/main 
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リーソリューションにも注力している。 

 

・蓄電池（Energy Storage System：ESS）事業の概要 

LG 化学の電池事業は 1997 年にリチウムイオン電池の R&D を開始、1999 年に韓国発となる

角形リチウムイオン電池の量産に成功し、現在はポリマータイプや円筒形のリチウムイオン電

池もラインアップに加えている。同社は民生小型リチウムイオン電池では円筒形、角形、ラミ

ネートの 3 形状を顧客、製品ごとにカスタマイズし、セルとパックを供給している。近年では

スマートフォン市場の拡大に伴い、ラミネートタイプのセルで同市場におけるプレゼンスを更

に高めている。 

車載用リチウムイオン電池では 2000年にラミネートリチウムイオン電池開発に着手し、2009

年に現代・起亜自動車の HEV 向けに量産を開始、現在では GM、ルノー、Ford、Volvo 等の xEV

向けにリチウムイオン電池供給を行っている。 

蓄電池事業としては、パートナー社との協業をベースに数 kWh～十数 kWh の住宅用蓄電シ

ステム、MW クラスの系統安定向け等を対象とする大型蓄電システムを展開している。蓄電シ

ステム向けのセルは車載用及び蓄電池専用のラミネートセルをベースにしており、エネルギー

セルとパワーセルに区分して供給している（正極材には主に NCM を採用）。なお、価格をより

重視するケースや C レート仕様を満たせるために民生小型の円筒形セルを蓄電システム向け

に供給しているケースもある。 

製品ラインアップとして、同社は日本の住宅用蓄電池市場向けに 2015 年から LS 産電と共同

で家庭用蓄電システムを展開している。なお、LS 産電と共同で手掛ける家庭用蓄電システム

に関しては、中央物産株式会社にも OEM 供給 128しており、同蓄電システムは「平成 26 年度 

定置用リチウムイオン電池導入支援事業費補助金」の補助対象機器として登録されている 129。 

LS 産電と手掛ける家庭用蓄電システムは 6.3kWh、9.45kWh、12.6kWh の 3 種類の容量ライ

ンアップを揃えている。共に 3.15kWh のモジュールが容量の基本構成単位になっていると見ら

れる。両モデルとも太陽光発電との連携やピークシフト機能などに対応している。 

日本以外では欧州とオーストラリアをメインターゲットとする住宅用蓄電池（容量6.4kWh）

を開発完了し、上市しており、今後、各地域のパートナー社と共に販売を展開していく方針で

ある。 

 

同社はゴム・特殊樹脂、ABS、アクリル等の石油化学製品を取り扱う基礎素材部門、光学素

材や高機能性樹脂等を取り扱う情報電子素材部門、ディスプレー材料と電池材料を取り扱う材

料部門、そして民生小型リチウムイオン電池、車載用リチウムイオン電池、ESS 用リチウムイ

オン電池を取り扱う電池部門の 4 つの柱を軸に事業を展開している。 

車載用リチウムイオン電池分野においては、2000 年にポリマータイプのラミネート形リチウ

ムイオン電池開発に着手し、2009 年に現代自動車の HEV 向けに量産を開始、現在では現代自

動車、起亜自動車、General Motors、Ford、Tesla、Audi、Daimler、Volvo、Renault、Chrysler、中

                                                        
128 中央物産では「enenova」ブランドで展開。 
129 http://enenova.jp/archives/1450 
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国の上海汽車、第一汽車、奇瑞汽車、長安汽車、長城汽車、商用車メーカーの南京金龍客車、

東風商用車等、世界有数の自動車メーカーを主要顧客先として確保している。 

同社は車載用電池としてラミネート形リチウムイオン電池の生産供給に注力しているが、

Tesla の「Roadster」の交換用電池には円筒形リチウムイオン電池を供給している。Tesla の

「Roadster」は生産が中止された車種であるものの、「Roadster」の購入者向けに電池パックを

含め、多様な車の性能アップができるアップグレードサービスを提供している。従来の 53kWh

より大容量の 70kWh パックが用いられ、そこに同社の 21700 円筒形リチウムイオン電池が採

用されている。ただ、交換用電池需要が少ないため、Tesla 向けセルの供給量は一部に留まって

いる様子である。 

同社は PHEV と EV 向けセル供給により注力しており、HEV 向けセル供給は現代自動車、起

亜自動車に限って行っている。HEV は PHEV や EV に比較し、1 台当たりの搭載セル数が少な

く、現状では欧州、北米、中国で大規模の PHEV 及び EV プロジェクトが相次いでいることが

背景として挙げられる。 

5.3.3. テスラモーターズ 

（1）基本情報 

商号 Tesla Motors, Inc.（テスラモーターズ） 

本社所在地 3500 Deer Creek Road Palo Alto California United States 

上場年月 2010 年 6 月（ナスダック） 

売上高 40 億 USD（2015/12 期 連結） 

総資産 81 億 USD（2015/12 期 連結） 

従業員数 13,058 人（2015/12 期 連結） 

代表者 Elon Musk （CEO, Product Architect & Chairman of the Board） 

沿革 2003 年: 電気自動車を製造販売する企業として設立 

2008 年: リチウムイオン電池を搭載した車種ロードスターを販

売 

2012 年: 世界初のプレミアム EV セダンである Model S を発売 

出典：会社ウェブサイト、アニュアルレポート、SPEEDA より作成 

 

（2）事業の概要 130 131 

電気自動車（EV）ベンチャーであり、EV 向けの蓄電池を量産。そのノウハウを活かし、

2015 年 8 月に太陽光発電所、ビルの非常電源、家庭などで使用する定置用蓄電池を発売。価

格は他社製品の半額以下に抑えるとしている。 

 家庭用 蓄電容量 10kWh モデル：3,500 ドル  7kWh モデル：3,000 ドル 

 
                                                        
130 テスラモーターズ ウェブサイトおよびプレスリリース : https://www.tesla.com/ 
131 パナソニック ウェブサイトおよびプレスリリース : http://panasonic.jp/ 
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電池セルの供給セルを受けているパナソニックとは 2009 年にリチウムイオン電池供給契約

を交わし、2010 年 1 月にはリチウムイオン電池の供給及び EV 用次世代電池の開発を共同で

取り組むと発表した 132。 

さらに、2013 年 10 月には 2015 年 9 月から販売している「Model X」に備え、2014 年から

2017 年まで「Model S」と「Model X」に用いられる 20 億セルの供給契約を締結しており、

2017 年末頃の発売が予想される「Model 3」向けにもパナソニックからリチウムイオン電池を

調達することとなっている。同社は自動車の基幹技術をゼロから手掛けており、パナソニッ

クから調達したリチウムイオン電池を自社でパッケージングしている。同社の電池パックに

はパナソニックの 18650 セルが採用されており、約 7,000 個のセルを繋ぎ、パック化してい

る。正極材に NCA を採用し、容量を高めたほか、電池パックも高容量化することで 1 回の充

電で最長航続距離が 502km（NEDC モード）と従来の EV より長い走行距離と高性能化を実現

している。同社は 18650 セルを数千個活用し、パッケージングすることのメリットとして、

①既存の汎用品である 18650 セルを使用するため、低コスト製造が可能なこと、②1 セル当た

りのエネルギー量を少なくし、1 セルに欠陥が生じても連鎖反応を制御することでその影響を

最小限にとどめ、リスク対応ができることを挙げていた。しかし、同社はセル 1 本当たりの

サイズアップに伴う高容量化により、リチウムイオン電池セルの搭載本数の削減とコストダ

ウンを図るために、2017 年末に発売する予定の「Model 3」向けには容量を従来比 7 割前後増

やした新型 21700 セルを採用するとしている。 

同社はパナソニックと連携し、米国のネバダ州に大規模な電池生産工場の Gigafactory を建

設している。同工場が完工する 2020 年までの投資額は 50 億 USD 規模になる予定であり、そ

のうち同社は 34 億 USD を、パナソニックが 16 億 USD を拠出する計画である。同工場では

2016 年内に一部稼働を開始しており、2020 年までに EV 換算で 50 万台分（50GWh）の生産

能力を整える計画である。同社は同工場で垂直統合及び規模の経済の達成で 30%程度のコス

トダウンを期待できるとしている。なお、同社は必要な場合、同工場の生産能力を年間

150GWh まで拡充することも可能であるとしている 133。 

上述した通り、同社は 2020 年までに年間 100 万台の EV を生産することを目標としている

ものの、パナソニックの従来の生産能力に Gigafactory の生産能力を寄せても同社の目標には

達しないため、今後、電池調達先の多角化の可能性もあると見られる。実際には同社は生産

を中止している「Roadster」のアップグレードに必要な交換用電池をパナソニックではなく、

LG 化学から調達している。 

  

                                                        
132 パナソニック プレスリリース :  
http://news.panasonic.com/jp/press/data/jn111011-2/jn111011-2.html 
133 テスラモーターズ ウェブサイト : https://www.tesla.com/jp/gigafactory?redirect=no 
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5.3.4. 住友電気工業株式会社 

（1）基本情報 

商号 住友電気工業株式会社（英訳名：Sumitomo Electric Industries Ltd） 

本社所在地 大阪市中央区北浜四丁目５番 33 号（住友ビル） 

上場年月 1949 年 5 月（東京証券取引所） 

売上高 2.9 兆円（2016/3 期 連結） 

総資産 2.7 兆円（2016/3 期 連結） 

従業員数 240,865 人（2016/03 期 連結）, 4,984 人（2016/03 期 単体） 

代表者 松本 正義 （2011 – 社長） 

沿革 1897 年: 「住友伸銅場」開設（会社の創業） 

1911 年: 「住友電線製造所」設立（会社の創立） 

1920 年: 「株式会社住友電線製造所」設立（会社の設立） 

1939 年: 社名を「住友電気工業株式会社」（現社名）に改称 

1961 年: 四輪車用ワイヤーハーネスを初納入 

出典：会社ウェブサイト、アニュアルレポート、SPEEDA より作成 

 

（2）事業の概要 134 

電線・ケーブルをコアコンピタンスとする同社グループは、自動車・環境エネルギー・情報

通信・エレクトロニクス・産業資材の 5 分野で高度技術による多彩な製品群を展開し、グロー

バルな事業活動を行っている。 

環境エネルギー関連では、再生可能エネルギーの拡大やスマートグリッドの進展など電力イ

ンフラの動向に対応した事業開発を行うため、2010 年にパワーシステム研究所を設立、太陽光

発電システム、分散電力網制御システム、集光型太陽光パネル（Concentration Photovoltaic；CPV）、

レドックスフロー（RF）電池などの取り組みを強化した。 

このうち RF 電池は 1985 年から関西電力と共同開発を始め、2001 年に世界で初めて実用化

に成功し、その後 5 年間で 20 施設程度に納入した実績がある。 

しかし、当時は負荷平準化用途が主体で需要が限られた上、不況で電力需要が低下した RF

電池の事業環境も悪化した。そのため一時は同事業の見直しも進めたが、2008 年に政府が再生

可能エネルギーの利用促進を打ち出したため、太陽光発電や風力発電の系統安定化や利用効率

向上のための電池システムを主要ターゲットとする新たな事業戦略を立て、そのための研究開

発を進めた。 

その間、NEDO 事業（2005 年～2008 年）による苫前ウィンビラ発電所の「ウィンドファー

ム出力平滑化実証試験」（30MW 風力発電 + 6MWh RF 電池）や、同社大阪製作所における「マ

イクロスマートグリッド実証試験」（太陽光発電 + 風力発電 + 10kWh RF電池：20011～現在）、

同横浜製作所構内における「メガワット級大規模蓄発電システム実証実験」（大規模 CPV + 

5MWh RF 電池 + エネルギーマネジメントシステム：2012 年～現在）を行ってきた。 

                                                        
134 住友電気工業 ウェブサイトおよびプレスリリース : http://www.sei.co.jp/  
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これらの取り組みにより、太陽光や風力等の自然エネルギー発電において、①気象条件に左

右される不安定な出力を RF 電池の充放電で補償し出力を平滑化できる、②RF 電池と自然エネ

ルギー発電を組み合わせることで計画的発電を行える、③上記①②により火力発電等の系統電

源の調整負荷を軽減し、自然エネルギー発電の連系可能量を拡大できる可能性があることなど

が実証された。 

また、横浜製作所の実証試験では、省エネ機能を主眼とした独自開発の FEMS（Factory Energy 

Management System）により RF 電池の充放電を最適化してピークカット、ピークシフトに貢献

できることも確認された。 

2013 年 7 月には北海道電力と共同で行う RF 電池の大規模実証試験の計画が経済産業省の

「平成 24 年度大型蓄電システム緊急実証事業」の補助事業として採択されたため、5 年間（2013

～2017 年度）に及ぶ同事業がスタートした。この事業では北海道電力の基幹系統の変電所に総

蓄電容量 6MWh の RF 電池を設置し、今後さらに導入促進される風力や太陽光等の自然エネル

ギー発電の出力変動に起因する電力系統の周波数変動、余剰電力に対する RF 電池の調整・系

統安定化機能を検証するとともに、RF 電池の最適制御技術の開発を進めている。 

横浜製作所の実証試験では、太陽光発電や風力発電等の事業所サイドにおける RF 電池の機

能をチェックしたが、今回の事業では変電所等の系統運営事業所における RF 電池の機能を検

証する。2014 年度中に設置面積 5,000 ㎡以上の 2 階建専用建屋を建設し、1 階に電解液タンク、

2 階にセルスタックと熱交換器を設置するが、変電所に設置する RF 電池では世界最大規模と

なる。 

これらの様々な取り組みと併せて同社の RF 電池は様々な改良が進められ、出力特性は 2005

年の初期製品に比べて同体積で約 2倍に向上した。また、電池セルの製造方法も自動化を図り、

年産 20MW を超える量産体制を整備した。 

営業面では、2013 年度下期から MW 級案件の受注活動を始めており、電力事業者に対する

大型蓄電池の設置義務化が始まった米国市場への展開も進める計画でその準備を進めている。 

コスト面では、現状の価格では 10～20 万円／kWh でまだ高いが、今後、高出力密度化等の

高性能化と量産化によるコストダウンを進め、2020 年頃には揚水発電並みの価格（国内 2.3 万

円／kWh）を実現することを目指す。 

同社では RF 電池の単独販売だけでなく、独自の集光型太陽光発電装置やエネルギーマネジ

メントシステムを主軸とする自然発電事業所、工場、電力事業者向け電池・電力管理システム

事業を本格展開する計画で、2020 年にその合計売上を 1,000 億円規模に拡大することを目標と

している。 

 

・蓄電池（Energy Storage System：ESS）事業の概要 

同社は再生可能エネルギーの利用拡大やスマートグリッドの進展など、電力インフラ分野

の技術変革に対応した事業開発を行うため、2010 年 1 月にパワーシステム研究所を設立。以

降、太陽光発電システム、分散電源網制御システム、集光型太陽光発電パネル（CPV）、RF

電池等の研究開発体制を強化している。RF 電池は 1985 年から電力の負荷平準化を目的に関

西電力と共同開発を始め、2001 年に世界初の実用化に成功した。一時は事業活動を中断した
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が、2008 年に政府が再生可能エネルギーの利用促進を表明したのを契機に、再エネ導入時の

系統安定化や出力平準化用途を主要ターゲットとする事業戦略を立て、そのための研究開発

と実証試験を推進している。2015 年には北海道電力の南早来変電所に 60MWh の RF 電池シス

テムを導入予定となっており、海外でも北米において実証試験での導入が予定されている。

近年では試験運用がメインではあるが、国内において企業向けの納入実績も有する。 

また、2015 年 6 月にはリチウムイオン蓄電システム「Power DEPOⅡ」の発売を発表してお

り、住宅や小規模オフィス等向け蓄電市場にも参入している 135。発電や系統側、工場向け等

の数百 kWh～数十 MWh の大容量領域をメインターゲットに据える RF 電池に加え、上記

「Power DEPOⅡ」の上市で同社は電力の川下までをカバー可能な蓄電ソリューションを取り

そろえたこととなる。 

「Power DEPOⅡ」は災害などによる停電時に情報機器や家電製品に電力を供給出来るスタ

ンドアローン型となっている。電気製品で使用する電力の大きさによって充電能力を最適制

御する機能を搭載しており、これらの機能によって太陽光発電用パワーコンディショナの自

立出力エネルギーを有効利用出来る仕様となっている。無停電電源機能も搭載しており、一

般家庭だけに限らず、小規模オフィスや店舗での BCP 対策としての運用にも適する。 

同蓄電システムの大きな特長が独自開発の電力変換技術の採用により、エネルギー効率を

同社従来製品（POWER DEPO：鉛電池搭載）に比べて 20%向上させている点がある。充放電

に伴うエネルギー損失を従来方式の半分にしたことで、エネルギーロスが少ないため発熱を

抑えられ、コンパクト化・軽量化に加え、低価格化（2.9kWh で定価 94 万 8,000 円）を実現し

たとしている。搭載されているリチウムイオン電池（外部調達）はサイクル寿命 6,000 回以上

の長寿命を実現しており、蓄電池容量保証は 8 年間となっている。同社は商社、住宅メーカ

ー等の販売パートナーを介し、「POWER DEPOⅡ」を 2015 年 6 月に販売を開始している 136。 

 

                                                        
135 住友電気工業 ウェブサイト : http://www.sei.co.jp/products/energy-storage/ 
136 http://www.sei.co.jp/products/energy-storage/pdf/powerdepoII.pdf 
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